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は し が き

本 書は大規模組織におけ る分 権的な計画および統 制 システム と,集 権 的な計

画 システ ムの もとでの 分 散的階層的な 情報処理 システムを 追求す る ものであ

る.こ の ような分 権i的システムを本書 では計 算価格 をめ ぐって展 開 して い る.

私 が計算価格の問題 に手 をふ れは じめたのは約9年 近 く前,神 戸大学大学院

で久 保田音二郎先生 よ り西 ドイツの べーム=ヴ ィレの共著DirectCostingund

P「ogramPlanztng(1960)を 指 示 された ときか らであ る.こ の とき,ほ かにシ

ュマー レンバ ッハのPretialelpVirtschaftslenkttng(Bandl1947,Band皿1948)

も先 生 か ら貸与 され,主 として これ らの書物 を中心 に 「シ ュマー レンバ ッハ と

べームの計算 価格論」 とい う修士論文 を書 いたこ とで あ った .修 士課程 と博士

課程 とで一貫 したテーマを研究す るよ うにといわれ た久保 田先生 のお言葉 に支

え られ,今 日まで計算 価格論 を私 の主要 な研究 テーマ として きたが,い まだみ

るべ き成果 をえていない ことを先生 に対 し申 し訳 な く感 じてい る.久 保 田先生

か らは原 価や会計一般に関す る深い洞察を与 え られ,ま た研究 に対 す る真摯 な

態度を強 く教えていただいた.こ こに,心 か らの感謝 をこめて この小著 を先生

に捧げ るもので ある.

と ころで,上 記のべー ム=ヴ ィレの共著 は,そ の改定第3版(1967)を そ の

後,神 戸 大学教授 ・溝 ロー雄先 生のお世話で,同 大学 の谷武幸助手 とと もに共

訳す る機会を与えていただいた,こ の ことは,私 が計算価格や分権管理 の問題

を研 究 してい く上 で大 きな刺戟にな った.同 教授 の 日ごろのご指導 に対 し,こ

こに厚 く御礼 申 し上げ る次第であ る.

ま た,関 西 学院大学教授 ・小 島男佐夫先生 と,愛 知大学教授 ・河合秀敏先生

には公私 にわた りいつ もご厚情 と激励 をたまわ って いる.こ の機会 に心か ら感

謝 申 し上げ る次第であ る,

本 書の刊行 は,大 阪府立 大学経済 学部 において私 の属す る管理会計講座の主

任教授 ・本 田利夫先生 か らのお勧 め と励 ましがなけれ ば,と うて い行われえな

か ったであろ う,同 教授の 日ごろの暖いご指導 に深 く感謝 申し上 げる.さ らに

本 書の若干 の章については,同 じく本 学数理経済 学講座 の宮本勝浩助手 に眼 を



通 していただいた.ま た,久 保田先生を中心とした 「原価研究会」でもいくた

びか報告させて もらい,諸 先生方,と りわけ東北大学 ・豊島義一助教授,大 阪

市立大学 ・平林喜博助教授 らから種々のご検討をたまわ った.こ れ らの諸先生

方からのコメン トには心からの謝意を表するものである.

最後に,本 書の大部分の執筆そのものは,私 が米国および西 ドイツに出張す

る直前の6カ 月間に行 ったものである,こ の間の留学準備等に多忙ななかで,

この執筆に多 くの時間をさきえたのは妻公子の惜しみない協力によるものであ

ることを付記しておきたい.

1972年9月28日

門 田 安 弘
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1

序論 本書の課題と構成

本書は,計 算価格による大規模組織の分権的システムを研究することを課題

としている.こ こに,計 算価格とは大規模組織内部における事業部門間で振替

られる製品(原 材料 ・半製品 ・完成品)お よび用役に関する内部的な価格であ

り,振 替価格とか内部振替価格ともよばれる.ま た,こ こにいう分権的システ

ムとは,分 権的管理システムと分権的情報システムの二義を含んでいる.分 権

的管理システムは大規模組織における各事業部門の分権的な計画と統制のしく

みであり,こ れは大規模組織が 環境の変化に対する機敏な 適応性を とりもど

し,か つ機械的非人間化の幣をな くし人間の活動のモテ ィベーションを高ある

ために,各 事業部門の管理者にある程度の計画権限や統制権限を委譲すること

にした管理 システムである.次 に,分 権的情報システムとは,大 規模組織が環

境変化に適応 していくにあたり,環 境に関する情報を収集し処理する権限が中

央本部だけで掌握されているのでな く,各 事業部門にもこの情報処理権i限が委

譲されており,各 事業部門は自分 自身に関する詳細で多量なデータを自分で収

集し処理す ることによって,要 約された情報に変換 してそれを中央本部に報告

するシステムである.こ れは大規模組織の中央本部がもつ情報処理能力の大 き

さに依存して,い ろいろな程度の階層的情報処理システムとして設計されるべ

きである.

ところで,事 業部門別の分権的な計画 ・統制のためには,事 業部門別の事前

の計画成果計算と事後の実際成果計算とが必要になる。このとき,計 算価格は

一般に,事 業部門間での振替品の引渡 し側では引渡 しに伴 う収益を評価す るた

めの内部的価格とな り,振 替品の受入側では受入に伴 う費用を評価す るための

内部的価格となる.し たがって,計 算価格のもつこのような評価機能は,期 間

収益と期間費用を測定し,そ の差額 としての期間利益を測定することを課題 と

してきた会計の伝統に深 く内在 している・また,分 権的な計画や統制は,全 体

組織か らみて各事業部門間で調整のとれだものでなくではならないが;"会 計は

これまで予算編成と予算統制によって,部 分活動の全体的調整 とその調整ざれ

た活動プランの分権i的な遂行について タッチしてきた.お よそ,生 産活動や販
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売活動に関する情報はそれ らの活動に密接して担当している人 々によって収舞

され処理され報告 されるが,そ れら諸活動の間の調整に関する情報の生産は塗

計あるいは会計担当者によってなされてきたといえると思 う.し たがって計舞

価格は部門活動の調整 目的をもった情報であるか ら,こ れは本質的に会計情荊

といえるであろう.,さ らに,今 日では会計を 「情報システム」 としてみ ること

が一般化してきた.し たが って,全 体組織からみた最適計画や満足計画をたて

るための(計 算価格を使 った)分 権的な情報処理システムを究明し,こ れを謬

計することも,会 計の本質に密接に関連している.

さて,本 書では以上でのべたような計算価格による分権的計画 ・統制システ

ムと分権的情報処理システムの問題を,伝 統的な会計だけでなく,線 形計画注

のモデルをも使 って究明しようとしている.ま た,計 算価格による分権的シス

テムに関す る経済学での研究成果も摂取したが,本 書がこの方面に関する他の

分科における研究に少しでも資するところがあれば幸いである.さ てそこで,

本書は,上 述の課題の究明に,次 のような章構成をもってアプローチするもの

である.

第1章 では,日 米における現行の振替価格の会計実務を体系的に説明し,そ

の理論的な問題点を明らかにした.従 来の振替価格に関する論議は一般に,個

々の振替価格決定基準を列挙 してはその長所 ・短所をあげつ らうだけというの

がほとんどであコた.そ こで本章では,い かなる経営状況と市場状況のもとで

はいかなる振替価格が適切であるかという処方箋を目的別に体系的に示 し,あ

わせて現行の振替価格決定基準の問題点を指摘 したわけである.そ の解決は以

下の諸章で考察されよう.

第2章 では,西 ドイツにおける計算価格論のいわば学説史を概説した.筆 者

の従来の大部分の研究はこの部分に関係するが,紙 幅の都合で本章はそれを要

約して示した.こ の章では,と くに原価計算と数学上の双対価格 との関連づけ

が明らかにされているので,本 書において重要な位置をしめる,

第3章 では,集 権的計画のための分権的な情報処理システムが明らかにされ

る,本 章は主にダンチッヒ=ウルフの分解原理の含意を論じたものである.し

か し,こ の分解原理のもとでの真の分権的計画 ¶(最終的決定権限 が部門にあ る

もの)の あり方 ものべ られている.
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第4章 は,レ オンチsフ の投入産出分析を多部門生産企業に適用 した全体的

計画モデルを示したものであるが,お おむね解説的な内容になっヴいる,本 章

は,ダ ンチ ッヒ流の計画モデルが比較的特殊な形を しているので,一 般的な形

をした計画モデルを提示することを目的としている,そ して,こ の一般的な形

をとった全体的計画モデルに対 して,以 下の第5章,第6章,第7章,第8章

においてその情報分権的な集権的計画システムが研究される.こ れ らの4つ の

章は,第3章 と第4章 を合せると,本書の大部分を占めることになる.こ れ らの

6つ の章は,ひ っくるめて,大 規模な線形計画問題の分解アルゴ リズムと,そ

の分権的計画システムや分権的情報システムへの関連を研究するものである・

このうち,第5章 ではウィンス トンの分解法の限界を明らかにしたものであ

り,第6章 はコーナイ=リプタクの分解法を企業の準分権的計画に適用 したも

のである.そ して,第7章 では西 ドイツのD・ アダムの分解法を忠実に紹介 し

た.わ が国では ドイツ人の手になるオ リジナルな分解法はこれまで一度も論 じ

られたことがないので,か なり忠実に紹介したわけである,し か し,そ の批判

的検討の節ももうけている.第8章 は私の考案 した分解法を提示 しておいた・

次に,第9章 では,公 害に対処する企業の短期利益計画モデルを示 した・こ

こでは,い わゆる結合生産の過程における投入産出関係の定式化や,連 産品の

原価計算への数理的アプローチも論じられる.さ らに,本 章での一つの重要な

ポイン トは負値の振替価格の出現とその経済的意義を明 らかにする点である・

しかし,本 章における筆者の主たるね らいは,廃 棄副産物の処理 ・加工問題を

含んだ短期利益計画モデルを提示し,負 値の振替価格が分権的計画上どのよう

に用い られるかを示す点にある.

最後の第10章 では,こ れまで主として取扱 った 「計画」の問題か ら離れ,分

権的な 「統制」システムを私なりに提示した.す なわち,組 織の管理は計画過

程 と統制過程からなるが,本 章で私は数学上の双対価格をその統制上のペナル

テ ィまたは補助金として用いることによって,当 初のプラン(予 算)の 完全な

実施を制御するシステムを考えたのである.統 制面に関しては,今 後は行動科

学的な研究も加えてさらに開拓さるべき分野であると思 う.

このほか,計 画面においても諸部門が異 った目的をもっている場合の調整的

計画の方法や,非 線形計画法への拡張などがさらに必要である,
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第1章

現行振替価格会計の体系化と問題点

1.1分 権 的 管 理 の 必 要 性 と事 業 部 制 の 意 義

今 口,大 企業の業務活動は非常 に広範な地域 に広が り,き わめて多 くの製 品

を さらに多 くの顧客 にもた らす もの とな ってい る,そ の ため,中 央 の経営 管理

者が企業の業務活動 のあ らゆ る部分 における環境変 化に機動 的に適応 す ること

が困難 とな って いる,さ らにまた,今 日の大規模企業 に働 く人間 はその巨大な

機械的な機構 の中で人閲性疎外 に悩み,活 気 にあふ れだ活動意欲 を失 いがちで

ある。

そ こで,こ の よ うな大規模企業 において,環 境の変化 に対す る機敏 な適応性

を とりもどし,か つ機械的非人間化の弊を な くし人間の活動 のモテ ィベー シ 旨

ンを高め るために,個 々の生産活動や市場活動 に密 接 して これをよ り正確に く

わ し く知 りうる経営執行担 当者 に相 当の意思決定権限 を委譲す ることが必要 と

な ったのであ る.こ のよ うに,分 権化(decentralization)と は,そ の定 義ど

おり,本 来 最高 経営者 の もっていた多 くの意思 決定 権限 を下位 の各 部門に委譲

す ることを意味 してい るのであ る。

ところで,分 権 化の構造 は,企 業の職能的組織構造 に もとづ き,販 売,製

造,技 術および財務 ご との分権 的単位 であ ることもあ る.あ るいは,主 に市場

の特異 性に もとづ き,企 業 の種 々の販売地 域,製 品系列,ま たは顧客 グルー プ

ごとの分権 的単位 であ るこ とも ある.こ れ らの 分権的単位 は 一般に 事業部

(1)

(division)と よばれ るが,こ こでは上記 の前者を職能別事業部制 とよび,後

(注1)職 能別事業部の存在理由は次のとおりである.た とえば,販 売員または販売設備

を各事業部が共用することが経済的であるので販売事業部を設定する,あ るいは,た っ

た一つの製造工場がい くつかの製品別または地域別販売事業部の要求をみたすので,こ

れらの販売事業部から区別 した製造事業部が設定されたりする.さ らにはジひとしく製

造事業部であっても,第1工 程事業部と第2工 程事業部というふうに半製品の加工段階

に応じて区分される事業部もある.こ れらについて,製 造活動の利益を測定できる基準

を考えだすことは非常に困難である.Shillinglaw〔S14〕P,682.(訳 書385頁)参 照.
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者を市場別事業部制とよぷ ことにしたい.し かし,も ちろん現実の事業部制は

両者が混合した形をとっている.

さらに,こ の事業部が企業の全社的利益の一部分に対す る責任を委譲されて

いる場合,そ れは利益中心点(profitcenter)と もよばれる.利 益中心点 とし

ての事業部は真に分権化されているということができる,

さて,利 益中心点としての利益分権化が効果的であるためには,利 益に作用

を与える諸要因に関する決定権隈が 事業部長に与えられていなければ ならな

い,こ のとき,事 業部長は利益 という判断基準によ っていろいろな意思決定を

行うことができ,ま た,か れの業績が利益 という成果指標 によって評価 され る

ことが可能になる.し かし,分 権化は権限の完全な委譲を意味するものでは決

してない.最 高経営層はとくに財務活動や資本支出に関する何 らかの決定権限

を本部権限として留保 していることがきわめて一般的である.ま た,事 業部の

自律性(autonomy)は,各 事業部の諸活動の全社的調整の必要か らも制限さ

れることが多い.と くに,後 述のように,職 能別事業部制では全社的期間計画

上,中 央の介入をうけざるをえない.

1.2事 業部 別利 益計算 と振 替価 格 の 目的

既述のように,事 業部長がいろいろな意思決定を利益尺度を判断基準に行な

い,ま たかれの業績が利益尺度で評価されるためには,事 業部別の事前の計画

利益計算と,事 後の実績利益計算とが必要になる.

ところが,事 業部が他の事業部からの財貨 ・用役の提供を一切受けず,す べ

ての原材料 ・部品を外部市場から購入し,こ れを自己設備で加工して外部市場

に販売する場合には,事 業部別利益計算の見地か らは理想的な利益中心点であ

る.と いうのは,こ のケースでは,事 業部の業務活動は独立企業のように他の

事業部か ら完全に分解可能であり,し たが って,当 該事業部利益が他の事業部

の業務活動の成績に影響されないか らである.

しかし,実 際には,同 一企業内の事業部間で製品の移動があるのがふつうで

あり,こ の移動を 「振替」(transfer)と よぶ,そ して,振 替 られる製品には,

次の製造工程で使用する原材料や半製品,お よび使用 もしくは転売のために振

替えられる完成品がある.さ らに,他 の事業部で使用される用役(機 械時間,
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動 力 な ど)・もこれ に含め られ る.こ れ らの製品 または用 役が振替 られ るときの

単価は 「振替価格」(tranferprice),「 内部振替価格」(intracompanytransfer

price),あ る いは 「計算価格」(Verrechnungsprice;interneLengungspreis)

な ど とよばれ る.

さて,事 業 部問に財貨 。用役の振替が なされ る場 合に,ど のよ うな振替価格

で これを測定 す るかは,事 業部別 利益計算 に大 きな影響 を与 え る.と い うのは

振替価格は振替品の供給事業部では収益を,受 入事業部 では原価 を形 成す るか

らで ある.し か し,ど のよ うな大 きさの振替価格 を適用す べ きかは,事 業 部別

利益計算の 目的に対す る適 合性(relevance)の 観 点か ら決定 されねばな らな

い.

お よそ,企 業 の外部報告 目的のための全社 的総合利益を計算す る 目的に対 し

て は,製 造全部原価(fullcost)に よ る振替 価格 が適 切で ある.し か し,こ こ

で問題に している内部 的な事業 部別利益 計算 の 目的か らは,振 替価格 は次 の2

つ の 目的に適合す るもので なければな らない.

(1)事 業 部別 の短期利益計画 と個別業務計画(意 思 決定 目的のため の振替価

格).

(2)事 業 部別の利益管理(業 績評価 目的 のための振替価格).

そ こで以下では,種 々の具体的な経営情況 を体 系的に構 成 した うえで,そ の

中に現行 の多 くの振替価格設定方式 を位置づ け,も って現行振 替価格会計 の体

系化 とその間題点の指摘を行ないたい と思 う.そ の さい,わ れわれの振替価格

論 を次 の4つ の分析基準を組合せて展開 して いきたい.

(1)意 思 決定 目的 と業績 評価 目的

(2)職 能 別 事業 部制 と市 場別事業部制

(3)供 給 事業 部の完全操業 と不完全操業

(4)分 権 的決定 と集権的決定

ここで,(2)の 区分 について は,以 下 では,供 給 事業 部が中間製品製造事

業部であ って も,そ れ に何 らか の外部 中間製 品市場 が存在 してい る場合には,

これを市 場別事業部 の一種 とみ なしてい る.し たが って,(2)は 何 らの市 価 も

存在 しない場合 と存在す る場合 の区分 とい って もよい,こ れを振替点 について

のみ図示すれ ば,次 のとお りであ る.
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職 能 別事 業部 制:供 給事 業部 内部 鰭 受入 事業 部

市場 別 事業 部制,供 給事 業部 内部振 替 受 入 事業 部

外 部販 売 外 部購 入

外部 中間製 品市 場

1.3振 替価 格 の決 定手 続 一 分権 的交 渉 に よ る決定 と中 央集権

的な本 部決 定一

以下の諸節では振替価格の種々の決定基準がのべられるが,ど の基準にもと

ついて振替価格が決定される場合にも,そ の決定にいたるまでの手続には,中

央集権的な本部決定方式 と分権的な事業部間交渉による決定方式のうちいずれ

かが採用される.こ のうち,前 者は管理価格方式,後 者は交渉価格方式 ともい

われる.

いまこれを,純 粋な形に区分して明らかにすれば,管 理価格方式では,振 替

価格が当事者の事業部間の交渉過程をへないで,本 部の常務会または本部のス

タッフ(管 理部)に おいて振替価格が決定される。もっとも,こ の方式におい

ても,情 況が変化したにもかかわらず,い つまでも振替価格の改定が行なわれ

ない場合などには,関 係事業部の方から本部に振替価格の改定を提訴できる権

利が認められている.他 方,交 渉価格方式は,関 係事業部の間で,あ たかも独

立の企業が取引価格について交渉を行なうのと同じように,交 渉過程をへて振

替価格について当事者の合意に到達する方式をさしている.し かし,交 渉価格

方式において も,本 部の裁定手続が用意されている.す なわち,振 替価格につ

いて関係事業部間の意見が一致しない場合には,本 部の常務会に問題を提出し

てその裁定(umpiring)を うける.常 務会は管理部の援助をえて,当 事者の各

事業部の提案を分析し,振 替価格の裁定を行 う.こ のときも,最 終的には当事
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(2)

者 の 両事業部長の納得を うるように極力配慮 され る.

さて,以 上の両方式 は,そ れぞれ一方が完全な 中央集権的決定法で あり,他

方が完全な分権的決定法で あるとはいえないが,両 者 には重点 の相違 のあ るこ

とが明 らかで あり,前 者は準中央的決定方式,後 者 は準分権 的決定方式 といい

うるであろう.

と ころで,一 般 には後者の準分 権的決定方式が事業部制 の本来 のあ り方 であ

るとして強調 されてい る.と い うの は,事 業部別利益測定 の可能性 の観 点か ら

も,全 般 的経営諸職能 を包括 してい るとい う点か らも,市 場別 事業 部制が理想

的な本来 の利益 中心点で あり,し か も,市 場別 事業部 制において こそ準 分権的

決定方式が経営活動 の計画上 も振替価格 の決定上 も本来 的に採 用可能だか らで

あ る.

お よそ事業 部制では,事 業部 ご との短 期利益 計画は,事 業部みずか らが その

決定 に積極的に参画 してたて られ るとい う点 に特徴 があ るが,こ れは市場別事

業部制 において妥 当す ることで あ る.市 場別 事業 部制では,事 業部別短期利益

計画の素 案は各 事業部 で独 自に作成 され,し たが って振替 価格の設定 も事業部

レベルの交渉で決定 され る.本 部は各事業部か ら提 出された利益計画案 を調整

し,最 終的 にこれをま とああげた上 で公 式の決定に も ってい く.た だし,そ の

(3)調 整 過程
では本 部 と事業部の情報 交換が反復 され る.

と ころが,職 能別 事業部制の もとでは,と くに供給事業部の利益計画案 の作

成 は供給事業部で独 自に行ないえず,準 中央集権的 に決定 され る.こ の理 由と

して,次 の2つ を あげうる.

(1)供 給 事業部は外部市場を もた ないので,供 給事業 部の生産計画 は受入事

業部 の計画 に従属せ ざるをえ ない また,受 入事業部 の活動計画 も供 給事業部

の供給能力 などを前提 にせ ざるを えない ことがあ る.し たが って,職 能別事業

部 制において は,供 給事業部 と受 入事業部 を中央本 部 レベルで合体 して,両 事
(4)業 部

の合体 的な短期利益計画をたて ざるをえない.

(注2)占 部 〔u1〕244-249頁.芝 〔s10〕63-64頁.

(注3)交 渉価格方式の主張者には,Anthony〔A13〕,訳 書105・-107頁.Dean〔D4〕

p.108が いる.

(注4)Shillinglaw〔S14〕p.683.p.742,(訳 書385頁,422-423頁).溝 口(m11〕

77-79頁,
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(2)職 能別事業部制においても,事 業部制の理想か らいえば,両 事業部間の

密接な交渉によって計画をたて,振 替価格も決定することが望ましいが,中 間

製品に対する外部市場が存在しないから,交 渉両当事者に代替的販路がないの

で売買交渉範囲が限定されない.外 部市場を欠 くと,供 給事業部と受入事業部

とが1対1で 対立する 「双方独 占」(bilateralmonopoly)の 状態になることが

多 く,こ の場合には売買交渉範囲はかなり広 くな ってしまう.こ のとき,交 渉

価格方式をとると,振 替価格はかなり広い範囲で不定な状態になり,各 事業部

長の売買交渉能力によ って不合理に決ってしまうので,全 社的にみて最適に近

い振替価格がえられない,も っとも,こ のケースにおいても,形 式的には交渉

価格方式をとることが少 くないが,そ れは交渉の基礎となる振替価格決定ルー

ルが全社的 「方針」として関係事業部に知 らされてあり,こ れにもとつ くもの

である.し かし,こ の決定ルールそのものは事前に本部で決定されるわけだか

ら,職 能別事業部制では各事業部の短期利益計画案と,振 替価格の確定とは,
(5)申央集権的な介

入を本質的に強くうけざるをえない.

以上のように,事 業部に関する短期利益計画と振替価格の決定は,市 場別事

業部制では準分権的決定法,職 能別事業部制では準集権的決定法によ って行な

われる.し かし,各 事業部における個別業務計画(自 製か外注か,外 部販売か

内部振替か,売 価決定,受 注決定,生 産方法決定)の 立案は,い ずれの事業部

制においても,振 替価格を使って各事業部独自に準分権的に行なわれる.

1.4意 思 決定 目的 に と って適切 な振 替 価格 決 定 基準

1.4.1職 能別 事 業部 制で の準 集権 的 な短期 利 益 計画 目的

標準 変動 費 に よ る振替 価 格

事業部制における短期利益計画法については前節で少しふれたが,こ こでは

とくに職能別事業部制を中心にこれを詳論 したい.

(注5)職 能別事業部制では市価に関するデータが入手できないので,振 替価格に関する
責任は事業部長におかれるとしても,振 替価格を決定するためのスタッフ的業務は本部
に集められる、ふつう,こ の仕事は,コ ントローラ部の利益計画課または財務分析課に
よって担当され,場 合によっては本部の購買課が これを担当することもある.NACA

〔N1〕p.30.(訳書159頁).溝 口Cm11〕79頁,
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職能別事業部制では供給事業部と受入事業部とを合体した利益計画案の作成

が,直 接原価計算の 「限界利益率」を 利用して,本 部 で 行なわれることが 多

い,直 接原価計算の計画面への一般的な適用はふれないが,こ こではとくに事

業部制におけるその 特微を かいつまんで のべておく まず,「 限 界 利 益」

(marginalincome)と は製品別の売上高(す なわち販売価格)か ら変動費を

差し引いて算出された粗利益であり,こ れは製品の販売量に比例して増減す る

のでその大きさは各製品の収益力をあらわすため,利 益計画上,各 製品の組合

せを考慮す るのに有用である.こ の限界利益は最終製品事業部(受 入事業部)

の製品グループ別に算定され,次 のような合体利益計算書の形で,合 体事業部

純利益まで計算される.こ こで,現 実の事業部制企業は職能別と市場別の事業

部を混合して有しているので,こ の合体事業部を他の市場別事業部のように1

事業部とみなせば,次 にこのような事業部の純利益を分子に,事 業部別使用資

本の当該計画期間の平均在高を分母において,「 事業部別使用資本利益率」が

算出される.同 時に,こ の事業部別利益を全事業部から集計して,企 業全体の

利益を予定し,こ の全体利益予定額を企業の予定総資本と対比して 「総資本利

合体利益計算書(職 能別事業部制)

a製 品b製 品 合 計

1.売 上 高 ××× ××× ×X×

2.直 接 原 価

売 上 品製 造 原 価 ××× ××× ×x×

総 限 界 利 益 ××× ××× ×××

変 動 販 売 費 ××× ××× ×××

営 業 限 界 利 益 ××× ××× ×X×

3.期 聞 原 価

供給事業部固定費 ×x×

受入事業部固定費 ×××

供給事業部本部費 ×××

受入事業部本部費 ×x×

4.純 利 益 ×××
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益 率」 が計算 され る.こ の場 合,各 事業部の 存立条件や市況 が異 ってい るか

ら,当 然 に事業部 別使 用資本利益率 と総資本利益率 とは相違す る,こ こで算出

された各 資本利益率 は予想率で あるが,本 部で は全社 的総 合利 益の希望額を用

意 してお り,希 望総 資本利益率 との対比 において事業部別利益 計画 案を検討す

る,こ の とき希 望総資本利益率 自体 も変更 され うるが,全 体利 益 も事業部利益

もともに資本 利益率の観点 か ら試行錯誤 的に検 討され,そ の さい各 事業部の利

益計画案は相互に調整され る.そ して最終 的に本部 が全社 的総 合利益 目標総(6)

資 本 利益率,お よび事業部 別の差別 的 目標使 用資本利 益率 を同時に決定す る.

さて上記において,職 能 別事業部 門の合体 的利益計 画の基礎 にな ってい るの

は直接原価計算によ る標準変動 費で ある,こ の ことは,職 能別 事業 部間で振替

られ る製品の振替 価格 も標準変動費 によるべ き ことを要求 してい る・(市 場別

事業部の場合は,受 入事業部 と供給 事業部 が合体 され ないので,計 画利益計算

の上で直接原価計算形 式が用い られて も市価 による振替価格 の適 用が可能で あ

る.)

次 に,職 能 別事業部 制におけ る供給 事業部 の 操業 状態いかんを 聞題 に しよ

う.供 給 事業部が完全操業 にあ り隣路が生 じると予想 され る場 合には,合 体 し

た利益計画計算では直接原 価計 算方式 を用いるにして も,最 終製 品事業 部(受

入事業部)の 最終製品別の 「限 界利 益率」 をよ りど ころにして製 品組合せを決

定す ることはま ちが ってい る・ この場 合には,両 事業部 を合体 したの ち,供 給

事業部が振替え る給 付(製 品)単 位 あた りの 「限界利益額」 を受 入事業 部の最

終製品種類別に算出 して,こ の金額 を基準 に希少 な振替製 品の配分 を決定すべ

(注6)事 業部制の利益計画一般については主として溝口 〔mll〕76頁 ほか参照した.

(注7)事 業部の分権的決定のためには限界原価が適切なことは,振 替価格の経済理論を

早 くから示したハーシュレィファによって指摘され,そ の後ビアマンほか多 くの論者が

主張している.し かし,限 界原価によって分権的に最適生産量を決定できるという論理

は,限 界原価が操業度の増大につれその逓増領域をもつという前提にもとついている.

あるいは,限 界原価が一定である場合には,限 界収益の逓減することが仮定されねばな

らない.こ のような前提のもとではじめて,そ の事業部の限界原価が限界収益に等 しく

なる点を分権的に探索できる.と ころが,会 計的に測定できる限界原価はコンスタント

を仮定した平均変動費であり,限 界収益も連続的には逓減せず,一 定の範囲ごとに階段

的に下落するにすぎないことが多いから,経 済学的な狭義の限界原価による振替価格は

実賎的にはあまり意味がないように思える.Hirshleifer〔H10〕,〔Hユ1〕,Bierman

〔B6〕Chap,6,(訳 書136-146頁).
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きである.し かし,こ のような方法をとるにしても,計 算上の基礎 としては直

接原価計算を用いるので,振 替価格には標準変動費が適切である.

したが って,職 能別事業部の短期利益計画は,両 事業部合体 され準集権的に

決定されるのであるか ら,供 給事業部の操業状態いかんにかかわらず,振 替価
(7)格

としてはつねに標準変動費が適切である.

1.4.2職 能別 事業 部 制で の準 分権 的 な個別 業務 計画 目的

標準変 動 費価格 の問題 点一

職能別事業部制においても最終製品事業部の売価決定や受注決定,供 給事業

部の原価切下げのための生産方法決定など,個 別業務計画は準分権的に決定さ

れる.こ れらの決定は一定の短期利益計画を前提にして,各 事業部が独自に事

前に,あ るいは期中の統制活動の一環 として行 う,こ れらの個別業務計画のた

めには,振 替製品自休の価値をあらわす振替価格のほかにも種 々の管理可能費

を含んだ増分原価が必要になる.し かし,そ の増分原価を算定する基礎データ

をえるには直接原価計算が有用であり,振 替製品自体の価値は標準変動費で把

握することが適切である。

しかし,供 給事業部に隆路が予定される場合には,準 分権的決定にとっては

標準変動費による振替価格は不適切である.な ぜならば,準 分権的な決定が全

社的な利益に合致するためには振替製品そのものの原価価値がその全社的な増

分原価に一致していることが必要である.と ころが,供 給事業部が完全操業の

ときには,振 替品の標準変動費は その 全社的増分原価 よりも小さいからであ

る,つ まり,分 権的決定には標準変動費に一定のプレミアムを加算した振替価

格を使用しなければならない,こ のプレミアムは全社的にみた振替品の機会損

失であるが,こ れを加算してはじめて振替品の機会原価が明らかになる,(し

かし,前 にのべたように,準 集権的決定のためには完全操業時であっても標準

変動費価格が適切なことに注意すべきである.)

したがって,個 別業務計画を準分権的に行なうためには,供 給事業部が不完

全操業のときは標準変動費振替価格でよいが,完 全操業のときはこれでは不適

切である.し かし,職 能別事業部制では,こ のときの機会原価価格の測定自体

がいわば集権的な計算を要し,さ らに供給事業部の操業状態を確定することも
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準 集 権 的な短 期利益計画を必要 とす る,こ れ までの管理会計文 献では,こ の機(8)

会 原 価価格 の測定 の問題を指摘 して いる ものはほ とんどない とい って よいが,

筆 者 の考 えで は後述 の 「総原価 プ ラス利益方 式」 によ る振替価格決定 ルールが

この 目的に も適 用 しうる場 合があ る.

1.4,3市 場 別 事 業 部 制 で の 準 分 権 的 な 短 期 利 益 計 画 お よ び 個

別 業 務 計 画 の 目 的

(1)市 価 基準によ る振替価格の適 切性

市 場別事業部制 では,職 能別の場合 とちが って,個 別業務計画 のみな らず短

期利益計画 も準分権的 に決定 され る.さ らに,市 場別事業部制 におけ る個別業

務計画 として は,職 能 別の場 合の売価決定,受 注決定,生 産方法決定 めほか に

も外注か社 内購入かの決定(受 入事業部),外 部販売か 内部振替か の決定(供

給事業部)な どが ある.

さて,市 場別事業部制で は,中 間製品 に何 らかの外部市場が存在す るので,

市 価を基準 にした振替価格が各 事業部 におけ る短期利益計画や個別 業務 計画の

ための準分権的意思決定 にと って適 切で ある ことが多い.そ の理 由は,市 価は

当該 中間製品を 内部振替 したため に外部販売の機会を断念す る ことか ら失われ

る収益で あるか ら,市 価は 内部振替製品の利用 に関す る全社的 な機会原 価を表

わ し,市 価 にもとつ く準分権的な諸決定 は全社的利益 に合致す るか らで ある.

(注8)シ リングローは次のようにのべている.い ま供給事業部がその生産能力を外部市

場向け品種と内部向け品種との生産に一定割合で分割利用しており,こ の配分関係が継

続するものとして利益計画がたてられていたとする.と ころが,そ の年度中に受入事業

部では売上高がその予算以上であることに気づき,供 給事業部に申間製品の追加を求め

たとする.こ のとき(1)も し供給事業部が不完全操業にあれば,こ の追加需要は標準

変動費による振替価格で満すことができる.し かし,(2)も し供給事業部が完全操業

またはそれに近い状態で操業していれば,標 準変動費に一定のプレミアムを加算した振

替価格が必要になるが,そ れは次のようにして決定される.最 終製品事業部のための追

加生産量が,(イ)供 給事業部の他の種類の外部販売用の中間製品の生産能力を削減し

転用してえられる場合には,外 部販売を制限することによる喪失利益額を標準変動費に

加算したものを振替価格とする.(ロ)下 請の増加,超 過勤務の増加,性 能の劣った予備

の設備の使用などによって,標 準変動費を超過する原価を発生 させることによって増産

できる場合には,こ の増産にともなって標準変動費を超えて発生 した超過コス トが標準

変動費に加算されねばならない.Shillinglaw〔S14〕pp.743-744。(訳 書423-424

頁,)
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しか し,市 価基準振替価格 も一概 には正 しいといえない が,そ の問題点 は後述

す る.次 に基準 とすべ き市価を どのよ うに求め るかを明 らか に しよ う,

(イ)定 価表を基礎 とす る振替価格:

若 干の標準 製品については公 表相場ない しこれ に近い価格で活発 に大量 に取

引されてい るか ら,こ れを内部振替に適用す ることはきわめて容易で ある,し

か し,こ の場 合の振替 価格 も,内 部販売では回避 され る販売費,広 告宣伝費,

管 理費,貸 倒損,保 管費,若 干の仕上 ・包装作業費,大 量販売 の割 引等 を市価
(9)

か ら控除 した金額 があて られねばな らない.

そ こで,市 価を基準 として供給 事業部 と受 入事業部の問で交渉 によ って振替

価格が決定 され るが,こ のよ うに定 価表 を基礎 とす る場合に は,た とえば 「市

価の5～10%引 」 とい うふ うに画一 的に定 ま ることが多 く,話 合いの介在す る
(10)

機 会 は実際上 は少 ない.

しか し,以 下 の場合 につ いて は,交 渉 は重要 な意 味を もっ.

(ロ)不 完全競争市場 におけ る中間製 品価格:

公 表市 価を基準 にした振替 価格 は,中 間製 品が完全競 争市 場で公表相場 に近

い価格 で大量 に取 引され るときには振替 品の機会 原価をあ らわす た とえば,

大規模 な総合 的石油会社で は,産 出,精 製,販 売 過程 の連続段 階間で製 品の公

表市 価で振替てい るが,こ れは意思 決定 にと って かな り妥 当な指針 を与え る.

し かし,多 くの 中間製品市場 は,売 手 と買手 の個別 的交 渉によ ってのみ形 成

される不完全競争市場で ある.そ して,こ の市場 に対す る売手(供 給事業部)

ま たは買手(受 入事業部)の 活動が その市価 に影響 を及 ぼす ときには,市 価は

つねに変動 してや まないので,公 表相場 は振替 品の機会原価 の測定 に とって 直

接的 には役立たない この ような場合 には,外 部市場 における現実 の交 渉 と同

様 に,内 部的 に両事業部間で,外 部市場情報(公 表相場 など)を 基準 にす るこ
(11)と

に よ って,交 渉をつ うじて適正な価格 を確定す る ことが行 なわれ る.

(ハ)類 似製 品市価 との比較調査 による決定1

内部振替 品の多 くは,デ ザイン,構 造,そ の他 の点 でその企 業独 自の内部的

(注g-)...NA.CA〔N1〕.Pp,25-27,(訳 書154一 エ55頁)!

(注10)芝 〔s10〕56頁.

(注11)Dean〔D4〕P・108,Shillinglaw〔S14〕PP.738-741.(訳 書418㌣421頁).
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な特殊性をもっており,外 部市場で取引され る同種製品とは異 っている.こ の

ため,振 替品と同一製品の市価を外部でみいだしえないことが多い.こ の場合

には,市 価を知ることができる類似製品と比較することによって,市 価が推定

され る.そ こで,自 社の特殊半製品を外注した場合の購入原価の見積額や,全

国的に広告されている商品の現在価値か らその広告費,販 売費等を控除した価
(12)額が用

い られる.

(2)市 価基準振替価格の問題点

ここでは,市 価基準の振替価格が振替品利用の全社的機会原価をあらわさな

い場合を明らかにしよう,そ れは,供 給事業部が外部中間市場に販売す るだけ

では不完全操業におちいり,遊 休生産能力が発生する場合である。 このときに

は一般に,事 業部の準分権的意思決定のために適切な振替価格は,市 価基準価

格ではな く標準変動費である.

というのは,供 給事業部には外部販売だけでは遊休生産能力が発生す るので

供給事業部がその中間製品1単 位を内部に増分振替 したとしても外部販売がそ

のことによって減少することにはならない.し たがって,市 場価格は内部振替

品の単位増分利用にともなう機会原価を表わさない.こ の場合の全社的な増分
(ユ3)

原価としては,標 準(支 出)変 動費だけを認識すればよい.

現実の企業では,供 給事業部は外部販売量 と内部振替量 とを合わせてもなお

も不完全操業状態にあることが多いので,外 部へは市価で販売し,内 部へは標

準変動費価格で振替えるべきことが多いであろう.

ところが,こ こで一般に認識されていない点は,逆 にいって,市 価基準の振

替価格が準分権的意思決定に適切なのは,供 給事業部が完全操業またはそれに

近い状態にいるときにかぎるということである.そ して,う えにのべたことか

ら,各 事業部の準分権的意思決定のためには,市 場別事業部制の場合といえど

も供給事業部が不完全操業のときには標準変動費,完 全操業のときには市価,

っまり標準変動費プラス ・プレミアムが適切という,前 節とまったく同じシ山

一マが妥当することが明らかにな った.

しかし,市 価が存在する場合で,か つ外部販売だけでは不完全操業になると

(注12)NACA〔N1〕pp.27-28.(訳 書156-158頁).
(注13)Cook〔C4〕pp.52-53.Shi11inglaw〔S14〕pP.740-741.・(訳 書421頁)
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きはつねに標準変動費価格かとい うと,厳 密にはそうではない,こ の状態のと

きでも,外 部市場か らの需要と内部か らの需要 との合計量を生産することによ

って,供 給事業部が完全操業になる場合には,振 替品の機会原価は,こ とによ

っては,市 価に一致するかもしれないし,市 価と標準変動費 との中間に位置す

る額になるかもしれない.こ れは,内 部か らの需要が複数種類の最終製品生産

のためであるときや,複 数の受入事業部か らの要求であったり,し か も多量で

あるときには,内 部振替価格は供給事業部の能力限界において最後に充足 され

るべき特定需要の全社的な増分収益額に定め られるべきだか らである.こ の額

は,外 部需要か らの収益(市価)と 種々の内部需要か らの一連の収益との間の競

合で決まるが,そ の真に正確な測定は実務では未解決の問題であるといってよ

い ふっうは,当 事者の事業部間における交渉で満足な価格か決定されること

が多いが,外 部市場はすでに充足 されているので競争圧力として作 用 しが た

く,内 部的に1対1の 双方独 占になるときはあいまいな価値額しか定まらない

であろう.

ところが,こ こでもさらに未解決の問題が残 る.供 給事業部が完全操業か不

完全操業かはどの事業部においても独 自に分権的に決定できず,交 渉によるよ

りはむしろ準集権的な調整による短期利益計画を前提にしなけれはならない点

である.

1.5業 績 評価 目的 に と って適 切 な振替 価格 決定 基 準

1.5.1業 績 評価 目的 の ため の事 業 部別 利益 計算 の 意義

振替価格はまた,各 事業部の業績評価目的からも用い られる.一 般に実務で

は,振 替価格 といえばこの目的を主として狙うものとさえ考え られていること

も少な くない というのは,事 業部の実際利益を測定するさいに,振 替価格は

供給事業部では収益面,受 入事業部では費用面を構成するか ら,振 替価格がど

の大きさに決定され るかによって,事 業部別利益業績に大きな影響が与えられ

るか らである,

ところで,事 業部の業績評価はどのような観点か ら行なわれるか1事 業部が
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真の意味で利益中心点であれば,事 業部長は単に費用面あるいは収益面だけで

な く,こ の両面をある程度同時に制御でき,し たが って利益業績を決定す る主

な要因のうち少 くともい くつかを支配できる権限を有するので,利 益指標を主

眼として一定期間中の統制活動をおこす ことになる.そ こで,一 定期間のかれ

の実際業績を利益基準で測定 し,こ れを目標水準(予 算)と 比較 し差異を算出

してフィー ドバック ・コン トロールすることが,事 業部別の事後的利益計算の

意義である.

しか し,実 際には職能別事業部制のように,事 業部長の権限か費用面または

収益面のいずれか一方を制御できるにとどまっている場合が非常に多い.こ の

場合にも,事 業部別の利益業績の測定が行なわれることが多いが,そ の目的は

職能的に専門化した事業部管理者に,企 業活動の主要目的は原価または売上高

ではな くて利益であることを換起することにある.し たがって,職 能別事業部

制では,各 事業部長に利益認識(profitawareness)を 高め,も って利益動機

からその業務活動を行なわせようというモテ ィベーションの観点にたち,準 集
(14)権

的に利益配分(profitallocation)が 行なわれるにす ぎないのである,

このように職能別事業部制の場合にも利益責任を課することは,各 事業部は

全社的な希少資源である 「投下資本」の分与をうけているのであるから,事 業

部別投下資本を運用して各事業部が全社的利益に対 していかほどかの貢献をし

ているという事実にもとついているといえよう.

以下の説明では,前 節 での 「意思決定 目的 のための 振替価格」 との 一貫性

(consistency)は どうな っているのかという点 も,一 つの大 きな問題意識をも

って追求していきたい,

1.5.2市 場別 事業 部 制 にお け る市価 基準 価格 とそ の問題 点

市場別事業部制では市価が利用可能だから,一 般に市価は業績評価目的にと

って最もよい振替価格となる・なぜならば,(1)分 権化された事業部は市価

によって,一 企業内部の構成単位であるよりはむしろ事実上独立した企業とし

て行動しうる実際の市場条件がえられる,そ の結果,独 立企業としての利益業

(注14)Shillinglaw〔S14〕p.741.(訳 書422頁).溝 口'(mi1〕66頁,



績が測定できる.(2)市 価基準は,他 のいかなる振替価格設定基準よりも比

較的客観性があり,測 定 された利益業績の検証可能性を高 くする.

したがって,市 価基準振替価格は準分権的な意思決定目的にも業績評価目的

にも共通 して利用できるので一貫性がある.

ところで,前 節では市価が存在す る場合でも,外 部市場に制約があり供給事

業部が不完全操業の場合には,準 分権的意思決定には標準変動費が適切である

ことが示 された.こ の点は,筆 者の見解では,も し供給事業部が外部 と内部 と

の双方に製品を引渡している場合には,業 績評価目的にとっても外 部 へ は市

価,内 部には標準変動費価格 という2元 的価格が正しい.し かし,外 部だけで

は遊休能力が生ずるにして も,外 部 と内部とからの需要を合体すれば完全操業

をオーバーしてしまうときには,市 価基準振替価格はあまり正確ではないが一

応満足な振替品価値をあらわすであろう.

しかし,た とえ外部市場が存在しても,外 部販売がまった くなく内部向けだ

けに限定される場合がある.こ れは供給事業部や受入事業部に 「忌避宣言権」

(外部 と取引する自由権)が ない場合や,製 品の特殊性から外部販売しにくい

場合などが考えられる.こ の場合には,供 給事業部が内部振替だけにもかかわ

らず完全操業ならば,市 価で評価す ることはもちろんだが,不 完全操業であっ

てもモティベーシ ョン観点からの利益業績の評価目的には市価で評価すべきで

あろう,(こ の不完全操業の場合に標準変動費価格を採用することもあるが後

述する.)

1.5.3職 能別事 業 部 制における振 替価 格決 定 基準 とその問題 点

(1)標 準変動費

職能別事業部制下での意思決定に合 目的な振替価格はふつう直接原価計算に

よる標準変動費であることがさきに示された.し かし,こ れによれば,供 給事

業部 と受入事業部 と合体計算せずに分離 して取扱うときには,供 給事業部には

っねに損失がもたらされる.し たが って,標 準変動費は供給事業部の業績評価

にとっては役立たないと一般にいわれている,

ところが,供 給事業部自体でも直接原価計算を採用することによって,「 ゼ

ロの貢献利益予算」(zerocontributionbudget)が 主張されることもある,
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しか し,ζ の方 法によれば,供 給事業部 は もはや利益 中心点 とはいいがた く,

実 質上 は原価 中心点 あ るいはサー ビス ・セン ター といわねばな らない.と ころ

が,供 給事業部 の業績 評価 目的に対 しては,こ の方式 で も従来 の コス ト・コン

トロールは達 成 され る.さ らに,供 給 事業部 では実際操業度が予定水準 よ り外

れて も操業度差異 があ らわれない.こ の点 は操業水準 に責 任を もっの は主 とし

(ユ5)
て最 終製 品事業部で あ るか ら,合 理 的で あ る.

さてしかしなが ら,供 給事業部長 に利益意 識をいだかせ るには供給事業部 に

も一定 の利益額 を生ぜ しめる必要 がある.こ れには以 下の ような諸方法 が行 な

われ てい る.

(2)標 準 変動費 プラス月次一括補助金

意思 決定 目的の観点 か らは,振 替価格 には中間製 品単位 あた りの標準変動費

を もってす る.し かし,供 給事業部 の固定費 と利 益を償 うたあ には,月 次一括

補助金(1ump-subsidy)を 供 給事業部 の貸方 に加 え る.こ の補助金 は,供 給

事業部 が予算 どお りの業績 を守 って いるかぎ り,利 益 が報 告 され るよ うにそれ

に対 す る許容 を含 んで い る。この方式で は,振 替 価格 自体 は意思決定 目的 と業

績評 価 目的の間で一貫性 を有 してい る.

シ リング ローによれ ば,供 給事業部 がその産 出物のあ る種類を外部市場 に出

し他 の種類 を内部振替す る場合 には,一 括 補助金 は最終製品事業部 が供給事 業

部 の生産能 力の一部 を内部 の方 に回 して もらうための予約料金 を意味す るとい

う.し か し,私 見によれば,こ の場 合で も外 部向け と内部向 けを合 わせ て も供

給 事業部が不 完全 操業の ときは,一 括補助金 ははじあか らま った く支払 う必要

がない.と い うのは,供 給 事業部が 独立企業 な らば それ は 受 け られないか ら

であ る。ただ し,こ の場合に も,供 給事業部の設備能力が 内部 向け生産 を考慮

に入れて全社 的立 場か ら拡 張 されてい るので あれば別で ある.さ らに,内 部 と

外部 を合 わせ て完全操 業にな る場合には,つ ね にこの予約拘束 のための料 金を
(]6)

払 わ ねばな らない.

(3)総 原 価プ ラス利益(フ ル コス ト・プ ラ ィシング)

(注15)Henderson,B.D.andDeaden,J.〔H7〕PP.16-18.末 尾 〔s11〕89-96頁.

(注16)Shillinglaw〔S14〕PP,743-744,(訳 書423-424頁)。
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この方式は製造全部原価に,一 般管理費,販 売費,広 告費,研 究費のような

棚卸資産原価を構成しない諸費用の製品単位あたり配賦額を加算して「総原価」

を求め,さ らにこの上に単位利益を含めて振替価格とする方法である.そ の具
(17)体的手続

は次表のとおりである.

1.製 品単位あたり標準直接原価

標準直接材料費$1.00

{標準直接労務費060(イ)標準変動間接費040$2.00

2.製 品単位 あた り標準期 間原価
(ロ)

期 間原価予算$12,000

{ (ハ)

予 定操業度10,000個$1。20

3.製 品単位 あた り標準 製造 原価$3.20

4,製 品単位 あた り管理費等
(二)

管理 費等の期間予算$4,000{予定 操業度10,000個$0.40
5。 製 品単位 あた り標準総原価$3,60

6.製 品単 位あた り希望利益

事業部別使用資本

{
現 金$3,000

棚 卸 資産7,000

土 地 ・工場 ・設備15,000$25,000

希 望 使用資本利益率8%$2,000

予 定 操業 度で希望利益率を

あげ るたあの単位 あた り利益$0.20

7.内 部 振替 価格(-5+6)$3.80

(注イ)変 動間接費予算から算出

(注ロ)年 間期間費用予算から算出

(注ハ)予 定操業度には正常操業度をとったり(Keller),受 入事業部で予測された数量

にもとつ く予算操業度をとったりする(NACA).ま た,供 給事業部が多品種生産して

いるときには,操 業度は機械時間などで測定し,1機 械時間あたりの期間原価率や利益

率を算出すべきである.

(注二)管 理費等は事業部別投下資本のヱ%と して算定する方法もある.

(注17)NACA(N1〕PP.34-35.(訳 書164-165頁).Ke11er〔K2〕PP.407-408.
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この方式で,振 替価格の 算定基礎にある原価に 実際原価を あてよケとすれ

ば,毎 月末に,供 給事業部に発生する原価差異を受入事業部に事後的に振替え

ればよい.し かし,実 際原価による振替がなされると,供 給事業部の不能率が

受入事業部にまで持ち込まれることになるが,受 入事業部ではこれをコン トロ

ールできないので,そ の利益業績が他の事業部の不能率によって左右されるこ

とになり,利 益動機を弱めてしまう.ま た,供 給事業部では不能率が発生して

も一定の利益がつねに補償されることになるから,経 済的な生産ないし原価の

逓減に対する刺戟はまった く与えられないことになる.

標準原価だけによる振替の場合にはこれらの欠点は克服され,供 給事業部は

利益動機にもとつ くコス ト・コン トロールを行ない.受 入事業部 も供給事業部

の不能率をうけつがな くてよい.し かし,こ こで次のような 「操業度差異」の

問題が発生する。

この振替価格方式で変動費,固 定費という区分はしていても,全 部原価計算

を行 っている.そ のため,期 間原価や管理費等については製品単位 あたりに配

賦計算しているので,供 給事業部の実際操業度が予定水準 とくいちが った場合

には,い わゆる 「操業度差異」が発生する.と ころが ,事 業部別の事後損益計

算では直接原価形式によって事業部別限界利益や管理可能利益ほかが計算され

るので,こ の操業度差異は表面にはあらわれないが ,す べて供給事業部 に帰属

し,そ の業績 に影響を与えることになる.し かし,操 業度差異の主たる原因は

最終製品事業部にあるわけだから,販 売量が予算と相違することの経営成果に

与える影響をさらに強 く最終製品事業部に自覚させるために,操 業度差異を供

給事業部 と受入事業部 とに何 らかの基準で配分することもときとして必要であ
(18)
る.

さて次に,こ の方式における利益率は,市 価とは関係な く,本 部の経営者に

よって多少とも任意に決定され ることが多い.こ の点は,事 業部長相互の価格

交渉でははげしい論争や多 くの時間が費やされることが少 くないので,こ れを

回避するために,振 替価格の常規的決定ルールとして本部がいわば準集権的に

(注18)溝 口教授は後述の 「売価マイナス方式」の説明で,こ の配分基準に事業部別使用

資本額を用いたりi単}ζ折半レたりすることが毒ると指摘されている.溝 口 〔m11〕87

頁,
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(19)定め
るわけである,

最後に,筆 者 は,こ の原価プラス利益方式は,職 能別制において供給事業部

が完全操業の場合に,事 業部別の準分権的な個別業務計画に対して適切な振替

価格の算定方式 としても,実 践上役立つと思 う,(た だし,こ の方式は供給事

業部の不完全操業度下では,分 権的個別業務計画には不適当である).完 全操

業の場合に,市 価が存しないならば振替品の機会原価を会計的に測定すること

は至難のわざである,NACA報 告でも,こ の方式は最終製品の売価決定 目的
(20)

のために事業部間の利益加算率を使用するのに役立 っているとのべている・

それは製造と販売の各段階に加えられる利益を,本 部で決定された資本利益

率の観点か ら管理しようとす るものである.す なわち,全 社的にみて資本は希

少資源であるか ら,各 事業部に投下された使用資本はそれぞれ一定の最低 目標

資本利益率(満 足水準)を 達成しなければならない.こ の場合,目 標総資本利

益率に関する情報が本部か ら与えられてのち,上 述の振替価格決定ルールに従

い事業部レベルの交渉によって原価と利益率が定められるなら,振 替品の機会

原価は本部で準集権的にすべての情報を集めて決定 されるのでな く,事 業部レ

ベルでいわばア ・プ リオ リに決定される.こ の機会原価価格は準分権的個別業

務計画の決定にとって 「満足な振替価格」(satisfactorytransferprice)で

あろう.こ れにもとついて積上げ計算した最終製品売価は,受 注生産企業では

受注採否の分権的決定の指針ともなる,供 給事業部でもコス ト・ダウンの種々

の生産方法選択にこの振替収益を利用できる,

(4)売 価マイナス方式

職能別事業部制において最終製品の販売事業部とその製造事業部が設けられ

る場合,販 売事業部が外部販売市場からえる利益をこの両事業部に配分する形

をとる方式がこれである.こ の場合,最 終製品の販売価格か ら,販 売事業部に

属す る費用とその帰属利益を差し引いた額を振替価格とする.

この方式は最終製品の振替価格が問題になる場合には,そ のものの売価が決

まっているか ら容易に実施できる.し かし,半 製品の振替については,受 入事

(注19)NACA〔N1〕P・34・(訳 書164頁).
(往20)NACA〔N1〕PP・35-36・(訳 書165-166頁)・
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業部がさらに追加加工 して外部販売す るか,あ るいはそこからまた次工程事業

部にその製品を振替えることもあるので,こ の方式を適用することは困難であ

ろう.も っとも,こ の場合にも非累積法の工程別総合原価計算が実施され ると

きにはこの方式が適用可能である,

また,受 注生産企業において大規模な工業プラン トの設計,製 造,設 置に1

会社の2つ 以上の部門が参加する場合にも,こ れと同様の方式によって この契

約全体の利益を関係部門閥の交渉で決定した分配案に応 じて配分することがあ
(21)
る.

さて,こ の方式で一番問題になるのは利益配分法である.こ れにはごく簡単

に両事業部折半方式とか両事業部の費用比で分けるとか,あ るいは販売事業部

には販売手数料的な観点で一定のコ ミッションを約定してお くなどの方法もと

られ るが,以 下ではより厳密な方法を紹介しておこう.

さきに明 らかにしたように,職 能別事業部制では両事業部の合体的な短期利

益計画が直接原価計算を使 って 準集権的 に 決定される.こ の 合体的計画利益

が,そ の後に個々の品種別の振替価格によって両事業部に配分 されるわけであ

る.こ の利益配分も,本 部権限として本部の管理部(あ るいは経理部)が 全社
(22)

的見地か ら準集権的に決定する.

このとき振替価格は,製 造事業部と販売事業部 とのそれぞれの目標使用資本

利益率が同一になるような事業部別計画利益額(目 標使用資本利益率の分子の
(23)

金額)を みちび くものでなければな らない.その計算構造は次のとおりである.

いま利益計画の時点で特定製品Aを とり出して,A製 品1単 位 あたりについ

て次のようなデー タを計算する.こ こで,期 間原価である各事業部費,本 部費

配賦額(予 算額として各事業部に与え られる)も 製品単位あたりに計算されて

いる.

(A製 品)

基 準 売 価200円

製造直接原価(標 準)100円

(注21)NACA〔N1〕pp.30-31.(訳 書160頁).

(注22)溝 口(m11〕79頁.Shillinglaw〔S14〕p.742,(訳 書422-423頁),
(注23)溝 口(m11〕79-82頁,
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製造事業部費25冊

本部費負担分(製 造)20

販売事業部費20

本部費負担分(販 売)15180

予 定 利 益20円

上のように算定された計画上の利益額20円 を両事業部の使用資本額の比によ

って配分する,そ れをかりに製造事業部60%,販 売事業部40%と すると,各 配

分額は12円 と8円 になる.こ の計算によって各使用資本額につき同率の利益率

が保証される.こ のとき振替価格は次のとおりになる.

振替価格一製造事業部直接原価+製 造事業部費+本 部費配分額

+利 益配分額=100+25+20+15=157円.

この方式でもいわゆる 「操業度差異」の問題があるが,(3)の 原価プラス

利益方式の場合と同じ処理をすればよい.

さてこのほか,市 況の悪化にもとつ く売価下落が部分的にただちに製造事業

部の損益にも影響を及ばしめて,製 造事業部の原価引下げ意欲を高まらせよう

という狙いをもった 「変動的振替価格制」もある。これによれば,あ らかじあ

両事業部への限界利益配分率だけを定めておき,実 際売価と標準直接原価との

差額として算出した限界利益を,こ の比率によって両事業部に配分することに
(24)
なる。この方法は見方によっては,振 替価格をまった く定めない方法ともいえ

よう.

しかしながら,売 価が販売事業部長の制御可能要因であり,値 引きの権限を

与えられている場合には,ど のような値 引きも振替価格の変更をみちびくべき

ではない.そ の理由は,販 売担当管理者の販売能力を評価することにある.ち

ょうど,製 造原価標準が最新の原価の実情に合致するように,月々 変更されるこ

とのないように,振 替価格もその振替についての関係事業部の一方だけが制御

できる要因を反映して変更されるべきではない.振 替価格に実際価格を影響さ

せ ることは,市 況不振による損失の大部分を製造事業部に負わせることによっ
(25)

て販売事業部に利益を保証することになってしまう.

(注24)溝 口 〔m11〕84-85頁.
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最後に,こ の方式と計画会計との一貫性を考察してお く.職 能別事業部制で

の準集権的な短期利益計画目的にはつねに標準変動費による振替価格が適切で

あった.し たが って,事 業部別の分権的統制システムの観点から(3)ま たは

(4)の 方式がとられることは,短 期利益計画 目的の振替価格と一貫性がな く,

2元 的である,し かし,職 能別の各事業部の準分権的な個別業務計画のために

は,供 給事業部の完全操業時には(3)ま たは(4)の 方式による振替価格も

実践上満足しうるかもしれず,こ の点では計画会計と統制会計にある程度の一

貫性が存在しうるであろう。

本章各節でのべたいろいろな問題点を解明するには,筆 者は計算価格論の学

説をその端緒からくわしくみて行き,学 説の発展史をたどることによってこれ

を明らかにしうると考えた.本 書では,そ れをまず次章において,西 ドイツに

おける展開に求めている.

(注25)Shillinglaw〔S14〕P.742,(訳 書422頁),
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第2章

西 ドイ ツにお ける計算価格論の展 開

機 会 原 価 に よ る 計 算 を 中 心 に 一

本章では,企 業の生産計画 に関す る分権的意思決定 システムを論 じることに

したい.こ の分権 的意思決定 システムで は,各 部分計画領域 におけ る生産計画

の意思決定は独立的 にな され ることになる.し か し,各 部分領域 が内部 的な資

源の交換 によ って相互 に結 合 してい るときには,こ れ らの部分領域 における独

立的意思決定 は全社的 に調整 されな ければ な らない,こ の調整機能 は,そ の内

部 的資源 の内部振替価格 によ って果す こ とができ る.

さて,こ の 内部振替価格 が果すべ き調整 機能 を より詳細 にみ るな らば,そ れ

は次 の2つ になる.ま ず第1に,価 格 であ るか ぎりは 内部的資源 について内部

的な需要 と供給を均衡 させ ること,第2に,各 部分領 域におけ る目標達成のた

めの意思決定が,相 互 に,あ るいは中央 の全社 的な 目標の達成 に対 して衝突 し

ないよ うにはか らうこ とである.そ こで,こ のよ うな2つ の要件を保証 す るた

めには,そ の 内部振替価格 はどのよ うな ものが合 目的であ るかが まず問題 にな

る.さ らに,そ れ はまたどのよ うに して算定 され るのかが問題 にな る.そ して

算定 され た内部振替価格 は,ど のよ うな分権的意思決定の可能性を与え るのか

が問題 にな る,

この3つ の問題 に対 して私は,主 としてE・ シ ーマー レンバ ッハ(Eugen

Schmalenbach),H。H・ ベーム(Hans-HermannB6hm),H・ ハ ックス

(HerbertHax),W・ キ ルガー(WolfgangKilger)あ るいはその他の論者 の

所説 をみて,私 な りに内部振替 価格論 の発展 シ ェーマ として究明す るものであ

る 渉

*本 章はかなり要約 した内容をもつので,以 下の各節の注記では細か く引用頁を示すこと

は必要最小限にとどめている・引用頁の詳細については,各 節の注記で示した拙稿を参照

されたい.
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2.1シ ュ マ ー レ ンバ ッハ の 計 算 価 格 論

(1)

まず は じめにシ ュマー レンバ ッハの計算価格論か らみてい く 私は シ ュマー

レンバ ッハの内部振替価格論 を今 日的な観点でみなお し,こ れを 「意思 決定 の

ための原価評価論」 として展 開 したい.と い うのは,か れは,生 産過程 におけ

る投入財の種類に関す る生産方法の選択 と,生 産物の種類 と数量 に関す る選択

において,正 しい意思決定 をす るために単位原価財 に対 して定 め るべ き最適 な

数値 として,「 最適有効数値」(OptimaleGeltungszahl)の 概 念 を提示 してい

るか らであ る,こ れは戦前にかれ のい った 「経営価値」(Betriebswert)の 概

念 に等 しい ものであ るが,こ れには経営 内部 において財貨,給 付の供 給量 とそ

れ を使用す る諸部門か らの総需要量 との関係 によ って,そ れが均衡 され るよう

な価格 としての意味 ももた されてい る,そ して この最適有効数値 に等 し く計算

価格 を設定せ よとした.す な わち,ま ず第1に 内部 的供給可能量 が内部的需要

量 を超 えて いるときには,供 給能力 に余剰が生 じて いる状態 であ るが,こ の と

きには支 出原価 に もとつ く限界原価(Grenzkosten)が 最 適有効数値 とな る,

シ ュマー レンバ ッハ はこの限界原価 に等 し く計算価格 を定 めよ うとす る.と い

うのは,た とえ ば,諸 部門が電力使用 につ いて いろいろな方 法選 択を考慮 して

い るとき,自 家電力部門か ら1キ ロワ ッ ト峙 につき全 部原価 の計算価格で受 け

入 れる と引き合 わない として,電 力消費 の 節約 な どを 決定 した とす る.し か

し,全 社 的にみれば,こ の電力節約 によ っては全部原価 の計算価格だ け節約 さ

れず,限 界原価 だけ節約 され るにす ぎないか ら,節 約 しな くて もよいか も しれ

ない.こ の とき,限 界原価の計算価格 によれば,こ の原 価財 の使用部門で の原

価 増分 ない し減分 が全社 的な観点 での総原価 の増分 ない し減分 とデ致す るこ・と

にな るか らであ る.そ の ことを通 じて,今 日的用語 でいえば,部 分的最適化 が
(2)

全 社 的最適化 と一致 させ られ ることにな るわけであ る.次 に第2に,内 部 的供

給 可能 量をその需要量 が超 えてい るときには,超 過需要が生 じてい るわけだか

(注1)Schmalenbach〔S6〕 お よび門田 〔m17〕 を参照せよ・

(注2)Goetz〔G9〕P,435ff,に おいて も,本 部と各事業部 との,目標 合致性(GoaI

Congruance)を 達成するような内部振替価格を追求している.
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ら,需 給 均衡 価格 としては限界原価の上 に一定 のプ レ ミアムを加えた金額 す

なわ ち 「限界効用」(Grenznuzen)が 最 適有効 数値 とな る,こ れ にもとつ く計

算価格 もさきと同様 に部門意思決定 が全社的観点 と一致す ることになる.

と ころで,こ のプ レミアム部分 はどの ようにして算定 され るのか.こ れに対

して シュマー レンバ ッハ によれば,ま ず第1に 陛路要素が唯一で ある場合 につ
(3)

いて 次の第1図 の ような例で示 して いる.す なわち,亜 鉛 を使 って3種 の製 品

第1図 シュマーレンバ ッハの限界効用

b品種の

金 額 亜鉛1kg当り
置艮ゲ'不ll益(0.75)

。。の …N・ …Rg
取得原価30GO

aの亜鉛需要量
cの亜鉛需要量2800b

の亜鉛需嬰量ll
亜鉛制約]辻

を製造 してい る工場で,亜 鉛の調達量が制約 され,こ れが隣路要素 とな った と

き,品 種別 に亜鉛1キ ログラム当 りの利益(限 界利益)を 算定 し,こ の利益 の

高 い品種か ら順番 に亜鉛使用 を許すば あいに,亜 鉛制約量 の限度で最後 に使用

を許 され る品種 の利益(第1図 で は,b品 種 の0.75マ ル ク)が プ レ ミアム部分

となる.い いか えれば,こ れは亜鉛 が超過需要 されてい るとき,1キ ログ ラム

の亜鉛使 用が断念 され ると企業全体 として喪失 され る利益額(0.75マ ル ク)で

あ り,亜 鉛 の使用者 はだれで もこの金 額を最低 必要利益 として機会原価 と考 え

ねばな らない.そ こで シ ュマーレンバ ッハは,こ のプ レ ミアム分(0.75)を 亜

鉛 の取得原 価(0.20)の 上 に加算 した もの(0.95)を 「亜鉛 の限界効用」 とし

(注3)こ の例はSchmalenbach〔S6〕S.55に 従 っているが第1図 は筆者が作成した

ものである.
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て 亜 鉛の計算価格にす るわけであ る.そ の結果,各 品種 別部門では,そ の部門

損益 計算に よ って亜 鉛使用に関す る独立的 ・分権的な意思決定がで きるこ とに

な る.す なわち,c部 門では利益 が生 じ,b部 門で は利益 も損失 もゼ ロ,a部

門では損失が生 じるか らであ る.

第2に 溢路 とな る要素や製 造部門が多数あ るば あいには,か れによれば 「実

務的事情 にと っては問題 にな らない多数の 未知数 を も った 複雑 な 計 算が生ず

る」ので,次 の算定 方法を提案す る.す なわち各隣路給付 の供給 可能量に対 し

内部的 な多方面か らの需要量が均衡す るところまで,内 部 的な反 復的交渉 によ

ってその内部的価格 を試行錯誤的 に上 げ下 げしなが ら,そ の高 さを定 め るので

あ る.シ ュマーレンバ ッハ は,こ の例 として,あ る百貨 店で シ ョー ウ ィン ドー

室 の使 用を諸部 門に配分す るのに,シ ョーウ ィン ドー室 の需要量 と供 給量(在

高)と が均衡す る高 さに,そ の内部的 な賃借価格 を定 あ よとしてい る.私 は,

これを 「反復 的交渉価格方式」 とよぶ が,こ こにい う 「交渉」 とは資源供給者
(4)

と需 要者 との間で1対1の 双方独 占の意味 で行 なわれ る交渉では な く,資 源管

理者 と多数 の需要者 との相互通報 の意 味におけ る交 渉であ り,こ のば あい資源

管理者(中 央)は いわば市場機構 として機械的に 自動的な メカニズ ムと して働

くにす ぎない ものであ る.

と ころで,上 述の 限界原価 また は 限界効 用 とは 別 に,シ ュマーレンバ ッハ

は,原 材料 などで外 部市 場か ら自由に得 られ る原価財の経営価値 と して,そ の

財の価格変動がなければ取得原価,価 格変動が あれば(消 費 日の)時 価をあて
(5)

るべ きことをのべてい る,し か し,こ の時価原則は材料倉庫部門 の立場 では限

界効用の範疇 に入 り,材 料 使用部門の立場では限界原価 の範疇 に含 め ることが

で きるで あろう,

さて,シ ュマーレンバ ッハ は,こ れ まで にのべて きた最適有効 数値 に もとつ

く計算価格 によ って以上で 明 らかに したよ うな 意思決定 を 可能に しようとす

る,こ れがかれのい うプ レチアー レ ・レンクング(PretialeLenkung)で あ る

が,こ れに対 してか れは具体 的な分権 管理 計算 として,限 界原価に もとつ く部

(注4)双 方独占では均衡価格は不定である,た とえばSti91er〔S18〕PP.240・-241(訳

書352-353頁)を 参照せよ.

(注5)Schmalenbach〔S5〕(訳 書20-27頁)参 照.
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(6)門損益計算

を提示す る,こ のばあいの限界原価はかれのいわゆる 「数学的費用

分解」によるものでなく,勘 定組織(コ ンテン・ラーメン)の流れの中で原価要

素別計算の段階あるいは原価部門別計算の段階において,原 価費目の態様の性

質か らみたいわゆる 「記帳技術的費用分解」を行なうことによるものである.

これが今日の直接原価計算の一つの原初形態であることは,久 保田音二郎教授
(7)

によってっとに指摘されているところである.さ てそこでは,当 該部門の管理

者は,そ の部門損益計算の借方側での原価切り下げを限界原価の比較によって

「生産方法の選択」として行なうことができる,こ の点については,さ きにの

べた電力使用に関する方法選択の例を想起されたい.

他方,分 権管理計算としての限界効用計算においても,稀 少財 ・給付を使用

する諸部門,す なわち品種部門がその高さの計算価格では,そ の財貨,給 付を

使用するのは果してひき合うのか,さ らにはどれだけの量を使用するのが最適

であるのかを決定することができる.し かしシーマーレンバ ッハは,限 界効用

計算については理論的な説明をしているのみで,具 体的な勘定組織における展

開などを示 していない.ま た,彼 の主張する反復的交渉価格方式についてもあ

とでのべ るような問題点をつっこんで究明していないのである.

このようなシュマーレンバッハの限界原価計算と限界効用計算とを,近 代的

な直接原価計算システムにもとついて,こ れを改良す る形で提示 したのが,次

にのべるH・Hベ ームの 「標準限界価格計算」である.ベ ームは以上のような

シaマ ーレンバ ッハの成果を,E・ グーテンベルクの生産 ・費用理論の基礎の

もとに近代的な形で展開 したわけである.

2.2べ 一 ム の標準限 界 価格 計算 と双対 価 格

(8)

次 に ベ ー ム の 原 価 評 価 論 を み る.ま ず プ ロ ダ ク ト ・ ミ ッ ク ス な ど の 計 画 に 関

(注6)Schmalenbach〔S7〕 お よ び 門 田 〔m18〕 を 参 照 せ よ.

(注7)久 保 田 〔fe5〕218頁 参 照 ・ 「数学 的費 用 分 解 法 」 と 「記 帳 技 術 的費 用分 解 法 」 と

は,シ ュマ ー レンバ ッハ に お け る費 用 理 論 と原 価 計 算 との 関 係 と して と らえ る こ とが で

き る.か れ の数 学 的費 用 分 解法 は,今 日的 に は 公 式法 に よ る変 動 予算 に よ ってrelevant

raingeの 操 業 度 領域 に お け る変 動 費増 分 を 求 め る仕方 と 類 似 して い る,と い うの は 変

動 予 算 公 式 は 当該raingeに しか妥 当 しな い か らで あ る.

(注8)B6hmundWille〔B8〕 〔B11〕 〔B12〕 お よびB6hm〔B9〕 〔B13〕 参 照.

さ らに,門 田 〔m19〕 〔m20〕 〔m21〕 も参 照 され た い.
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する意思決定にとって直接原価計算による原価評価が合目的であることはよく

知 られている.そ れは生産量ないし操業度の変化によっては,基 本的には変動

費のみが変化することによるものであることはいうまでもない.し かしベーム

が強調するのは,こ れが成立するのは製造部門が不完全操業度にあるばあいだ

けであるという点である。不完全操業度下では,各 部分能力の弾力性原価予算

か ら機械時間当りの標準変動費率のみを製品に帰属させればよい.と ころが,

完全操業時には設備給付の原価として,こ の機械時間当りの標準変動費率の上

にあるプレミアムを加算しなければならないとする.ベ ームは,こ のプレミア

ム分を 「標準給付利益率」 と称し,標 準変動費率の上へこれを加算した合計を

「標準給付収益率」とよぶ.こ れについては,次 の第2図 を参照されたい.

第2図 ベーム標準限界価格計算のー基礎 一

標準給付利益率
(=プレミァム部分)=

標準給付収益率

標準給付原価率 当該部分能力の
(=標準変動盟率)・ 製品単位当り標準時欄

このプレミアム部分は,完 全操業時においてのみ製造部門に帰属される利益

であるが,そ の理由は,完 全操業時には,も しこの部分能力が一機械時間だけ

増加されたならば,全 社的にみてこのプレミアム部分だけ増分利益が生ず る.

あるいはまた,こ の部分能力が一機械時間だけ減少されたならば,つ まり使わ

ずに保留 しておけば,こ のフ。レミアム分だけ利益減少が生ずる.し たが って,

完全操業の製造部門は,毎 時聞このプレミアム分だけ利益を生み出しているこ

.とになるからである、他方,こ のプレミアム部分は,こ の設備給付を利用する

側の品種別販売部門にとっては 「機会原価」の意味で製品の 「原価」 として理

解される.な ぜならば,完 全操業時にある特定の品種の販売部門が,こ の設備
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給 付 を一機械時間だけ増分利用す るとき,(全 社的 にみて最適計画に入 った)

ど こか別の品種 部門の生産が阻止 され,そ の利益が,こ のプ レ ミアム分だ け犠

牲 に され るか ら,こ の犠 牲利益額を1時 間 当りの機会原価 とみな ければな らな

いか らであ る.ミ ーンスター マンは,こ の ような機会原価の原価性を一般の原

価概念 にしたが って,そ れは製品給付の生産のため に,生 産要素の利用機会の
(9)

費 消,つ まり価値費消を,評 価 した ものであ るとして根拠づ けてい る,

さて,こ の ようなプ レ ミアム部分を標準 変動費率の上へ加算 してえ られ る標

準 給付収益 率は,シ ュマー レンバ ッハの 「限界効用」の概念 と完全 に一致す る

し,ベ ー ム自身 もシュマー レンバ ッハの限界効用概念を基礎 にしてい るとのべ

てい る.そ して単に標準 変動費率のみに もとつ く直接標準原価計算 に対 して,

標 準給付収益率 に も とつ く製 品原 価計算 を ベ ー ム は 「標準限界価格計算」

(Standard-Grenzpreisrechnug)と よぶ.

この標準限界 価格計算 は,E。 グーテ ンベル クにおけ る部分能 力思考 と3つ
(10)

の 適応 型概念 をその理論構成の枠組 として用いてい る・すなわ ち標準限界価格

計算は,部 分能力が不完全操業峙 に 「時間的適応」 す るばあい には,さ きのプ

レ ミアム部分が消えて直接標準原価計算に一致 して しまう.し か し完全操業時

にな り,製 造部門が もはや 「強度的適応」 をせ ざるを得な くな るとい う時点で

は,さ きのプ レ ミアム部分が発生す るので,本 来の標準限界 価格計算 にな る.

また,そ のプ レ ミアム部分が偶然 に全部原価計算におけ る固定 費配賦額 に等 し

くな ることもあ るが,こ れは 「量的適応」 が最 もうま くなされた ときにおいて

であ る,こ の量 的適応 に関 しては,給 付利益率の大 きさを基準 にした倍数的な

投 資決定 法 も問題 に されてい る.

さて以上 で,部 分 能力の完全 操業 時な らびに不完 全操業時 にお ける生産計画

決定 に と っては どの ような原価が合 目的なので あるかを明 らか にした.そ こで

次 に,ベ ー ムにおける このよ うな 原価評価額 の 算定 方法 をのべ ることにした

い。

ベ ームの貢献 は,こ こでシ ュマーレンバ ッハ の最適有効数値 にもとつ く計算

(注9)Mtinstermann"〔M14〕S.24-25参 照.ミ ッヘルやケルンもここでの機会原価の

原価性を発生原因原則から理由づけている.Michel〔M8〕S.133ff;Kerh〔K4〕

S.ユ41-14乞

(注10)て}utenberg〔G15〕 参照・



34

価 格 を,と くに限界効 用計算の面で,実 際に勘定組織の 上で行ない うる.内部 的

会計 システ ムとして具体 化 した ところにあ る.そ のば あい と くに,設 備 の機 械

時間 当りな どのプ レ ミアム分を算定 す るのに数学的プ ログラ ミング計算 によ っ

て得 られ るシャ ドー ・プ ライスを適用 した点に創意が あるとい える.こ こに シ

ャ ドー ・プ ライス とは,陛 路要素1単 位を使用せずに留保すれば,全 社 的な 目

標関数 において喪失 され る利益額であ り,し たが って隣路要素 を何 らかの用途

に使用す る者 はだれで も,そ の使用に よ って全社的 目標関数上 シ ャ ドー ・プ ラ

イスだけ総額での利益犠牲を してい ることにな るか ら,シ ャ ドー ・プ ライスは
(11).

機 会 原価であ る.こ れ によ ってベー ムは,数 学的計画法を原 価計算 に結 びつ け

たわ けで ある.し か しなが らベー ムは,こ の プレ ミアムを含 んだ さきの 「標準

給付収益率」を算定す る方法 として,こ の数学的計画 法を提示 す るだけで はな

い。 「標準限界価格」 は,中 間製品のば あい に,外 部市場 があ るときには,そ

の外注価格 ないし販売価格 とい う市場価格 によ って も決定 で きる,ま た,「 標

準給付収益率」の算定 にシ,マ ーレンバ ッハ が示 した ような 内部的 な反復 的交

渉 による方法 も,明 瞭な行動ル ールの形で示 して いる.し たが って,数 学 的計

画法,中 間製品市価基準方式,反 復 的交渉価 格方 式 とい う3つ の方法 が主張 さ

れて いるので ある。 しか し,こ れ らは,い ずれ も完全操業時 にだけ とられ るの

であ り,不 完全操業時 には(支 出的)変 動費 によ るべ きことに注意 しなければ

な らない。

次 に,こ の標準限界価格計算 の適 用領域 を考 えたい.こ の計算 の主 た る目的

の1つ は,各 品種別販売部門 が,こ の標準 限界価格を製造部門 か らの内部振替

価格 として うけ,こ れ を売価か ら差 引いた差益 の大 きさを基準 に して分権 的 に

生産量を 決定す る ことにあ る.こ の点 について,次 の第3図 を参照 されたい.

売 価 と限界原価 が ともに コンス タン トな線型の場合 には,こ の差益がゼ ロま

(注11)こ こで シャドー ・プライスの機会原価性は差額利益の意味でのそれではない.と

いうのは,こ こではLPの 双対問題の条件式におけるように品種別に犠牲利益(シ ャド
ー4プ ライスによる)と 増分利益(直 接原価計算による単位限界利益)と の比較計算が

行なわれるからである.し かし,L1)のPrimalな オ モテの問題では,最 終ステ ップで

基底に入 っていないスラック変数の較差利益(Zゴ ーVノ)と してシャドー ・プライスがあ

らわれる.こ こでも通常,ス ラック変数のV」・=oであ るから,差 額利益として示す必要

はない.た だし,基 底に入 っていない活動変数の較差利益(Zゴ ーVd)は,明 らかに差額

利益の意味での機会損失である,機 会原価概念については小林 〔k11〕が含蓄深い.
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第3図 標準限界価格計算の構造

難

蓉泪
たはマイナスになるので,各 品種別 販売 部門は,自 己の部門の製品を生産す る

のが果 してひ き合 うのか,ま た は不利で あるのか を判定 しうるにす ぎない た

だし,制 約条件 として販売可能量の隈界が入 るときは,こ の差益 は,プ ラスに

(12)な る(
シ ュマー レンバ ッハの第1図 参照.)し か しベー ムは売価が可変で あり,

限 界原価一定 とい う非線型のば あい にお いて シ ャ ドー ・プ ライスを算定す る実

践的な手法 としての数式モデルを も指示 して いる,こ のばあいには,限 界費 用

と限界収益の一致す る点が最有利生産量 であるとい う経済学 での周 知の定理 を

援用 して,各 品種 別部門は,そ の標準限界価格 に等 しい販売限界収益 が得 られ
(13)

る と ころまで生産 量を拡大すれば最 適生産量を得 る.こ の ようなや り方 は,内

部振替 価格によ る分権 的決定 とい う意味で,シ ーマー レンバ ッハ のプ レチアー

レ ・レン クングの思考 を うけつ ぐもので ある.

標 準限 界価格計算の第2の 主要な 目的 は,部 門業績 評価 にあるといえ る.す

なわち,業 績 評価上 は,各 部門の処理決定 に よる利益への作用が,そ の処理決

定を行 な った当該部門の部門損益計算に だけ あ らわれ るべ きで,他 の部門損益

(注12)オ ファーマンとライナーマンは,さ きに示したシュマーレンバ ッハ第1図 の亜鉛

配分の例をLPモ デルで定式化して,プ レミアム分をシャドー ・プライスの形でみちび

き出している.OpfermannundReinermann〔02〕S.233-234参 照せよ.門 田 〔m

19〕150-152頁 も参照せよ.ま た,古 瀬 〔k26〕186-190頁 で も,シ ュマーレンバ ッハ

の 「経営価値」とラグランジュ乗数(す なわち,シ ャドー ・プライス)と の関係を明示

されている.

(注13)B6hm〔B13〕 および門田(m20)を 参照せよ.ま た,福 田 ・福田 〔f1)も こ

れを取扱 っておられる,
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計 算 に作用を及ぼ してはな らない.・一般 に直接原価計算に ょり,品 種別販売部

門が意思決定 をす るば あい には,完 全操業時 には,あ る部門の利益業績 がよ く

なれば他の部門の利益 業績 を悪 くす ることを してい る.し か し,標 準限界価 格

計算 によれば,そ の ように はな らない.ま た完全操業時 には標準給付 収益 率 に

よ って製造部門 に利益が帰属 され るので,製 造部門が利益 中心点 とな り,最 有

利強度を期 中に決定で き,製 造部門の利益管理が可能 にな る,こ の ように,標

準限界価格計算 によ って,今 日問題 にされて いる 「計画会計 と統制 会計 との コ
(14)

ンシ ステンシ イ」が維持 され るので ある.

この他に,ベ ームは売価決定 や新製品 の経済性 評価などへの適用可能性 もの

べてい る.そ れ らはシ ャ ドー ・プライスを要素単位 当 りの最低 必要利益の意味

で機 会原 価 として支 出原価 に加算す るとい う基本思考 に もとついてい る.

以上 の ようなベームの標準限界価格計算 に対 して,理 論 的な批判がH・ ハ ッ

クスやW・ エ ンゲルス(WolfamEngels)やW・ ケル ン(WernerKern)あ

るいはW・ キルガー らによ ってな されてい る.

2.3ペ ー ム の 所 論 に 対 す る批 判 的 論 議

ハ ックスらによれば,標 準限界価格計算は理 論的な原価評価法で あ ることは

(工5)

認 め られ るが,そ こで は標準給付収益率の算定方法 において次 の2点 に問題が
(16)

あ る と批判す る.

まず第1に,プ レ ミアム部分 に対 し数学的計画法 のシ ャ ドー ・プ ライスを算

定 して あて る ことについて は,シ ャ ドー ・プ ライスの算定 が全 品種 部門 に関す

るすべ てのデ ータの中央的 な処理を通 じてお こなわれ ること,さ らにその シャ

(注14)計 画会計と統制会計との一貫性(consistency)に ついては,次 の文献がある。

AAA〔A2〕PP.57-58頁 およびAAA〔A3〕.さ らに,ベ ーム方式において数学的手

法と会計的手法が計画面と統制面でどのように協働しているかについては,谷 〔t5〕

を参照されたい.ま た,本 書第1章 と第10章 において も利益計画のための振替価格と業

績評価のための振替価格の関係を取扱 っている.

(注15)Hax〔H5〕S.198,Engels〔E1〕S.175お よびKilger〔K6〕S.709-713(近

藤訳書195-202頁)参 照.Engelsの 所論については,小 林(k16〕 で解説されている.

また,こ こでの批判と同様の批判が古瀬 〔k26〕190-193頁 に おいてシ茎マーレンバ ッ
『〈の計算価格論に対して向けられている.

(注16)Hax〔H5〕S.207ff,u.S,209お よび 〔H4〕 参照,
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ドー ・プライスの算定 と同時 に中央で各品種の最適生産量がすで に決定 されて

しま うことに問題が ある.し たが って,標 準限界価格 は,こ のよ うにして算定

された 内部振替価格で あるか ら,も はやそれを用いて分権的 に生産量を決定す

る必要 はな く,あ えて それをお こなえぱ回 りくどい余計 な ことをす る ことにな

るとい う批判で ある.た だし,ハ ックス らも,こ の 内部振替価格を用いて,分

権的 に新 しい製品や新 しい生産方法の収益性を判断す るのに役立 つ ことは認 め

てい る.つ まり,標 準限界価格計算 は,総 合 的期間計画 に対 してで はな く,こ

の種の個別的決定(個 別計画)に は有用で ある ことを言忍めて いるわけで ある.

べ 一ム ももちろん,こ のよ うな適用可能性を主張 しているが,そ れ は総合 的期

間計画 のためのプ ログラ ミング計算が,期 中の条件変化 や新 しい問題 に対 して

たびたび機敏 に定式化 して解 くことが困難で あ るたあに,内 部振替価格 によ っ

(17)
て 分 権 的に,そ のつ どに機動 的に対処 しよ うとい うもので あ る.

しか し,こ の点 について もケル ンらによ って,シ ャ ドー ・プ ライスない し標

(18)準
限 界価格 は条件変化 の もとで は安定性 がない として批判 されて いる.こ れ は

と くに売価決定や投資計画な ど長期的 なかか わ りあいを もつ問題への適用 にっ
(19)

い て と りあげ られて いる.と ころがベームによれば,能 力利用の程度,っ ま り

操業状態 と収益状況 は次の よ うなば あい には一般 にかな り安定的で あると して

い る.そ れ はと くに消費財産業 にお けるよ うに,個 々の企業 が比較的小 さな市

場 占拠率 しか もたず,そ のた め実質的 には競 争市場で活動 してお り,さ らにそ

の工場で多数の製品種類 が同時 に取 り扱 われて いるばあいで ある.こ のよ うな

ば あい にはある注文が解約 されて も同時に他 の注文 が引 き受 け られ るので,能

(注17)B6hm〔B10〕S.203f参 照.

(注18)Kern〔K4〕S.146f参 照.

(注19)こ の問題に対する解決策として,小 林哲夫助教授は興味深い提案をされている.

それはライ トやNAAの 調査研究において直接原価計算的損益表示での利益計画上,固

定費と純利益を考慮したある程度長期的に望ましい利益構造を最初に仮設定し,そ のも

とでの目標資本利益率から直接原価にマーク・アップ する率を定め,こ れを基準売価

(targetprice)と して算定する方法を採用し,ベ ームとはちがった仕方で長期的考慮

を含んだ原価価値を展開することである.小 林 隣18〕96頁 および小林 〔k19〕120頁

参照.ま たWright〔W11〕PP.17-26お よびNAA〔N2〕PP.41ff参 照.さ らに,

このような着想はKeller〔K2〕 によって具体的に提示されているし,NACA〔N1〕

報告でも示されているが,そ の詳論は本書第1章 の1.5.3に おける 「総原価プラス利益

方式」(フ ル コスト・プライシング)を 参照されたい.
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力 利 用の程度は安定 している.さ らに,'数 百 ないし数千 の異 な った製 品が製造

されてい ると,シ ャ ドー ・プライスは,い ろいろ と任意 抽出した製 品組み合わ

せ か ら算定 され る平 均値 の性格 を もつか ら安定 的であ るとす る.

さて,ハ ックスの第2の 批 判点 は,標 準給付 収益 率算定 のための反復的交渉

価格方式に対す るものであ る.こ の点で はべームに対 して も言 及 してい るが,

主 として アメ リカの経済 学者 丁 ・J・ クープマンスのモデルを示 して指摘 して
(20)
い る,す なわち,数 学的計画 法で は,内 部振替 価格 自体 が中央的に定め られ た

が,内 部振替価格が分権 的意 思決定に役立 つためには,そ の内部価格 自体が分

権 的に算定 されなければな らない とハ ックスは主張 す るのであ る.反 復 的交渉

価格方式 は,こ の ような要求 に応 ず るものであ る.た しかに,こ の方式で試行

錯 誤的に求 め られ る均衡価格 は,利 益最大化 目標 関数 が凹(concave)で 制 約
(21)

条 件 が凸集合の場合 には必ず大域 的最 適解 を もた らす,し か しハ ックスの批判

は次の点にあ る.こ こで示 された行動 ルールに したが って分 権的 に試行錯誤 の

プ ロセスを通 じて,こ の価格 を求 めてい くばあいには,価 格がその均衡 に うま

く収束 す るとはか ぎらない,均 衡 価格 の上下 を振動 した り,拡 散 した りす るか

もしれないし,収 束 す るばあいで も著 し く時間がかか るので あれば実用 的で は

ない,わ れ われ も この収束過程 における情報 コス トは小 さ くない と考 え る.シ

ュマー レンバ ッハは この問題については気づいていなか った.こ の点 は価格 の

安 定条件 の問題 として,時 間要因を入 れた動学的研究が必要で ある,ハ ックス

によれば均衡 に近づ くプ ロセスの研究では,価 格や生産量 は各種 のばあいにお

(注20)Koopmans〔K11〕(zitnachHax〔H4〕S,162-164.)

(注21)関 数F(x)は 各2つ の任意のベクトルx1とx2と について,

X・F(x1)+(1一 λ)・F(x2)≧F(X・ ・Xl+(1-X)・x2)10くX<1

が成立するときには凸である.関 数F(x)は 上の不等号が逆方向に成立するときには,

つ まり,-F(x)が 凸であるときには凹である.F(x)は,上 の不等式において≧のか

わりに,よ り厳密な〉(あ るいは≦のかわりにく)が 成立するときには,「 厳密な凸」

(厳密な凹)で ある.微 分可能な関数F(x)が 凹であり,制 約条件が凸集合をなしてい

るときには,均 衡価格に関する 「キューン・タッカー定理」は大域的最大点に対する必

要十分条件である,キ ューン・タッカーの定理は,た とえば,Dorfman,Samuelson

andSolow〔D7〕(訳 書218頁)}こ わかり易 く示されている.こ のオ リジナルな展開は

KuhnandTucker〔K16〕pp.481-492に ある.

また,利 益最大化関数F(X)が 凹であることの経営経済学的な意味は,① 売価と限界

原価がともに一定,② 売価一定で限界原価逓増,③ 売価が生産増加とともに低下し限界

原価一定,あ るいは④売価も限界原価もともに上のように変化することである,
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い て どれだけの範囲変化 させねばな らないかを正確に示す行動ルールが展開 さ

れねばな らない としてい る,し か しこの ようなルール は,こ れ までの ところ展

開 されていないので,ハ ックスはこの点で反復的交渉価格方式 に対 して も悲観

的な態度を示すので ある.

さて,こ れ まで に明 らか にして きたような ドイツにおける内部振替価格論 の

展開 とは別 に,ア メ リカで は リニア ・フ。ログラ ミングの分 野で ダンツ ィッヒと

ウル フがLP計 算の 「分解原理」(decompositionprinciple)と い う手法を最

近 に開発 した.こ の分解原理 は,ド イツにおいてはハ ックスやアルバ ッハ(H-

orstAlbach)や アダ ム(DietrichAdam)そ の他 多 くの論者 によ って,企 業

の分権 的意思 決定 システムにおけ る内部 振替 価格論 の これまでの発展 の中に位

置づ け られて研究 され ている.こ れ につ いて は,次 の第3章 第1節(3.1)を 参

照 されたい,ま た.西 ドイツの内部振替価格論の発展に関す る総括 も,3.1を

参 照されたい.
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第3章

分解原理 と分権 的 システム

3,1分 権 管理 および分 権的 情報 システ ムに お け るダ ンチ ソヒ=

ウル フの分 解原 理 の意義

まずはじめに,ハ ックスやアルバ ッハの所論を手掛りにしながら分解原理の

議 をみていき差?、,ま ず,ダ ンツ、。ヒとウルフの分解羅 を騨 に説明す

る と次のとおりで ある,す なわ ち,そ れ は大規模 な構造を もつ リニア ・プ ログ

ラ ミング問題 を,い くつか の部分 問題 とその統合 問題 とに分解 して取扱 うもの

で,そ の目的は次 の2点 にある.す なわち,第1に 変数 と制約 条件 式 とが非常

に多い計画 問題 は,電 子計算機 の記憶容量 の制約性か ら解 決困難であ るが,こ

れを容易 にす る.第2に,企 業 における決定権 限の委譲 は,あ る一 つの決定 問

題を独立 的ない し,準 独立 的な部分 問題 に分解す ることを必要 とす るが,こ れ

に対 す る類似 が分解 原理 にみいだされ るので,一 種 の分権 的意思決定 システム

として用い ることが考 え られる.

そ こで,事 業部 制企業 の生産 計画 問題 に適用 した分解 原理の標準的な モデル

をみ ると次の とお りであ る.す なわ ち,多 数 の事業部を もつ ある大企業 が考 え

られて,そ の各 事業部 は,そ れぞれ一群 の多数の 品種 を 生産 してい る.そ し

(注1)ダ ンチッヒ=ウルフの分解原理を取扱った文献は きわめて多数ある.そ のオリジ

ナルな主文献は,Dantzigandwolfe〔D1〕,〔D2〕 およびDantzig〔D3〕P.767

ff.で あ る.分 権的システムとの関連でこの分解原理を論 じた ドイツ文献にはHax〔H

4〕,S170-184,Albach〔A12〕S.332-457が あるが,本 節(3.1)で は主としてこ

れ らによっている.こ の他にも,Jaensch〔J1〕,Vischer〔V2〕 な どがある。分権

的システムとの関連でこの分解原理を論じた邦文献には,青 木 〔al〕,浅 沼 〔a4〕 〔a

5〕,阿 保 ・石塚 〔a2〕,片 岡〔k3〕,古 瀬 〔ゐ25〕 〔k27〕,加護野〔kl〕,宮本 〔m9〕,

吉原 〔or6〕,吉 村 〔y4〕,な どがある.こ の分解原理を全体経済の分権的システムに

適用した論文には,Malinvaud〔Mユ 〕があり,上 記の青木 〔a1〕,宮 本 〔m9〕 およ

び宮本(m7〕,武 村 〔t2〕 な どで論ぜられているが,本 書は主 として企業の分権的シ

ステムを取扱 うので,こ れをとり入れていない,
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て,各 事業部 は,そ れ ぞれが お互 に共通 に利 用す る稀少資源を必要 とし,そ の

共通利用資源 は,本 部 が管理 しているものとす る.こ のば あいに,各 事業部 に

全社 的にみて それぞれ最適 な生産計画を設定 させ,同 時 にさきの共 同利用資源

(2)を も各事業部
に最適配分 され るよ うにす る ことが 問題 になる.こ こで分解原理

によると,こ の全体問題を事業部の数 だけの部分計画 問題 と,そ れ を統括す る

本部の一つの統合 問題 とに分解 し,そ れ ぞれを電子計算機で解 くことになる.

そ の さい,ま ず本部が各事業部 の任意の生産計画案(当 初 はすべて ゼロの生産

量)に もとづ き共通利用資源 に対 しシ ャ ドー ・プライスの形で の内部振替価格

(当 初はゼ ロの価格)を 設定 し,そ れを各事業部 に提示す る.各 事業部で は,

この 内部振替価格 にもとついて それぞれ分権 的に(独 自に)生 産計画案 と計画

利益を決定 し,こ れを本部 に提案す る.本 部で は提案 された各計画利益案のい

ずれかに よって前回の(第!回 目は 当初のゼ ロの)全 社的利益が さらに増加 さ

せ られ るか どうかを判定す る,そ こで,全 社的増分利益を産み 出す ような事業

部生産計 画案だけを新 たに採 用 しなお し,こ の段階で本部 は再び共 通利用資源

のシ ャ ドー ・プ ライスを定めなお して,各 事業部 に通知す る,各 事業部で は,

これ を受 けてまた生産 計画案 と計画利益を定めなお して本部に提案す る.こ の

よ うな繰 り返 しの過程 を経 て,全 社 的増分利益が生 じな くな った段階で,全 社

的にみた最適計画 が決定 され ることにな る(第1図 参 照)。

さて しか しなが ら,分 解原理 によれば最適解 は最終 的には本部 に よって決定

され ることにな る.し たが って,こ の方法 は,各 事業部 が最終 的に独 自に最 適

解を発見す ることをみ ちびかな い.こ れ は本部が確定 して各事業部 に指示す る

ので ある.こ の点を と らえて,ハ ックス もアルバ ッハ も,分 解原理 は完全 な分

(3)

権 的 意思決定 システム とはいえない として い る,ア ルバ ッハは,こ れを 「準分

(注2)こ の ような構造をもつ生産システムは,そ の生産係数行列が 「ブロック角 形」

(blocktriangular)を なすが,こ れとはちが った一般的な構造をもつ企業にも適用可

能なような分解法が本書第5,6,7,8章 で展開される.

(注3)今 日の事業部制企業の短期利益計画プロセスも,各 事業部と本部との間の反復的

相互通報によるものである.そ こでも利益計画の最終的決定は本部の仕事ではあるが,

事業部別の利益計画の設定に各事業部みずからが積極的に参画するという点をとらえて

これは意思決定に対する分権管理 システムといわれている.(た とえば,溝 口(m11〕

26-27頁 を参照せよ).こ の考え方によると,分 解原理を分権i的決定システムといえない

ζともない.
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第1図 分解 原理の標 準型 システム

事業部 事業部 事業部

abc

太線:本部からの共通利用資源の内部振替価格

(シャドー・プライスとしての機会原価)
細線:各事業部からの生産計画案と計画利益案

権 的意思決定 システム」 とよんでい る.

と ころが他方,ハ ックスは分解原理の分権管理上の意義を次の点 に求 めてい

る,す なわち,分 解原理で は本部 は各事業部でのみ成立 して いるよ うな制 約条

件式 を知 ることな しに,つ ま り情報の完全な中央的処理な しに全社 的最適解に

達す る ことがで きる.し たが って,情 報の収集 ・処理 の面で分権 化が考 え られ

るので ある.し か し,コ ンピュー タが本部 に一元的 に存在 し,各 事業 部は端末

装 置か ら自己に関す るデー タとサブ ・プ ログラムを インプ ッ トす るだけで,そ
(4)

の 後 の処理 はす べて本部 の唯一 の コン ピュータで行 なわれ るのであれば,分 解

原理に よらない標準型のLPモ デルを 中央集権 的に解 くばあい と実質的 に変 り

がない.私 は コンピュー タ本体 を各事業部 と本部 にそれぞれ持たせ,相 互を オ

ン ・ライ ンで結 び,デ ー タ通信 による反復 的交渉 がな され るばあいにか ぎ り,

ハ ックスの見解 が成立す ると考 え る.こ のばあいには,分 解 原理は数 学的計画

(注4)こ のばあいにも,分 解原理によれば各事業部における自己資源の生産係数行列を

本部のコンピュータの記憶装置内に事業部別に対角線上に並べて記憶させることな く,

これらの各行列を一次元の配列(DIMENSION)で 記憶させるので,記 憶場所が少な く

てすむ.Ktipzi,TzschachundZennder〔K17〕(訳 書107頁)参 照・
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法 で あ るが,ハ ックスがベ ーム方式を批判 した よ うな,数 学的計画法 におけ る

中央集権性がデー タの収集 ・処理の面で薄 らいでい るとみ ることがで きる.

さて,分 解 原理のプ ロセ スは,他 面 において,本 部 と各事業部 との間の相互

通信 とい う意 味での反復的交渉方式を と ってい るといえ る,こ のか ぎりでは,

分 解 原理は シュマー レンバ ッハ ・ベー ム以来の反復的交渉価格方式 にも通ず る

ところがあ る.し か しなが ら,従 前の反復的交渉価格方式で は均衡値への収束

が保証 されなか ったが,分 解原理で は反復の各回 において本部で全社的増分利

益が生ず るかど うかが判定 され るために,最 適解への収束が確保 され る点が異

なる,さ らに,分 解 原理におけ る反復 的交渉は,コ ンピュー タ内部あ るいは コ

ン ピュー タ相互 間で本 部の メイ ン ・プ ログラムが各事業部 のサ ブ ・プ ログ ラム

を コール(呼 ぶ)し てはサ ブ ・プ ログラムでの処理がすむ とまた メイ ン ・プ ロ

グラムに リターン(戻 る)す るとい う機械 的 。自動的な定 型的プ ロセスにす ぎ

ない ため,コ ン ピー一 タを分散 させ ていて も,各 事業部 管理者 の仕事 は 自己に

関す るデ ータとサ ブ ・プ ログ ラムを最初 に1度 だけイ ンプ ッ トす るにす ぎず,

従 前の反復的交渉価格方式 のよ うに実際 の反復 的交 渉を各事業部管理者 が行 な

うわけで はない,こ の ことか らは,各 事業部管理者 には,自 己の意思決定意識

や全社的計画への参画意識 などが感 じられな いか もしれな い.

これ に対 して アルバ ッハ は,分 解原理 は,テ ィームにおいてで はな く,連 合

体(Koalition)に お いては じめて 分権的意思決定 システム といえ るとして い

る,こ こにテ ィー ムとは各部門 目的 と本部 目的が一致 してい るば あいの企業で

あ り,連 合体 とは各 部門 目的 と本部 目的 とが一致 しないば あい の企業で ある,

アルバ ッハは,こ の よ うな連合体 に対 して分解原理を適用 してみ るので ある,

したが って,ア ルバ ッハの展開 は,ダ ンツ ィッヒとウル フの開発 した数学的規

範 的な分解原理 に対 して,連 合体 におけ る目標相互間 の衡突 とい う組織論的な

要 素を導入す るもので あるといえ る.さ て,こ の連合体のばあいに は,テ ィー

ムの ように各部門の 目標関数の集計が中央の 目標関数 にな らないか ら,分 解原

理 の定 型的なルール に各部門が忠実に従わな くな り,機 械論的な 自動的な反復

的交 渉プ ロセ スが進行 しな くな るので分権化が真に存在す ることにな る.し か

し,連 合体 では分解 原理に よっては最適生産計 画の決定 が保証 されないのであ

る.
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さて,以 上で も明 らか にされた ように,分 解原理 による決定 プ ロセスが進行

して最適生産計画がたて られ るときには,各 部門 は コス ト・デ ー タとしてはた

ん に支出変動費デー タだけを インプ ッ トすれば よ ぐ,機 会原価 と して の シャ ド

ー ・プ ライスにはま った く無関心の状態にい る,し か しなが ら,機 会原価 を含

んだ計算価格に よる全体 的最適計画決定プ ロセ スを研究す るさいに,分 解 原理

はそのよ うな決定 メカニズムを明 らかにす るもの として,内 部振替価格論 の発

展 の中で今 日のところ先端 に位置す るもので ある.そ して,全 体 的計画 間題を

計 算価格 を使 って分解す る方法 は,今 日いろいろな形 で追求 されつづけてい る
(5)

(第5,6,7,8章 を 参照 され たい.)

さて,前 章 「西 ドイツにおけ る計算価格論 の展開」 と本節 の内容 を もって,

私 な りに西 ドイツにおけ る内部振替価格論の学説史的な発展 シ ェー マを描 き出

してみた.こ れを簡単 に ここで要約すれば,次 の第2図 の ようにな る.

第2図 西独・内部振替価格論の弛贋シ;一マ

E・ シェマーレンパソハH.-H.ペ ームH・ ハノクスH・ アルノ{ッハ

　 　 へ へ

、内部的。。可。。.。。。繊 ノ ・【… 醐 ト→ ・瞬 ・職 ・【
〔不完全操業度下)

/欝=誌_-1_1
　 「麟 鰯灘

i驚牒響欝
　　とに　するコウみがとみ　がのぼゆめゼヨぬ　タサ

(ハ圃 西基勒式 叢織 轍 礪留猶

そ こで最後 に,こ れ らの全体の総括を して おきたい.ま ず,シ ュマー レンバ

ッハ とべー ムによ って,分 権的生産計画決定 のためにはどのよ うな原価 評価 額

ない しは内部振替価格が合 目的で あるか に関 して会計 的な理論づ けが明 らかに

(注5)大 規模な線形計画モデルの分解アルゴリズムにはきわめて多 くのものが開発され

ている.本 書で筆者が取扱うものはそのごく一部分である,(分 解法に関する文献は,

吉原 〔y6〕 の文献目録,お よびLasdon〔L3〕 の各章末の参考文献目録をみられた

い.)し かし,分 解法にはたんに数値計算としての分解的解法の意義しかないものが多

い.本 書でとりあげたものはすべて全体経済あるいは企業における分権的システムとし

ての経済的意義を有する分解法ばかりである.
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された,そ して,そ の後の議論は,そ の算定方法と適用可能性に関するもので

ある,今 後の内部振替価格論は,数 学的計画法である分解原理などをいろいろ

な構造の企業に適用して拡充した り,新 しい組織論的な考察を導入したり,あ

るいは経済学の市場と価格の理論その ものをお しすすめたりして,会 計とその

隣接科学との交渉の中で展開して行 くべきであろう.

(6)
3.2分 解 原 理 の 数 学 理 論

まず,あ る大規模な線 形計画問題が あ って,そ の変数が η個の グループに分

け られ るもの とす る,各 グループ ごとにM」 個の制約条件式が あるが,こ のグ

ループ別制 約条件式には当該 グループの変 数 しか関連 しない さらに別 に 彫個

の制約条件 式があ るが,こ れにはすべての変 数が関連す る。XJは 第j番 目のグ

ル ープの諸変 数か らな る列ベ ク トルで ある.ん と.島 は行列 であ り,ら は行 ベ

ク トル,b」 は列ベ ク トルで ある.そ こで,解 くべ き線形計画 問題(A)は 次 の

よ うな構造 を もつ:

㈲響 二残
'・B
ncn=bn

/¢ 、≧0(月,2,_,n),

ここで は制約条件が は じめか ら等式 の形 で記 されてい るが,ま ず不等式が与

え られ ると,そ れ はただちにスラ ック変数を導入 して等式 に変え られ るわけで

あ る.ま た,目 標関数 は最大化せず に最小化す ることも当然考え られ るが,そ

の ことによ って 問題 が本質的 に変 わる ことはない

まず,最 大化 問題(A)が 与 え られた とす る,そ こで,条 件式BjX」-bjとtrj

Σ0に よ って定義 され る多面体Sjが 存在す る とす る:

S」=={C」I」C」≧O,B」Xd・ ・b」}.

(注6)本 節 の展開は,主 としてGass〔G6〕chap9,§4.お よびHax〔H4〕S.'170-

177に よ っている,
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(7)

単 純 化 の た め に,S」 は 有 界 で あ る と仮 定 す る.Wラ は 凸 多 面 体S」 の す べ て の

端 点 ∬飴 の 集 合 で あ る と す る:

W」 一={X」1,X」2,…,X」,X」}。
　

こ こで 毎 は」番 目の小 問題 の解 ベ ク トル(端 点解)で あり,K」 はS」 の端
　 　 　 　

点 の 総 数 で あ る.さ ら に,列 ベ ク トル 乃 烏と ス カ ラ ー 勉 を 次 の よ う に お く:

PJ,=AJXJ,

6錦=CJXJiC・

そ こ で,新 し い 最 大 化 問 題 を 次 の よ う に 定 式 化 す る こ と が で き る:

変 数S」in(ブ ー1,2,…,n;k=1,2,…,幻)は

㈲戦 二_,.
SJiC≧0(」=1,2,…,n;ん=1,2,…,XJ)

の も と で,関 数

の ズフ

し男渦 駒
を最大化するような値をとらねばならないS」 は凸多面体であるから,い かな

る点

s・==(嵩柚 隠 ・・… ・…≧ ・)

(注7)BdXf=bj,XJ≧0を 満 たす 実 行 可能 解 と して,少 な くと も2っ の 解Xj1とX」2が

存 在 す ると しよ う.す な わ ち,

BJXjl=bd,xn≧O,た だ しXj1=(卿1エ,紛21,…,XdlMj,O,…,O)

Bゴxゴ2=bd,Xv2≧0,た だ しxゴ2・=(紛12,Xi22,…,O,Xd2MJ,…,0)・

Xd=αXj1+(1一 α)勿2(0≦ α≦1)を 勿iと 均2の 任 意 の凸 結 舎 とす る.そ の と きベ ク

トルXdの す べて の成 分 は 非負 で あ る こ と,す なわ ち 勾 ≧0で あ る こ とはす ぐわか る.

そ して

BdXti-B」 〔αxゴ1+(1一 α)Xd2〕=αB」Xゴ1+(1一 α)BdXd2=αbti+b」 一αbd=b」

で あ るか ら,勾 は実 行 可 能 解 で あ る.

した が って,任 意 の2つ の 実行 可 能 解 の どん な 凸結 合 も また 実行 可 能 解 とな るこ とが

証 明 され た か ら,Sゴ は凸 集 合 で あ り,し か もSdは 有 界 と仮 定 して集 合Sjを 有 限 個 の端

点 か らの 凸結 合 とす る と き,Sdは 凸 多面 体 で あ る.(解 の集 合 が ただ1つ の元 しか含 ま

な い と き も,SJは もち ろん 凸 集 合 で あ る.)
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もSdに 属 す ることにな る.す なわ ち,S」 内の任意の点 は,SJの 端点 の一次結

合 としてあ らわす ことがで きる.そ れゆえに,次 の命題が成立す る:
πゴ

『S」iCの値 が 最 大 化 問 題(B)の 解 と な る と き に は,ベ ク トルS」 ・=Σcpms」J,の
なヌユズゴ

値 は最大化問題(A)の 解 とな る。』((B)に て,Σ 乃ん簸 ≡A舟 に注意.)
ic=1

い ま 最 大 化 問 題(B)を 展 開 し た 形 で 詳 細 に 示 せ ば 次 の よ う に な る:

CllSll+…+`ヱKISIKI+C21S21+…+C2K2S2K2+・6・+Cn1Sn1+…

十CnKnSnκn→Max

PllSl、+…+PIKIS、Kl+P21S21+…+P2K2S292+…+P、IS。1+・ 一

十PnKnSnKn=b

Sl1十 … … 十sユx1=1

521+●"+S2K2＼
、一
、=1
"s
π1十 … 十SnKn=1

SjiC≧0(ノ=1,2,…,1τ;k=1,2,…,K」).

こ の 線 形 計 画 問 題 に 対 し双 対 定 理 が 存 在 す る が,そ れ に よ る と 各 制 約 条 件 に

nKj

は価格 が帰属 され る.最 初 のm個 の制約条件(す なわち,条 件式 Σ ΣP」icS」iC
ノコユ おヨユ

ー・b)に 属す る価格 は,ベ ク トルHで 総括 され る。次 のn個 の制約条件 には価

格 πJ(ノ=1,2,…,n)が 対 応 しうる.

こ こで,行 ベ ク トル(rl,π)は 「シンプ レクス乗数」ベ ク トル として与え

られ る.す なわ ち,

B:実 行 可能 な基底の行列

CB:基 底Bに 含 まれてい る各列ベ ク トルの 目標関数係数の行ベ ク トル:

`B=(CtiC,c2iC,…,Cm+n,iC)

=(CtltiC,c2c2ic,…,Cm+nXm+n,iC)と す るとき

(H,π)=・BB"1,

とこ ろで,最 初の実行 可能解 が,ど れか新 しい端点列(PT」iC,O,O,…,1,…0)T

(Tは 転 置を意味す る・)を 基底 に導入す ることによ って改良 され るか ど うかを

判定 しなければな らない・それには,通 常 のシンプ レクス法 と同様 に,シ ンプ

レ クス判定 基準(い わゆ る較差利益V」-Z」)の 符号が どうな るかをみなければ

な らない.そ こで,最 大化問題(B)に つ いて,あ る小問題 ブか らの1つ の端
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点 列 を通 常の シンプ レクス判 定基準(τ ゴー切 で 評価す ると次 のよ うにな る・

(葛り ・臆 の端点列べ… レ・・… 歌 の単位行列の播 目の列べ… レ

茄 蝋 含)・ 和,臆 の列べ… レ(琢eJ)を基底・のべ… レの1

次結合 として表 わ した もので あ る.

この とき,

シンプ レクス基準(τ ブー之フ)

一・…一… 扉 ・'一 ・B-・(e;'C)

一・・一(IIπ,)(告)

…CJiC-R・PJiC一 π」(1)

=C」X」ic-ll・ん 靴 一πゴ

=(Cd-■ ・ADC」ic-rrゴ(2)

ノ;L2,…,n.

(1)式 か ら,基 底に含まれ るベ ク トルに対 して はC」iC-II・乃冶+π」が成立す る

ことがわか る.す なわ ち,vゴ ーZ」-0で な げれば な らない か らで ある.

問題(B)は 最 大化問題であ るか ら,シ ンプレ クス基準 勉 一`ガ 恥 ≦0が す

べての ノとんに対 して成立 すれば,す でに最適解が得 られた ことにな る。 とい

うのは,最 大化 問題 では,す べ ての ηノー紛≦0あ るい はすべての2ゴー吻≧0の

ときに最適 になるか らで ある,と ころが,較 差 利益(2)式 に ついて,そ の うち

どれが正 になるか ど うかを知 るた めには,次 の よ うな形 を とる π個 の最 適化問

題を解 けば よい.ど の ブに対 して もわれわれは,端 点 ∬幽 の集合 に対 レて

Max〔(Cd-H・Af)」CゴiC一 πd〕>0,ブ=1,2,…,n(3)

ByXdiC=bj

l」iC≧0

とな るかど うかを知 る必要があ る.と ころで(3)の 左 辺 は,各 ノに対 して,角

括孤 内の量を,ブ 番 目の小問題の制約式をみたすよ うな端点 必幽の上で最大化

す ることを述 べてい る.も し もこの最大値 が非正 であれば,ブ 番 目の小問題の

すべ ての端点 は最 適な もの と評価 され る.

条 件(3)の 〔 〕 内を最 大にす ることと,ズ カ ラー πdを 除 いた部分 を最 大

にす・るご ととは同 じだか ら,、(3)の ・〔'〕 内の最 大化は,各 」に対 して
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蔭 渥'晦
(C)

L
BjXjiC=ろ ゴ

C」iC≧0

の もとで最大 にす る,と い う線形 計画問題を解 くことに帰着す る.小 問題(C)

を シ ンプレクス法で 解 けば端点解 だけが得 られ るか ら,小 問題(C)の 解 は

(3)を もみ たす わけであ る.

これか ら,次 のよ うな シンプ レクス法の計算手順が明 らか にな る.

① スター トは(B)の 任 意 の基底解 か らであ る.こ の基底解 に対 しては,価

格ベ ク トル(n,π)が シンプレクス乗数 ベク トル として

(n,π)-CBB-1

か ら算定 され る.こ こで,ど んな基底Bに 対 して も,対 応す る初等行列(ele-

mentarymatrix)の 集 合が与え られてい るな らば,そ の逆行列B-1は 一連 の

初等行列 の積形式 か ら容易 に求 め ることがで きる.こ の場合には,改 定 シンプ
(8)

レ ク ス法 に この積形式 を適用す るとさらに便 利であ る.

② 次に,各5ゴ か ら,関 数(Cj-H・ ・4∫)C」が 最大値を とるよ うな端点(す なわ

ち最適解C」)を 求め る.つ まり,次 の線形計画 問題(C)を 解 くわけであ る.

⑥騰 溜
③ こ れ らn個 の 最 大 値 問 題(C)す べ て の 解 に つ い て

1)μ 」-Ma.c(6プ ーH・A」)SC」 一 πゴ≦0
∫プ∈∫ゴ

が成立す ると,

最 大化問題(B)の 最 適解がすでにみいだ されてい ることがわかる このとき

⑤ に進 む.

2)μ ゴール伽(cゴ ーH・∠4プ)l」一πラ>o
謀ゴ∈εプー・

(注8)逆 行 列 の積 形 式 に つ いて は,Gass〔G6〕(訳 書139-143頁)を 参 照 せ よ.
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が 少 な くとも一つの ・∫プについて成立す ると,次 の④へ進 む

④ μゴ>0が 成立 した 防 の当該端点 ¢顕 は,問 題(B)の 基 底 にとり入れ られね

ばな らない このた めには,ま ずベ ク トルP孫 一ん 痂 と数値 磁=`ブ 塀 とが算

定 されなければな らない.そ こで,列 ベク トル(P7瓦0,…,1,…,0)Tは 基 底 に

とり入 れ られ,同 時 にシンプ レクス法の原理 に従 って他 の列 ベ ク トルが基底か
(9)

ら と り除 かれる.新 しい基底解 に対 してふたたびHと πプとが算定 され,こ の手

順 が くり返 され る.

多数 のS」 について μゴ>0が 成立す るば あい には,最 大の μゴを もた らす よう

な端点x]が 基底に とり入れ られ る.こ の手順 は μ≦0(ブ ー1,2,…,n)が 成 立す

るまで,つ まり(B)の 最 適解が得 られ るまで くり返 され る.そ して⑤ に進 む.

と ころで,こ の ④ のステ ップで,問 題(B)に お いて,非 退化 を保 証 してや

れば,新 しい端点 酉 が基 底に とり入 れ られ るご とに,(B)の 目 標関数の値 が

増加す ることが保証 され るか ら,(B)の 有 限個の基底が くり返 し現 われ ること

はあ りえず,し たが って,上 記 の計算手順 は有限 回で終 了す る.こ れが分解原

理におけ る収束性 の証 明であ る.

⑤ 問題(B)のmas」icは,こ の最終ステ ップ に至 るまで は使用せず,こ れ まで

のステ ップでは もっぱ ら双対解nと πゴを利用 して きた.し か し,こ の最終段階

に至 り,(B)の 最 適解5顕 が得 られ ると,こ のベ ク トル成分 を ウーLイ トに して,

ズプ

5ゴー Σ 晦 覇 を計算す れば,こ の57G-1,2,…,n)が,も との線型 計画問題(A)
七=1

の最適解で ある.こ の ことはすで にさきに証 明 した.

以 上で計算手順 は終了す る.

上 述の分解法の長所 は,そ の計算 において ご くわずかの数の変taSdkと そ れ に

属す る列ベ ク トル(PT」iC,O,…,1,…,0)Tと だけが考察 されれ ばよい ことで ある.

つ まり,計 算の過程 において一度基底 に入れ た もの(基 底 にす でに入 ってい る

列 と新 し く入れ られた列)だ けを考 察すれば よい,し たが って,凸 多面体 ・∫ゴの

通常はかな り多数にのぼ るすべての端点 伽(fe-1,…,9」)の うちで,考 察の対

(10)象
とす るのはほんの少数にす ぎない ことがわか る,

ま た,問 題(β)の 基底解 を求 め るには改定 シンプ レクス法を採 用す る.こ

(注9-〉 本部聞題(B)に おい て基底に入 る変数の数は・(B)の 条件式の数に一致す るか

ら,そ れはつねに部分領域の数と共通資源の数との和に等しい.
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の 方 法 によ ると,計 算機 が記録 ・計算 しなけれ ばな らない新 しい情報 の量 は減

少す る.と い うのは,改 定法で は基底 の逆行列 と解ベ ク.トルだけを記録 ・計算

すれば よいの に対 して,通 常の方法で はシンプ レクス ・タブローの全部 を記録

・計 算 しな くて はな らないか らであ る.逆 行列の積形式を使えば,記 録量 はさ

らに減少す る.

さ て線形計画 問題 への分解原 理の適 用は,そ の問題が次の(D)の よ うな形

を もっていて も可能であ る.

lCIXI+C2×2+C3×3→Max

(D)懸+会 島 踊=1:

[x、 ≧Ox、 ≧Ox、 ≧0

さて,制 約条件

A2×2+・43×3・=b2

お よ びx2≧Ox3≧0

に よ って定義 された領 域Sが 存在す るもの とす る.Sは 有界であ り,WはSの

すべ ての端点 ¢㈲ の集合であ るとす る.必 ㈲ はそのつどに範 ㈲ と鞠 ㈲か ら構成

され ている.

さ らに,C(ic)とP(ic)を 次 のよ うに設 ける:

C(ic)=・C2×2(in)+C3×3(ic)

P(iC)==A2x2(iC)

そ こで,新 しい線形計 画問題 が次 のよ うに定式化 され る:

(注10)上 記 のプロセスにおいて,ま ずスター トにて(B)の 任意の基底解を求めるにあ

たり,(B)の 定式化がSゴ のすべての端点から出発されるとXtsの 数がΣ幻 個という多
ゴ=1数

になってしまい,し たが って本部問題(B)の 変数Sdicの 数が非常に多 くなる.こ れ

では分解法の意義がな くなる.そ こで,実 際にはまずll=Oか ら出発し,そ れにもとづ

き部分領域の提示する生産プログラムの解としての毎(ス ラック変数を含む)か らはじ

めていく.こ れはn=0か ら出発するのでなく,部 分問題の任意の解からはじめると考

えてもよい.こ こで計算が本部問題からスター トするか事業部問題からスター トするか

は分権的システムにとって本質的な議論ではない・しかし,計 算が最終的には本部によ

ってス トップを宣告される点は有意味である,
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働購 驚
t詳:;面 …)。)

ここで もまた,Sに はその端点x(iC)の 一 次結合 と して表 わされ る点 が属 す る・

それゆえに,次 の命題 が成立す る:

『ベ ク トルXlと 数値s(iC)と が 最大化問題(E)を 解 くときには,ベ ク トル

ヱユと

5=Σ5㈲ ¢(iC)
iC=1

とは,最 大化問題(D)を 解 く。』

(E)の 各 基底解に価格 ベ ク トル(rl,π)が 対応す る.こ こで,π は最後の

制約条件式に対応 す る価格 のベ ク トルで あ り,nは 最 初の条件式の価格ベ ク ト

ルであ る.こ こで も,(R,π)は シンプレクス乗数 ベク トル として算定 され る・

次に シンプ レクス判定基準を求め ると,

v・一・・-c・iC・一(H,・)(奮 尾))

-c(iC)-H・P(iC)一 π

=(C2-n・A2)X2(ic)+C3×3(ic)一 π

し た が って,さ き と 同 様 に(E)の あ る基 底 解 に つ い て

rl・∠41≧Cl

お よ びMax〔(C2-n・A2)X2十C3×3〕 ≦ π
x∈s

が成立す ると,(E)の 最 適解 を得 た ことにな る.た だ し,Mav〔(c2-H・A2)
XES

X2+C3×3〕 は,次 の最大化 問題(F)の 解 であ る:

の騨 欝雛
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上 記(E)の 最 適性判定基準 の2つ の条件式が成立 しない場合 には,シ ンプ

レ ックス法の 原理に よって 新 しい基底解 が(E)に と り入れ られねば な らな

い・ この ことは,最 適性判定 の2つ の条件式 が満 たされるまで くり返 される.

そ して,最 終 的に,(E)の 解 κ1とs(iC)と か ら,(D)の 解Xlとs=Σ5(iC)」1(iC)が
iC;1

導 き だ さ れ る.

(11)

3.3分 解 原 理 を 企 業 の 分 権 的 シ ス テ ム に 適 用 し た 数 値 例

2つ の事業 部か らな る企業の生産フ。Pグ ラム(製 品組合せ計画)を 編成す る

ことを問題 にしよう.事 業部1で は製 品 κ1と ¢2を 生産 し,事 業 部2で は製 品∬3

とx4を 生 産す る ことがで きる.そ して,事 業部1で は制約 的能 力設備AとBを

専用 し,事 業部2で は制約的能力設備CとDを 専用 して いる.同 時 に別の2つ

の制約的能力設備EとFと が両事業部 によ って共 同利用 され てい る.こ のEとF

は本部が管理 してい る,

この線形計画 問題 の全体 は,次 のよ うに定式化 される:

目標関数:8x1+10x,+Ow3+Oτ4+12x3+16x4+Ow5+Ov6+Ov1+Ow2→Max.

{
設 備E:2Xl十4x2-1-2x3十3x4十 τ1=32

設 備.F:x1+x2+x3+2x4+v2=・12

{二設 備A:2x1+x2+v3-10設 備B:3Xl+2x2+u4-16

{設 備C:x3+.T4+η5-8設 備D:2x3+x4+τ6-12

Xl、≧0(μ=1,…,4)τv≧0(v=1,一 ㍉6)

上 記 の全体 問題は,事 業部別の2つ の線形計画問題(サ ブ ・プ ログラム)と

本部の1つ の線形計画 問題(メ イン ・プログラム)と に分解 され る.そ れぞれ

の線形計画 問題 の解 決は,各 事業部 と本部 に分担 され るので,本 部は各事業部

の 固有 の制約条件 に関す る情報 を知 らな くて よい.本 部 は自己が管理 してい る

設備EとFと の機械時間当 りの 内部振替価 格Heとrlア を算定 し,こ れ を各事業部

(注11)本 節の数値例はHax〔H4〕S.178-183に もとついているが,こ れをGass〔G6〕

に従って詳細にフ才ロー ・アップしたものである.
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に 指 示 す る.

さ て,事 業 部1で は 製 品1の 単 位 当 り に 設 備Eを2機 械 時 間 と設 備Fを1機

械 時 間 だ け 必 要 とす る.製 品2に つ い て は,こ れ ら の 数 値 は4と1で あ る.し

た が っ て,事 業 部1は 次 の 目 標 関 数 を も つ:

(8-2neic-111ric)sじ1十(10-4neic-111アic)ヱ2→!レ1ヒzユ=

た だ し,添 字kは,こ こで は 計 画 のiterationの 番 号 数 字 を 表 わ す(k=1,2,

…
,κ),

こ の 関 数 は 次 の 制 約 条 件 下 で 最 大 化 さ れ る:

2x1+x2+v3-10

3x1一 ト2x2十 τ4=16

x1≧O,x2≧0,v3≧O,v4≧0.

同 様 に,事 業 部2で は 次 の 線 形 計 画 問 題 が 定 式 化 さ れ る:

(12-2neic-1nric)ヱ3一 ト(16-3neic-211f,)x4→Max

x3-Fc4十v5=8

2x3+x4+v6=12

x3≧O,x4≧O,v5≧O,v6≧0

次 に,本 部 の 線 形 計 画 問 題 は 次 の よ う に 定 式 化 さ れ る:

Kk
Σ(8ilic十10記2ic)slic十 Σ(12Z3,十16i4,)s2ic→Max
冶 あ

ヱぐ ヱぐ

Σ(251iC十452,)SliC十 Σ(2匠3計3影4iC)s2iC十 τ1嵩32あ 冶

K」 【
Σ(Z・iC+52iC)5、iC+Σ(i3k+2堀)s2k+v2-12
殆 殉

ヱ

Σslk=1

ぽ

Σs2iC==1喬
Slk≧0,s2k≧0,Vl≧0,v2≧0

上 式 の 制 約 条 件 の 双 対 価 格n、k,llfkと πlte,π2左は,「 シ ン ブ レ ク ス 乗 数 」 を 求

め る 次 の 公 式 か ら,改 定 シ ン プ レ ク ス 法 に よ って 容 易 に 算 出 さ れ る,

〔H・k,「lf・,π・k,π2・)==〔Clte〕B一ユ,
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Cdk:本 部 問題 における基底Bに 属す る基底変 数 賊(τ1,V2を 含 む)に

対応す る本部問題の 目標 関数上の係数値;〔`ル 〕 はその行 ベク ト

ルを あ らわす.

(1)第1段 階

第1段 階で は本部 は次 のよ うな内部振替価格 を指定す る:

Ile1=O,lrlアi=O.

な らびに最高 利益

π11・=O ,rr21==O,

この ことは,ス ター トでは,Xt-x2=・x3=x4-Oが 仮 定 されてお り,し たが っ

て,す べ ての スラック ・プ ロセ スが基底に入 ってい ることを意 味す る.こ の と

き,本 部 問題 は次 のよ うにな ってい る.

0・s11十 〇・21→Max

O6Sl1十 〇・s21十τ1=32

0●slt-←0・521十v2=12

Sl1=1

521=1

さて,各 事業部 では上記 の内部振替価格 に もとつ いて 目標関数の利益係 数を

計算 し(た だ し,ス ター トでは これは不変 であ る),各 自の線形計 画問題を解

き,そ の最適基底解 を第1次 生産計 画案 として本 部に提案す る,す なわち:

事 業部1:x2-8,τ3-2,利 益=80

事 業 部2:x4-8,v6-4,利 益 一128,

本 部 で は,さ きの πユ1,π21を 用 いて,各 利益案の全社 に とっての収益性 を審

査す る,

事 業部1に 対 し:80一 π11=80-O>0

事 業 部2に 対 し:128一 π2i=128-O>0,

した が って,π1■,π2ユ を両事業部 の利益計画案 はいずれ も超 えてお り,ま た

Maxμ ゴ=128(c4・ ・8,w6・4に つ いて)

で φ るか ら,」C4=:8,w6==4が 本 部問題で基底変 数に とり入 れ られねばな らない.
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(た だ し,v6・ ・,4は本 部 問題では無関係で ある.)

以 上 におけ る本部問題の経過を,改 定 シンプ レ ックス法の タブロー形で書 け

ば,次 の ようにな る.(本 部問題の最後の2つ の制約式は等式 だか ら,こ れ に

は人工変数を用い てbigM法 ま たはtwophase法 を 適用す る.)

(タ ブn--1)

基.底 」 妖 岬:縣
1iP・IP・1P・ ・IP・ ・lp*些 ・==8,"・=・)

　

P・(・ ・-32)藝01321100024(=3×5・ ・)

←P2(w2==12)012010016(-2× 三42)

;1:灘:i1■ll1?
-tt.

H,・loOOO

6ゴκ:本 部問題の 目標関数の係 数

取:本 部 問題 の基底解(本 部 問題 のフ ァクター ・プ ロセ スの列ベ ク トル)

B'1:本 部 問題のスラ ック ・プ ロセ スの行列(一 般 には,各 ステ ップにお

けるスラ ック ・プロセスの行列は,そ のステ ップで基底 に入 ってい

るプ ロセスの第1ス テ ップ におけ る行列Bの 逆行列B'1で あ る.し

たが って,B-1は 本 部間題の そのつ どの基底行列 の逆行列 であ る.)

P㌦:本 部 問題 において新 し く基底 に入 るプ ロセス(基 底 か らとり除 くプ

ロセスは表 の左側で矢 印をつけた.)琢 におけ るブは小問題の番号.

feは そ の端点番号(し たが って,こ こではiterationの 番 号)を あ

らわす.

(2)第2段 階

第2ス テ ップでは本 部は次の結果 を算定す る:

ll,2・=O,nr2-8,π12-O,π22-0.

これ によ って,両 事業部 は次 の第2次 生産計画 案を設定 し提 案す る:

事業部1:x2=・8,v3-2,利 益=16

事 業部2:x3=・6,v5=・2,利 益=24.

こ こで も,両 利 益計 画案は ともに本部 の審査をパ スし,Mavva==24で あ るか

ら,計 画案x3=・6,v5・=2が 新 し く採 用 され,し たが って,本 部 問題 ではプ ロセ
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スP23-〔12601〕Tが 新 し く基 底 に 入 る こ と に な る.

(タ ブu-2)B一 ユー 〔PIP22Pl1P21〕-1

一 国娠 論 き
="i:　::f`

…14・ 一号 ・ ・18:1:9i

P2・1128…21i・ い ・「9
P*2,.B.、.P2、

P110100100

_P,、1。 、1。 一⊥ 。il9[1号 ・ ・V,12'i

__L⊥ 生.巳!s.… 上 量_…01.00116

H,。10800i-16{
__1--100100i

(,)第,段 階L・ 一抽1[・1

第3ス テップでは本部は次を示す:

・1・一 ・,n・・一 ・号 …3-・ ・π23-38号 ・

これに応じた各事業部の第3次 利益計画案は:

事 業 部1… 一 ・… 一 ・・利 益 一一359

事 業 部 ・ … 一・,・・一 ・,利 益 一44筈 ・

ここでも両計画案はともに審

(タブm-3)

査ve・・o・u,M・x…=35gで

基 底 ∴B"11.,,、

あ る か ら,x2-8,v3==2が 採 用(PIP2pユ ユp21)-1

評1〕鞍 廉 薪倉ゑ 野 一P・ ・瞬1-}1・ 一響22号
P2・128号 ・ 養 ・一号 蓋

Pl1011001011

P2・72圏 ・一お ・9一 含

n,・11・S号 ・38号i
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(4)第4段 階

第4ス テ ップでは次 が成立す る,

He・ 一 号 ・n・・一響 …4-・ …4-・ ・9・

これは次の事業部別第4次 計画案を導び く.

事 類1… 一・…=11・ 利 益 一・号

事 業 部2:x3==4,x4=4,利 益=36.

・の緬 案 もす べて審齢 ・ス し・M・ ・一==・号 で あ・か ら,・・一・…-1が

採 用され,Pユ3t=〔10510〕Tが 新 し く基底 に入 る.

(タ ブm-4)

11B-・

基 底1∵ 」臨 砿
)一・階3

Pt21・ ・i÷ 品 一金 ・一釜&

-P22128÷ 一毒 ～妾 ・一鑑 馨

P… 号 一孟 命i鑑 器

ろ㍉72
1号瞳 一論 ・ 器 墨

n・列t号 響 ・3・91

(5)第5段 階

第5ス テ ップではつ いに次が成立す る:

R・5・=1,fif5=6,π15==O,π25-24.

事 業部1で は,こ の内部振替価格nの もとで はそ の目標 関数 の利益係 数がゼ

ロにな って しまう.こ の とき,事 業部1で はいかな る利益計画案 をたてて も利

益ゼ ロにな る.

事 業部2で は,次 の第4次 利益計画案を設定す る:

x3-6,w5=2,利 益 菖24.

この とき,本 部での審査は,μ1-0,侮 一〇となり,ど の事業部 において も,
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π15や π24を 超 え る利益計画案 をたて ることはで きな い(Maxμ ゴ=O).

こ の段階で いよいよ本部 は 最終 的な最適 生産計 画案 を 設定 す ることがで き

る.事 業部1に 対 して は,本 部 は採 用した3つ の生産計画案,す なわ ち,@2

-・ ,・・一・),@・ 一・,・・-1)・(v・-1・J・ ・-16)を 最 終鵬 での本部角翠・・2--1-・

・・3噛 お よび… 一売 に よ・て加重平均 ・た厩 勅 ・ ・

・・-S・ ・+缶 ・5+養 ・・一・ _≦ 彪 ロー`)一 一...一一 …

・・一音 … 指… 売 ・・一・ 基 麟1靱 …Ell-i

・・-S・ ・+缶 ・喘 ・1・-2
1-∴(PIP2Pt1P21)尊 一

錨 起掻;::il:51醗:噛
(・、一・,・、=-2)し か 翻 されP、1。Ilij旦21-121

て いな 、、ので(し たが 。て,523i10:8080101

.1で もあ 、) ,。 の生産計螺P23721110001…

を その まま最適計画 として とりH,・1…16・241

入 れ ることがで きる.す なわち:

x3-6,x4・=O,v5-2,v6・=O.

した が って,製 品1,2お よ び3が それぞれ2,4お よ び6単 位 だけ生産 さ

れ,製 品4は 最適生産計画 には含 め られ ない,ま た,設 備1),EとFは 完全 利

用 され るが,A,BとCは 各2時 間未利用で残 され る.全 体利益は128に な る.

3.4全 社 的 資 源 の集 権 的 配 分 後 に お け る 分 権 的 計 画 と統 制

3.4.1分 権 化 組 織 の 計 画 過 程

大規模企業 の生産計画 をたて るにさい し,全 社 的共通利 用資源 が希少で あ る

と仮定 され る ときには,こ の資源 の利用 にか んす る各事業部の意思決定 は相互

に競合 してい るので,こ の意思 決定 について各事業部 の完全な 自立性 を許す こ

とは不可能で あ る.し たが って,何 らか の中央集権的 な決定 モデルが不 可欠で

あ る.
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この 中央集権 的な決定 モデル には,情 報処理 を分散化 した 「分解原 理」 によ

る もの,情 報 を完全集 中 した もとで数値計算法 として中央 的に 「分解 原理」 を

用 いる もの,あ るいは 「分解原理」 によらな い中央 的決定 モデル などが考 え ら

れ る.し か し,こ れ らの中央的 モデル による全社的資源 の各事業部へ の配分 は

短期的計画過程の一部分 にす ぎな い,現 実の各事業部 におけ る計画過程 は,ひ

とた び全社的資源の配分を うけた段階で,そ の割 当て資源の枠 内でふ たたびよ

りよい生産プ ランを求 めて種 々の販売上,生 産上の代替案を探索 して い くのが

普通であ る.す なわ ち,活 動期間が開始す る前に,さ らに種 々の販売 ・生産戦
(12)

略 を反 映する多数の代替案 が評価 され る,こ の後者 の計画過程は次の ようにし

て行 なわれ る.

申央本部か ら全社 的資源 の配分 にかんす る情報 を うける ことによ って,各 事

業部 の固有 のLPモ デルに対す る入 力デ ータは完備 され たこ とになる.こ の と

き,『 各事業部 モデル に対す る当初の最適解は,中 央本部が示唆 した活動 プ ラ
(13)

ン と一致す る.』 ところが,こ の時点で各 事業部は 自分の生産戦 略,販 売戦 略

を変更 し,本 部が示 した活動プ ランな らびに期待貢献利益額を改善す る自由を

(注12)本 章 における 「集権的資源配分後の分権的利用計画と統制」という着想は,God-

frey〔G8〕 によるものである.こ のようなことは,官 庁や学校などの諸部門でも,上

からの決定済み予算の部門内部的な転用計画にしばしばみられる.

(注13)こ の定理はGodfrey〔G8〕PP・295-296で 平易に証明されているので,原 文を

参照されたい.こ こでは,こ の定理に対する筆者の次のような行動学的批判を与えてお

こう.

全社的共通制約条件は,中 間製品の事業部間の振替に関する相互依存関係をも意味す

る.こ れは職能別事業部制のもとで成立する.こ のとき,あ る中間製品供給事業部につ

いて,そ の中間製品に外部市場が存せず,ま た同じ事業部の別の製品には外部市場が存

在するといった場合には,外 部市価を有しない中間製品にかんする本部の解はゼロの貢

献利益のもとでの生産指令をみちび くことになる.し たが って,本 部の統制予算上この

中間製品はゼロの利益を業績評価基準とされる.

この場合,ゴ ッドフレイの定理は数学的にはここでも成立する.し かし,こ の場合に

おける本部の指示は全社的共通資源の割当てでな く,こ の事業部自身の生産物(中 間製

品)に 対する生産数量命令であるから,こ れを生産しても利益を獲得できないためモテ

ィベーション的にみてこの生産プランと統制予算は事業部にとって受入れがたい.と こ

ろが,中 間製品供給事業部は本部の最適解とは無関係に自由に生産できるような生産資

源上の能力をもつので,当 初より本部のプラZと は相違した事業部最適解をみちびきだ

す可能性がある.そ れ故に,職 能別事業部制については, .行動学的観点からみて,ゴ ッ

ドフレイの定理の実質的内容そのものが成立することほ保証 されない,こ の点に関する

詳しい研究と数学的手法を用いた解決策については第10章 を参照されたい.
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もつ.プ ランの修正は,事 業部のLP解 が示すシャドー ・プライスや リデュー

ス ド。コス トが示す機会価値(opportunityvalues)に よって,そ の販売 。生

産上の活動戦略を評価することによって行なわれる.す なわち,各 事業部の製

品予測需要上の制約と生産資源制約に関する双対価格にもとついて代替案を評

価するわけである,ひ とたび最終プランを事業部が決定すれば,こ のとき事業

部はそのプランを反映した予算を作成することになる.

上でのべた計画過程に対して考えられる批判は,も し各 事業部が独自に自己

の生産 ・販売戦略を変更 ・調整 したままで計画過程が終 るとするならば,そ の

結果で きあがる全社的プランはおそらく全社的にみて最適ではないだろうとい

うことである.事 業部の調整済み戦略が再 び全社的モデルに入れ られて,そ の

新しい全社的モデルの解を求めた場合における全社的最適 目標関数の値が全社

的最適値になる.

しかし,このように厳密な数学的観点からの最適性を追求するかしないかは,

全社的最適性と事業部 自立性 との トレー ド・オ フか ら決定される.そ して,こ

の トレー ド・オフは費用 一便益予側(costbenefitperspective)か ら分析でき

る,す なわち,

自立性の費用

一 〔事業部の調整済み戦略を再び全社的モデルに入れた新しい全社的モデル

の最適値一この再計算のための情報処理コス ト〕一 〔個々の事業部の調整

済み貢献利益額の合計)

自立性の便益

一意思決定の自立性がもたらす事業部内の効率改善のための組織的モテ ィベ

ーシ ョンの増大分

このような自立性の費用と便益は最適性の便益と費用にそれぞれ一致す る.

したがってこの費用 ・便益の差額が有利であれば,自 立性を採用すればよい.

しかし,費 用一便益関係の真実の値がどれだけであるかについて,一 般的にの

べ ることは困難である.と くに,非 経済的要因の評価や,そ れ らの一元化にお

けるウ山イ トづけ,あ るいは便益 または費用のいずれかに満足水準ないし制約

限度を設ける場合の基準の決定 などには 主観的判断が 大きく作用す るであろ

う.た とえば,も し全社的最適性が望まれる場合には,唯 一の事業部だけが新
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しいプランを開発しても,つ ねに巨大な全社的モデルが解かれねばならない.

このときには,新 しいプランを提案することさえしない事業部も,他 の事業部

が本部に伝達した新 しいプランによって 影響を うけることになる.し たがっ

て,こ の場合,事 業部の意思決定の自立性,そ してこのことにもとつ く事業部

管理者ならびに従業者のモティベーションがさまたげられてしまう,こ のよう

な人間のモテ ィベーションや自由を犠牲にすること,ま たは逆に高めることに

ついて,経 営者がどれだけの価値をおいているかによって,最 適性か自立性か

の トレー ド・オフは異ることがあろう.

この点は,従 来の数学的意思決定モデルが主として経済人を前提にしたもの

であったのに対し,今 後は行動学的なアプローチをこれに加味 しなければなら

ない所由でもある.

ゴッドフレイによれば,「 全社的最適性の代価は自立性の放棄にあるから,

最適性はここでは望ましいものとは判断されない」 と主張している.筆 者も自

立性ないし人間のモティベーシ 司ンに最高の優先順位をお くものではあるが,

現実問題 としては不況期には 「組織スラック」に切 り込まなければならないか

ら,全 社的最適性が可能なかぎり求められ,し たが って中央集権的な計画法が

支配するのもやむをえないことがあると思う,

3.4.2分 権 化組織 の統 制 シス テ ム

先にものべたように,情 報を完全集中す るにせよ分散化す るにせ よ,全 社的

資源の配分には中央的計画モデルが必要である.そ こで,中 央本部はそのよう

な計画モデルの最終的な最適解を決定し,こ の解から各事業部に対 して次のよ

うな報告を通報する.

(1)全 社的資源の配分量

(2)最 低期待貢献利益

(3)「 示唆的j活 動プラン

このうち,(2)は 各事業部の業績を統制 ・評価するための尺度ないし基準と

して用いられる統制予算 とされるもので,全 社的な目標関数において達成 され

た最適値か ら求められる,(3)で は 「示唆的」(suggested)と いう言葉が強調

される.と いうのは,事 業部が採用する実際の実行プランは,こ の示唆的プラ
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ンか ら乖離しうるし,そ の実行プランに対する本部の干渉はないものとされる

からである.し たがって,事 業部が(1)の 配分量のもとで独自に実行プランを

決定すれば,そ のプランを反映した事業部内的 「実行予算」を作成することに

なる.こ の予算が本部に提出されるかどうかは,統 制にかんする会社の方針に

よるだろうが,自 立性のためにはこの伝達は不要である.本 部が各事業部に対

して有する 「統制予算」を,は じめに指令した最低期待利益額のままにすえお

けば,事 業部にとってはこれを達成することに対してかなり大きなインセンテ

ィブが与えられることになろう.し かし,各 事業部は期末においては本部にそ

の実際利益(貢 献利益)を 報告する責任を有しており,本 部の示した統制予算

からの乖離については理由を説明しなければならない.こ の実績報告には全社

的資源の配分量に対する過剰または不足利用の理由が明らかにされなければな

らない,希 少な全社的資源の誤まった使用を防 ぐには双対価格にもとつ く 「ペ

ナルテ ィ」が用いられるが,こ れについては第10章 で詳論したい.

以上の統制過程をシェーマ的に示せば次のようになる.

中央的言+画 灘 顯 → 講 算
益の指令 票鵡 プ,.

全社的資源の 各事業部内の

分権・勺緬 瓢 蓋鯛 ⇒ 鴛 算 ・・較

(機会価値の利用)実 行プラン

↓
扮 権的統制1
(機会価値の利用)

L_実 績
上図で,事 業部内における分権的な計画 ・統制の過程は,中 央的な統制予算

をよりよく達成することを目的としたものである.そ の意味では,事 業部 レベ

ルでの計画過程 ・統制過程の両方とも,中 央的プランをよりよ く遂行す るため

の 「分権的統制過程ゴであるということもでぎる一一剃0章 「双対価格による分

権的統制システム」は,こ の意味での広義の分権的統制のシステムを取扱 って



、64

い る.

ま た,こ れ まで の説明で は,中 央 的計画 にも とつ く事業部別最適 利益がその

まま統制予算 になるとした が,こ れ は製 品別事業部制 の場合 にのみいえ ること

で あ って,職 能別事業部制 の場合 にはそのままで は妥 当しない.こ の とき,上

記 の統制予算 の作成 には利益配分の 問題が生 じるが,第10章 で 詳論 されよ う.

次 に,事 業部業績尺度 として資本 利益率を採用す る場合 に も,分 解原 理等の

LPモ デル がその算 出に役立 ち うる.ま ず,こ の利益率 は次 のよ うな形 を とる

のがふつ うで ある。

(税 引後)純 利益 .事 業部別資本利益率 一

資産 の簿価

分母 一事業部資産額+全 社的資産 配分 額,

た だし,

全 社的配分 資産 一 「運転 資本+固 定 的全社 資産」 の割当分.

この全社 的配分 資産 は,中 央 的計 画モデル の示 す全社 的共通 資産 の割当分で

測定 す る,

分 子 一事業部収益 一事業部費用(変 動 と固定)一 全社 的資源帰属費用,

た だし,

全 社 的資源帰属費用=全 社 的固定資産 の資本 コス ト+減 価償 却費.

こ の全社的 固定資産 の資本 コス トは,中 央的LPモ デル の示 す全社 的資源 の

双対価値 によ って測定す る.

しか し,各 事業部 に直接的 に関係づ けられな い 「その他 の全社的 固定資産」,

た とえば本部の管理す るその他の資産や,「 その他の全社的固定費」の配分,

た とえば本 部費 ・共通費の配賦 問題 につ いては,い ろいろな会計的計算手続 き

が あるが,数 量モデル には あらわれな いので,未 解決で ある.

3.5分 解 原 理 と外 部 性

外 部性 は厚 生経済学 において一般 に,「 金銭的外部性」(pecuniaryexterna-
(14)1i

ties)と 「技術的外部性」(technologicalexternalities)と に 区別 されて いる.

(注14)BaumolandFabian〔B1〕p.18参 照.か れらによれば,こ の区別はViner〔V

1〕 によって最初に示された.
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金 銭 的外部 性 とは,あ るサ ブシステムの成果が,自 己の産 出量によ るだけで な

く,市 場機構 を通 じて他のサ ブシステ ムや トー タル ・システムの産 出量によ っ

て も影響 され ることをい う.ボ ーモル=フ 山ビアンによれば,た とえば,あ る

投入物 に対す るある生産者 の需要 がその価格 をせ り上 げて,そ の ことによ って

他の生産者 の生産費 が上昇す る場 合には,「 金銭 的外部不経 済」 が生 じてい る

という.他 方,技 術 的外部性 とは,あ るサ ブシステ ムの生産 関数に,市 場 機構

を経ず に,他 のサ ブシステムの投 入量 または産 出量を示 す変数 が介入 し,し た

が って,他 のサ ブシステムの生産 関数 と相互依 存関係が存在 し,そ の ことによ

って 自己の投入量 または産 出量,し たが ってまた成果 が影響 を うけ ることをい

う.

金 銭的外部性 と技術的外部性 との主要な相違 は市場機構を介す るか否か にあ

るとされ る.そ して,ボ ーモル;フ ェビア ンによれ ば,金 銭 的外部性 は資源 配

分 の競争的過程 の重要 な部分 をな し,そ れは,技 術 的外 部性 とちが って,競 争

的一般均衡 がパ レ トー最 適にな ることを防げない とのべてい る.

と ころが,さ きの分解原理 の決定手続 の最終段階 を経済 的に解釈す るさい,

内部的市場機構 だけで は全社 的最適状 態が達成 され ない場合 が明 らかにな る.

そ れは,こ の決定手順 の最終段 階では,共 通資源 の内部 的価格(シ ャ ドー ・プ

ライス)に ょる誘導 を放棄 し,本 部 は事業部 が これ まで提案 して きた諸計 画案

の最適結合比率 としての ウ山 イ トを直接に指示 しなければな らない.こ の理由

は,内 部的価格 をどのよ うに変 えて も,そ れは事業 部 目標関数 の勾 配を変 え る

にす ぎず,各 事業部 はいぜ ん と同 じ解集合 の中で別 の端点 を選 ぶにす ぎないか

らで あ る.す なわち,も し,全 社 的な最適解 が事業部固有 の制約 条件 式の作 る

実行可能領域 の 「内点」(端点 以外 の非有効点)に な る場 合には,こ の点 を内部
(15)

的 価 格 の変更 だけで 実現 させ ることは不 可能 であ る・

そこで,以 下 においては,金 銭 的外 部性 ではな く,技 術 的外部性 を分解原理

との関係で考 察 しなければな らな い.

われ われは,技 術 的外部性 として,次 の2つ のタイプを考 えることがで きる.

(1)共 通 資源 制約:こ れは,あ る事業部 の投入 量が他 の事業部 の投入量 と相

(注f5)浅 沼 〔a4〕56-58頁,吉 原,砂6〕'51-53頁 においてこのことがグラフを使 うて説

明されている.
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互依存関係 にあり,し たが ってまた,あ る事業部の拡張的活動が他の事業部に

対 して共通利用希少資源の利用可能性を減ずることになる関係である.そ して

資源の利用可能性が減少した事業部では.当 初の予定とはちが った変換した技
(16)

術を採用せざるをえな くなり,そ の結果,事 業部収益にも影響が与えられ る.

(2)中 間製品制約:こ れは,あ る事業部の産出量の1部 ないし全部が他の事

業部の投入量 となる関係である.し たがって,あ る事業部の産出量にかんする

決定が他の事業部の技術関係に変化をもたらすことになる.

(1)と(2)の 外部性は,数 学的にはともに類似した式
れ

ΣAゴXプ ≦b,ノ は事業部 の数,
フ=工

X」は第 」事業部 の製 品群 の生産 量ベ ク トル

で表現で きる,こ の式 は(2)に つ いて は,た とえば,

　
-IXi+Σ んXゴ ≦ 〔0〕

,1は 単 位行列
ゴ=2

×1は 第1事 業部 の生産 量ベ ク トル

に特定化で きる.し たが って,(1)(2)の 外 部性 は,数 式 的には,分 解原理 に

　

おける本部問題にあらわれる 「共通制約条件」ΣんXブ≦bで 示される.こ の式
」=1

が本部問題にあらわれていることから,外 部性に対して全社的な調整をはかる

には中央的な情報処理が必要だということが意味される.

さてしかし,こ のような外部性に対する全社的な調整を,で きるだけ分権的

な情報処理を通じて行なうことはできないであろうか.こ のような質問は,共

通資源制約条件ないし中間製品制約条件がきわめて多数存在する場合にはとく

に重要性をもつ,な ぜなら,こ れらの条件式が多数存在すれば,ダ ンチッヒ=

ウルフ流の分解原理ではなおも巨大な本部問題を中央的に解かなければならな

いことが多 く,そ れでは分解法の意義が小 さくなるからである.
　

そこで,以 下 の章で は,ま ず第1に,共 通 制約 条件 式ΣA/X」 ≦bが(2)の 外
ゴ冠ユ

(注16)技 術 的外部性は金銭的外部性と結びついている部分もある.す なわち,全 社的共

通利用資源を,各 事業部が競合的に使用することによって,そ の資源のシャドー ・プラ

イスを上昇させ,そ の結果 各事業部は当初の予定とはちがっだ生産技術(生 産プロセ

ズ)を 用いなければならなくなるという意昧においてである,し かし,こ の場合にも、

シャドー ・プライスの指示だけで,各 事業部が独自に全社的な最適計画をたてうるわけ

ではない,
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部性,す なわち中間製品制約によって形成 され る場合について,W・ レオンチ

ェフの投入産出分析を企業に適用してそのような共通制約式の多数存在するケ

ースをより深 く考察しよう.こ れは多部門生産企業を定式化するための分析基

礎となる.

第2に,こ の共通制約条件式そのものを情報処理のうえで分散して取扱い,

しかも,そ のさい内部的計算価格を機能させてそれを行なう方法を追究す るこ

とにしたい,

なお,外 部性を 非線形の 制約式によって 一般化して 考察することについて

は,第5章 の注2と 注3を 参照されたい.
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第4章

多部門企業の投入産出分析 と線形計画モデル

われわれは大規模組織の分権的管理や分権的情報処理のシステムを研究する

が,こ の研究は現実の大企業が多部門あるいは多工程か ら構成され,そ れらの

間に各部門生産物である財貨 ・用役の授受が行なわれ,か つそれ以外にも外部

調達資源が共用されているという一般的な事実を対象にしている.す なわち,

多部門ないし多工程に分散されているにもかかわ らず,こ のような形で相互依

存関係ないし相互制約的関係が存するとい う一般的な場合に対し,分 権的な計

画 ・統制システムや分権的な情報処理システムはどのようにつくられるべきか

ということが問題になる.し かし,こ の課題に入 るまえに,わ れわれは上述の

ような多部門構成企業の全体的な姿を定式化して描写しておかなければ分析に

たち入ることができない.こ の意味で,本 章は以下の諸章の準備ステップであ

る.

そこで,本 章ではまず第1に,生 産物ごとに所与の計画在庫量ないし計画販

売量が明らかにされたときに,そ れ らの部門間での授受を考慮に入れ ると総計

画生産量や外部調達財の総投入量は いくらにすべきかを 決定する モデル を示

す・次に,こ のような生産物の単位あたり変動費を行列を使 って算出する方法

を示し,そ の原価が総支出費用最小化 目的の双対価格と一致することを示す.

そして最後に,利 益最大化 目的をもつ多部門生産の企業モデルを明 らかにした

い.

(1)
4.1多 部 門企業 の投 入産 出 分析

本節では,多 部門生産企業における部門別生産物の計画在庫量または計画外

部販売量が与えられた場合に,こ れを達成するに必要な部門別の見積総生産量

(アクティビティ ・レベル)と 見積外部投入物量を算出するモデルをまず明ら
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か にす る.こ の算 出 された情報 は ,計 画外部販売量 や計画在庫量 が特定化 され

てか ら,各 部門別 の製造予算 を作成す るのにきわめて有 用で ある .

まず,こ こでの生産 システムに対す る重要な仮定 は次 の2つ で ある.

1.固 定 的な工程技術:

この生産 システ ムは π個の分離 した工程部門か らな り,そ の各工程 はそれぞ

れつねに同一 の生産技術を用い る.し たが って ,あ る特定の設備部門が2つ の

異 った生産方 法で使用 しうる場合 には,こ の2つ の生産方法 は2つ の異 った工

程 と考 える.さ らに,各 工 程は唯一の種 類の生産物だけを生産す るもの と仮定

してお く つま り結 合生産 はない.(し か し,こ の最 後の仮定 は 第3節 ではず

す.)

2.1次 同次生産 関数:

各 工程の生産 関数 は固定 的であ り,線 形 であ り,そ して1次 同次 であ る.し

たが って,工 程の アクテ ィビテ ィ ・レベルを倍化すれ ば,各 投 入物 の投 入量 を

2倍 にす る必要が あるこ とは もちろんで あ る.

さて,定 式 化に入 ろう.ま ず,記 号 を次の よ うに規約 してお く.

砺:第 ノ部 門の生産物Xプ1単 位を粗産出す るため に必要 とされ る第 郡 門の生

産物X,の 投入量 σ一1,…,n;ブ ー1,…,π).す な わち,中 間生産物 濁 の部

門別投入係数 このパ ラメータは推定値で あ る.

Ct:第 ∫部門生産物Xfの 計 画外部販売 量ない し計画在庫量(i-1,…,n)・ こ

れ を 「最終需要」 とも呼 ぶ.生 産物X`は 外 部販売可能 な商品ではない こ

ともあ りうるし,そ れは在庫可能でな くて もよい(そ のよ うなCi=O)・

た とえば,あ る部門 は他 の部門が使用す るよ うな動 力を生産す るもので

あ るか もしれな い.こ の 砲の情報 は,本 来,そ の企業 にと って決定変数

で あ り,以 下の第3節 ではその ように扱 うが,こ こでは ひとまず,す で

(注1)こ こでの投入産出モデルは,Leontief〔L6〕 がマクロ経済の計画のために開発

した投入産出分析を企業に適用したものである.し かし,彼 は金額係数を用い た が,

ここでは物量的生産係数を用いている.Mattessich〔M4〕 は レオンチェフの投入産出

分析を会計のフレイムワークにつとに適用したが,彼 はその アプローチを 企業計画に

は十分展開していない.企 業計画に適用した会計文献としてはFarag〔F1〕,〔F2〕

Feltham〔F4〕,ButterworthandSigloch〔B21〕 などがある.そ の他 ドイツ文献に

もVogel〔V3〕 〔V4〕,Kloock〔K9〕 等がある。また,佐 藤 〔s7〕 〔s6〕はそれぞ

れ上記のFarag,Feltham論 文を解説されたものである.
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に ど こかで決定 された与件 として扱 う.

Ci:第i部 門生産物瓦 の粗産 出量(酔1,Vd・,n).Tiは 本 節 での決定変数で あ

る.

これ らの間には次の関係 が成立す る,れ
et-一一Σbtjtj=Ci(i=1,…,n).(!)

ゴニユ

この式は,次 の関係 をあ らわ してい る.

Xtの 粗 産 出量 一X∫ への内部 的中間需 要量 一Xtの 計画販売量ない し在庫量.

これを行列 フ ォームで表 現する と,次 式のよ うにな る.

x-bx・=c

∴ 〔E-b〕x=c(2)

た だ し,

観 銑を要素 とす るη 次元列 ベク トル

う:∂σを要素 とす るη 次元正方行列(す なわ ち,中 間生 産物の投入係 数行列)

C:Ctを 要素 とす るn次 元列 ベ ク トル

E:n次 元 単位 ベク トル.

と ころで,(2)に お いて最終需要cが 与 え られ た とき,(2)を 満 す非負 のx

(x≧ 〔0〕)が存在す るで あろ うか.こ れは,よ く知 られたホーキ ンス・サイモ ン

(Hawkins-Simon)条 件 が現実 には満 たされて い るか ら存在す る.す なわち,

(2)に おいてb≧0(0は ゼ ロ行列)か つc≧ 〔0〕 で あ り,投 入産 出係数 の行列

〔E-b〕 のすべて の主座小行列式 が正で あるかぎ り,x≧ 〔0〕が保証 され る.ま
　

た,ホ ーキンス ・サイモ ン条件 の経済 的意 味は,製 品Xd1単 位 の自己生産 に直
ロ コ 　 　 コ 　 　

接お よび間接 に投入 され る製 品X」の投入量 は1よ りも小で あるとい うこ とで あ

る.(こ こで,「 間接 に投入」の意味 は,第1生 産物 を生産す るのに第2生 産

物 を要 し,第2生 産物を生産す るの にまた第1生 産物 を要す る とい った循 環を

経た うえで の自家使用で ある.)こ の ような条件 は現実 には一般 に当然満 たされ

てい る.

さて,一 般 にホー キンス・サイモ ン条件 が成立す るか ら,当 然 にlE-bI≒0

で ある.し たが って,行 列 〔E-b〕 は 正則行 列で あるか ら,ζ の逆行列(E-b〕-1

が 存 在す る.そ れ故1
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x・=〔E-b〕-lc

-9c(3)

た だ し,

9=〔E-b〕-1,2はQ,」 を要素 とす るn次 元正方行列で ある.Qtdを 逆 行列

係数 とい う.

9w:生 産 物Xブ の最終 需要1単 位 を満たすのに直接 。間接 に必要 とされ る凡 ¢

粗産出量,

こ こで,Sn-E+ろ+b2+…+bn-1と お くとき,〔E-b)-i-limSnで あ る.
れ　ウリ

さて,(3)に よ って,最 終需要`が 与え られた ときに(1)を 満 たす非負 のa

の値 が知 らされ たが,こ の ¢の量 をある一定の所与 の量 の外部調達要素 によ っ

て生産す る ことが実行 可能 で あるか どうか はわ か らない,し か し,こ こでは一

応,最 終需要Cを 生産 す るのに十分な量の外部投入 物が 自由 に調達で きること

を仮定 して お く この仮定 は,も し十分な外部投入量が利用可能でない場 合に

は新 しい水準の最終需要Cが 提示 され るとい うのであれば,つ ね に維持 され る.

と ころで,外 部投入物 に対 す る総需要量 は次式で与 え られ る,こ こにい う外

部投入物 とは,外 部市場 か ら購入 す るすべての原価財で あ り,外 部 か ら購入 し

た機械設備の用役 の時間 的投入,労 働 用役 の時間的投入,原 材料等で あり,内

部 的に生 産 された生産物を 自家利用す る場合以外の全生産要素を意味す る.

w-ax(4)

た だ し,

α:ασを要素 とす る(m×n)行 列.

(2)
αηはXゴ1単 位 を粗産出す るために必要 とされ る外部投入物Aeの 投入量 ,

ασを外 部投 入物の投入係数 という.こ のパ ラメータも推定値で ある ,

ω:勧 を要素 とす る 物 次元列ベ ク トル,

勧 は外部投入物 ん に対す る総需要量,

(注2)alj>0の とき,投 入物Alを 部門ノが必要とする.

atJ=Oの とき,投 入物Alを 部門ノが必要としない.

αzゴ<0のとき,投 入物Alは,事 実上,部 門」の副産物である.

αljく0のときには・Aeは マイナスの外部投入物として扱われ,会 計上 「副産物」

としてその見積売却価額が当該部門ノの主産物の製造原価から減ぜられ る.(Feltham

〔F4〕P・13・参照・)ただし・このときはホーキンス ・サイモン条件は成立 しないかも

しれない,
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(4)は,次 式を行列 フォー ムで表現 した もので ある.
ハ

Wt=Σa`μ ノ(1-=1,一 ・,m).

」=1

ここで,(3)に よ って求め られたxの 量 を実 現す るための外部投入物量 は,

(3)を(4)に 代 入すればえ られ る.す なわ ち,

w==aQc.(5)

(5)は,最 終需要o`σ 詔1,…,n)の 組(c)を 生 産す るのに必要 とされ る外部 投入

物Alの それぞれ(1-・1,…,m)の 見 積総投入量 を表 わす.

4.2多 部 門 企 業 の 行 列 原 価 計 算 と双 対 価 格

4.2.1多 部 門 企 業 の 生 産 物 の 行 列 原 価 計 算

本 節では,ま ず,部 門別生産物 の単位 あた り変動製造原価 を,前 節 におけ る

投 入産 出分 析の結果を用 いて算 出す る ことを考 え る.そ こで(5)を も う一度み

なおそ う.

w=aQc.(5)

(5)に お いてR=a9と 置 換え ると,

TV=Rc.(6)

RはRl」 を要素 とす る(m×n)行 列 であ るか ら,(6)を わ か りやす く書 くと,

あ
Wl;Σ]Rwcj(1==1,・ 。・,m)(7)

ゴ;1

とな る.こ の式 の左辺 は,(5)に よ って,最 終需要Ciの 組を生産す るた めの外

部投入物Alの 見積総投入量で あることが わか って いるか ら,右 辺 におけ るRl」

は,生 産物Xゴ の最 終需要1単 位 を満たすのに直接 ・間接 に必要 とされる外部投

入物A,の 投入量で あることが明 らかで ある.こ のRldを 準 逆行列係数 ともい う.

と ころで,一 般に外部投入物ん の見 積変 動費はその投 入物をえ るための期待

支 出金額で測定 され る,こ れ を次 のよ うな記号で表 わそ う.

ゐ一〔kl〕(1・-1,…,m).

k,:外 部 投入物 ん の単位 あたり見積変動費,こ れが投入物A,の 単位消費価

格を表わす ものとす る.(kr≧O)
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ん:島 の列 ベ ク トル,

島一〇の ときは,投 入物Alの 原 価 は完 全に固定費 だけか らな る.た だ し,原

価 は変動 的で な くて も,こ の投入物 は可変 的な使用率 を もち うる.こ のよ うな

ことは,そ の投入物 がすで に獲得 されて しま った ものであ るとか,あ るいはそ

の購入の拘束 がなされ て しま ってお り,し か も未利 用分 を次期以降 に振 替える

ことがで きな いた めに生 じうる.そ の1例 は,使 用されよ うと,さ れまい と支

払 わねば な らない熟練工賃金で ある.

さ らに,可 変的使用率を もつ7π種 の外部投入物 のほかに,可 変 的使用率 をも

たないと考え られ る投入物で 固定費 を有 す るものが(S-m)種 類 ある(S>m),

この1例 は監督者 賃金で ある.こ こで,∫ は外部投入物の総種類数で ある.そ

こで,外 部投入物ん に関す る見積固定費を弄 で あ らわす と,∫ 種の全投入物 に

関す る固定費の列 ベク トル はノで表現 され る.す なわ ち,

f=〔fi〕(1=1,…,s),

さて そ こで,(7)のRZj,(1=1,…,m)はXゴ の最終需要1単 位 の生産 に直接 ・

間接 に必要な外部投入物・4τの投入量だか ら,こ のA`の 単 位原価島,(1-1,…,m)

をRl」に乗 じた積 の和 は,X」 の最終需要1単 位 あた り原価K」 をあ らわす.

　
Kゴ=Σ 島 凡 ノ(ノ=1,…,72).

`;ユ

したが って,島 のn次 元列 ベ ク トルをKで あらわす と,

(3)(4)
KT・kηR.(8)

この よ うに して,(8)に よ って部 門別 生産物 の単位変動費 ベ ク トルKが 求 め

られたが,こ の計 算方 式は第1節 との関連で(6)に お ける準逆行列係数Rσ の
(5)

行 列Rを 利用す る ことに着 目したもので あ った。 しか し,(8)は 上 記 とは別 の

(注3)本 章ではすべてのベクトルは列ベクトルである.し たがって,行 ベク トルは列ベ

クトルの転置であることを示すために,右 肩に記号Tを 付してある.

(注4)本 章 のモデルでは線形費用関数を仮定し,企 業に入 って くるどの外部的原価財の

コス トも,消費量の1次 関数であらわされるものとした.す なわち,コ ス トは消費量に比

例して変化する部分と消費量のいかんにかかわらず不変の固定的部分とに分解されるも

のとしてある・しかし,小林 〔k21〕174-19ユ 頁においては,と くに直進的な連続工程が

存する場合につき,各 工程の強度的適応が可能なときに,こ れら複数工程から成る経営

全体の原価が,全 体の産出水準に応じてどのように経過するかを詳細に分析されている.

(注5)こ の過程による(8)の 導出方法は,Feltham〔F4〕PP.16-17で と られてい

る(た だL,Feltham論 文P・!6の 注12は 記号等の表現の仕方にまちがいが多い),
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(6)

思 考 過程 を通 じて導 き出す こと もで きる.

す なわち,第 ブ工程部 門の生産物Xノ の単位原価(正 確 には単位変動費)kdは,

次 の2つ の構成部分の和か らな る,

れ

自工程費一Σん吻
1=1

他工程か らの振替品費=ΣK轟 ゴ
t=1

れ れ

.'.K戸 ΣKψ εブ十 Σ ゐμ η.(9)
i=11=1

これ を 行 列 フ ォ ー ム で 書 き な お せ ば,

KT=KTb十kTa

移 項 し てK〔E-b〕==kTa.(10)

(2)の 説 明 の さ い に の べ た よ う に,〔E-b)は 正 則 だ か ら,両 辺 に 右 側 か ら 〔E

-b〕-1を 掛 け る と

KT==kTa〔E-b〕-1.(11)

(11)は(8)と ま っ た く 同 じ形 の も の で あ る こ と は,

R=a(2

=・a〔E-b〕-1

(7)

か ら 明 白 で あ る.

こ の 点 で,Kの 符 号 に つ い て 考 察 し て お こ う.さ き の(2)に お い て は,定 数

項Cの 符 号 は 非 負 で あ っ た た め,ホ ー キ ン ス ・サ イ モ ン 条 件 が 成 立 す る か ぎ り

x≧ 〔0〕 と な った.し か し,(10)に お い て は,定 数 項 解 αは 非 負 で は な くつ ね

に 正 で あ る か ら,ホ ー キ ン ス ・サ イ モ ン 条 件 が 成 立 す る か ぎ り,K≧ 〔0〕 で は

(注6)こ の別 法 は,松 田(m2〕45頁 の(20),お よ び松 田 〔m3〕356-357頁 に お いて

示 されて い る,こ の方 法 の ほ うが わか りや す くて よ い.

(注7)線 形 代 数 を 見 積原 価 計算(原 価 の 予算 設 定)に 適 用 した もの と して他 に,Ijiri〔1

1〕,Gambling〔G2〕 〔G4〕,GamblingandNour〔G3〕,Livingstone〔L10〕,

Siglo6h〔S15〕,Shank〔S13〕 な どが あ る.ま た,線 形 代 数 を 実 際 原価 計 算 に適 用 した

米 文 献 は,WilliamsandGriffin〔W7〕,ChurchM〔C3〕,Manes〔M2〕,Liv-

ingstone〔L9〕 な どが あ り,ド イツ文 献 には,Wenke〔W5〕,Schuff〔S11〕,Kern

〔K3〕,Langen〔L1〕,Schtirhoff〔S12〕,Stahlknecht〔S17〕,G6bel〔G11〕,

Ramdohr〔R2〕,Mtinstermann〔M15〕 他 が あ る.我 国 に おけ る唯一 の体 系 的 な 労 作

は越 村 〔k22〕で あ る.佐 藤 〔s8〕 〔s9〕 は上 記 工jiri,Livingstoneの 解 説.
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な くK>〔0〕 で あ る,と ころで,(2)に 関 してすで にホーキ ンス ・サイモ ン条

件 の経済的意味をのべたが,こ の意味か ら逆 に,こ の条件が成立 しな い場合 に

は,「 製 品Xブ1単 位 の 自己生産 に直接 ・間接 に投入 され る製 品Xdの 投入量は

1よ り大で ある」 ことがわか る.こ の点か ら,松 田和久教授 は次の ように明快

に結論づ け られて お られ る,す なわ ち,「 企業 内で無理 に生産財を 自給 しよう

とすれば,こ のような不経済 な生産方 法を採 用す る結 果を招 きかねないのであ

る.こ のよ うな不経 済な生産物の 自家消費 は原価 の計算 において負 の値 を生 じ,

(8)逆
に原価が負 とな る場合 には常 に このよ うな不経 済な生産 物の使用があ る.」

筆 者は この結論 は重要な含意 を もつ と思 う.と い うのは,今 日では このよ う

な不経済な生産物の 自家消費が しば しば行 なわれ,む しろ,積 極的に推 奨 され

て押 し進 め られ ようとして いるケースが 多いか らで ある.そ れは石 油化 学工業

な どの結 合生産企 業 において,公 害 を もた らす よ うな廃棄 副産物 について,こ

れを原材料 に再生利用す ることが積極的 に行 なわれて いるか らで ある,結 合生

産物 の原 価計算は むつか しいが,こ れを リニア ・プ ログ ラ ミングの双対価格 に

よ って測定 す るとき,廃 棄副産物 の原価(す なわ ち双対価格)は 負値 をとるこ

とが あ る.こ れについては,第9章(9.5.3)で 詳 し く展開す るが,要 す る

に,廃 棄 副産物を再生利用 した り追 加加工 した りす る工程が存 し,か つ廃棄そ

の ものに廃 棄処理 コス トがかか るときには,中 間生産物 として の廃棄副産物 に

関す る需給制 約式が等号の形で与え られ る.そ して,原 問題 においては じめか

ら等号 を とる制約 条件 が存す るときには,こ れ に対す る双対価格は負値 を とる

ことがあ る.さ らに,結 合生産の場合の投入産出行列 は 〔E-b)の 形 を とらな

いか ら,当 然 にホーキ ンス ・サ イモ ン条件が成立 す るとはかぎ らない,ま た,

公 害防止 のために,無 理に廃棄副産 物を再生 利用 しよ うとす ると,そ の再生原

料を えるための追 加加 工費 は全 社的にみて購入原料 よ りも割高 になる.こ の よ

うな とき,マ イナスの原価 は,計 算価格 として は廃棄 副産物の 引渡工程が受入

工程 に対 して これ を振替 え るたびに(受 取 る収益で な く)支 払わねばな らない

コス トで ある.受 入工 程で は これを受入れ るごとに収益をえ る.ホ ーキ ンス ・

サ イモ ン条件 の不成立 と双対価格の負値 との間 には関係があ るように思 え る.

(注8)松 田(m3〕358頁 参照.
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4,2.2費 用 最 小 化 目 的 の も とで の双 対 価 格 と部 門 別 製 品 原 価

の関 係

さて,本 節で は,以 上 の(8)ま た は(11)で 計 算 された原価 が,「 外 部投 入物

の支 出費用総計 を最小化す る線形計画 問題」 における部 門別 中間生産 物の双対

(9)価 格
に一致す る ことを簡単 に示 してお こう.こ のよ うな線形計画 問題 は次 の よ

うに示 され る.

〔E-b〕x≧c(12)

feTav→11zi2z.

(12)に お け る変数はxで あ る.こ れに対 す る双対 問題 は次の とお りであ る.

〔E-b〕TtL≦(kTa)T(13)

cTY・→max.

(13)に お け る変数 はYで あ る,い ま,(12)に お いてすべてのc>〔0〕 を仮定す

れ ば,〔E-b〕 に ホーキ ンス ・サイモ ン条件 が成立 して いるか ぎ り,す べてのX

>〔0〕 で あ る.こ の ときには,ti(∫-1,…,n)は す べてかな らず(12)の 基底 に

入 り,し か も退化 も生 じな い.(た だ し,c≧ 〔0〕 の仮定の ときは,.T≧ 〔0〕と

な るか ら,基 底 に入 らない活動変taCiが 存 在 しうる.)そ こで,(12)に お いて

すべての活動変数 劣が基底変数 となれば,(13)に お いてす べての制約条件式 が

等号を とることは よ く知 られてい る.よ って,こ の ときのYをy『 とお けば,

(13)か ら

〔E-b〕Ty=(kTα)T.(14)

両 辺 を転置 させ ると

YT〔E-b〕==k「a

両 辺 に右側 か ら〔E-b〕-1を 掛 け ると

YT=kTa〔E-b〕-1.(15)

_(10)

(15)の 右 辺 は(11)の 右 辺 と一致す るか ら,K・-Yで あ ることが証 明された。

(注9)こ の命題とその証明法は,松 田(m2〕44-46頁,松 田 〔m3〕359-361頁 にお

いて明らかにされたものであるが,こ こでは主として行列フォームで示 し,ま た一部の

証明過程は変えている,

(注io)(15)は,(13)か ら求めな くでも,・一(12>の シソプレタス乗数ベクト・ルをとれ ば,

ただちにえられることはもちろんである.
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うえ に示 した原 問題(12)は,外 部投 入物A`(1-1,…,m)に 関 して制 限が 存在

しない ことを仮定 してい る,外 部投入物 に制限のあ る場合 には,(12)は 次 のよ

(11)う
に変更 され る.

れ
Σ(δtゴ ー 砺)xプ ≧Ci(i=1,…,n)
j=1

Σ 一aeゴC」 ≧-S,(1=1,…,m)(16)

」=1

xゴ ≧0

れ 　

ノ'@)=Σ Σ 鳥αが τゴ→ アη加,
d=1L=1

ただ し,δitiはKroneckerの デ ル タであ り,ガ ーブのと き1,f≒ ブの とき

0を とる.S,は 外 部投入物Atの 制限量.

(16)で は,変 数 の数 はn個 にすぎないのに,制 約式の数はn+m個 あ る,し た

が って,こ れ らの制約式 に追加す べきス ラック変数 の一部が かな らず基底変数

とな る.し か し,(16)の 活 動変tWVi(f-1,…,n)は す べて基底変数 となる こと

に注 意 しなければな らな い,こ れ は,次 のように証明で きる.(16)の 最 初 の制

約式を展開す る と,

XiMΣbijtj≧c,.(i=1,…,n).
j;1

こ の 式 に お い て い まZi==0と す れ ば,

左 辺=一 Σ 砺 紛 ≦O
」lsl
]'■t

とな る ことは明 らかで あ る.し か るに,右 辺 のCiは す べて正 とすれば,左 辺の

符号が非正で あ ることは矛盾す る・ したが って2t>0(i=1,・ 一,n)で な ければ,

な らな い,そ れ故,ai(i=1,…,n)は す べ てか な らず基底変数 とな り,し か も

退化 も生 じない.(し か し,Ci≧0の 場合 には,こ のか ぎりで はない.)そ こで,

こ のよ うに外部投入物 に制約のない場 合 と(16)の よ うに これ に制限の ある場合

とで は,ど のよ うな異同があ るかを考 察 してみよ う・ この比較 は,あ くまで も

同一 の中間生産物 に関 してだけ行 なれなければな らないか ら,(12)の 活 動変数

Vtに 関す る双対価格 と(16)の 活 動変数liの 双 対価 格 との間で対比 され る.と

ころで,(16)に 対 す る双 対問題は次の ようにな る・

(注11)(16)に おいて・たとえばbtJな どの意味は・松由教採のモデルにおけるものに

なおすと匁 となることに注意.
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れ 　 　

Σ(δid-b,ゴ)yi一 Σaljyl≦ Σkiai/
t=11=1171

(ノ=1)■ ・㍉n)(17)

ツε≧0,y≧0

　 のゐ

9(ツ)一 ΣQ卸 十 Σ(-s`)Yi→max.
1='1j=1

(16)の 基 底 に入 ったすべて の活動変数Ciに 関す る(17)の 制 約式は等号を とる

か ら,こ のとき鈎 一卸*,卸 一卸*の 値を とるとすれば,

れ 　 をだ

Σ(δ εノー ろの ツゼ*-z]aiヱYl*=・ Σfetazゴ
t=11=11=1

移項 して,

れ ワの 　ゐ

Σ(δiノー うの ツ乞*=Σal/Nl*十 Σkea～プ.(18)
1-11=11=1

(ノ=1,…,n)

こ こ で,(14)を 展 開 し た 形 で 示 す と,

れ 　 が
Σ(δ り一 ろの 卸=Σ 島α己フ(ノ=1,…,n).(19)
t=11=1

そ こ で,共 通 のX」 に 関 し て,(18)か ら(19)を 減 じ,yi*-yi==△yiと 書 く こ と に

す る と,

れ れ
Σ(δiゴー うの ムッ、=Σ αZ」ッe*(ブ ー1,…,n).(20)
i=1i==1

(20)の 左 辺 の ムツzに かか る係数の行列 は,こ れ に関す るホーキ ンス ・サイモ ン

条件 が成立 してい るこ とが(12)で 仮 定 されてい るか ら,こ の連立方程式 を解 い

た解 は△ori≧0で あ る・ もちろん,右 辺 のすべてが0で あれば,ム ツゴのすべては

0で あ る、また(20)の 右辺 は非 負であ る.こ こで右辺 のすべ てが0と なるの

は,外 部投入物 に制 限が存 しない場合であ る.

さ て,以 上 によ り,卸*≧ 卸 が証 明 されたか ら,外 部投入物 に制限が ある場

合 の各生産物 の双対価格 は,こ れに制 約のない場合の双 対価格 よりも高 くな る

ことが わか った.

以 上 の結 果か ら,次 のよ うにま とめ られる.

i)'外 部 投入物 に制約 のないとき

双対価格=単 位変 動費

ii)外 部 投入物 に制約の あるとき
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双対価格≧単位変動費.
　 り

この双対価格は次節で くわ しくのべ るように,分 権杓統制のための計算価格

として役立ちうる.し か しながら,外部投入物に制限が存するか存しないかは,

全体的計画問題を解いてみてはじめてわかることであるから,生 産物の単位変

動費の測定は直接にはなん ら最適計算価格の確定に役立つところが少いであろ

う.

また,こ こで注意してお くべきことは,双 対価格の値は原問題の目標関数が

いかなるものであるかに依存 していることである.松 田教授が次のようにのべ

ておられる部分は,こ の点に関係するであろう、 「現実の経済計画に於いて,

何が最善の許画価格であるかということは……,ど うい う方向に経済を引っ張

って行 くべきか,そ のためにはどうするかとい う現実の経済政策,或 いは経営

政策 と関連して解決せねばな らない問題である,」 したが って,た とえば,売

上高最大化目標や利益最大化目標関数上で定式化するときには,双 対価格の大

きさは上記 とは変って くる.
'し かし

,そ れにしても上記の結論は次の点か らみて興味深い,わ れわれはこ

れまでの章において,貢 献利益最大化目標下での最適計算価格を取扱い,そ れ

を 〔単位変動費+双 対価格〕の大きさで測定 した.そ の場合,資 源の不完全利

用下(制 約なきとき)で は双対価格がゼロ値をとるため,計 算価格は単位変動

費に一致し,資 源の完全利用下では双対価格が正値をとるので,計 算価格は単

位変動費以上の額にな った,も ちろん,同 じ与件のもとにおいても,上 記の費

用最小化の 「双対価格」と,こ の利益最大化の 「計算価格」 とでは,資 源の制

約 あるときのその両者の大きさに相違はあるだろうが,類 似の結果が生じてい

ることがわか ったわけである.

最後 に,本 節ではたんに,全 社的な総支出費用最小化の目標を達成 した場合

に,そ れと同時に生ずる均衝価格はいかなるものであり,そ れが生産物の単位

変動費といかな る関係にあるかを明らかにしたにすぎない・また,こ のような

全社的最適計画と最適計算価格への収束は,た とえば,第 ガ財の計算価格が上

昇(下 落)す れば,そ の剰余が増大(減 少)し,第 ガ財生産が増加(減少)し,

生産が増加(減 少)す れば計算価格を下落(上 昇ケせ七 めるというような行動

基準(行 動ルール)で は,不 十分であるく価格変更 と生産量変更とは,そ れぞ
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れ の場 合に どれ だけの範 囲で行 な うべ きか を正確 に示すルールが必要で あ る・

さ もなけれ ば,均 衝価格 のまわ りで振動 した り拡散 した り,収 束 に非常 に長 い

時間が かか って しま った りす る.

4.2.3双 対 価 格 の 分 権 的 シ ス テ ム に お け る 有 用 性 と今 後 の 研

究 方 向

本節では まず第1に,双 対価格はな に故 に資源利用 の分権 的管理 に と って全

社 的にみた最適計算価格の基準にな るのかの理 由を 明 らかに してお こう,

一 般 に
,LPの 双 対価 格の経済 的意味は,あ る特定 の全社 的計画 問題におい

て,そ の双 対価 格に関す る資源制 約が1単 位変動 したな らば,こ の全体 的問題

の 目標関数値 が どれだけ変 化す るかを(原 則的 に)示 す もので あ る.こ の こと

はいろいろな仕方で 明 らかにでき る.た とえば,前 節(12)の 総 支 出費用最小化

モデルでは,次 のよ うにな る.

まず(12)の 制 約条件式 にス ラック変数 の列 ベ ク トルXs(s・ ・1,…,n)を 入 れて

等号 になおす と,

〔E-b)x-Xs-c.

こ の制約条件 においてCが △0だ け減少 した とす ると

〔E-b〕x-x、-c-△c.△cはn次 元列ベ ク トル.(21)

移 項 して 〔E-b〕X・ ・C-△c+Xs

基 底 〔E-b)の 逆 行列 を両辺 に左か ら掛 けて

x=〔E-b〕-lc-〔E-b〕 一"1△c+〔E-b)-1Xs(22)

非 基 底変tWx、 ・=〔0〕とおいて,(22)を(12)の 目標関数 に代入す ると

kTae==kTa〔E_b〕-1c_feTa〔E_b〕 一ユムc.(23)

(23)に お いては,(21)で 制 約要因cが1単 位減少 したた めに,費 用関数上で総

支出費用が 解α〔E-b〕'tだ け 減少す ることにな ることがわか る.し か るに,

△cの この係数 解α〔E-b〕-1は(15)の 双 対価格y望 に一致 してい る(9ED),

そ れ 故に,こ の問題では双対価格 ラを計算価格 とす ることによ って,各 部 門
'は中 蘭生産物 を利 用す る さいに

,その中間生産物を1単 位だ け節約 し虻 使えば,
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そ の計算 価格 の値 ヲだけ全社 的にみて外部市場へ の支 出費用を節約す ることが

で きる しくみ にな ってい る.逆 に,そ の部門 が中間生産物 を1単 位 だけ浪費 し

て使えば,そ のときにはその計算価格 の値 ヲだけ全社 的にみて外部市場 への支

出費用を節約す ることがで きる し くみにな ってい る.逆 に,そ の部 門が中間生

産物を1単 位 だけ浪費 して使えば,そ の ときにはその計算 価格 の値 ヲだけ全社

的にみて外部市場への支 出費用が増大 して しま うし くみにな っている.こ のよ

うな ことは,上 記 の外部投 入物 に制約が存す る場 合について も同様 にあてはま

る.こ こに,双 対価格を基準 にして,こ れを分権 的管理 に役立 てよ うとい う試

みが生れ る理 由が存在す る.し か し,こ のよ うな全社 的にみた最適双対価格 は

全社的 にみた部門別の最適生産量 ・最適資源利用量 と同時的に決定 され る もの

で あり,と もに各部門 が独 自に決定 す るこ とがで きない.

そ こで,筆 者 は本書 の以下 の章 の研 究方 向を,大 体次 の2つ の課題 に向ける

ことにした.ま ず 第1に,筆 者 は,部 門別の最適 生産 量 と資源 の最適利 用量 を

本部 が中央集 権的に決定 し,こ れを各部門に指示 した うえで,そ の部 門別 プ ラ

ンの実行 にあた って,各 部門が これを厳 守実行 す るよ うに実行 のプ ロセスを分

権的 に統制す る手段 として双対 価格を計算価格に使用 す ることを考 えた.す な

わち,各 部 門が上 か らの指令に従わずに指令以上 あ るいは以下 に使 用 した資源

量につい ては,そ の増 分または減分を全社的観点 か ら正 当に評 価 した浪費金額

あるいは節約金額 として分 権的に知 ることがで きるわけで あ る,筆 者 はこのよ

うな分権 的統制法 を予 算統制 システムあ るいは原価管理 システムに組入れ るこ

とを考察 し,か な り具体 的な形 で 「双対価格 による分権 的統制 システム」 とし

て第10章 で提示 した.

これ とな らんで重要 な第2の 課題 は,分 権 的情報処理 システムの設計 にお け

る双対価 格の役立 ちの問題 であ る.す なわち,計 算価格 を使 って,本 部 と部門

との間で 相互 コ ミュニケーシ ョンを行ないなが ら,全 社 的最適 プランを探索 し

て行 くメカニズムの設 計であ 惹 これに関 して これまで に開発 された手法は,

筆 者 の知 るか ぎりでは,す べてなん らかの形 で コ ミュニケーシ ョンのiteration

を ス トップすべ き点に関す る決定が,本 部 によ ってな されている.お よそ,「 分

権的 決定」(decentraliZedplanning,decentralizeddecisionmaking)は,そ
　 　 　 　 　 　 　

の邦語の字義どおりに,計 画の最終的決定権限を下位部門管理者に委 譲するも
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の で なけれぼな らない と考 え るが,こ れ が本部 によ って承握 されたままにな っ

て いるので ある.し たが って,こ の よ うな システムは,実 は,「 分権 的な情報

処理 を伴 った 中央集権的決定 システム」 にほか な らない.こ れは組 織階層的な

情報 処理 システムである,以 下 の諸章で は,全 社 的最適計 画をたて るための こ

のよ うな意味で の 「分権 的情報 システム」 におけ る行 動ルールない し収束ルー
(12)(13)

ルが 研究 され る.収 束過程 の研 究には,経 済 学的な動学的研究や動的計画法,

最適制鯉 鍮 ど樋 肌 うるであろうが,本 書の肝 の諸章では,鞘 購

形計画法 における種 々の分解 的アルゴ リズムを検 討 し,全 体 的最適解 の探索 過

程 における双対価格 の機能 と メカーズムを明 らかに し,さ らに分解 アル ゴ リズ

ム と分権 的情報 処理 システムの関係 を究明す ることに した.

4.2.4(付 録)補 助 部 門 費 の 相 互 配 賦 の た め の 行 列 原 価 計 算

本節で は,行 列代数 による補助部 門費 の相互配賦 法を取扱 う.前 節までにの

べたよ うに,企 業 内部 の部 門間で財貨 ・用役 の相互振替 が行 なわれ ている とき

には,正 確な製 品別原価計算 をす る目的や部 門別原価 管理 の 目的のために,各

補助部 門費 を下 の図の波線矢 印のよ うに相互 配賦 しなければな らない.

補 助部門費配賦

(注12)Samuelson〔S2〕,Arrow,且urwitzandUzawa〔A14〕,ArrowandHur-

witz〔A15〕,古 瀬 〔k23〕他 多数がある.

(注13)主 要なものとして,Bellman〔B2〕;BellmanandDreyfus'〔B3〕 な ど.

(注14)た とえば,Pontryagin〔P2〕,LeeandMarkus〔L5〕 など.



83

こ の ような補助部門費 の配賦 は,「 部門費振替表」 によ って行なわれ るが,

これを記号を使 って表わす と次の表の ようにな る.

記 号:

Ci:製 造部 門(猟1 ,2,3)と 補 助部 門(ガ=4,5)の 種 類名称.

島:6部 門費(i-1,…,s);た だ し補 助部 門費 の相互配賦以 前の額.

銑:補 助部 門費 を相 互配賦 した後 の部 門費計.

{Zij:補 助 部門Ciの 部 門費Uiを その用役提供先の各部門oゴ(ゴ≒のに配賦す るとき

　 を

の 配 分 比 率 Σ α4ブ=1,Σ 砺 戸1,

ズflノ ー1
フ≠4

部門費振替表 昭和x年 ×月分(相 互配賦法)

費可 嘱Fl築 鷺i呼i÷

i一 計 細 一 竺曇1'・lksト
lc・ 部 門費x・IiO10】0σ0

1・2部 門 費x2!・1・-1・Ol

難i}i⊥ 塞ll二凱iJ∴ 剛
冶 計慨 到 司 司 酬 回i・5…
そ こ で,こ の 部 門 費 振 替 表 の 各 列 を タ テ に 合 計 す れ ば,次 の よ う な 銑 σ 一

1,…,5)を 変 数 と す る 連 立 方 程 式 が 成 立 す るt

xl・ ・kl+a41x4+a5ixs→1xl+・x2+・x3一 α41侮 一α5ユ¢5一 魁

x2・=k2+a42x4+α52x5→ ・xl+lx2+・x3-a42x4-a52x5-k2

x3-fe3+a43x4+a53x5→ ・x、+・x2+lx3-a43x4-a53x5=k3

x4-k4+o・x4+a54x5→oxl+ox2+o.T3+1x4-a54x5=・k4

xs=・ks+a45x4+・ ・x5→ ・x・+・x2+・x3-a45x4+1x5=ks

こ れ を 行 列 形 式 で あ らわ す と



ilにiii≡iii三i」i/(、)
1ト ・・…1

、羽1毒 一㍗ は1口1ゴ
い ま,@1×2…X5〕T-X,〔k1,…,ks〕T・ ・K,そ してXの 係数行列をA

とお くと,(イ)はAX・ ・Kと 表現 できる.

そ こで,AX=K→A"1∠4X=A-IK∴X=A-1K.

係 数 行列 且は,

A=1-BT

で 与 え られ る.

た だ し,1:単 位 行列(i次 元)

BT:上 の部 門費振替表 におけ る配分比率係数 の行 列 の 転置行列.

BTの 構成 は上記 の 「部 門費振替表」か らただちにえ られ るので,行 列Aの 構

成 も容易 にえ られ る.ま た,こ のモデルで は各補助部 門の用役 が,そ れぞれ 自

己部 門で 自家利用 され る点(た とえば,電 力部門 自体 が電力 を使用 す る)を 無

視 してい るので,ホ ーキ ンス ・サイモ ン条件 はかな らず成立す る.(自 家利用を

含めたモデル において も,こ の条件 は現実 には一般 に成立 してい る.)し たが

って,A'1も か な らず存在す る.A-1を コ ンピュータで求 め るには,た とえば

Gauss-Jordan法 に よれば よい ことはい うまで もない.
(15)

次 に,上 記 の解 法の別法を考 察 しよ う.

上 記の(イ)は 点 線部分を境界 に して分解で き,X4とX5はXl,X2,X3の 算 出

とは独立 して求あ ることがで きることが容易 にわか る.こ の特 徴を利用 して,

(イ)を 次 の(ロ)(ハ)2式 に分解す る:

喉 …≡1……囑 　…](・)

(注15)杉 本 〔∫12〕を参照されたい.た だし,杉 本助教授は,筆 者のように(イ)を 導

出してからこれを分解してい くという方法をとられているわけではない.



&5

〔.ぬ,-f5北IHII〕(・ ・)

(ロ)を変形 して

働 ・[lli三ii嘘1〕一蓬i[…

像 潔 ・liiiiii'〔:1](二)
(ハ)を変形して

〔x4×5]一〔ゐ 一f54〕-1陶(ホ)一

(ホ)を(二)に 代入 して

1三i」一峰i嗜i;iヨ.堀一㍗陶

両辺を転置すれば,

(・・,・…)一(・・k…)・(「liiiil/嵐ゼ 劇1

-一 〕・([∵ ゼ 酬i細

=〔k'k2k3〕+〔fe`k5〕(団

,咽}1)T〔 雛::9:〕

=(k'k'k'〕+(k'k'〕 〔

一1。、」 ㍗5〕-1〔雛:二9:〕 ・(へ)

この(へ)の 右辺 にお ける各行列 の構成 は,部 門費振替表 か らただちに求 め ら

れ る,

さて,上 記 の別法は卓上計算機(電 卓)な どの小型の コンピュータを使用す る

場合 に有効で ある・すなわ ち,(イ)の 係数行列Aが 巨大でA-1の 計 算が この コ

ン ピュータ能 力上 困難 な場合 に有効で ある・しか し,こ の場合 にで も,(へ)の
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右 辺 の計 算には乗 算3回 と加算1,1回 を要 し;は じめにのべ た筆者 の方法 でのX

-A-1Kが 乗 算1回 です むのに比べ て頻雑で ある.ま た,補 助部門費 の配賦計

算 ご ときのた めの 、4"tの計 算 は,中 型 の電子計算機 の能 力で容易 に処理 す るこ

とがで き る.

4.3多 部 門 企 業 の利 益 最 大 化 モ デ ル

第1節(4.1)で は 「最終需 要」Ci(生 産 物凡 の計画外部販売量 あるいは計

画在庫量,ま た はその両者を含 む量)が 与え られてい ることを仮定 して いる・

これ に対 し,利 益最大化 目的の線形計画モデルは,こ の最終需要 αを どれ だけ

の大 きさにすべ きかを決定す る.

以 下で展開す る3つ のモデルはいずれ も,貢 献利益(一 売上高 一変動費)を

最大化す る目標を もつ ものであ り,制 約 条件 として外 部投入物 の利用可能量 に
(16)

関 す る制限 と各生産物 の販売可能量 に関す る限界 を有 してい る.

モ デル1:(変 数 は最終需要Ciの み とす る)

maxz==PTc

aQc≦S(24)

c≦c*.

た だ し,P:(lbi-Ki),(i=1,…,n)を 要 素 とす る列 ベ ク トル.こ こで,あ は製

品脇 の純売価(=見 積販売価格 一見積販売費)で あり,稽 は行

列原価計算 によ って(8)ま た は(11)で 求 めた製品Xtの 単位 あた

り変 動費 であ る.

agC≦Sは 次式か らえ られ る:

ax≦8(Sは 外 部投入物S,のm次 列ベ ク トル)…(イ)

〔E-b〕xまc→x-〔E-b〕 一工c

=-2c(3)

(3)を(イ)に 代入す る とえ られ る.

c*:Ci*,(i=1,…,n)を 要 素 とす るn次 列ベ ク トルCi*は 製 品Xiに 関 し

「注16)以 下 の3つ のモデルのうち,モ デル1の みFeltham〔F4〕pp.20-21に よ って

いる、Felthamは 結合生産モデルも扱っているが,筆 者は彼とはちがったモデルを第9

章で展開しているρ
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て あ る売価あ のもとでの見積最大可能 販売 量

モデル 五:(変 数 は最終需要0辻 粗産 出量Viか らな る.)

maxz=1)Tc

-〔E-b〕x十c≦ 〔0〕(25)

Clc≦8

c≦c*.

た だ し,一 〔E-b〕x+c≦ 〔0〕の制約式 は,〔E-b)x≧cか ら導かれ,こ れは最

終需要 以上 の生産を要求 す る 条件であ る.こ の モデル 皿は モデル1と ちが っ

て,中 間製品制 約条件 が明示 的に含め られてい るため,こ の制約 式に関す る双

対価格の値 を求 め ることがで きるので,こ れを中間生産物 の部 門間振替価 格に

使用す ることがで きる(第6章,第9章,第10章 参 照せ よ).ま た,変 数 ∬につ

いてはその 目標関数上の係数 はゼ ロであ る,こ れは最終生 産物Ciの 単位 原価

K,が 「累積法」 的に算定 されて おり,全 社的にみて中間生産物 瓦 の部 門聞振

替 が瓦 の振替価格でな されてい るので〔その振替価格K一 その単位原価Kの=

0と な るか らである.

モ デル皿:(ゴ ール ・プ ログラ ミング ・モデル)
(17)

線 形 計画法の一分 野においてチ ャー ンズ,ク ーパ ー と井尻 によ って 開発 され

たゴール ・プ ログ ラ ミングの手法 によれば,目 標貢献利益 を もた らす よ うなア

クテ ィビテ ィ・レベルの決定,あ るいはその必 要 アクテ ィビテ ィ・レベル が実

行 不能 の ときには この 目標貢献利益 に最 も近づ くよ うな アクテ ィビテ ィ・レベ

ルの決定 が可能 であ る.

minz=Y+∠ ゾ

PT。c+こy　一ツ幸=G*

一 〔E-b〕x+c≦ 〔0〕(26)

aτsgs

c≦`*.

た だ し,

ッー一目標貢献利益 一見積実 際貢献利益(一 目標達成不足額)

ッ+一見積実 際貢献利益 一 目標貢献利益(一 目標達成超過額)

(注17)Charnes,CooperandIjiri〔C1〕 およびIjiri〔12〕 を参照せよ.



(ツー≧0,ツ+≧0).

お お

σ*一Σガ+α ただし,Σ 弄は固定費総額,α は希望純利益額,
1=1P1

(26)に お いて 目標関数は,目 標貢献利益 と実際貢献利益 との差額を最小な ら

しめることを 目標 とす る.こ れ らの差額 す なわ ち ヅ また は ッウを実際貢献

利益PTcに 加 算 または減算 した ものが 目標貢献利益G*に 一致 しな ければ な ら

ない.こ の条件がPTc+ヅ ーy'・=G*と な る.さ らに,チ ャー ンズ=ク ーパ ー=

井 尻 は,目 標貢献利益G*を 固定費総額 Σ弄 に等 し くす る,と い う伝 統的な損
こロユ

益分岐点問題を取扱 っているが,こ こでは,こ れ以外にも希望純利益額αを補

償するような問題にしている.こ のαの値は,本 部が目標総資本利益率から決

定するものとする.

さて,以 上の3つ の線形計画モデルは多部門企業を取扱 っており,し ばしば

本部の計算機で一拠に解けないほどの大規模なサイズをもつ.こ れを部門別に

分解して,分 解された部分問題と本部の調整問題 とを部門レベルおよび本部レ

ベルにおいて解き,相 互にコミュニケーションをはかりなが ら全体的最適解に

到達す るシステムを以下の諸章で考えよう.以 下で取 う問題は,い ずれ もダン

チッヒ;ウ ルフ型のブロック角形の係数行列を もっているとはかぎらないもの

ばかりである.こ れは上記のモデル1,■,皿 における制約条件の係数行列を

考察すれば明 らかである.
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第5章

ウイ ンス トンによる共通制約条件 の

分解 法 とその批判的検討

外部性 を含 んだ全社的計画 問題 として,ウ イ ンス トンは次の ようなモデルを
(1)

示 してい る.

maxΣ ΣコcY」ctJ
ゴ活

制 約 条 件

1.Z]ΣaStjXtJ≦b,z・=1,…,1
ゴ ゆ

11.9g」(Xi」,…,2tjj)≦R♂ ブ庄Y

gqJ(x1」,…,atフ;Ct*n)≦RqJj∈Y

9=1,…,〃zゴ

iτtJ≧oノ=1,…,m

た だ し,記 号 の 意 味 は 次 の と お りで あ る:

∬ノ:第 ブ事 業 部 の 第 ぢ製 品 の 生 産 量

(ブ=1,…,m;i=1,…,iゴ)

CiJ:Xt」 の 単 位 あ た り 貢 献 利 益

a、Y:Xt」 の 単 位 あ た り の 第Z要 素 の 消 費 量(生 産 係 数)

(z=・1,…,の

砺:第Z要 素 の 在 高

9qJ:第 ノ事 業 部 の 第q要 素 の 費 消 関 数

Rqt:第 ブ 事 業 部 の 第q要 素 の 在 高

Y:第 η事 業 部 以 外 の 全 事 業 部 か らな る 集 合 の う ち の 部 分 集 合.

(注1)Whinston〔W6〕pp.439-441参 照.ウ イ ン ス トンに よ る外 部性 の分 解 法 はBaumol

andFabian〔B1〕PP,19-20で も紹 介 され て い る.こ れ らは,吉 原 〔y6〕59-63頁,加 護

野 〔kl〕101-102頁 で も取 扱 わ れ て い る,
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い ま,第 η事業部が 自分以外の事業部の部分集合Yに おけ る生産技術 に影 響

を与え るもの と仮定す る.説 明の単純化のたあに,yに 属す る各事業部 は第 η
(2)

事 業 部 におけ る同一の アクテ ィビテ ィ銑*ηによ って影 響を うけ るとす る・そ こ

で,Yに 属す る各 事業 部は,た んに 自分 自身 の一 時的な最 適 アクテ ィビテ ィ水

準 だけでな く,自 己にと って最適 とな るように アクテ ィビテ ィ銑*ηの一時的最

適水 準を も決定す ることを要請 され る,す なわち,ゲ ーム理論的にいえば,各

事業 部プ レイヤーは 自己の戦略だけでな く,自 己の敵 であ る第 η事業部が どの

ようにプ レイしてほ しい と自分 が欲 す る戦略を も決定 す る.し か し,一 般 に第

η事業 部が決 定す るVi*vの 値 とYに 属す る各 事業 部が決定 す るその変数 の値 と

は一致 しない.こ こに全社 的調整 問題が生す るが,yの 各 事業部 が分権 的情 報

処 理を可能にす るには次のよ うな簡単 な工夫 を しさえす ればよい.

各 事業部」∈Yに ついて,ti*・ の 代わ りに新 しい変taXtd+■ 」を定 義す る.そ の

結 果,制 約条件皿にかん しては,事 業 部」〔IY『と事業 部」∈Yと は完全 に分解 さ

れた ことにな る.つ ま り,共 通の変数 が消えたか らであ る。 これ に対 して,亀*,

の値 と銑ゴ、ljの値 とが一致す ることを保証す るために,全 社 的制約条件集合 工

の中に線型 の制約条件 式(定 義式)Co・+1ゴ ーCi*v==0,ブ ∈Yを 追加す る.こ のよ

うに して変形 され た新 しいモデルの全体 は,当 初 のモデル と同一 の最適解 を導

くとい う意味 で同値で あ る.そ こで,標 準型 の分解原理 の適用可能 な問題 に変
(3)

形 さ れた ことになる,

さ て しか し,こ の方法 には次のよ うな問題点が あ る.

第1に,た しか に制約条件 皿において事業部 ブ任Yの 制約条件 と事業 部 ブ∈y

の制約条件 とに共通な変数は存在 しな くな ったが,当 初 に共通な変数 亀*ηが介

入 していた事業部 ブ∈Yの 制約条件 の数 だけ新 たに 勘+1J-tt*η=0,ブ ∈Yな る

(注2)制 約条件1が 線形の場合には,た とえば

9σi(Xl」,…,Xi!;SCt*η)===bt」xlj+…+btd」Ct」」+bt」.1Vt*η

という形をとる.こ のときには,:t*η の どのような変化も,つ ねに事業部 ノ(∈y)の 制

約条件(∬)に おいて平行的なシフトをひきおこすだけである,ボーモル=フ ェビアンによ

れば,こ れは外部制の非常に制約的な特殊形態である.し かし,こ の制約条件1が 非線

形関数であれば,:t*η の変化は関twgqtの いかなるタイプのシフ トでもひきおこしうる.

その意味で,ボ ーモルらは 「完全に一般的な技術的外部性」は非線形の制約、条件豆にお
』いてあらわれるとしている

,BaumolandFabian〔B1〕PP.19-20,と く}Cfρotnote22

参照,
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制 約 式が本部 問題 に増加 して しま った.電 子計算機の処理能力は方程式の数 に

依存 す るところが大きいか ら,こ れでは共 通変数 銑*・ が介 入 してい る条件式

9qi(XIJ,…,銑 ノ;ri*V)Sl:Rqjv'∈Yの すべてを本 部問題 の条 件式に入れて解 く場

合に比べ て計算負担の点で はあま り変 らないことにな る.し たが って,制 約条

件式豆の分解 の意義が薄れ るで あろう.

このよ うな批判 に対す る別の点か らの一つの反論 として,こ の方法 によれば

本 部では事業部 ブ∈Yの 生産技術 についてな にも知 らな くて よいとい うことが

主張 され るで あろ う.そ の意味で は本部 による情報収集の負担が軽減 されてお

り,情 報 的分権化 が有益 に達成 され ることにな るといえ る.し か し,上 述の批

判 内容はそれ 自体 実在 す る.

第2に,ウ ィンス トンが全事業部 を 」∈Yと ブq≡Yと に2分 割 してい る点 に問

題があ る.ウ ィンス トンの分解方法 は,実 在す る事業部が3つ 以上 ある場合 に

は,特 殊な場合に しか役に立たない.

た とえば,共 通利用資源制約が次式のよ うな形で競合利 用され,資 源B1,B2,

B3は それぞれ事業部1,2,3に よ って個別 的に管理 されて いるものとす る.(こ の

管理は その資源使用が支配的であ るよ うな事業 部に委任 され てい る も の と す

る、)ただし,Xlとx2は 事 業部1の 産 出物量,x3は 事 業部2の 産 出物量,x4は

事 業部3の 産 出物量で ある

(注3)も とのモデルにおける制約条件1が 非線形である場合には,厳 密にいえば,第3

章のダンチッヒの線形計画分解法を適用することができない.し かし,こ の非線形性が

存在してもダンチッヒの分解原理を本質的には適用できる.な ぜならば,本 部の調整問
　 ロ 　

題と事業部の改定利益関数はつねに線形の目標関数と共通制約条件だけを含んでいる.

したがって,事 業部別制約条件が有界凸実行可能領域をもつことによって事業部問題が
一意的な最適解を有し,そ れが本部問題で加重平均されることを仮定すれば,線 形のケ
ースと本質的にまったく同じである(BaumolandFabian〔B1〕P.19参 照 .)

また,追 加制約条件勘 ・iゴーVi*η=0,ブ∈yは 等号の制約式であるから,こ れに関する

シャー ド・プライス は非負とはかぎらず,正,ゼ ロ,負 の いずれかになりうる.い ま

¢ε*ηを第η事業部が生産するある中間生産物の産出量とすれば,こ の双対価格が正のと

きは,第 η事業部にとってはその価格での補助金の受入れ,第 ブ(∈Y)事 業部ではその

価格での罰金の支払いを意味する.こ の双対価格が負値をとるときは,こ の関係は逆の

意味をもつことになる,し たがって,第 η事業部はこの中蘭生産物を産出することに罰

金を支払わねばならない・これは第 η事業部の産出する廃棄副産物などの再隼処理等を

他の事業部にやってもらう場合には現実的な意味をもつ.第9章 でこの問題を詳細に扱

った.
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PIXI+P2×2+P3×3+P4×4→max

事 業 部1の 制 約:bl1Xl十b■2x2≦B1

事 業 部2の 制 約:b21x1十b22x3≦B2

事 業 部3の 制 約:b3aXi十b32x4≦B3.

こ の 問 題 は,ウ ィ ン ス トン 流 に 変 形 す れ ば 次 の 問 題 と 同値 で あ る.

PIX1十P2×2+P3×3+P4×4→max

共通制約・驚=劉

事業部1の 制約:bllx1十b12x2≦B1

事 業 部2の 制約:b2171十b22x3≦B2

事 業 部3の 制約:b31γ2+b32x4≦B3.

この新 しい変形 問題 は標準型 の分解原 理で解 くことがで きる.

しか し,次 の よ うな形 の共通資源制約 に対 しては,彼 の分解法は本部の調整

問題 におけ る制約条件の数 と変数 の数 をいたず らに増大 させ るのみで,無 意味

で ある,

PIX1+P2×2+P3×3→max

d1Xl+d2×2+d3×3≦D.

Pj:第 ブ事業部 の貢献利益行 ベ ク トル(ノ望1,2,3)

Xゴ:第 ブ事業部の産 出量列 ベ ク トル(ブ漏1,2,3)

dゴ:共 通資源在高列ベ ク トルDに 関す る第ブ事業部の生産係数行列

したが って,彼 の方法では,あ る共通資源 に関 して2つ の事業部 が1対1の 関

係で競合 してい る場合 にしか有用でない.

さ らに,ウ ィンス トンの分解法は,中 聞製品の振替えが次 のよ うに事業 部間

で 「1対 多」の関係で行 なわれ る場合 にも無意味 にな る・ ここでの 中間製 品制

約は,彼 が問題 にす る 「あ る事業部の活動変数銑*ηが他の事業部の生産技術 に

影響を及ぼす関係 」を表わ してい ることは もちろんであ る.

PIX1十P2×2十1)3×3→max

-1×1十92×2十93×3≦ 〔0〕.

9」:第 」事業 部の生産係数 行列(ブ篇2,3)

も っ とも,中 間製 品制約 の場合 で も,事 業部相互が1対1の 関係で需給依存
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関 係 を もってい るときには,ウ ィンス トンの方法は有効 であ る.た とえば,

PIX1+P2×2+P3×3→max

中間製品制約・仁聖 雛 盛:[gi

d1Xl≦Dl

d,X2≦1)2

d3×3≦D3

(d」:各 事業部の専 用資源Dyに 関す る係数行列)

とい う問題 は,次 の よ うに変形 しても同値で あ る.

PIX1+P2×2+P3×3→max

共酬 条件譜 一㌦ _=:8i
事業部1の 制約:dlXl≦D1

事業部・の制約・{畑 雛 翻1

辮 ・の制約・{畑 雛 劉 .

以上を要約すると,ウ ィンス トンの方法はもとの全社的計画問題において,

共通変tWUi*vが1つ の条件式の中で2つ 以上の事業部の活動変数と相互依存関

係を有さず,他 の唯一の事業部の活動変数とだけ依存関係をもっている場合に

しか有用でないということができる.

それでは,あ る事業部の生産する中間製品が他の複数の事業部の投入物 とな

っている場合や,共 通利用資源が3つ 以上の事業部によって競合的利用されて

いる場合が多数存在するときには,ど のように対処すればよいであろうか・こ

れに対してウィンス トンの分解法は無役であることがわか った・次章ではこの

ような場合を表わす共通制約条件を分解的に処理する方法を考察する.
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第6章

コーナ イ==リ ブ.タクの2階 層 計 画 法 と

そ の企業 分 権 的 シス テ ムへ の適 用

本 章では,ハ ンガ リーの経済 計画担 当者,コ ーナイ と リプ タク(J.Kornai(
1)

andTh.Lipt6k)の 「2階 層計画 法」(Two-LevelPlanning)を 検 討す る,彼

らの計画手法はマ クロ的な国民 経済 の計画手 法 として意 図され,と りわけ,外

貨獲得量 最大 とい う目標関数を もったモデルに適 用 されてい るのであ るが,本

章での筆者 の仕事は この計 画手 法を企業(businessenterPrise)の 価格 的管理

の手法として展開することにある.つ まり,巨 大企業を計算価格により情報分

権的 に計画す ることに適用 してみたい と思 う.

一 般 に,経 済学 の文献では,か れ らめ手法は ダンチ ッヒーウル フの分解原理
(2)

と比 較 され るさい 、「比較経済 システム論」 の観点 か ら論ぜ られ ることが多い,

しか し,筆 者 は,コ ーナイ=リ プ タクの手法は,ダ ンチ ッヒの分解原理の もつ

構造 的な制 約,す なわち,ブ ロック角形 システム(block-angularsystem)や

階 段型 の多段階 システム(m111tistagesystem)に しか適用 され ない ことに対

し,ピ つの打開 の途 をひ らくものとして意義づ けて おきたい.つ まり,コ ーナ

ィ らの手法 は,ダ ンチ ッヒの手法で は分解不能 な制約行列 を もつ 問題 に対 して

も,情 報分権 的に解 決す ることがで き るとい う点 を強調 して,そ のか ぎりにお

いて,ダ ンチ ッヒの手 法の次 に くる論 理的な発展形 態 として位置づ けてお きた
(3)'
い.

そ こ で コ ー ナ イ ら の 手 法 を 概 説 す る と,塞 部 は 事 業 部 に 対 し て 資 源(広 義)

(注1)本 章 は主 としてKomaiandLipt6k〔K13〕 に よ って い る.ま た,本 章 を 作 成 す

るに あ た り,岸 本(k4〕 が 大 変 参 考 に な った.コ ー ナ イ と リプ タ クは次 の 機 関 に 属 し

て い る.ComputingCentreoftheHungarianAcademyofSciences,National

PlanningOffice,ScientificDepartment,Budapest.

(注2)た とえ ば,青 木 〔a1〕,宮 本(m9〕 な どが あ る.
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の 数 量割 当てを指令 し,各 事業部は割当て られた資源の シャ ドー ・プ ライ スを

報告す るとい う形 を とる,そ の際,情 報不足 または計算能 力不足 のために本 部

だけで中央的に解 けない線 形計画問題が各事業部に秀解 されてい る.そ して,本

部 と事業部が協同 して この問題を解 くが,こ のと きに,ブ ラウンニロビンソンに
(4)

よ るゲー ムの「擬制 的プ レイ」(fictitiousplay)の 方 法が用い られ るのであ る.

6.1記 号 の 規 約

本章 の意図が企業の情報分権的短期計画モデルを展開す ることにあ る点か ら

して,notationsは 本 章 のきわ めて重要部分で あ る.

(1)固 定 されてい る諸量

必:事 前に決定 されて い る第 歪財の計画在庫量(こ れ は需要変動 の不確実

性 に対処す るた めに,別 個 に在庫計画モデル を通 じて決定 され,計 画期

末 におけ る希望在庫量 として予定 され る もので,安 全在庫,す なわ ち,

あ らゆ る時点 における最低必要在庫量 と考 えてよい.)

琉:第 棚 に関す る計 画在庫量(㊧ と他 の事業蔀への 中間製 品 と し て の 第

　

i財 の振 替え総量(Σzプz:後 出)と の合計 に対す る上限.(こ れは計算の

1義

ための数値で あ るが,本 部 によ って事前 に決めて あ る。)

W:全 社 的共通利用資源 の供給 可能量.

(こ こで は コーナイ らに したが ってWを1種 と仮定す るが,こ れは多種

(注3)こ の点は,コ ーナイ=リ プタクが次のように述べているところからも正しいと思

う.す なわち,「特殊な種類の リニア・プログラミング問題を分解するための数学的手法

は存在する.た とえば,ダ ンチッヒニウルフの論文におけるものであるが,そ の周知の

手続きはこの問題(コ ーナイらの問題)に 対する解を与えないことがわがった.し たが

って,た とえ,ダ ンチッヒ=ウ ルフの分解手続きが現有の具体的なマクロ経済モデルに

適 用されたとしても,そ の 『調整プログラム』(中央当局の解 く本部問題)は なおも,通

常の方法(た とえばシンプレクス法)で 計算するには手に負えないほどのサイズ で あ

る.そ れ故に,別 のアプローチが採用されたわけである.」 つまり,ダ ンチッヒらの手

法では,本 部問題の制約条件,す なわち,全 社的資源や中間製品需給に関する制約条件

式がきわめて多数存在する場合には,・これを分解していないわけだから,分 解法として

の意義が小 さくなってしまう,

(注4)ゲ ームの 「擬制的プレイの方法」はBrown(B14)ttに よ って提示され,収 束の証

明はRobinson〔R3〕 が行 っている.こ の方法と証明はGale〔G1〕PP,246-256(訳

書235-245頁)を 参照するとよい.
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類 へ と容易 に拡張で きる.)

Si:第i財 の外部への販売1単 位か ら得 られ る貢献利益.

aiiC:第i事 業部 の第k活 動1単 位 か ら得 られ る産 出量.(1aik1=1で あ り,

第 ゴ財を生産す る活動 について はaiiC-1,生 産 された財の中か ら外部販

売す る活動 について はatt=-1で あ る.)

う獄:第i事 業部 の第k活 動1単 位 に必要 な第 ブ財投入量.(コ ーナイのモデル

に したがえば,一 事業部 は1種 類 の製 品 しか生産 しないので,こ こでの

第 ノ財 は第 ブ事業部 の産 出物 としての中間生産物で あ り,第 ガ事業 部の

第 ん活動 に必要 な材料 として受入 れ られ ることにな る,)

海:第i事 業部の第k活 動1単 位 に必要 な全社 的共通 資源量.

が 侃:第 ゴ事業部 の専用 資源の在高,σ はその専 用資源の種類 数)

gOitiC:第i事 業部の第k活 動に必 要な専 用資源の技術係数.

(2)本 部 の制御可能変数

靴:第 ∫事業部 に対す る第 ∫財の供 出指令量.

　

τ仔 凶+Σ 之ゴ`;η彦≦ 琉.
ゴ・・=1ノ≠∫

(物 には第 ゴ財 の うちの外部販売量(ω∂は含め られていない.)

物:第 ∫事業部 に対す る第 ブ財 の割 当量.

噺:第 ぎ事業部への全社的資源の割 当量.

(3)事 業 部 の制御 可能変数

ξ批:第 ゴ事業部の第 ん活動 の活動水準.第 ∫事業部の活動種類 は,一 般的に

い うと,〔ξ虹,…,ξ魏,…,ξ掘〕 だけ存在す る,具 体 的には,第 ゴ財の生産

活動(ξt1)と 第i財 の販売活 動(ξi2)の ほ か,第i事 業部 の財務活動(ξi3)

や 一 般管理活動(ξi4)が あ る.し たが って,ξtT-〔 ξt1,ξi2,ξt3,ξt4〕Tと書

くことがで きる(右 肩 のTは 転置 の意).こ の とき,ξi1は 第i財 の生産活

動の活動水準だか ら,そ れは第 ∫財 の総 生産 量を意味 し,ξi2は 第 ゴ財 の

販売活動の活動水 準だか ら,そ れは第 ∫財の外部販売量を意味す る.)

tt:第i事 業部によ る第 ∫財 の外部販売量.(し たが って,Ci=:ξt2を 意 味す

る.)

Vt:Vtの シ ャ ドー ・プ ライス

ζtd:2wの シ ャ ドー ・プライス
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丁ε:勧 の シ ャ ドー ・プ ラ イ ス

σie:hOilの シ ャ ドー プ ラ イ ス

い ま,上 述 の よ う に,ξiT=・ 〔ξi1,9i2,ξi3,ξi4〕Tと す れ ば,こ れ に 対 応 し てQ-

〔ai1,Cli2,CXi3,at4〕,ろ 乞ゴー 〔ろ乞ゴ1,砺2,砺3,あ ブ4),弄=〔 弄1,プ を2,ノ13,ノ14〕,gOie-

〔gOUI,gOil2,gOie3,9it4〕 と な る.こ の と き,第i財 の 生 産 活 動,販 売 活 動 に つ

い て は そ れ ぞ れai1-1,ai2--1と な る こ と は 上 述 し た.し か し,第i事 業 部 の

財 務 活 動 や 一 般 管 理 活 動 に つ い て は,一 般 に は,そ れ ぞ れai3-O,αt4==Oで あ

る.さ ら に,第 ガ財 の 販 売 活 動 や 財 務 活 動,一 般 管 理 活 動 に つ い て は,一 般 に

は,砺2=b,」3=b,」4=O,fi2=fi3==fi4=:Oと 考 え て さ し つ か え な い.(た だ し,

Wが 資 金 の と き に は,巽2≠O,fi3≠O,fi4≠0と な る.)し た が って,一 般 的 に は,

第 ゴ事 業 部 の 制 約 条 件 の 係 数 行 列 は 次 の よ う な 形 を し て い る:

ξtlξi2ξi3ξi4

↓ ↓ ↓ ↓

吻}11一100

如 劉:___、
:iI9、llgi129'i139i1411

:

囲 謙1:鰍
しか し,自 己の生産物 をま った く外 部販 売せ ずに(外 部市場がないた め),専

ら他の事業部 に対す る中間製 品 として振替 え るだけの事業部 もあ り,そ れにつ

いてはClt2・=Oで あ る.

さ らに,ξ 班≧ξ⑫+駒

=銑 十跳

であ るか ら,

ξi1-Ct≧Wi

∴ 〔1・-1〕 〔劉 ≧v'

した が って,一 般的には
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〔　 祠度訟嬬 軌

6.2仮 定 とその実在 性

(1)「 一事業部は1種 類の生産物だけを生産 し,し たが って,全 社的にみた

生産物の種類は事業部の数だけ,す なわち魏個存在する.」

しか し,こ れは計算手法に厳密に合致させたモデルの解釈にすぎず,も し,

複数の事業部を一つの大事業部観念によって包括してとらえるならば,そ のよ

うな各大事業部は多品種生産を行なっていることになり,こ れは現実の事業部

制企業によくマッチした事情を表わす ことになる.し たが って現実の企業にお

いて(1)の 仮定は容易に満たされ るといえる.こ のときには,大 事業部を構成

するところの,い わば小事業部は,事 業部 とよばずに,む しろ 「ライン」とか

「品種別部門」とよんだ方が適切であろう.

(2)「 全体としての線形計画問題に最適実行可能解が存在し,し かも,各 事

業部に分解した線形計画問題にも最適実行可能解が存在するとする.j

全体的な線形計画問題(あ るいはover-allcentralinformationproblem)に

有限の最適解が存在しなければ,は じめか ら問題外であるが,現 実の企業は全

社的にみて,ふ つう何 らかの実行可能解をもって何らかの利益をあげて行動し

ているから,そ の解のつ くる集合が凸多面体であると考えることは無難であろ

う.と いうのは,も し,い かなる実行可能解 も有 しない企業は破産 しているだ

ろうし,無 限大の利益を得ている企業も存在しないか らである.

しかし,(2)に おける後半の仮定はかな らずしもつねに成立するとはいえな

いであろう.な ぜならば,各 事業部に分解 された線形計画問題は,コ ーナイの

手法では全社的共通利用資源などの本部による恣意的な割当てから形成される

か らである.こ れは,人 為的でかつ恣意的であるか ら,前 半の仮定に対 しての

べたように,経 験的現実による事前の検証をす ることは不可能である.し たが

って,こ の人為的な当初の資源割当てが,事 業部問題の実行可能性を保証す る

ためには,資 源割当てに下限をも設定 しておかねばならないかもしれない.こ
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の下限は,現 実の企業では前期までの実績か ら決定できるであろう.あ る い

は,事 業部問題に何 らかの実行可能解が得 られるような資源割当てを試行錯誤

を通じて求あた後に,本 来の計算過程がスター トする.

(3)「 ゲームの 『擬性的プレイ』で事業部がとった戦略に対して,本 部のと

るべき最適戦略が存在すること,」

このゲームのプレイヤーとしては1方 に本部,他 方 に全事業部からなるチー

ムが くる.本 部の戦略領域は実行可能な資源配分パ ターン群であり,事 業部の

戦略領域は事業部問題の双対解における実行可能 シャドー ・プライス体系群で

ある.し たがって,事 業部の最適戦略は,資 源のあるシャドー ・プライス体系

からなる純機会費用の最小化案であり,本 部の最蓼聲略依 一配分すべき資源 〉々一

ら得 られる純収益の最大化案である.そ れ故,(3)の 仮定は,本 部がそのつど

に資源の配分替えをする際に最適な配分替え案が存在するかという仮 定 で あ

る・この仮定 も(2)の 後半の仮定と同様に,事前には検証することができない.

以上の3っ め仮定は,全 体 としての線形計画問題を,本 部問題と各事業部問

題とに分解 して,本 部 と事業部 との間で 「擬性的プレイの方法」にもとついた

iterationの続行によって解 きうるための前提条件である.

6.3全 体的 計画 モ デル とそ の分解

全社的な線形計画問題は,次 頁で一括に示すように,(1)中 間生産物の需給

制約条件(第4章 の投入産出分析参照),(2)全 社的供用資源の制約条件,(3)

各事業部固有の専用資源の制約条件,お よび農≧0の もとで,
　

目 標 関 数 ΣSili
i=1

を最大化す る ことで ある.

次 頁の一括 した制約条件式 において,

砺 砺 沸 は各 々α隔 砺 島海 を要素 とす る行 ベク トルで あり,gOiはgOieiCを 要

素 とす る行列で ある(こ の行列の大 きさは,事 業部 ごとの固有制 約条 件の数 ♂

と活動の種類 に応 じて異な る).ん%概 は各 々,が 、乙,娠 を要素 とす る列ベ ク ト

ルであ る(が 乞の次元 も各 事業部ご との制約条件 の数 に応 じて異 な る.)
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各 錫0筆
事1
業 規

部

固99h言

募
鶉0

8監 ξ.蝪

さきにのべ たよ うに,

姫/;膿閥
とお くと,上 述の全社的問題は簡単に,

Aξ≦C

ξ≧0(1)



1-〔}1・

の もとで,最 大化5ξ

と表 わす ことがで きる,

Sはξと同次元の行ベ ク トルであ り,

9=〔S1,"・,St'o●,Sm〕

5-〔O,Si,O,O〕

とす る,

本 部はAの 要素 に関す る情報 をま った く有 して いないか,ま たは,有 して い

て も(1)を 解 く計 算能 力がないdそ のため,本 部が単独で最適な ξを求 め るこ

とがで きない.

そ こで,行 列Aを 事業部 ごとにタテに分解 して ・4-〔Al,A2,… ん,…Am)と

す る(各 ・傷は列ベ ク トル)そ れに対応 して,ξ,9を 事 業部別 に分解す ると,

(1)は,

　

朧:{写A鱈

(1り
　

の もとで,最 大化 Σ]∫轟,
t=1

双朧:階 月'2躍

(,)

の もとで,最 小化yC

とな る.

Cの うち,各 事業部の固有制約条件 に関す る部分をco,そ の ほか の部 分 を

C#と す ると,

c-〔99〕
.

　

次 に,Z]Ui=・Cと な る よ う に,本 部 がCをUlか らUmま で に 分 割 し,乞

鼎 晩備 …,ご1(,)
1.6)1」1。2。1

と決め ると,
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れ
Σ%#i=C#,
t

「1日1・略 一
で ある。

こうして作 ったベ ク トル観を要素 とす るベク トルを

従1

u=駕i

z6m

とす る.

ベ ク トル%の 決定は本部問題で あり,そ の要素であ るベ ク トル砺のもとで 事

業部問題が解かれ る.

したが って事業部別 に分解 された 問題 は,次 の とお りであ る.

原 問題:

ん ξ、≦駒{ξ,≧0(i-1,…,m)(5)
の も とで,最 大 化5慮 一5両.

双 対 問 題:

ツ、ん ≧Si{
yi≧0(∫=1,…,m)(6)

の も とで,最 小化 卸砺.

そ こで,す べての事業部 問題(5)に 最 適解を もた らす よ うなuを 「有意義 な

本部配分案」(evaluablecentralprograms)と よ び,そ れをuで 表わす そ こ

で,π の集合を びで表 わす,す なわち,

礁 島・…麟 は(・)一 をもたらす}・

したが って,び は,祝 の実 行可能解集合 であ るか ら,凸 多面体 であ る.

次 に,事 業部問題(5)の 実 行 可能解集合 をξ,(u,)で表 わす.す なわ ちt
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ξt(Ui)={ξ ¢lA・iξi.≦Ui,ξ,≧0}・

こ の と き,ξ`(Ui)か ら構 成 さ れ る 全 社 的 計 画 問 題(1)の 解 は ξ(の と して,次 の

よ う に 表 わ さ れ る.す な わ ち,

ξ(u)一一ξ1(Ul)× … × ξ.(u7n)

一豊 幽 島)・…一 翫)}

(注:A×BxC× …は,集 合A,B,C,… の直積である,も し,A,B,C,… が列ベクトル空

間における集合であれば,直 積集合の一般的な要素は上に示 したように構成される列ベ

クトルになる.)

す ると,逆 に全 社的計画問題(1)の 実 行可能解 集合を ξで表 わす とき,

ξ=uξ(z`)

二∈δ

が成 立す る.つ まり,「 有意義な本部配分案」πからなる(空 でない)凸 多面体

σは,も との全社的計画問題(1)の 実 行可能解集合 ξをもたらす.

この証 明は次の2段 階を要す る.

① 全社 的計 画問題(1)の 実 行 可能性 か ら,ξ ≠ 〔0〕.

さ らに,ξT・ ・〔ξT,,…,ξTm〕T∈ ξ,お よび

障=鵬:
ミ ロ

穫罪ご諺 τ}煽)
と定義 しよ う,こ の とき,明 らかに ξ旺 ξ乞@∂ が成 立す る.し たが って,は

じめにξ¢(Ut)≠ 〔0〕が仮定 されていた ことを想起す ると(第2節 の(2)の 仮定),

上 記 のecT・・〔UIT,…,UmT〕 は 「有意 義な本 部配分案」Uで あ ることがわか る.
　 　

したが って,σ ≠ 〔0〕.そ れ故 に,Uは 空でない集合であ る.

さ らに,ξ ∈ξ(の であ り,か つ,上 記 の配分案 によれ ば,い かな る全社的

計 画問題の解 ξ∈ξに対 して も 祝∈ σが成立す るか ら,

ξ一=uξ(u)

£∈∂

が成立す ることにな る・
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② 逆 に,も しuT-〔UIT,…,u,nT)T∈ ひで あ り,.か つ,ξ,∈ ξ¢(Ui)で あ る よ うな

πと島 が あ れ ば,す な わ ち,も し

A,ξ ¢≦z6ち ξ,≧0(i-1,…,m)

が 成 立 す れ ば,そ の と き に は,

u1十 … 十Um==C

の 条 件 か ら,A1ξ1+…+Amξm≦u1+…+u・n=:C,

左 辺=〔A1,…1.Afn〕 〔ξIT,…)ξ.T〕T

-Aξ ,ξT=〔 ξIT,…,ξ 筋7〕T≧ 〔0〕

が 成 立 す る.し た が っ て,こ れ はAξ ≦Cそ の も の で あ る か ら,

ξ∈ ξ,お よ びuξ(or)一=ξ

。∈∂

が 成 立 す る .(証 明 終 り)

次 に,こ こ で,σ はUlの(空 で な い)凸 多 面 体 部 分 集 合 と し,(1)の 実 行 可

能 解 集 合 ξを も た ら す も の と す る.σ を 確 定 し,そ の 要 素%を 「実 行 可 能 本 部

配 分 案 」(feasiblecentralprograms)と よ ぼ う,す る と,い か な る 実 行 可 能 本

部 配 分 案uT… 〔u1T,…,uTm〕 「に 対 し て も,

事 業 部 最 適 値OPi(Ui)-maxSigi==minyiui(i-1,…,m)
ξi∈ξi(ui)

お よ び,そ の 合 計

全 社 的 最 適 値ep(u)-op1(u1)+…+ψ ㎜(Um)

が 確 定 し う る.

す る と,全 社 的 計 画 問 題(1)か ら得 ら れ る2階 層 問 題(two-levelproblem)

は 次 の と お り に な る.

1)「 本 部 階 層 」(centralleve1)で は ,そ の つ ど に 最 大 の 全 社 的 最 適 値 を も た

らす よ う な 実 行 可 能 本 部 配 分 案 を 決 定 す る.換 言 す れ ば,π ∈ σ,ψ(の → 御 ακ!

を 解 く こ と,し た が って,次 の よ う な 集 合 を 決 定 す る こ と が 問 題 に な る,

u*={u*1q(u*)=・ ・maxψ(u)}・

が　ひ

この ひ*は,そ のつ どの最適の本部配分案ばか りか ら成 り立 って いる.

刀)「 事業部 階層」(sectorlevel)で は,そ のっ どの最適な本部配分案要素

祝乞*に対す る最適な事業部解 を 各事業部 において決定す ることが問題にな る.

す なわち,各U*7-@*「1,…,ec*Tm)T∈U*に 対 して,次 の事業部問題を解 くこ
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とで あ る:

A,ξi≦u*i,ξi≧0,

5ゐ →mαx!

こ の結果,事 業部 での最適解集合ξ*'i(u*,),(i-1,…,m)が 決定 され る.

111)最 適 事業部解 と最適本部配分案 とか ら全社 的計画 問題 の解 を構成す る.

換 言すれば,次 の集合ξ*@*)の 組 を定 める.

ξ*(u*)=ξ1*(u1*)× … ×ξ.*(Um*)

一{fξ ・llξ*・ ∈ ξ・w),""・ ξ*・∈ ξ・(u*m)}

か ら 成 るUξ*(U*),i'ξ.*
ltX∋(ノ*

そ こで,次 の定理が成立す る.

定 理 『最適解を もつ全社 的計画問題(1)か ら導かれ るいかな る2階 層問題

も,そ れ 自体,最 適解 を もち,そ の解 は全社 的計画問題(1)の 解 と一致す る。

すなわち,

ξ*を全社 的問題(1)の 最 適解 とす ると,

ξ*≠0,カ)つ,ξ*-Uξ*(u*).
μ*∈σ*

全 社 的 最 適 値q(u)の 最 大 値 は,全 社 的 計 画 問 題(1)の 最 適 値 と一 致 す る.す

な わ ち,

maxOP(u)=q(u*)=max9ξ 一=Φ(u*∈u*).』

"∈ひ ξ∈ξ

証 明:定 理 の 叙 述 は,次 の よ う に 解 読 で き る.

Φ=彫 α¢5ξ 一max5ξ 一max(max5ξ)

u∈uξ ∈uξ(u)UEUξ ∈ξ(n)
μ∈σ

一 難(れ Σ 刀zax5乞 ξ霊

i謂1ξ`∈ξ乞(絢))一 難(の 一 ・@・)・

(証 明 終 り)

さて次 に,事 業部双対 問題(6)の 制 約条件 を満 たすyiの 集合 をYiと す る,

ゐ=}㌃ × …×玲

一{1-=〔ツ1 ,Y2,…,Ym〕1ッ 、∈yエ,ッ2∈Y2,…,Ym∈Ym}

とす れば,全 社的最適値ψ(の に対 して次式が得 られ る,
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りゐ ケハ 　こ

q(の 藁 Σ ～Pt(Ut)=Σ 刀z勿 ツ幽 一minΣ ツtUi躍minlu,
伊1i=1yt∈iYiydEiYitmll∈ …L

(i=1,…,m)

し た が っ て,吻 ακ ψ(の 一 Φ か ら,
π∈ひ

Φ=maxmin伽
"∈uI邑L

とな る,

か くして,(1)の 最 適解 に関連す る諸変数 と目標関数 の値 は,事 業部分解に

よ って,本 部 と事業部 チー ムとが,各 々最大化,最 小化 プ レイヤー として登場
(5)

す るゲー ムの値 とそれ に関連す る最適戦略 によ って考え られ ることにな る,

このゲー ムの値 は,「 擬制 的フ。レイの方法」によ って実際 に計算す る ことがで

きる.こ の方法の アイデ アは,ゲ ー ムの値を求め るため に,一 定 のルールに し

たが って双方のプ レイをす るかのよ うに計算を行 な うことであ る その方法 は

次の とお りであ る.

最 大化プ レイヤーが,あ る純粋戦 略u(1)を と ると,最 小化 プ レイヤーがそ

れに応 じて純粋戦 略1(1)を と る.最 大化 プ レイヤ ーは1(1)に 対 す る純粋戦

略 ・(2腿 ぶが,実 際 ・・は ・(・)-e・(1)・ 吉 ・{2・ を とる・最・1・化 プ ・ ・ヤ

ーはu(・)關 して純職 略1(2'を 選 び ,実 際には1(・)一 壱・(1)・ 壱 ・(2・を と

・・肝 同謙 して,最 大化プ ・・ヤーは1(N-1)闘 してu(N)一 ㌻ ユ・

(N-1囁 ・(r・・一寿{・(1)+u(2・+… ・u(・・}をとり最 小イヒプ ・ ・ヤーはu(N)

に対 して1(N)」 完1・(N-1)・ ゐ … ・一 ・(1)・1・2・+… ・1…}を とる,・

のよ うな形 でゲームを無 限に続 ける と,最 大化プ レイヤーの得点 と最小化 プ レ

イヤーの失点 はゲームの値 に収 束す る.

最 大化 プ レイヤーで あ る本部 は,最 小 化プ レイヤーであ る事業部 のチームが

伝達 して きた シャ ドー ・プ ライ スを もとに して,事 業部 チームか らの純受取総

額 を最大 な らしめ るよ うに再度,資 源の数量割 当を決定 して各 事業部 に伝 達す

る.事 業部 チームは指示 された数量割 当を もとにして本部への純支払総額 を最

小 にす るよ うに再度,シ ャ ドー ・プ ライスを決定 して本部 に伝達す る,こ のよ

(注5)証 明はKornaiandLipt6k〔K13〕PP.151-153を 参照せよ,
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うなiterationが 最 適状態 に達 した ときには,本 部の純受取総額=全 事業部チー

ムの純支払総額,と な り,し か も各事 業部 が報告 す る1,がi-1,…,mに っ いて

すべて等 しい.

6.4iterationの 計 算 過 程

iterationの 具 体的 な計算過程 は次の とお りである.

第i事 業部の 闇題(5)と(6)は,次 のよ うに明示 でき る.

原 問題:

1'-a、 ξ≦-v・t(第1節 の最終行 を参照せ よ)(7)

{∂ りξ乞≦2冤ノ(ブ=ユ)一 ・・,m,ブ≠i)(8)ノ
'

1ノ つξf≦Wi(9)

igOitξi≦hilo(1=1,…,1,)(10)

1、 ξ,≧0

の も と で,最 大 化s'igi==si」c-・i.

双 対 問 題:

nll,
-v
、αtlc+Σ ゐ雛 ζ置ノ+ 、ん γi+Σgo繊 の`≧5沈(11)

1翼'-1(k_1,_,勾

Vi,ζi」,Ti,σit≧0

の も と で,

ntl、

最 小 化(-w、Vi+ZIZiζi」+WiT,i+ΣhOitσit).(12)
ゴ=11=1
ゴ≒ゴ

(7)～(10)式 の 右 辺 は,(3)のUiの 要 素 か ら構 成 さ れ て い る.す な わ ち,　れ
Vt=ΣZj,十d,(i=1,…,m)(13)

」=1
/si(Vi≧0,z戸 ≧0)

アル
Σ=】Wi=研/(・Wt≧0)(14)
t-1

を満たす よ うなツら鍬 を本部 が定 める.こ の とき,(ユ3)か ら,

れし

一 凶 一 Σ 堵ノー 駒 で あ る か ら,
ゴ司ゴ
キで
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-4ゴ ーV1+Z21+231+…+ZmlI・
i一 鵡i21i+z2i+…-Vi+…+Zmi

C#-i=i(15)
-dmIZIm+z2M+… ・・-Vml

w.w、 伽,+… …+ZVm」

と な る.(15)の 右 辺 の 各 項 か らな る 各 列 を 本 部 は 晒 と し て 各 事 業 部 に 指 示 す

る.し た が って,各 事 業 部 の 専 用 資 源h,06i加 え て,

'-Wl

l[X211「2mゴ1
2、21!-W,1…2m2

2「1312「231::

ロ　
u、-i2、m,u、 一.z,m…,…,Um・ ・1-w,nl(16)

WIUリ2.η リm

hlohOo1
218孟I

o
.・o.3EEi…

　 ニ ミ 　 ニ
/tO
肌,Oηt'hOm'

とな る.(hiOは ん凸 を要素 とす る1`次 元の列べ ク5ル,Oiは0ば か りか らな る

4次 元の列 ベ ク トルであ る.)

(12)は 事業部 に とっては本部への純支払 を意味す る,2払 勧,hiOt(ブ ー1,…,

m;1・-1,…,1,)の 割 当を受 けて,そ れを シャ ドー ・プライスで評価 した ものの

mli

総 和 Σ物 ζσ+ZViTi+Z]hOitqiは 第i事 業部か ら本部への支払 であ り,-ViViは
乏弘1=1
フ≒軍

第 ゴ事業部が 自己の生産 物をη乞だけ本部の指令 どお りに他事業部 向けない し在

庫 向けに提供す る ことによ って受け とる(シ ャ ドー ・プ ライ スで評価 した)収 益

額 である.し たが って,「 純」支払は(12)に な る.す べての事業部 を1チ ーム と

して考え ると,(12)の 房1,…,mま で の総和 が,最 小化プ レイヤーの純支払総

額 である.こ れに対 して,最 大化 プ レイヤーの本部 では,(12)のi-1,…,mの

総 和 は事業部チー ムか らの純受 取総 額 とな る.こ こで,hO,,(1==1,…,1,)は 本 部

か らの割 当を うけた ものではな く,し たが って,こ れを シャ ドー ・プ ライスで

1¢

評価 した額Σh%σ 包εは本部 に支払 う必要 がな いと もいえ る.さ らに,こ の点 で,
1=1

れ

本部はh%の 値を変えることができないので,本 部が最大化す るものはΣ(一 鶏
t"1
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ナだ

Vt+Σ 蜀 ζり+ZViTi)と 考 え る こ と も で き る.

芝組
ノ≒軍

ま ず,本 部 が(娠1),Ziy(1),Wi(1))σ 一1,…,m)を 指 示 す る こ と か ら ス タ

ー トし て
,(Vi(N-1),2w(N-1),Wi(N-1)),(i一 ユ,…,m)の 指 示 ま で 進 ん だ

と す る.(一 般 的 な 説 明 と し て は,ス タ ー トで はN-1≡1と 考 え れ ば よ い,)事

業 部 は そ れ に 対 し て,(11)の 条 件 下 で(12)を 最 小 化 し,色(!>-1),ζzノ(N-1),

Ti(N-1))と ΦOi(N-1)σ=1,…,m)を 報 告 す る.た だ し,

Φ・・(T)-Tデ ΦW-1)・ ÷ Φ・・…

11

Φ 乞0⑦=ΣhOitσit(N)

1==1

とす る.

(の 本部 にお ける計算 と判定

iterationが 最 適状態 に近づ いた場合,本 部 の純受取総額 と事業部 チームの純

支払総額 との差は小 さ くな る,こ の差が ゼ ロに収束すれば最適状態 になる.し

か し,こ こでは最全な最適状態を求め るのではな く,こ の差が δ≧0以 内にな

ることで満足 す ることに しよ う.し たが って,こ こでは最適 化の数学的 アル ゴ

リズムの中へ満足 化原理を とり入れて,両 者 を接衷 させて実際的な解決をはか

ろ うとしてい るわけであ る.こ れは,ゲ ームの 「擬制的プ レイ」の収束の悪 さ

に対 す る実 際的な対策 であ る.し か し,こ の工 夫だけで,コ ーナ ィの方式が十

分 に実 用的であ るかは問題 がある.

そ こで,Φ(N-1)一 ψ(1V-1)〉 δな らば,iterationを 続 行す る,た だ し,

　

{
Φ(T)==tp#(T)十 Σ Φoτ(T-1)

t-1

⑪(T)●(Wi,Ziy,Wi)=(u、(T),Ziノ(T),Wi(T))(i-1,・ ・,m)の と き の(17)の 値

れ

{
q(T)=・ Σ(Pi(T)

t=1

9i(T):(Vt,7-i,σit)=:(vi(7'),Ti(の,σ 、`(の)の と き の(12)の 値

と す る.し た が っ て,

　 れ
Σ】(-ViVt(2>-1)+Σ ユZtdζtノ(1>-1)+τViTi(1>-1))→max!(17)
inl炉 玉

ノキゴ
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れ
vz一 Σ 馬t=d・,(13)

掃(i-1,…,m)

れ
=wε=ワ[/(14)
1-1

の 解,(Vi(N),擁(N),TVi(N),お よ び(17)の 値OP#(N))σ=1,…,m)を 決 め る 、

こ の 線 形 計 画 問 題 は 制 約 条 件(13)と(14)が 相 互 に 分 離 し て い る か ら,次 の(i)

と(ii)の2つ の 閥 題 に 完 全 に 分 解 可 能 で あ る.

(・)[当帥 、(N-1)・ 毒 、ノζ,、(N-1))一 一 ・
it=1え=1
1戸 ゴ

れ

v,一 Σ2ij…d,(13)

1;}(飼,_,m)

こ の 小 間 題 の 解 は,

(イ)macζi」(N-1)〈Vi(N-!)な ら ば,
∫≒f

ノ=1,…,nl

勿 、(押)=φ,

{xノ'i(N)=o,(ブー!,… μ,ノ≠i).

(ロ)maxζi」(2>-1)・.・ ζro・i(1>-1)≧Vi(N-1)な らば,
ノ≒ゴ
ノ=1,…,m

Wi(lv)-Vt,

Zroi=脇 一4`,

之ゴ乞(N)-O,(ブ ー1,…,m;」 ≠ ゴ,ブo).

(イ)の ケー スは,第 ガ事業部 の第 ∫財の供給価格 がいかな る他の事業部か らの

第 ゴ財の需要価格 よりも高 い場合 には,第 ゴ事業部 は第 ゴ財の最低 必要量羅 だ

けを満たす生産をすべ きであ り,他 の事業部 への第'財 の振替え割 当量 はゼ ロ

とすべ しとい うもので ある.(ロ)の ケースは,あ る事業部(た とえば第ノo事業

部)の 第 ゴ財へ の需要価格 がその供給価格を越 えている場 合には,第 ガ事業部

は最 大限の供 出割 当て量 琉の生産 をすべ きであ り,そ こか ら最低必要 量鵡を差

し引いた残 り全部 を,そ の第ノo事業部 だけに引渡すべ しとい うものである,こ

のとき複 数の事業部において第 ∫肘 への需要炉格が供給価格を越えて いると,

最大の需要価格を示す事業部だけにVt-d,が 引渡される,
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fm
(ii)蔚 噸(N-1)→m"x!

'1れ
ΣWi鳳V/(14)
1
.i=1

こ の 小 問 題 の 解 は,

max7i(N-1)=rio(N-1)な ら ば,

ωio(N)=W.

{Wi(N)-0,σ=1,…)m;i≠io).
共 通 利 用資源 について は,最 も高 い需要価格 を報告 した事業部(第 ら 事業部)

に対 して,そ の全供給 可能量を 引渡 し,他 の事業部に は全 く引渡 さない.

さて しか し,以 上で得た極端な解をその まま事業部 に指示すれば,永 久 に最

適状態 に収束す る ことがない.し た が って,そ の ままの形 では指令 しない,

(Wi,Zi」,ZUi)一(Vi(N),驚 がN),Wi(「v))(i-1,…,m)の と きの(17)を 値 をΦ#(N)

と し,

れ
Φ(N)=Φ#(N)十 Σ Φo,(N-1)(18)

炉 工

を求め,

Φ(N)-ep(N-1)〉 δな らばiterationを 続 行す る.こ のとき,事 業部に指 示

すべ き割 当量 は次 のよ うに決め る.

Vi(N)一 鵠 ・・(N-1)+寿 …N・

…(N)一 柴1銑 ・(N-1)・ 炉 ・… 飼,…,m(19)

w・(N)一 聖 蝋N-1)+寿 ω・(N・

た とえばVi(N)は,こ れ まで(13)・(14)・(17)か らな る問題 より得た極端 な解

の平均 にな って い ることは容易 にわか る.す なわち,

・・(N)一 寿(痴 周2・+・ ・(3・+…・・鋤

(∂)事 業 部 に お け る計 算

(Vi(N),劾(N),Wi(2>))に も とつ い て 事 業 部 双 対 問 題(11)・(12)を 解 き,シ

ャ ドー ・プ ラ イ ス(Vi(N),ζ がN),Tt(N),σtl(N))を 求 め,か つ,そ の と き の(12)の

1,

値 を(Pi(N)と す る.さ ら に,ΦOi(N)一 ΣhOttatt(N)を 計 算 す る.
t=1
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事業部から本部に報告すべき指標は次のように決定する.

・・(N)一 ㌦1・ ・(N-1)・ か(・ ・

益・(N)一 ㌣ 益・(N-1)・kζ ・フ・・)r

T・(N)一 ㌣ ・・(N-1)+か(N・i-1,…,m(20)

Φ・・(N)-tt'¢ ・・(N-1)・ ゐ Φ ・・・・・・ …(1)一 Φ・・(・・

ΦOi(助 は ,本 部問題の 目標関数(17)の 内 容に入 ってない にもか かわ らず,事

業部 の双対問題の 目標関数(12)の 中 に関係 してい る.そ のため に,本 部 の純 受
アハ

取総額Φと事業部の純支払総額qの 差をみ るときには,o#に ΣΦOiを 加えねば
t=1

な ら な い わ け で あ る.

さ て,シ ャ ドー ・プ ラ イ ス とΦOi(N)の 報 告 を 受 け た 本 部 は,Φ(N)-op(N)

の 判 定 を し て,そ れ が δを 越 え れ ばiteratior1を さ ら に 続 行 す る.も し,あ る 段

階 で Φ(T)-op(T-1)ま た は Φ(T)一 ψ(T)が δ以 下 に な れ ばiterationを 中 止 す

る.そ し て,(Vi(T)、Zi」(T)Wi(T))(i=ユ,…,7π;ブ ー1,…,〃z,ノ ≠ の に も とつ い

て 事 業 部 の 線 形 計 画 の 原 問 題((7),(8),(9),(ユ0)の も と で5癌 →max!)を

解 き,ξ1(T)を 得 る.こ の ξ,(T)が 実 行 す べ き 各 事 業 部 の 諸 活 動 の 水 準 で あ る.

最 後 に,以 上 のiterationの 過 程 を フ ロ ー ・チ ャ ー トで 示 して 要 約 し て お く.
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v、(Ar-1),2り 〔.V-1)・ll・ 、(N}1)

'弄1,'一 ・…T〃 卍

111 .)の条 件 下 で

〔12)一'min!

:・i(N-1),ζ り(Ar-1),τ 〆 八一1)・

Φ7(IV-1),ψ 犀(IV-1).'-1,… ….m

(※ 印 部 分 は 本 部 の 作 業)
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6.5若 干 の 批 判 的 検 討

コー ナイらの方法 の長所は,ダ ンチ ッヒらの分解原理では分解 して解 きえな

いよ うな問題 を も分解 で きる点 にある.す な わち,事 業部間に 「外部性」 が存

在 し,そ れを表わす巨大な分解 不能係 数行列 が存在す る場合 には,コ ーナ イら

のよ うな手法に頼 らざ るを えない.そ の意味では,こ のよ うな情況下で は,ダ

ンチ ッヒ ・モデル とコーナイ ・モデル とは手法 として トレー ド・オ フを問題 に

す る余地 はない といえる,

しか し,コ ーナイの手法 は,ゲ ームの 「擬 制的プ レイの方法」をそ の収束 ル

ール として用いてい る点 に欠点 がある,こ の収束 ルールは実 用的でな いこ とが
(6)

指 摘 されてお り,ゲ ームの値 への接近 はかな りの時聞を要す る.し た が って,

実 践的には,か な り大 きな値 の δを指示 しておかねばな らないで あろ うが,こ

れ は最適化原理でな く満足 化原理のみか ら許容 され る.

収 束性に関 しては,巧 の値の大 きさも問題 にな る.本 部 は事前に 猪 の値 を

どのよ うに して決定 してお くのか疑問で あ る.防 の値 が大 きければ 最適状 態

への収束 の速度は速いがiterationは 不 可能 にな るおそれが あり,小 さければ

(7)
iヒerationは 続 行で きるが,収 束 の速度 は遅 くな る可能性 が大であ る.ViSYiで

あ るか ら,Viの 値 は,第 ∫財生産 の最大可能量 として も与え うる.こ のデー タ

は,共 通資源Wを 全部第 ガ事業部 に振 り向けた場 合に,第 ガ事業部専用資源 の

制限hO,,L)Z外 に制約がな いとすれば,第i財 は最大限 どれ だけ生産で きるか と

い うことで確定で きる,こ の値 はY、その ものの上限 と考 え うる.

また,コ ーナ イらのモデルではWを1種 と仮 定 してい るが複数 に容易 に拡張

で きることも,す でに指摘 した.

さ らに,第2節 でのべた諸仮定が部分的 に満 たされ ないか もしれない ことも,

す でに明 らか に した.

次 に,コ ーナイのモデル とダ ンチ ッヒのモデル との比較を,別 の観点か ら行

ってお く.

お よそ,部 分 システムの諸行 動の計画,統 制のための管理計算に個別的完結

性 が要求 とされ る場合 には,当 該部 分システムがそのシ ステム外部ない し全体

(注6)Gale(G1〕p.256(訳 書245頁)参 照.

(注7)岸 本 〔k4〕56-60頁 の例示を参照せよ.
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シ テ ス ムとの間に本来 的に有 してい る相互依存 関係 をなん らかの方法によ って

遮 断す ることが必要 であ る.こ の遮 断め方 法 として一般 的には次 の2つ が考 え
(8)られ
る,す なわち,

(1)サ ブ システム外部 との関係 が,そ のサブシステム外部 の行動 に関連す る
　 　 　 ロ

機会原価を 中心 として計算的 に処理 され る場合.

(2)サ ブ システム外部 ない し トー タル システムか らそのサブシステムの行動
　 　 　 　

に対 して課 せ られた制約条件を明示的 に当該 サブシステムの計画 ・統制 モデル

に組入れて処理 され る場合.

上 の ような部分 システ ムの準独立化は,そ の システム外部 との関係 を仮説的

に処理す ることによ って得 られ ることが多いので,そ の仮説が正 しか ったか否

かは,全 休 システムの中で もう一度確かめ られなければな らない.そ れは,同

時に,部 分 システ ムについて行なわれた個別的管理計算その もの の検証 と もな

りうるものであ る.

こ こで,わ れわれは上記(1)の 方 法によ る準 独立化を ダンチ ッヒ=ウ ル フの

モデルにみ ることがで き,(2)の 方 法によ る準独 立化を コー ナイ=リ プ タクの

モデルにみい出 しうる.そ して,こ れ らに導入 された機会原価や制約資源 割当

量 にかんす る仮説 は,と もに本部 の調整 問題 に よって検証 されてい ると考 え る

ことができ る.

本 部 によ る調整 とい う形で の介入 に関 して両 モデルの比較 をす ると,ダ ンチ

ッヒらのモデルで は計画 の最終段階で事業部 の最適 プラ ンは本部 によ って課せ

られ ることにな る.す なわち,最 適事業部 プラ ンは,情 報交換 の連続 において

事業部が提 出したフ。ラ ンの加重平均で あ り,そ のウ 山 イトは本部 が決定す る.

そ の意味で,分 権化の利点(決 定の 自立性)が 損われて いる,他 方,コ ーナイ

らのモデルでは,情 報交換の終点は本部 によ って決定 され るが,最 適事業部 プ

ランは事業部 自身に よ って決定 され る.こ の意味で,事 業部 は最終的な決定 の

自立性を有 してい るといえ る,し か し,こ の場合に も,交 渉 の終末 に対す る停

止ルールは本 部が実行す るか ら,ダ ンチ ッヒらのモデル と比べて より高い 自立
(9)

性 が 事業部 に与え られ るとはいえないであ ろう,

(注8)小 林 〔k20〕参照.お よびAAA〔A2〕(門 田訳35-36頁).

(注9)Haas〔H1〕 のモデルも,コ ーナイと同様に最終プラン自体は事業部が確定する

ものである.
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第7章

任意のモデル構造 に対す るアダ ムの

分解 アル ゴ リズ ム

本章では,ダ ンチッヒらの分解法の前提(係 数行列がブロック角形システム

をとること)をはなれて,任意の形のモデル構造をもつ全体問題で も分解的に解

決するアダ錨 分解耀 をできるだけ忠実に紹介す る(第 櫛).そ して,さ ら

に彼の分解法の分権的システムにおける意義をも紹介 し(第2節),最 後に,この

分解アルゴリズムに対する筆者の批判的な検討を与えるものである(第3節).

7.1ア ダ ムの分解 アル ゴ リズ ムの数学 的 基礎

7.1.1同 時 的計画 問題 の部 分 問題へ の分 割一 アル ゴ リズム の

第1ス テ ップ

解 くべき問題は,次 のような線形構造の同時的計画問題である.

れキれ

〃zaxz=ΣCd」ty

」"1(1)

あキれ

Σ α1μ,=あ
Jsl

C」≧ ・1=}:::::窺+
n.

こ れ に 対 す る数 値 例 は,次 の よ う な 当 初 の 行 列 を も って い る.こ こで,x1,… ,

x6は 生 産 す べ き 各 製 品 量(活 動 変 数)で あ り ,x7とx8は 遊 休 能 力(ス ラ ッ ク

変 数)を あ ら わ す.

(注1)ア ダ ム(DietrichAdam)は,西 ドイ ツの ミュ ン ス ター大 学 にお い て オ ペ レー シ

ョズ ・リサ ー チ 講 座 の主 任 教授 で あ る.

(注2)ア ダ ムの 分 解法 はW・R6hrsと 共 同 して考 案 され,AdamundR6hrs〔A6〕

で 発表 され た.そ の 後,ア ダ ムが 加 筆 し,分 権 的 シ ステ ム に お け る その 意 義 も加 えて,

Adam〔A7〕S.196-230に 再録 さ れて い る,本 章 は,ζ の 後者 の文 献 に よ って い る,
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1
X、X、X、X4X、X,X,X,1bt…

I

I3241631200

11463591150
1

_1

-8-11-20-9-18-24 10
___一 一_』 一一[

第1表=全 体 問題 の 当初 行 列

こ の 全 体 問 題 に 対 す る最 適 解 は 次 の 第2表 で 計 算 さ れ て い る.す な わ ち ,プ

ロ セ スXlとX4が225/4と125/4の 数 量 で2925/4の 利 益 を も って 基 底 に と り 入 れ

ら れ る.

　 　

1ヨ1L'-v塑X4"'5至 一 竺.坐 「bl」I
I11/43/4ユ3/83/8 -1/8225/4

L_5/4_Ut--19/8- 一一.-3こ1/83/㌧'25/・ 、

Ig/47/441/・315/819/・12925/41

第2表:全 体問題の最適解

以下の説明では,全 体問題の この最適解は まだ判明 していない もの と仮定 し

てお く、 したが って,第2表 は比較 目的のためにだけ用い られ る.

分 解法 を適用す るため に,第1表 の主 問題(HauptprobleM)は,部 分 問題

(Teilproblem)1が 活 動変数x1,…,x3を と り,部 分 問題2が 活動変数r4,…,

κ6を とるとい うよ うに分解 され る,変 数 には指数を付加 して,そ れ が どの部分

間題 に属す るかを明示す る・制約条件 であ る使 用可能能 力b,は2つ の部分 問題

に次 の2つ の条件を満足す るように分割 され る.

(i)各 部 分問題 に属す る能力の合計は,全 体問題の使用可能 要素量 に一致す

る:

bti+b2t=bi♂=1,…,m(2)

(ii)各 部 分 問題 は最適解 を有すべ きで あ る.

そ こで,次 の2つ の部分 問題が生ず る.

部 分 問題1:

8Xl1+11x12+20x13=z1→max

3xll+2x12+4x13≦100(3)

κ11十4x12十6x13≦75
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x11≧0;…"・,x13≧0,

部 分 問 題2:

9x24十18x25十24x26==22→max

x24+6x25+3x26≦100(4)

3x24十5x2s→-9x26≦75

x24≧0;… …,x26≧O.

こ れ ら の2つ の 部 分 問 題 は,次 の 第3表 と 第4表 で 示 さ れ る よ う な 部 分 最 適

解 を そ れ ぞ れ 呈 す る,

X、1X、2X、3。 、7。 、81b・ 、iし
1-2/73/7-2/7エ50/7

5/71-1/143/ユ4125/14

122135・

第3表:第1部 分問題の最適解

X・4・25・26・ ・7・28い ・2f

-13/5-39/51-6/510

3/519/51/515

・/…/・ ・8/・127・

第4表:第2部 分問題の最適解

さて次に,各 部分解に対して,パ ラメトリック ・プログラミングによる感度

分析が行なわれる.こ れによって,各 部分問題のもとの制約条件の右辺が変化

(増加または減少)す る場合に,す でに発見された部分最適解の基底がそのま

ま維持され,し たが って,い ずれの基底変数も他の非基底変数 と交替さるべき

ではないようにしつづけるには,こ の能力再配分はどの程度の範囲まで変更で

きるかが確定 される.つ まり,現 在の基底がそのまま維持しつづけうる限度で

の能力再配分量が確定 される.

そこで,各 部分問題の各制約条件に対してd=1の 係数をもったパ ラメータy

だけ拡大される・したがって1た とえば第1部 分問題の最適解は次のような形

をとる,
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3Xll一 ト2Xl21-4x13→-x17=100十do/1=1(5)

Xl1-}-4x12十6Xl3十x18=75十dbl12

0vは 正 ま た は ゼ ロ ま た は 負 の い ろ い ろ な 値 を と り う る,そ し て,能 力 はyのd倍

だ け 変 化 す る.係 数dに は 値1を 付 し た か ら,dは ス ラ ッ ク変 数x17、x18の 係 数

と ま っ た く同 じ よ う に な る の で,ッ は 計 画 問 題 に 特 別 に 活 動 変 数 と し て 導 入 し

な い で す む.そ こ で,blに 依 存 し た 最 適 解 は,た と え ば 第1部 分 問 題 に 対 して

は 次 の 第5表 に お け る 解 を と る.

I
x、、X、2X、3。 、7X、81b・ 、tツ 、、y、21

1-・/73/7-・/7!・5・/,3/,一 ・/7'

15/
71-・/、4・/、41・25/、 。 一 ・/、4・/、41

11

1

112235022i

第5表:第1部 分問題のorに 依存した解

この解 は,当 初 の第1部 分 問題 において

X17;X17一 ツ11

×18=XIS一 ツ12

の変 換を行 な った場合 の解 とい うこともで きる。

変数 に対す る非負条件 によ って,基 底変数 紛、に対す る解 は,次 式 の条件 に

従 うときにのみ許容 され る:れ
x。乞騙 うノ,i十 Σd/tihツth≧0(6)

h=1

揖1,…,m.

こ こで,指 数之はそのつ どの部分問題の番号をあ らわ し,指 数んは変化パ ラメ

ー タの列番号を あ らわす .b'siとd/tihは そ れぞれ,右 辺 のb,iの 変 形 された もの

とd,ihの 変 形 された ものを表 わす.

y-Oの と きに発 見された当初の最適解は,yが ゼ ロ以 外のいろいろな値 をと

って もyが 条件(6)を 満 足 しているかぎ り,最 適であ りつづける.yの 値 を,

条件式(6)が 等 号 をとるにいたるまで増減させるな らば,与 えられた当初 の基

底 を維持 しつづ け うる範囲内での 〃の変化領域 の限界が 明らか になる,

したが って,第1部 分問題の右辺 におけ るツは,次 の ような制 約条件 の限界

内で変化す る.こ の条件下で は基底の構成 は変化 しない,
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3/7∠ソ11-?/7:ソ12≧-150/7(7
.1)

-1/14ツ11十3/14∠ ソ12≧-125/14 ,(7.2)

こ の 条 件 下 で は 能 力 再 配 分 が 行 な わ れ た と し て も,基 底 変 数 の レ ベ ル だ け が

影 響 を う け る,基 底 変 数 の そ の つ ど の レ ベ ル ー 生 産 す べ き 製 品 の 生 産 量 一

は,次 の 式 か ら 明 ら か に な る,

Xl1…150/7+3/7ツ11-2/7ツ12(8.1)

x、3-125/、4-1/、4Y、 、+3/、4ッ 、2(8,2)

あ る い は 一 般 的 に 表 わ す と,　
x,Fろ'ei十 Σdt。ihyfhi=1,…,m.(8.0)

h=1

基底変数 は,そ の許容領域一(7.1)(7,2)あ るい は一般的 に(6)の 限界 に

おいて ゼロの値を とる.

目標関数の値 は,次 式か らえ られ る=

Zl=350十2ツ11-←2ツ12(9,1)

あ るいは一般的に

れら 　
馬=Σ(b',,十 Σd/tihY。h,)Ci(9.2)
t==1h=1

　

こ れ はz,一 Σ 」C,iCiにお け るCtiに(8.0)を 代 入 し た も の で あ る.
¢=ユ

さて,第2部 分 問題 につ いて も,上 記 と同様 に,orの 変 化領域 に関 す る許容

条件 は次 の形を とる.

ツ2一6/5bl22≧-10(10.1)

1/5Y22≧-15 .(10.2)

基 底 変数の レベル は次式の ように定め られ る.

x27-10+ツ2一6/5ッ22(11.1)

ヱ25=15十1/5ツ22.(11 .2)

目標 関数は次の ようにな る.

z2=270十18/5ツ22.(9 。3)

7.1.2部 分 最 適 解 に よ って 全 体 問 題 の基 底 解 を 決 定

ア ル ゴ リズ ム の 第2ス テ ップー

能 力 動の両部分 問題へ の配分 は任意 に行 なわれ たか ら,両 部分 閥題 の解 の合
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計 は全体 問題 の最 適解 には一 致 しない.し か し,両 方 の部分解 の合体 は,条 件

(2)に 従 って能 力配分 され ていたために,つ ねに主問題 の実行可能解ではあ る.

両 部分 閤題 の最適解は,む しろ,主 問題 の多数の基底解 の1次 結合で ある.と

い うのは,両 部分間題 の基底変数 は,退 化の場合 を無視すれ ば,主 問題 の基底

変数 の2倍 だけの変数を含んでい るか らであ る.

さ て,両 部 分解のyに 関す る(7)と(10)の 許容領域 内に一 よ り正確 にはこ

の許 容領 域の端点において一,主 問題 の多数の基底解が存在 してい る.そ こ

で,両 部分問題の これ らの 許容条件か ら,一 つ の 線形補助 プ ログ ラム(ein

linearesHilfsprogramm)が 部 分問題解の全H:的 調整のために設定 され る,こ

の補 助プログラムは,部 分最 適解 の許容条件(7)と(10)の 枠 内においてパ ラメ

ータ 〃を動かす ことによ って
,能 力 傷を両部分問題に新 しく再配分するもので

ある.し たが って,こ の補助プ ログラムを使 って,部 分的最適基底の許容条件

内におけ る主 問題の基底解(最 適解)が 求 め られ,そ の基底解は(2-Zt+z2〕 の

最大利益を示す しか し,こ の解 は主問題の真の最適解であ るとはか ぎらず,

あ くまで も部分最適解の許容領域 内とい う前提をおいてい るか ら,主 問題のい

わば 「相対的最適」(relativesOptimum)で あ る.と ころで,こ の相対的最適

解の全社的 にみた実行可能性 を保証す るた めには,能 力 のいかな る再配分 も,

条 件(2)の 下 で行なわれなければな らない.し たが って,第1部 分問題の能力

の拡張 は,第2部 分間題 におけ る対応的な能力縮少 と相応 していなければな ら

ない.

そ こで,補 助プ ログラムは,両 部分 問題 の最適基底 の枠 内で のッの変化 に関

す る4つ の許容条件 と,全 体問題 の枠 内で の解 の実行可能性 を保証す るた めの

2つ の再配分条件 とによ って,次 のよ うに形成 され る.

orllY12ツ21ツ22

。、+.,。 。122・8/・+35・ ・27・ 一 …!

13/7-2/7) .-150/71

-1/143/14=≧ ニー125/14
1

1-6/5》-101

111/・2-151
　 1=・Oi

11=0

第6表
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こ の ような線形 の補助プ ログラムをLPの シ ンプ レクス法で解 くこ とは,パ

ラ メー タッが負値を とりうるので,シ ンプ レクス法 の 「非負条件」 が損 われ る

か ぎり困難で ある,し か し,ッ は負値を と って も経済 的には意 味があ るので,

以 下で のべ る変換パ ラメー タ 〃を使 って この補助 プ ログ ラムは定 式化 しなお さ

れ る.変 換パ ラ メー タuは,負 とな りえない(u≧0).

こ こで,パ ラ メー タッに関 して考え うる最小値 は,部 分 問題 に属 す る能力傷

の負値 に等 しい.こ の場合 には,能 力はある部分 問題 か ら他の部分問題へ と全

部 的に再 配分 され ていま う,し たが って,あ る部分問題zの 制約条件ieこ 関す

るパ ラ メー タッに は,次 式が成立す る:

Y。i≧一ろ。ゼ,(12)

それ 故,変 換パ ラメー タ晦 は次 のよ うに定 義で きる:

u2i=bgi十 〇'ei.(13)

した が って,こ こで の例 については,

Ull一 ユ00+Y11,す な わち,Pt11・=U1一100

π12==75+Yユ2,す な わち,y12=・u12-75(14)

u21-100+Or21,す な わち,Or21・=u21-100

u22-75+y22,す な わち,Y22・=u22-75 .

(13)式 か ら,パ ラ メー タu,iは,補 助 プログラムの枠 内で部分 問題に帰属 さ

るべ き能 力を あらわ してい ることがわか る.

こ のようにして,補 助プ ログラムにおいてパ ラメー タ伽 がパ ラメー タ κ。乞に

よ って置換え られ ると,た とえば,補 助プ ログラムの第1の 制 約条件は次の よ

うに変形 され る.

3/7(all-100)-2/7(u12-75)≧-150/
7(15)

す な わち,

3/7Ulユ ー2/7u12≧0
.

す べ て のパ ラメー タ伽 を 砺 で置換 えると,補 助 プ ログ ラムは次 のよ うな形 を

と る,
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e611U12U21U22

。、+。 、一 。2218/5m・xi

l3/7-2/7>OI

_・/、4・/、 。 、202

1.・/51Σ 。

11/・i≧02

111=200

1111=;150l
I

第7表

za11≧0;…;u22≧0.

最 初 の4つ の制 約条件 に 一1を 掛 けて不等号の向 きを逆 方向に し,ス ラ ック

変数w11,…,v22を 導 入 すれば,補 助プ ログラムの当初行 列がえ られ る(第8

表),同 時 に,残 りの2つ の等式 に人為変数w31,v32が 導 入 され るが,こ れ らは

最適解 において基底変数 に入れ られ る もので はな い.

telltt12u21"22wllUユ2Z/21?フ22V31て,32

1歌、.:忽11■
1-1・/51101

-1/51.O

i111i200 き
11111150
旨 一__一____.一__一 一 一一 一_一 一 一 一、_一 一一_一 一 一 一 一.__一] .一 一一.I

I-2-2-18/5
1 .『_一.一._.t-一 一.一 國 一 一_一__.._.__ ._一..____一..,..._一 一.一._tt.__.一 一.1-一 一 一_.,,

第8表=補 助プログラムの当初行列

この とき,補 助プ ログ ラムの最適解は次の第9表 の とお りにな る.

Ulli望2ヱ 竃
_'`22_1竺_"三2"21.ぞ22-一 三竺V321

1
113/78/73/7-2/ゲ3・ ・/7.

i1161200i

1-5、O

I1一/
・・9/・4一/・ ・3//・4「 ユ25/・…

11511501　 　
1-!-6ト0

24227001

第9表:補 助 プ ロ グ ラム の最 適 解
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この 最適解を両部分問題に関す る(13)の 関 係式 と(8),(11)の 関 係式 に代入

す ることによ って,能 力の再配分が部分 問題 の基底変数 のプ ロセス ・レベルを

どの程度 まで変化 させ るか を知 るこ とが でき る,す なわち,部 分問題の基底変

数 は,能 力再配分 によ って次 の値 を とる:

基 底 変 数 部分問題での値 再配分後の値

.r11150/7300/7

.Td31125/14ユ25/7
　

x25115
、0

-:Y・ ・ 」-10-一.dwwO-_

第10表

この例では,両 問題への能力の再配分は,第1要 素能力 も第2要 素能 力 も第

1部 分 問題 に全部振 り向けて しまうとい う仕方で行な われ る,全 社 的利 益は こ

の再配分 によ って,部 分最適値350+270-620.-DMか ら,補 助 プ ログラムの

示す700.-DMに 増 加 した.
コ 　 ゆ

さてこ こで,補 助 プ ログラムはつね に主 問題 の基底解 を導 くことが証明 され

なけれ ばな らない.

補 助 プ ログ ラムにおいて は,も との全体 問題(第1表)は 部分問題の最適解

において基底変数 であ るよ うな変数㊨だけを考察 して解か れ る.し たが って,

全 体問題の相対的最適基底 は,部 分問題の基底変数 か らしか構成 され ない と

ころで,部 分間題が2つ の場合 には,そ れ らの基底変数の数 の合計 はつ ねに全

体問題で生 じうる基底変数の数の2倍 にな って しまう・ したが って,補 助プ ロ

グラムを解 くことによ って,部 分間題か らの2m個 の基底変数 の うちm個 がゼ

ロにされ ることが保証 されていなければな らない.

補 助プ ログラム自体の基底 としては,い まの例 の問題で は,つ ねに2m+m

=6個 の変 数が基底変数 に入 らな くてはな らない(第9表 参照) .と こ ろが,変

数 η3@31とV32)は 能 力の人為変数 として仮定 によ り基底 変数 に入 ってはな ら

ない,ま た,補 完 的なパ ラメー タU,i(UllとU21,あ るいは,U12とU22)は 全 体

問題 の実 行可能性条件 か らつね に一緒 に基底 にあ らわれ なければな らない そ

の結果,残 りのvタ イプの4つ の スラック変数の うちいずれか2つ の変数は,

つ ねに基底変 数には属 さない ことが保証 され る.
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い ま,あ る特定の2つ のv*。 、が基底変数に入 らない とき,こ のv*ti-0と な

る.こ のとき,部 分解 のツに関す る許容条件(7)と(10)の4式 におい ていずれ

か2式 はかな らず等号を とる.し たが って,こ のことは,補 助 プ ログ ラムの最

適解はつね に部分解のいずれか2つ の許容条件 の限界 に存在 し,つ ま り,こ の

2つ の許容条件の交点 に存在す ることにな る.と ころが,こ の とき(8)と(1!)

式 に よ って,部 分問題 におけ るいずれか2つ の基底変数 勘 は ゼ ロの値 を とる

ことにな る,そ れ故,補 助フ。ログラムによ って,部 分 問題の2m個 の甚底 変数

の うち吻個 には ゼロの値がつけ られ,そ の結果,残 った 祝個 の変数 が主 問題の

基底を構成す ることにな る.

と ころで,補 助プ ログラムは,各 部分問題の基底変数 勘 だけを とり出 し,

これ らの基底変数 紛、の間に全社 的な合体生産能 力を再 配分 す るとき,全 社 的

利益 を最大 にす るにはいかな る能 力再 配分 が 行 なわれ るべ きか を 明 らか に し

た,こ れを換言す ると,各 部分 問題 の基底変数 だけを とり出 し,こ れ らの基底

変数の レベルを金社 的な合 体生産能 力の制約下 で変 化させ るとき,全 社 的最大

利益を うるには,こ れ らの基 底変数 レベル はいかな る値を と るべ きか を決定す

るとい うことにな る.

したが って,補 助 プ ログラムを解 くことは,部 分 間題 の基 底変数 諏 だけか

ら構成 され るよ うな小 さな主 問題 を最適 化す ることと同値で あ る.そ れ故,第

8表 の補助 プ ログラムの代 りに,次 の第11表 の 補助 プ ログラムを解いて も同 じ
(3)

結 果 が 出る.こ の縮少 された主 問題 は もとの生産係数 砺 と目標関数値 をその

ままうけつ ぐ.制 約条件式 の右辺 は使用可能全体能力biを 把 えてい る(第1表

参照).

(注3)補 助 プログラムのサイズは,分 解の際に配分される資源mの 数と部分問題zの 数

によって決まり,全 体問題の変数の数nは まった く関係しない.第11表 の型の補助プロ

グラムは,主 問題が完全占有行列(vollbesetzterMatrix)一 どの元にもゼロでない

数値が入 っているような行列一 を有する場合には,つ ねにm個 の制約条件式とm・2個

の変数から構成される.と ころが,補 助プログラムが利用可能な記憶装置では記憶でき

ないほど大きいものであれば,補 助プログラム自体をここでのべている分解法によって

再分解することができる,た とえば,3つ の部分問題から構成される補助プログラムが

2つ の下位部分問題にさらに分解されうる.こ れは数値計算法としても可能である.



126

　 　 ミ

1…烈 三Lx5-∫7L互.…
3461=200:

165=150
-一 一.___一 一一一一 一 一一一 一 一 一 一…　 I

I-8-20-18max

I -_一__一 一__一__一 一一一一____一 皇

第11表:部 分問題の基底変数に縮少された主問題

7.1.3部 分 問題 に おいて 全体 問題 の相 対 的最 適 基底 の も とで の 目

標 関数係 数値 を算 出 アル ゴ リズ ムの第3ス テ ップ

補助プログラムを解 くことによって,新 しい能力再配分が明らかになるが,

この能力再配分が行なわれたもとでは各部分問題でこれまで未実現であった要

素用途,つ まり非基底変数を全体問題の生産プログラムに取入れ ることが有利

かもしれない.そ こで,能 力再配分下において各部分間題は新しくどのような

基底構成を本部の補助プログラムに提案すべきかが問題になる,こ のとき,部

分領域における基底変更は機会原価を用いて決定される.

この機会原価は本部の補助プログラムを使 って本部が各希少要素別に算出し

各部門に通知される,と いうのは,個 別の部分問題の最適解においては同一の

生産要素に対し部分問題ごとに異った額の機会原価が成立しうるのに対 し,本

部の調整的補助プログラムは一つの要素に関しては全部分領域について普偏的

にあてはまる単一の機会原価率を算出するからである.

このように,主 問題の相対的最適甚底解のもとでの要素の機会原価率によっ

て,部 分間題のすべての非基底変数の経済性が再評価される.す なわち,こ の

評価においては,あ とで例示されるように,こ の要素種類別の機会原価率で算

定した製品単位あたり機会原価が,そ の収支的な単位利益額よりも小さいよう

な非基底変数を探索するわけである,こ のような非基底変数が部分問題に存在

していれば,シ ンプレクス基準にもとついて,ど のような変数を補助プログラ

ムに組入れるならば主問題の相対的最適基底が改善できるかが判定され る.い

うまでもな く,シ ンプレクス基準によれば,シ ンプ レクス表の最下段の目標関

数係数行においてマイナスの値をもつような非基底変数が存在するかぎり,最

適基底はまだ発見されていない,

そこで以下では,補 助プログラムによって求められた主問題の相対的最適基
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底 の もとで,主 問題の全変数 に対す る目標関数係数値を算 出す るには どのよ う
(4)

にす ればよいかが研究 され る.こ れには,2つ の方 法があ るが,ま ず第1の 方

法を明 らかに しよ う.

い ま取扱 ってい る例での補助プ ログ ラムは,非 基底変tWX5と κ7を 有 し,そ

れは制約条件 の数m個 に等 しい,こ れ らの非基底変数 には,こ の補助プ ログラ

ムの最適 基底の もとでの 目標関数係数値 〆ゴが補助プ ログラムを解 くさい に算
　 　 　

出 され る.そ こで,こ のよ うな補助 プ ログ ラムにおける非基底 変数紛 の もとの
の 　 　

生産係数 αりと,こ の変数 の もとの収支的単位利益のとを用いて,規 個の未知数
(5)

で あ る機会原価 率q・iとm個 の等式 とか ら次 のよ うな連立 方程 式がで きる:

c'ゴエΣαガg乞一`ゴ.(16.0)
活

この連立方程式 を解 けば,生 産要素 ガの機会原価率 のが求め られ る,

次 に,機 会原価率 のが知 られ ると,主 問題 の変数 であ って しか も補助プ ログ

ラムにはは じめか ら含まれていないよ うな変数 について,そ のo戸プの値が(16.0)

(注4)部 分 問題レベルで算出される目標関数係数値とそれに対応する全体問題の目標関

数係数値とを比較する目的だけから,こ こでは主問題(第1表)の 解決 を相対的最適基

底で表わしてお く.た だし,相 対的最適基底変数は第10表 から明らかなようにxllとx13

で ある.

1一土 一」 ・ 聖 軌 鞠.飴 町 酬 ・・泊　
i1-2/7-3/78/7-9/73/7-2/71300/7

5/714/79/1412/7-1/143/14125/7

1-14・22}…

第12表

(注5)(16.0)式 に お け るqtは,一 般 に 「評 価 乗 数 」(pricingmultipliers)ま た は 「シ

ンプ レ ク ス乗 数」(simplexmultipliers)と よ ばれ る もの に等 しい.基 底 に 含 まれ な い

列 ベ ク トルPd=〔 α1ゐα2∫,…,amj〕Tの 評価 は,2j-Cj=QPゴ ーら を計 算 す る こと に ょ っ

て行 なわ れ る.こ こで,

Q=〔ql,q2,…,qm〕

=・:CoB-1

た だ し,CO=〔Cl,C2,…,Cm〕:ら は基 底 に含 まれ て い る列 ベ ク トルPjに 対 応 す る収 支 的

単 位 利 益

B-1:m次 元 ベ ク トルの基 底B・=〔PIP2…Pm〕 の逆 行 列.

しか し,ア ダ ムは シ ンプ レ ク ス乗 数 の ベ ク トル9を,こ の 筆 者 注 の よ うに して直 接 的に

求 め るわ けで は な い.こ の注 は(16.0)式 の構 造 を説 明す るた め に付 した もので あ る,

た とえば,Gass〔G6〕pp.106-108(訳 書122-132頁)を 参 照 せ よ.
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の公 式に もとついて算 出され る.

そ こで,第11表 の 補助プ ログラムをx1とx3の 基 底 変数 で解 けば,シ ンプ レ

クス表最下段 の目標関数係数行で は非基底変tWx5とx7に つ き4と2の 値が生

じる(第12表 参 照).第1!表 で は,た とえば変数 む51の収支的単位利益c5t-18.

-DMが 示 されてい るが ,こ れは(16.0)の 公 式か らc'St=4,-DMに な る,す

なわち,

4=6。ql十5q2-18.(16.1)

この 式において,未 知数 の機会 原価 率q1,q2の 係 数6と5は,こ の品種x5に 関

す る要素 別の生産係tWai」を あ らわ して いる(第1表 参照).

ス ラ ック変数x71Cつ い ては,ゼ ロの収支的単位利益 を有す るか ら,(16,0)の

公 式をあてはめ ると次 式が成立す る:

q1;2.(17)

(16.1)と(17)の 連 立方程式か ら,第1要 素 と第2要 素 の機会原価率 は,qi-・2,

g2・=2と 確定 され る.

こ の点で注意すべ きことは,補 助 プ ログラムの真のね らいは,部 分 問題の基

底 に関す る許容条件の枠 内にお いて,要 素別 にそれぞれ単一 の機会 原価 率を導

くことにあるとい う点で ある.し た が って,補 助 プ ログラムによ って,主 問題

の相対的最適 にお いて成立す る機会原価額が算定 され るわけであ る.

そ こで次 の段階 として,こ の機会原価率 と公式(16.0)を 使 って,部 分問題 に

おいて非基底変数で あ った どの活動変数 に対 して も,主 問題の相対 的最適 にお

ける目標 関数係数値が算定 され る.こ れ らの変数 は補助 プ ログ ラムには含め ら

れていないので,こ の計算 は部 門 レベル で行 なわれ る,た とえば,非 基底変数

X4(あ るいは部分 問題 での認識 ではX24)に 対 しては,次 式か ら,新 しい 目標

関数係数値 は一1と 算定 され る:

ql十3q2-9=2一 ト3×2-9=-1.(ユ8)

こ こで,qlとq2の 係 数は品極 じ4の生産係数 であ り,[-91は そ の収支的単位利

益 であ る(第1表 参 照).同 様 に,非 基底 変数 κ12と κ26に 対 しては,1と0の

値 の 目標 関数係数 値が算定 され る,こ れ らの新 しい 目標関数係 数値 か ら,第2

部 門管理者 は第2部 分 問題 において変tWx24を 基 底に とり入 れ るな らば,利 益

が増加す る ことを推察 で きる.
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さて 次に;部 分問題の非基底変数に関す る新 しい 目標関数 係数値 を求め る第

2の 方法を のべ よう.こ れ は(16),(17)お よび(18)の よ うな算式を用い ること

を必要 としない方法であ る、 この方法 は第8表 型の補助 プログラムで説明 され

るが,第11表 型 の補助 プ ログラムによ って も行 ない うる.

まず,補 助プ ログラム第8表 お よび第9表 では,ス ラ ック変数Wl1,v12,v21

お よびv22は 部 分 問題 の4つ の基底変数Xl1,Xl3,x27お よ びx25と 同値 であ る

ことを証明 してお こう.こ の補助フ。ログラムにおいてv型 の2つ のス ラック変

数がゼ ロの値を とり(v21・-O,u22・=O),他 の2つ のスラ ック変数 ηが基底 変数

の一部 として正値を とるな らば(Vn-300/7,W1 .2=.125/7),U型 の変数 の値 と

条件式(8)(11)と に よ って,主 問題の基底解 におけ るx型 の変数 の値 は,つ ね

に,補 助プ ログラムのV型 の変数 の値 と一致す る(V11==Wl1=300/7,Cl2・=W12

-125/7
,v27==τ21-O,x25-v2?-0;第9表 と第1q表 を 比較せ よ).こ れを数式

で示せ ば,た とえば部分問題 ユの基底変数∬1ユは,(8)式 か ら

Xll-150/7+3/7Y1一2/7y12

-3/7Ul1-2/7u12≧0

(た だ し,Ull==100+y11,u12-75+Y12)

これ を変形す ると,

-3/7Ull+2/7u12+xエ1・=・O

あ るいは,-3/7u11+2/7u12+w11-O.

この両 式は同値だか ら,Xl1==V11で あ る.

このよ うに,部 分 問題 の基底変数 灘の値 と変数 ηの値 とが一致すれば,シ ン

プ レクス表 において これに関す る列ベ ク トルは(目 標関数係数値 を含めて)相

互 に一 致 しなければな らない.し たが って,い ま 晦 に関す る各行 を無視すれ

ば,補 助プ ログラムのW11,W12,V21お よ びτ22に 関 す る列ベ ク トルか ら,主 問

題の変tWXll,X13,X27お よ びX25に 関 して成立す る列ベ ク トルをえ ることがで

きる.

さ らに,第8表 の補助 プ ログラムは,第11表 型 の補助プ ログ ラム とちが って,

別 の2っ の人為 変数v31とv32を も ってい るが,こ れ らは主 問題 の相対的最適

基底の もとでの能力 のス ラック変数X7とX8(あ るいはXi7,X27と 商8,∬28)と

して解釈す ることがで きる、
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そ こで,さ きの第3表 と第4表 で示 されていた部分問題の最適解は,補 助 プ

ログラムによ って次 の第13表 と第14表 の よ うに修正 され る.こ れ らの表の最下

行 には,補 助 プ ログラムに もとつ く主 問題 の相対 的最適 基底 に対応 した 目標関

数係数値が入れ られてい る,ま た,能 力配分 の変更 に伴 い,部 分 問題の最初 の

部分最適解 も各表の最右列 に示 した よ うに変え られて い る,

XllX12X、3×17X、8旧 解 修正解1　 　

1-・/73/,一 ・/,巨5・/73・ ・/,

15/71-1/143/、4・25/、4125/7 1
　 　　 　　 　 　　　 　 　 　 　へむ り　 　 の　　 　 　　 　 　

1122350:700
　

　 　

修正・標麟 矧 一一tT2-∵ 一「一一 丁1

第13表:補 助プログラムで修正 した第1部 分問題の最適解

X24×25×26×27×28旧 解 修正解

一 ・3/・-39/・1-・/・11・i・i

i3/sと9/s -__竺 匡L_%　 　 　 　
19/5-一 一一.-42/・._三 堕270L.0"

修正目標麟 行i・4・221

第14表:補 助プログラムで修正した第2部 分問題の最適解

これ らの表 で,変 数 ∬17とX27(あ る いはX18とX28)は,そ れ らの合計が主

問題 のス ラック変数x7(X8)に 一 致す るか ら,修 正 目標関数行 においては両表

ではっねに同一 の 目標 関数係数値 がつけ られ る.ま た,ス ラ ック変数 の 目標関

数係数値 は希少能 力の双対価値 あ るいは シャ ドー ・プ ライスに一致 し,補 助 プ

ログラムのW31(τ32)の 目標関数係数値か ら知 る ことがで きる,

と ころで,補 助 プログラムによ って求 め られた主問題の相対的最適基底解 が

すで に絶対的最適解(absolutoptimaleLdsung)を あ らわす ものか ど うか を判

定す るため には,主 問題の相対 的最適基底 の もとでのすべての非基底変数の 目

標関数係 数値が知 られなければな らない,し か し,補 助プ ログ ラムか らは,上

記第13表 と第14表 に 明 らかなよ うに,非 基底変数 として は変数x25とx27(こ れ

らの変数 はゼ ロ値 を とる)の 目標関数係 数値 と,能 力 町 と鈎 の双対価値 とし

か導かれ ていない.他 方,非 基底変数X12,X24お よ びX26の 目標関数係 数値 は
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欠 け ている.

し かしなが ら,欠 けている 目標関数係数値(*部 分)は 既知 の 目標関数係数

値か ら簡単な計算操作 でみ ちびかれ る.こ の証 明を示 す前 に,そ の計算 方法そ

の ものを具体 的に明 らかにして お こう,

計 算ルール は次 のとおりである.「2つ の部分 問題 の うち,そ れに属す る基底

変数が能 力再配分後 にゼ ロ値 をと るよ うな部分 問題については,そ の問題の非

基底ベ ク トル(列 ベ ク トル)の 各元を この基底変数 の新 しい目標 関数係数値 に乗

じる.そ して,そ の積 を当該非甚底変数 のもとの目標 関数係数値 に加算す る.」

これを例示 しよう.

第 ユ部分問題にはなん ら計算操作の必要が ない,と い うのは、 どの基底変数

もゼ ロにな っていないか らであ る.し たが って,新 しい 目標関数係数値 は旧い

値 と一致 す るので,第13表 の*の 位 置 には1が 入 る.

第2部 分 問題では,も との基底変数x25とx27の 値 が修正解ではゼ ロにな っ

てい る,し たが って,第1行 目の数値(お よび第2行 目の数値)は2(お よ び

4)と 乗 ぜ られ,そ の積は旧い 目標関数係数値に加算 され る,た とえば,変 数

x24の 目標関数係数値 は次の計算か ら求め られ る:

一3/5・2--26/5第1行 目の値

+3/5・4-+12/5第2行 目の値

一14/5

+9/5旧 い 目標関数 係数値

一5/5新 しい 目標関数係数値

変数x26の 未 知の 目標関数係数値 も,同 様の計算か ら0と 確定 され る.

そ こで,第2部 分 問題 の修正ずみ の最適 タブ ローは,次 表の よ うに,す べて

の 目標関数係 数値を示 した修正行 を有 してい る:

x、 。 。25。26x27。281日 解1修 正 解
　

1-13/s-39/s1-6/s1・19 1

13/・19/5ユ/・15101

1g/・42/518/・i27010:

修 正 目標 関 数行1_140221-
11

第15表:補 助プログラムで修正した完全な目標関数係数
行をもった第2部 分問題の最適解
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さ て ここで,以 上 に示 された計算ルールの妥 当性を数学的 に証明 してお こう.

い ま,あ る全体 問題 が次の3式 によ って表 わ されてい るとす る:'

吻α¢ π=動(の

Ax-b(の

x≧0(c)

『:単 位貢 献利 益の行ベ ク トル

∬:変 数の列ベ ク トル

A:生 産係数 の行列

う:能 力の列 ベ ク トル.

この問題 の変数 を3つ のグループに分解 してお くと,(a)(b)(の の かわ りに次

式 が成立 す る:

max2==;IX1+～2κ2+;3×3(d)

AIX1+A2×2+A3×3・=b(e)

Xl≧0;x2≧0;x3≧0 .(f)

い ま,第i部 分 問題が最 初の2つ の変数グループXtとx2を 含 み,第2部 分問

題がx3を 有す るものとしよ う.こ こで,Xlは 第1部 分 問題 の最 適基底変数で

ある.し たが って,第1部 分問題 は次 のとおりで あ る:

maxZ1=・CIXI+C2×2(9)

・41×1+A2×2-b1(h)

x1≧0;κ2≧0 .(i)

A1の 逆 行列(A-1)を 上 の全体 系に乗 じて,目 標関数 に代入す れば,

Z1+(ZIA1一 ヱA2-E2)X2-EエAl"1b、(ブ)

X1=・Aユ'ユbl-AI"IA2×2 .(k)

さ らに,第2部 分 問題 も解 かれ,補 助プ ログラムが形成 された と ころ,能 力の

再配分 後には第1部 分 問題のすべての変数が補助プ ログ ラムの基底 か ら消えた

としよ う.こ のよ うな状況は全体問題が鞠 を基 底解 とす る場 合で ある,こ の場

合のXlの 目標関数係数値 は補 助プ ログラムか ら知 ることが でき る.全 体 問題

の解は次の形 を とる:

X3x・A3-1b-A3-IAIX1-A3-1A2×2(1)

Z+(73A3-IAI-～1)X、+(;3A3'1A2T;2)C2.・ ・.E3A3-1b(m)

こ の うち,(彿)式 の最初 のカ ッコ内の数値 は補助プ ログデムか ら知 られ るが,
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こ れ は主問題の相対 的最 適基底の もとでの変数Xlの 目標関数係数値 であ る,

と ころで,主 問題の相対的最適基底の もとでは,第1部 分 問題 の 目標 関数(ブ)

式 は次 のよ うに変形 され る,

Z1+(;3A3幽IA2-～2)X2-～3・43一 ユうユ,(n)

この 式は,さ らに次のよ うに変形 す ることがで きる:

2、+〔(～1A、'IA2-72)+(73A3-IA一Zi)Af1A2〕X2

=ZIA1"1b、+(Z3A3"1、41-～1)Ai-1ろ1(0)

この式 におけ るx2の 係数 は,主 問題 の相対 的最適 基底 の もとで成立 す るよ う

な,非 基底変数 範 の 目標関数係数値 をあ らわ してい る,と ころが,こ の係数

の大 カッコ内の第2項 におけ る(～3A3-IAI-F,)は,(m)式 の最初 の カッコ内

の数値 と同 じだか ら,こ れは この部分 問題!の もとの基底変数x1(い ま はゼ ロ

とおか れ る)の 新 しい 目標関数係数値であ る.し たが って,(o)式 に おけ るx2

の係数 は,上 記第2法 の計算 ルールその ものを表 わ してい る,

あ る部分 問題 において能 力再配 分によ って当該部分 問題 の一部 の基底変数 だ

けがゼ ロにおかれ る場合 について も,上 記 の証 明は実質的 に適 用す る ことがで

きる,

さて,修 正 目標関数係数 の行 を導 くためには,以 上で のべた2つ の方法の う

ちどち らを適用 して もよい そ こで,修 正 目標関数係数が マイナスの値を とる

と,そ の変数を基底の中 に入れ る ことによ って これ までの解が改善 され る,も

し,複 数の 目標関数係数が負値を とると,シ ンプ レクス法に従 って,最 小の負

値を とる変数が基底変数 に導入 され るべ き変数 とな り,こ れが ピボ ッ ト列 を定

め る.し たが って,こ れ まで取扱 って きた例で は,変 数x24が 第2部 分 問題の

基底に導入 され るべ きであ る.

修 正 された 目標関数係数 行は,新 し く導入 すべ き変数を決定 す るためにだけ

必要 とされる.こ れが決定 され ると,部 分 問題で はさ らに行列変形す るために,

修 正 まえ の旧い 目標関数行 が使用 され る.

7.1.4分 解 ア ル ゴ リズ ム の収 束

これ までの部分 問題 解に もとつ くパ ラメー タツの変化許容条件(7.1),(7.2)

(10,1)お よ び(10.2)の も とで決定 されたS,の 値 に対す る最適解は,ッ の変化許

容限界 においてゼ 面値 を とる基底変数 を非基底変数飾 と交換 しざえ二ずれば求 め
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られ る・ ここで,ゼ ロ値を とる基底変数 は補助プ ログラム自体 が明 らか に して

指示す るし,新 しい基底 にとり入れ るべ き非基底変数舞 は補助 プ ログ ラムに も

とつ いて各部門で算 出された修正 目標関数係数値 によ って明 らかにされ ること

はす でにのべ た.

この場合,新 しい基底 は,シ ンプレクス表 で,基 底 に とり入 れ るべ きピボ ッ

ト列 にお いて マイナス要素 を含んでい るような制約条件行 ベ ク トルの1つ が ピ

ボ ッ ト行 として選ばれ るときにのみ,許 容 される,し たが って,ピ ボ ッ ト要素

につ いて は次 が成立 しなければな らない,

a'ik<0.(19)

こ こで,ピ ボ ッ ト列 において マイナス要素が存在す るのは次 の理 由によ る.す

なわ ち,さ きにのべた第2法 により修正 目標関数係数 を求 める場合 に,ピ ボ ッ
　 　 　

ト列の各行要素ともとの基底変数の修正目標関数値(正)と の積が,ピ ボッ ト

列のもとの目標関数係数値(正)に 加算したものが負値をとるたあには,ピ ボ

ット列における少 くとも1つ の要素がかな らず負値をとっていなければならな

い,

しかし,ピ ボット行を決あるためのピボット要素 α鰯が何故マイナス値をと

らねばならないかについては,ア ダムはなにものべていない.こ れについては

次のように考えることができる.い ま,部 分問題においてもとの基底変数亀を

もとの非基底変数簸で置き換えると,銑 の新しい解値は,

ろ'乞
簸=砺 ガ

これはb'tとXkを パラメー タorの関数と考えても成 り立つか ら,

・・(o・)一讐)・(2・)

と ころで,も との基底変数銑 については,

銑(ツ)=ろ ノ乞(ツ)

が成立 し,ッ が変化す るにつれて銑の値鱈(ッ)も 変化す る.い ま,ッ があ る方 向

にあ る程度 変化 した ところで ろ'、(ッ)がゼ ロ値 にな った とすれば,ッ がそれ以上

に変化す れば仏(ッ)は 負値 にな って しまう.そ こで,銑(ッ)が 負値を とる限界

点 で基底 変換 して,」CtをXkで 置 き換え るわけで あるが,b't(or)〈0と な るよ う

なンの値 について も新基底変数Xk(),)>0で あ るためには,(20)式 か らa'tle〈Oで
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(6)
な け ればな らない,

さて,こ こで論 じてい る事例で は,部 分 問題2の ピボ ッ ト要素 は修正 目標 関

数行 と条件(19)に よ って,た だちに決定で きる.す なわち,変 数x24が こ の部

分 問題の基底変数に とり入れ られ,条 件(19)に 従 ってx27が 除 去 され る.こ の

とき第4表 は次の第!6表 に変形 され る,

I
X24×25×26×27×28b/t

I… 一 一一.._一__t.一 一 一t-一_一 一..t-t-一 一一 一 … 一.一 一一.-i

13-・/、36/、3レ ・・/、31
11

113/・3-1/・3…225/・31
-一 一一 一一.,_一.一 一一.,一_一,一 一一一一一 一.1

39/1336/1313600/131

第16表:最 適な解領域に最も近い領域における第2部 分問題の最適解

そ こで,第16表 の基底変数 に関 して成立す る許 容条 件を,u,i型 のパ ラメー タ

であ らわす と次 のよ うにな る:

x24・±=-5/13u21+6/13u22≧0(20 .1)

x25・=3/13u21一 コ/13u22≧0(20 .2)

さ らに,第!部 分 問題 については,ふ たたび条 件(7.1)と(7.2)が 成 立す る.し

たが って,第1部 分 問題 の旧い解領域 と第2部 分 問題の新 しい解領域 とか ら,

ふ たた び補助プ ログラムを用いて,主 問題の相対的最適解が決定 され る.

そ こで,第2の 補助 プ ログラムの当初行列 と して次の表が明 らかにな る:

(注6)ア ダムはピボット要素 α'tiCにつ いては,さ らに次式も成立すべきことを示 してい

る:
ノ ノ

三亙=勉 α∬三ユ
α,薦 αノ菖ゴ

α妨 く0な るす べ て の ノ に 対 し.

ア ダ ム に よ れば,修 正 目標 関 数係 数 に よ って 決 め た ピボ ッ ト列 が この条 件 を 満 た さ ない

場合 が あ り,そ の と きに は,ど ち らの 基 準 に よ って ピ ボ ッ ト列 を決 めて もよ い と して い

る,こ の条 件 式 は,本 来,ま ず ピボ ッ ト行(第 ゴ行 列)が 判定 され た の ち に,ピ ボ ッ ト

列(第fe列)を 決 定 す るた め に適 用 され る もので あ る(LPのdualSimplex解 法 によ

る)か ら,ピ ボ ッ ト行 が一 意 的 に選 べ な い とき に は,こ の 条件 は満 た され な い こ と もあ

問 題 に お け る新 し い り,そ の と きに は部 分 基 底 はそ の最 適 基 底 で は な い.

この 条件 式 の導 出 は,Garvin〔G5〕pp.220ff.訳 書254-259頁(と くに15-9式)で 平

易 に くわ し くな され て い る.
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UllU12iC21U22VllV12τ21V22V31V32!

　　 　　 　 　　 　　　　　　 　ナ　　 　 　　　 　 　　　　 　

-3/72/71iO

1/14-3/、4110

1蝋 一lll:11…8[
111旨200

1111150

ir .?一.t-i-ttこ 里13ゴ 竺 三里__.一___一..____一.一 一.__t_一...__._一 一_2

第17表:第2の 補助プログラムの当初行列

部分問題 に対す る能力 の最適配分量 砺 が決定 され ると同時に,第18表 で 示す

解が算 出され る,

ト
[一竺Yl.?.-y・ 壬_ゴ?・_竺1_聖_竺L〃22"31V32-

13/413/83/8-1/8225/4

1-7/・39/89/・ 一一3/8675/・
17/419/8-1/81/24125/4

121/4-13/8-3/89/8375/4

11-21/413/83/8-1/81225/4

17/4-39/8-1/81/8125/4

1"一 一一一『 　 …一'… … … 可 一一一 ・・/
8・5/「 域 「 鍾 砺

…

第18表:第2補 助プログラムの最適解

第18表 で確定 された能 力の再配分 を部分 問題 において実行 に うつせ ば,変 数

X13とX25は ゼ ロの値 を とる.そ こで,修 正 された 目標関数係数行を もつ部分

問題の解は,次 の第19表 と第20表 の形 にな る.

Il聖 悪 ・・3竺 一聖.i旧.鑑 修正劇
11-2/73/7-2/7150/7225/4I
l5/71-1/143/14125/140

修_爵 一 ∴一τ ÷ 毒十馴 聖←
[11

第19表:第2補 助プログラムにもとつ く第1部 分問題の最適解
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rf・4_塑_・26…x'281'r日 観 修聾 」　 　 　

ii
'一!_'i雲 遮 「一;::ll:ユ1一楚i

39/1336/エ33600/131125/4

-一 一 ・ 一 一一一 一一一 … 一一一..一.一.1-一 一一 一 よ 一 一一t--1

修正目翻 数行L
-__塾_31i色 翌 ・L _.._一 一一1

第20表:第2補 助プログラムにもとつ く第2部 分問題の最適解

両部分問題の修正 目標関数行 には もはやマイナス要素 はみい出 しえない,し た

が って,新 しい能力配分 は,主 問題の絶対的最適解 を導 いたのにちがいない,

この ことは,第 ユ9表と第20表 を 同時的全体 問題 の最適解(第2表)と 比較すれ

ば,変 数の解値 と修正 目標関数の係数 がと もに,分 解 的解法 の場 合 と同時的解

法の場合 とで相互 に一致 して い ることか らも裏 づけ られ る.

最 後 にい ま一度,実 行 可能性,最 適性,収 束性 に関す る条件を示 してお こ う

i)こ の分解 アル ゴ リズ ムはつね に全体 問題 の実行可能解 をみ ちび く.な ぜ

な らば,条 件(2)が つ ねに維持 されてい るか らで ある.

ii)こ の アル ゴ リズムは最 適解を示す.な ぜな らば,最 適性 のための シンフ。

レクス基準 が全体問題での ある基底 に もとつ く目標 関数係数値 に適 用 されて

い るか らであ る.

iii)与 え られた全体問題の解集合が 空集合で あ った り,あ るいは どち らかの

方 向に無 限に広が って いる凸領域 であ った りせず,凸 多面体 であ ることをま

ず仮定 しよ う.こ の とき,全 体問題 に対す る任意の実行可能基底解X・ ・(x1,

X2,…,Xk,Oκ.1,…,Om,Om.1,…,On)が 補 助 プ ログラムによ って与え られ ると,

この解は この凸多面体 の端点 に対応 してい る.こ のよ うな どの端点 に も,与

え られたn個 の列 ベ ク トルの集合のなかか ら選ばれたm個 の1次 独立 なベ ク

トル,す なわ ち基底 を対応 させ ることがで きる.と ころが,あ る補助 プ ログ

ラム による相対的最適基底解 が まだ全体 問題 の絶 対的最適 解でなければ,シ

ンプ レクス基準 によ り部分 問題 レベルでの基底変換 を行 な うことによ って ,

新 しい よ り改善 された端点 に移 ることが保証 され る.

iv)こ の アル ゴ リズムは有 限回で終 る.な ぜ な らば,つ ねに,よ り高 いz値

をも った相対 的最適 が追求 され,ま た,主 問題 の基底解 の数 も有限個で ある

か らであ る,
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さて,こ の分解アルゴリズムの計算時間ないし計算費用の問題をアルゴリズ

ムの収束時闇が長いか短いかの問題としてみ るとき,収 束にあまり長い時間が

かかりすぎては実用的でない.し か し,こ の分解法の収束時間は正規のLPと

はちが って,ア ルゴリズムそのものに内在す るよりはむしろ外生的な影響をう

ける.す なわち,こ の分解法で解 くべき補助プログラムの回数は,部 分問題に

対する最初の能力配分の仕方によって完全に決定 されてしまう.た とえば,最

初の能力配分が偶然にすでに最適配分をしていれば,補 助プログラムの計算は

1回 で済む.し たが って,見 積りによって近似的に最適能力配分をすでに決定

し,こ れを最初の配分として割当てることがうま くいけば,分 解アルゴリズム

は非常に早 く収束する,

72意 思 決定 過程 に関す る分権 的組織 の設計

基礎 として の分 解 アル ゴ リズ ム

この分解法においても,生 産要素の最終的な機会原価は最適生産プログラム

がみい出されたときにはじめて確定される,し かしながら,標 準的なLP手 法

と同様に,部 分領域解を補助プログラムを使 って調整 し,最 適状態に導いてい

く繰返しの過程においては,つ ねに一時的な機会原価価格が用いられる.つ ま

り,iterationご との個々の補助プログラムの機会原価価格は,そ の調整的なプ

ランがすでに主問題の最適解をあらわしているか,あ るいはまだ改善が可能か

を部門レベルで判断する指針を与える.し たが って,機 会原価価格は,全 社的

最適化達成のための分権的な計画参与を全社的に調整す る機能を有 している・

これは,企 業の意思決定 システムにおいて計算価格がはたす調整機能である・

これに関して,さ らに次の2つ の問題を論じなければならない.

(1)中 央本部の企業管理者は,同 時的な決定諸分野を分離 した部分領域に分

解することによって,集 権的同時計画法と対比 して どの程度の作業負担が軽

減されるのか,

(2)集 権的調整を伴 う分権的意思決定プロセスの組織的な設計はどのように

して行 うべきか,

企業管理者が相互依存的計画問題を同時的に解決しようとすれば,彼 はすべ

ての考えうる活動パラメータの技術的,経 済的データについて,詳 細に情報を
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う け ていなければな らない.そ の うえで はじめて,こ の情報か ら正 しい広範 な

計画 モデルを構成 できる,こ れ に対 して,意 思決定 問題 の解決 が分 権化 されて

いれば,ど の部門 も自己にと って制御可能な活動パ ラ メー タのデー タを処理す

ることにな る.し たが って,活 動パ ラメー タに関す る詳細 な情報 は,は じめか

ら企業管理者 に通知 されない.分 権化組織 においては,企 業管 理者 はたんに生

産要素の使用可能な在高 について だけ情報を うけ ていればよい この情報 は,

本 部が資源を各部門 にその最初 の計画段階で完全 に配分 しなければな らないの

で必要 とされ る,

そ こで,各 部門がそ の意思決定を 自己の当初割 当て能 力の枠内で行 な った な

らば,企 業管理者 は集権的 に解 くべき補助 プ ログ ラムで諸領域 の決定 を調整す

るために,各 部門が実現 したい と提 案 した活動パ ラメー タに関 して一定 の情報

を うけ る.こ のとき供給 される情報 の種類 は,本 部が補助 プ ログ ラム として第

8表 の ような比較的包活 的なプ ログラムを使用す るか,そ れ とも第11表 のよ う

な比較的な小 さな プ ログ ラムを使用す るかに依存 す る.

い ま,企 業管理者が第11表 型 の補助 プログラムを使用す る場合 には,彼 には

各部門が実現 した いと思 う活動パ ラメー タの生産 係数 と 目標関数 係数 値がす べ

て与え られ る,つ まり,本 部は各 部分領 域の基底 変数 の経済 的 ・技 術的 デー タ

について情 報を うけ る.

と ころが,企 業管理者が うけ るこのよ うな情報 の量 は,集 権 的同11・IJi・計 凶法 に

比較す ると,部 分 問題 の基底変数 の数 の総合計 が全体 的計 画モデル の活動パ ラ

メー タの数 よりも少 い場合 にか ぎ って,よ り少量で ある.同 時 的計画 モデル の

完全 占有係数行列(係 数行列 のすべての元に正値 が入 ってい るもの)が,た と

えば2つ の制約条件下で スラ ック変数 を含めて20個 の変数 を もった問題 に関す

るものであれば,決 定分野が2つ の部分分 野に分解 され るときには,部 分 問題

の基底変数の合計 は4つ になる.部 分 間題 の数 が3つ に増加すれば,補 助 プn

グ ラムで考慮 しな けれ ばな らな い変数 は6つ に増加す る.こ の ことか ら,完 全

占有行列 に対 して は,補 助 プ ログラムのサイズ に関 して次 のような法則がみ ち

びかれ る:「 補助 プ ログ ラムのサイズ,し た が って,そ れ に必要な情報量が主

問題 の同時 的計画 モデルに必要 な情報量 よ りも少 くな くなるのは,主 問題 を π

個の部分問題 に分割す る場合 には,主 問題 の変数の数 ηがそ の制約条件の数彿
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のZ倍 以上 あ るときにか ぎる.(π>Z・m)」

係 数行列 のすべて の元 が完全 占有 され ていなければ,こ の関係 はい くぶん有

利 にな る.主 問題 が 「ブロ ック角形 システム」 をな してお り,た とえば,7つ

の制約条 件を有 してい るが,次 図 のよ うに,こ の うちの2つ は両構成部分領域

に関係 し,3つ は第1部 分領域 にだけ,残 りの2つ は第2部 分領域 にだけ 関係

して いるな らば,両 部分 閥題 の基底 変数 の数 は,主 問題の合計7つ の制約条件

のもとで は,完 全 占有行列 の場 合 とはちが って,9個 だけにな る.こ の うち5

つ は第1部 分 問題 に,4つ は第2部 分 間題にあ らわれ る,

2{トー 一一≒ 判}2

5霧 騨 4

ZZ/2
第1図:ブ ロック角形の制約条件体系と部分問題の基底変数の数との関係

それ故に,企 業管理者が補助プログラムのサイズをできるかぎり小さく保持

したいならば,同 時的計画問題をできるかぎり少数の分離 した部分領域に分割

すればよい.主 問題を比較的多数に分割すれば,所 与の主問題のもとでは補助

プログラムのサイズはそれだけ拡張されてしまう.し たが って,企 業管理者に

とって必要な情報量は,組 織構成 される部分領域の数によって直接的に決定さ

れる.そ のため,企 業管理者はその意思決定権限を,組 織構成上で同ランクに

ある過度に多 くの諸部門に委譲すべきではない,さ もなければ,彼 の調整課題

がつねにより大きく拡張されて しまうからである.

したが って,意 思決定権限はこの分解アルゴ リズムのもとでは,水 平的に委

譲されるのでな く,垂 直的に委譲 されなければならない,こ のことは,「多段階

の権限委譲プロセス」を前提にしている.す なわち,企 業管理者がその全体的

意思決定閥題を,た とえば,彼 に直属の3つ の下位部門に分割したならば,
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これ らの諸部 門で はまた 自分達 の側で権 限委譲 によ ってより多数の独立的下位

問題 を構成す る ことが でき,こ の最後 の下位 問題 に対 して はこれを委譲 した大

部門が 「下位補助 プログラム 「(unterhilfsprogram)を 使 って調整 をはかる,

そ れ故,こ れ まで にのべた単一段階の分解 アル ゴ リズ ムは多段階 アル ゴ リズ ム

に適 用 しうる,こ の とき,分 解の組織構造は,た とえば次の第2図 のよ うにな

る,

第
1下 位補助プログラム 下位補助プログラム 下位補助プログラム

階 部 門A部 門B部 門C

層o

乗～ や

第
2部 分 プログラム 部分 プログラム

階 部 門B、 部 門B2

層

第2図

多段 階 アル ゴ リズムはた とえば次のよ うに経 過す る,す なわち,企 業管理者

に直属 の第1階 層の3部 門はいず れ もその意思 決定領域 をた とえば2つ の独立

的下位部分領域 に分解 し,そ の能 力部分 を割当て る,下 位部 門BlとB2は これ

にもとづ きその基底変数 を決定す る,部 門Bで はこれ らの下位部分領 域の諸決

定 を下位 補助プ ログラムによ って調整 す る,そ の結 果,部 門Bの 部分プ ログラ

ムの基底解が求め られ る,次 に,第1階 層の諸部門の全基底 変数 に関す るデー

タが本 部に伝達 され,本 部は これに もとついて主閥題の基底 を決定 し,同 時 に

この基底 に対 して成 立す る機会原価 を決定 す る,こ の機会原価 は第1陛 層を経

由 して第2階 層 の諸部 門にまで伝達 される,そ こで,下 位部門で はこの機会原
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価 を 使 って解を改善す る,第1階 層 と企業管理者 とにおけ る2段 構 えの調整 に

よ って,ふ たた び中央本部で新 しい機会原価が算定 され る.こ のよ うな計画改

定のiterationは,全 体解 の最 適が達成 され るまで続 けられ る.

さ て,分 解 アル ゴ リズムの調整段 階は どれほ どの数 に階層づ けるべ きであ る

か は,本 質的 には主 問題 のサ イズ と調整 部門のデー タ処理能力 に依存す る.た

とえば,第1階 層の部門が比較的 巨大 な補助 プ ログ ラムの負担 にたえ るな らば,

そ の意思決定領域のi委譲 について比較的 多数 の組織 的に同 ランクの諸 部門を把

握で きる.し か し,第1階 層部門が比較的小 さな補助 プpグ ラムを望めば,つ

まり,比 較的小 さな調整作業を望めば,意 思決定過程 にはよ り多数の調整階 層

が挿入 され なけれ ばな らない,と ころが,意 思決定過程 により多数 の講 整階層

が挿入 されれば され るほど,つ ま り,よ り少数 の活動パ ラ メー タだけが各独 立

的部分 問題 におかれ ればおか れ るほ ど,そ れだけ一層頻繁 に,計 画改定 のite-

rationが 通 常 くり返 され,し たが って,そ れ だけ一層頻繁 に 中央本 部が 新 し

い補助 プ ログラムを解かなければな らない とい うマイナスの結果 も生 じる,

したが って,分 権的意思 決定 システ ムの組織 的設計 にあた っては,次 の2つ

の点 の間で妥 協がみい出 されなければな らない:

(1)階 層 的分権 化(hierarchischeDezentralisation)が 高 層化すれ ばす るほ

ど,部 分領域の調整のための中央的補助 プログ ラムのサ イズ が縮 少す ること ,

(2)階 層 的分権 化が進展すれ ばす るほ ど,全 体 的最適化のための補助 プvグ

ラムの演算回数が一般 には増大す ること,つ まり,計 画改 定の回数が増大す

ること.

この2つ の矛盾 しあ う傾向の間での妥協点は,ど の調整階 層において も,そ

の組織 的能 力制 約条 件一 デー タ処理能力 の枠 内で各階層 が 自己に課 せ ら
コ 　 　

れた仕事を適時に処理し終えるように,決 定 されるべきである.し たがって,

さらに,比 較的上位の階層における作業負担が軽減され,最 高管理階層が十分

な時間を他の重要な課題のために残してお くことができるようにされなければ

ならない.

7.3ア ダ ムの分解 アル ゴ リズムに対 す る批 判 的検 討

アダムの分解アルゴリズムの特徴は,本 来同時的に解 くべき全体問題が中央
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本部のデー タ記憶能力上の制約から一括的に一拠に取扱えない場合に,こ の全

体問題の諸変数を各部門に分解して部門でデータ処理させることによって,本

部での処理負担が軽減される点にある.つ まり,本 部において取扱わねばなら

ない変数の数が減少される点にメリットがある,

さらに,ダ ンチッヒの分解法と対比するときには,ダ ンチ ッヒの方法は制約

条件の係数行列がいわゆる 「ブロック角形システム」を形成している場合にの

み適用可能であるのに反 し,ア ダムの分解法はいかなる形の係数行列を分解す

るのにも適用できる点 も一つのメリッ トであろう.

LP計 算の立場か らみれば,ア ダムの分解法にみられ る核心的な着想は,部

分問題に割当てられた制約的資源能力を連続的に変化(再 配分)させるときに,

部分問題における最適基底の構成はどのように変化していくかをみるパ ラメト

リック ・プログラミングの手法を適用した点にある.

また,ア ダムは自分の分解法を階層的な分権化組織の設計の基礎にすること

を主張しているが,LPの 分解アルゴ リズムと多段階の階層的分権化組織を結

びつけようとする試みは,彼 のきわめてユニークなアイデアであるとい ってよ

い

以上の諸点は彼の分解法について高 く評価すべきところであるが,以 下にの

べるような問題点 も彼の方法には内在している、

まず第1は,変 数の数の問題である.ア ダムの分解法では上にのべたように

本部で取扱 うべき変数の数が減少されるが,こ の点についてはダンチッヒの分

解法の場合で も,本 部の調整問題が取扱 う変数は各部門から提案された部分間

題の基底変数だけであるか ら,変 数分解はダンチッヒの方法で もはたされてい

る,し たが って,本 部が演算処理すべき変数の数が減少されるという点では,

アダムの方法にユニークさがあるとはいえないであろう.し か し,ダ ンチッヒ

の方法では,本 部は当初段階において全体問題の共通制約条件に関するすべて

の係数行列を記憶しておく必要がある.た しかにダンチッヒ法では部分問題の

基底変数だけを取扱 う点と改定シンプレクス法を使用する点とから,以 後の演

算上で処理する変数の数は少いけれども,当 初に記憶すべき情報が多 くな って

しまうので,こ の点はアダム法の方がより優れる点である.

第2の 問題点は,制 約条件の数に関係する.電 子計算機で解 くことのできる
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LP問 題 の大 きさは,通 常,そ れに含まれ る行 の数 によ って制 限 され るか ら,

この点は きわめて重要であ る,ダ ンチ ッヒの方法では本 部の調整問題で取扱 う

べ き制約条件の数 は ,つ ねに,も との全体問題におけ る 「共通制約条件」 の数

の2倍 にな って しま う,こ れは共通利用資源 別に ウ」 イ ト変数の和を1に す る

ための条 件式 が加わ るか らであ る,し たが って,彼 の分解法 によれば,部 門別

の専 用資源 の種類数 の総合 計が全部 門の共通利用資源の数 よりも少な いときに

は,分 解 法で解 いた方 が制 約条 件の数が増大 して しまうとい う不利な結果 にな

る.こ れ に反 して,ア ダムの分 解法では,第11表 型 の補助プ ログラムな ら共通

制約条件 の数 は増加 しないので優位 に立 つ、 しか し,彼 の第8表 型の補助プ ロ

グ ラムで は,も との全体 問題 の条件式 の数 をm個,部 分領 域の数をZ個 とす る

とき,xm+m個 に まで条件式 の数 が増加 してしま う.し たが って,第8表 型

の補助 プログ ラムの使 用は得策 ではない,と ころが,第11表 型 の補助プ ログラ

ムの場合 に制約条件 の数 は増加 しないけれ ども,ア ダムの方法ではダ ンチ ッヒ

流 の 「ブロ ック角形」 の係数行列 に対 して制約条件 の数 その ものの分解は ま っ

た く行 ないえない しか し,ダ ンチ ッヒの方法 によれ ば,こ の場合 には制約条

件の数そ の ものの分解 を可能 にす る.し たが って,結 論 的には,ア ダムの分解

法は全体 問題の制約条件の うち,部 門別 の専 用資源の種類数 の総 合計が共通利

用資源の種類数 より も少な い場合 に適用すべ きで あ り,ダ ンチ ッヒの分解法は

その逆の場合 に適 用すべ きで あることになる.

以 上か ら明 らか にな った ように,ダ ンチ ッヒの分解法の特色 は制 約条件 の分

解 にある.ア ダ ムの方法ではそれが不可能で あり,変 数 の分解 だけであ るが,

変 数の限定的な処理 とい う点ではな にも分解法 を用 いず とも改定 シ ンプ レクス

法に よ って もこれを果す ことがで きる.と い うの は,改 定 シンプ レクス法では,

計 算機が新 し く記録 しておかな くてはな らないそのつ どの新 しい情報 の量は,

基 底行列の逆行列 と解ベ ク トルだけであ るか らで ある.し か し,改 定 シ ンプ レ

クス法を採用す る場合で も,計 算の 当初 において全体 問題の シンプ レクス ・タ

ブローの全部を,そ の部分的デー タを即座に呼び 出せ る形で記憶 しておかな け

ればな らない.こ の点 だけが アダムの分解法 において改定 シンプ レクス法よ り

も優れ る点であ る.

し かし,ア ダ ムの方 法で も補 助 プ ログ ラムあるいは部分 問題 を解 く際に,改
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定 シ ンプ レクス法を使 用できることは い うまで もない,た とえば,筆 者 は,ア

ダムの分解 法において 「中央 的に調整 され た機会原 価」 をそのつ どに算 出す る

方法 として,彼 が示 してい る方 法よ りも,相 対 的 最適基底の逆行列 を 用 いて

「シ ンプ レクス乗数」を ただちに求め る方法 を勧め たい.さ らに,部 分問題 に

おいて非基底変数の修正 目標関数 係数行(紛 一6ノ)を 求め るの に も,こ のシ ンプ

レクス乗数を用いて改定 シンプ レクス法を適用す ることを勧 めたい

次に,ア ダムの分解法 にお ける本部か ら各部門へ の資源割 当の問題 を論 じよ

う、彼の方法では,こ の よ うな資源配分の指示 が部 門に対 して実 際に行 なわれ

て いるのは 当初 だけで ある,そ れ以後 のiterationの 各 回における部門別 の資

源再配分は本部での み知 られ ており,各 部 門にはさきに部門が提 案 した基底変

数 に関す る活動 レベル と資源 の機会原価 が知 らされ る.こ れ は実 際の計算 の う

えでは機会原価 だけを知 らせて も同 じ効果 を もつ.し たが って,最 初 の資源割

当が任意の形で あるこ とも合 せて,資 源割 当は当初に も行 なわず,最 初 は部門

か ら一定数 の任意 の変数 を本部 に提案 させる ことにして も同 じ効果 を もつ,こ

の ことか ら 次章 でのべ るよ うな筆者の 分解法が 展開 され ることにな る.さ ら

に,ア ダムは当初の資源 配分について 「各 部分問題 が一 つの解 を有す る」 よ う

に分割す ることを要求 しているが,こ の ときの各 部分 問題 の解集 合が 凸多面体

にな るように配分す ることはかな らず し も容易で はない.と くに,係 数行列が

「ブロ ック角形 システム」 をなしている ときには,部 分 間題 の専 用資源が ある

か らこの ことが いえるのであ る.

その ほか,細 か い点 にな るが,部 分問題において ピボ ッ ト列 で複数 のa'ik〈0

となれば,ピ ボ ッ ト行 をど うして決めるのかについて,ア ダ ムは何 ものべてい

ない.し か し,基 底 か らと り出す べ き変数 は,補 助 プ ログ ラムで ゼロとおかれ

た変数な らどれで もよいと考 え られ る.

最 後 に,ア ダムはかれ の分解 アルゴ リズムを階層 的な組織構造 に適用す るこ

とによ って,「意思決定過程の階層 的分権化」 あるいは 「分権 的意思決定 システ

ム」が設計 され るか のよ うにのべ ているが,こ れ は意思 決定 システムの分権化

ではな く、f分権 的情報 処理 ゾステム」,換元すれ ば.「階層 的情 報処 理.弘ステム.」

の設計で あることを付言 して お く.こ れ につ いては次 章で くわし く論:じ た砲
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第8章

感度的分解法に関する覚書

ここで展開す る分解法は,ア ダムの方 法に ヒン トをえて筆者が新 し く考案 し

た もので ある.と いうのは,筆 者 のこの分解 法におけ る中心的な着想 は,シ ス

テムに 「新 しい変数が追加」 された場合 にその システムの最適解 にどの よ うな

変化が起 るかを調べ る感度分析(sensitivityanalysis)の 手 法を応用す る点 に,

新 しさがあ るか らであ る.そ こで,筆 者は ここでのべ る分解法 を「感度的分 解法」

(sensitivedecompositionmethod)と 名 づ けてお く.以 下,そ の手順の概要を

順番 にのべてい くことにす る.

8.1感 度 的 分 解 法 の手 順

ステ ップ1:

まず部 門 レベルにおいて,各 部門は 自己の領域 に関係 のあ る変数 の うちか ら

有利 と思 え る若干 数の変数 について,そ の技術的 デー タ(生 産係 数ベ ク トル)

と経済 的デー タ(製 品単位 あた り貢献利益)を 本部 に提案す る,こ の とき,部

門には全社 的共通利 用資源 や中間製 品 に関す る1時 的割当ては行 なわれていな

い また,本 部に提 案すべ き変数の数は,各 部門か らのその総 合計が本部で記

憶 ・演算可能 な大 きさにお さまるように,当 初 に各部門 に指示 してあ る,各 部

門はその割当数 の範囲内であれば,い くらで も提案 してよい ことにす る.

ス テ ップ2:

本 部 レベルにおいては,部 門か ら提案 された諸変数 に関す るデー タだけを用
(1)

い て本部 問題 を構成 し,こ れ を解 く.こ の とき同時に,資 源別 の機会 原価 を 「シ

ンプ レクス乗数」 の形 で次 のよ うに算 出す る.

(注1)こ の全体問題はアダムの第11表 型の補助プログラムの形をしているが,ア ダムの

補助プログラムとはちがって,ス ラック変数が導入されないときは制約条件式は不等号

を有している.
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π一 〔πエ,π2,…,π物〕:評 価ベ ク トル または乗数 ベク トル,個 々の7rtは 機

会 原価 を表 わ しシャ ドー ・プ ライスまたは シンプ

レクス乗数 とい う

CO・=〔C1,C2,…,C,、b〕:C」 は本 部問題の基底変数紛 に対応す る単位利益,

す なわち 目標 関数係数,

B==〔1)1,P2,…,Pm):本 部 問題 の基底行列.

rr=coB-i .

本 部 は,求 めた機会原価価格の ベ ク トル πとさきに提案を うけた部門別 の変数

の活動 レベル とを各部門 に伝達す る,

ス テ ップ3:

部 門 レベルでは,本 部か ら指 令 された資源別 の計算価格 πを用いて前回本部

に提 案しなか ったすべての変数 の経済性を評価す る,そ れは次式の ようにして

行 な う:

シ ンプ レクス基準 紛一の=πPゴ ーら

P」一 〔αユゐα2ブ,…,αmj〕IT:前 回本 部に提案されなか った変tWXfの 技 術係

数 列ベ ク トル.

¢,=前 回 本部 に提案 しなか った変数紛の単位 貢献 利益

ここで もし,す べてのブにつ いて,粉 一ら≧0が 成立すれ ば,こ の部 門は もはや

新 しい変数に関す る提案を本部 に対 して行なわない しか し,も しZ」-C」〈0と

な るような ノがあれば,そ れに対応す る新 しい変 数のい くつかを本部 に提案す

る.こ の とき提案す る変数 の数 も,(前 回提 案 した 変数の活動 レベルが 正値 を

とった ものについては,そ れを含めて,)当 初 に指示 されてい る数の範囲 内にお

さえてお く.

さ きに提 案 した変数であ って も,本 部か らゼ ロの活動 レベルを指示 された も

のにつ いては,こ れ をすべて今回は提案 しない,こ の ように決めてお くと,本

部 問題 で退 化が生 じてい る場 合には,本 部の取扱 う変数が第2回 目以 降で減少

す る ことがあ る.

ス テ ップ4:

本 部 レベルでは,さ きの第1回 目の本 部調整 問題を解 いた際の非基底変数 を

とりの ぞき,今 回新 し く提 案され た新 変数 を加 えて,第2回 目の本部調整 問題

を構成 し,こ れを解 ぐ その結果 え られた部門別 の解 と資源別 の機会原価価格
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を ふ たたび各部門 に通報す る.こ れ以後は,上 記の第3ス テ ップにふた たび進

む,

ステ ップ5:

以 上のiterationが く り返 され た結果 どの部 門において も,い かな る新 し

い変数 ブについて も7一620が 成 立 す るようになれば,そ の時点でiterationは

止 む.

さ て,上 でのべた分 解法に よ ってえ られた最終的解 は,資 源 の総在高 が本部

問題 の制約条件式 に定式化 され てい るか ら実行 可能で あることはい うまで もな

い.ま た,こ のアル ゴ リズ ムの最適解への収束性 につ いて は,シ ンプ レクス法

におけ るよ く知 られた次の2つ の定理 によ って保証 され る:

(1)も しあ るプ ロセ ス(生 産方法,品 種)」 に対 して条件2」-C」<0が 成 立 す

るな らば,そ の とき,実 行可能解のあ る一定の集合 で,そ の集合 に属す るど

の解に対 して も目標関数値 をもとの値か ら改善 で きるよ うな集合をつ くるこ

とがで きる,

(2)あ る実行可能基底解Xo=(xlo,x20,…,CmO〕 に 対 して,条 件zブーcゴ≧0が

すべて のブー1,2,…,nに 対 して成立す るな らば,こ の解は最大の実行可能解

を与 えて いる,

は じめに,こ の分解 法は 「新 変数 の追加」 に関す る感度分析 の応 用であ ると

のべたが,別 の面か らみれば,こ の方法 は改定 シ ンプ レクス法 の分 解的適用で

あ るとい うこともで きる,そ して,こ の分解法 の メ リッ トは,本 部では全体問

題に関す るすべての情報を記憶す る必要 がな く,全 体 問題の ご く一部の変数 に

関す る情報を記憶 し演算すれば よい点 にあ る.さ らに,こ の分解法は モテ ィベ

ー シ ョナルな効果 も も
って いる点 に別 の特徴 があ る.す なわ ち,各 部 門におい

ては,こ の企業 が本来解 くべ き同時的全体 計画問題 に当初含 め られ ていた変数

だけでな く,ま った く新 しい生産 方法な どを これに加えて評価す るこ とがで き

る.そ して,各 部Plヨは本 部か らで きるだけ多 くの資源配分を受け よ うとして,

この面で努 力す るであろ う.し か し,こ の ことによ ってiterationが 無 限 に続

いてはな らないか ら,一 定の計画時間 内でiterationを ス トップ させ るよ うに

定めてお くのが よい,
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8.2多 段 階 の 階 層 的 情 報 シ ス テ ム に お け る感 度 的 分 解 法 の適 用

次 に,こ の感度 的分解法 は前章第2図 のよ うな階層 的組織構造 の もとで も使

用す るこ とができる.こ れ は企業 の同時 的全体計画 問題におけ る変数 の数 が き

わめて多 いときに,本 部 で取扱 う変数 の数 を幾層 に もわけた フ ィル ターを通 し

て減少 させ,集 約 され た情報 として受入れ るよ うにす る工夫 であ る.し かし,

感 度 的分解 法の場 合には アダムの方 法 と比較 してそのデー タを しぼ る方 法が異

な る.筆 者 の分解 法では,第2階 層の各 部門が第1階 層の各大部門に提 案 した

変数 は,こ の第1階 層部門がxノ ーC」の大 きさを基準 にして選択 し,X」-CJの 比

較的大 きな変数だけをい くつか木部 に提案す るの である、 これは,第2階 層の

各 小部門では他の小部門 におけ る提案変数の1駒 一ら[の 額を知 ることがで きな

いか ら,提 案変数の数を しぼ るため には これを統合的 に考察す る中間的な第1

階層 が必要 とな ることにもとつ いて いる.そ して,第1階 層 レベルで棄却 され

た変数については,こ れが第2階 層部門 にた だちに通知 され るもの とす る.第

1階 層部門におけ る変数の しぼり方 は,本 部 の記憶 ・演算能力の枠 によ って規

定 され る.

な お,感 度的分解法 をダ ンチ ッヒの分解法 と比較 した場合の 問題点は,ア ダ

ムの分解法 におけ る問題点 として前章第3節 での べた ところと大体同 じである

か ら省 略す る.

最 後 に,「階層 的情報 処理システム」 の意義についてのべておきたい,現 実 の

企業 にお いて も,大 型 の コンビ評一 タを中核 に して,中 型,ミ ニ コンピュー タ

を段階的 に通 信回線 で結 び,情 報 処理の中央一元化を図 るシ ステムが実 際に設

計 されは じめて いる.こ れ は 「コンピュー タ ・ハイ アルキー」 と呼ばれ るが,

階 層構造 の底辺 の コンピュー タには主 として人間の手 作業に相当す る部 分を担

当させ,中 間の コン ピュー タには各事業部門で発生す るさまざまな情報の うち,

そ の事業部門内部で処理 して しま う情報,た とえば作業現場の工数管理であ る

とか,作 業指示,本 社で一括購入 しないよ うな資材の注文,購 入,運 搬な どの

情報を管理す る.そ して,上 部構造の大型 コン ピュー タは中間,底 辺 のコ ンピ

ュー タを コン トロールす ると同時 に,必 要 な情報 を一元 的に集 めて処理す る,

こ の大 型 コ ンピュー タは各事業部 門が共 同利用 しうる体制 にな ってお り,各 事
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業 部 門におけ る中小型の コンピュー タでは処理で きないよ うな大型の サイズ の

問題を解いた り計算 した りす るの に使用 され る,

これに似た階層的情報 処理 システムが分解 アル ゴ リズ ムと結びつ くことをわ

れわれは上でのべたが,こ こでは,機 会原価に よる計算価格が階層的情報 処理

システ ムの全 社的調整 の機能を も有 してい ることを指摘 してお く.し か し,分

権的決定 が全社 的 目標 と調 和す ることが計算価格に よ って保証 され るよ うな合

理的 メカニズムを明 らかに していけばい くほ ど,意 思決定の メカ ニズ ムが定型

化 され,し たが って意思 決定 システムのオー トメー シ ョン化がみ ちびかれて し

ま う.こ れは コンピュー タの利 用を伴 って決定の機械化をみ ちび く.さ らに,

大 規模企業 であ って も,環 境 の変化 に対 す る機敏 な適応は,決 定権限 を分権化

しな くて も,コ ンピュー タのオ ンライ ン ・リアル タイム ・システ ムによ って集

(2)権 的
に行 うことが で きる.そ の うえ,大 型 コンピュー タの記憶 容量は 巨大な全

体 的問題 の同時的解 決まで可能 にしてきている.し たが って,階 層的な情報処

理 システムの設計 は,情 報 システムの経済的実行可能性 の観点 か ら,情 報 シス

(3)
テ ム の価値 とコス トを比較 した うえで決定 されるべ きであ る.し か し,情 報 シ

ステムが階層化 されて いて も,各 階層 における部 門管 理者 の仕 事が コンピュー

タへ のインプ ッ ト・デー タの投入 だけで あれ ば,彼 の人間 的モテ ィベー シ ョン

は喪失 され るで あろ う.彼 のモテ ィベー シ ョンは,イ ンプ ッ ト・デー タか ら変

換 された アウ トプ ッ ト情報を うけて一 それ には本部か ら指令 される とい う感

じはな く,与 件 として うけ とめ られ る一,そ れ にもとつ いて さ らに創 造的な

新規な活動を探索 してい くことにのみみ い出され よ う,

(注2)情 報技術革新と意思決定の定型化 ・集権化については,占 部(u1〕404頁 を参照

せ よ.そ の他,Dearden〔D5〕,Burlingame〔B19〕 が論じている.さ らに,コ ンピ

ュータの分散利用についてはRedford〔R1〕,Young〔Y2〕 な どがある。

(注3)情 報 システムの評価については,AAA〔A2〕,〔A4〕 を参照せよ,
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第9章

結合生産の短期利益計画モデルと振替価格

9.1産 業公害への管理会計的接近法

(1)
最近,会 計の分野においても公害問題が取扱われはじめてきた.公 害問題に

対す る会計的アプローチはいろいろな目的を有しているが,大 きく分けて社会

会計的接近 と企業会計的接近とがある,社 会会計の分野では社会に転嫁された

公害による損失を測定 し,国 民所得や社会資本の計算に導入することが考えら

れている.他 方,企 業会計の分野における公害問題への接近法は,こ れをさら

に財務会計的立場 と管理会計的立場とに分けることが妥当であろう.

財務会計においては公害管理情報あるいは環境保全情報を公表財務諸表に盛

り込んで開示することが主張されている.こ れは財務会計のもつ本来的な機能

である利害調整 目的の観点か ら主張される.す なわち,企 業はこれまでの株主

・債権者に対する利害調整だけでな く,労 働者,地 域住民,消 費者等の利害関

係者に対 しても,そ の利害を調整する社会的責任があるか らである.

しかし,企 業あるいは企業経営者は付加価値の配分を通じていろいろな利害

関係集団の利害調整を行なうだけでなく,企 業 自体を存続発展させるという最

終的な責任を有 している,こ の最終責任としての企業の存続発展目的は,会 計

的に計算 される残余としての利益を拡大してい くことで果され,こ の目標が管

理会計の重要なねらいであることはいうまでもない.公 害問題に対処する管理

会計的接近はこの点に関係する,そ こで企業は諸 々の利害関係者の付加価値に

対してもつ行動 目標と企業自体のもつ利益 目標との調整をはかることが必要に

なる.

ところで,お よそあるサブシステムの立場にいて,他 のサブシステム群の行

動目標を考慮に入れるには,一 般に,他 の行動 目標を自己の行動領域に対する

(注1)黒 沢(k10〕,徳谷 〔t8〕,若杉 〔ω1〕 他多数
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一定の制約条件の形で定式化したり,機 会原価として評価することが行なわれ

器1)このような方法をとるときには,特 定の働 目楓 た とえば蝶 自体の最

終的な利 益追求 目標だけを考 察することによ って,他 のサブシ ステ ムの行動 目

標 との調整 が独 自的に行 なわれ ることにな る.こ のよ うに して部分的最適化 が

全 体的最適化 と衝 突 しない ようにす るアプ ローチは,公 害 問題 に対 処す る管 理

会計の基礎にお くことがで きる,す なわち,公 害に対す る地域住民 や消費者 か

らの要請や,法 的な環境基準か らの要求や,公 害税な どの負荷 は,企 業がそれ

自体 の利益 目標を追求す る行 動 に対 して,一 定の制約条件 として定 式化 してお

けば よい.し たが って,公 害 に対す る企業の計画 モデ ルは,一 定 の制約条件の

もとでの利益最適化(な い し満足化)問 題 として定式化す るこ とが考 え られ る

わけで ある.

こ の考 え方 は標準型 のLPモ デル として定式化で きる.し か し,そ れ とは少

し異 るが,企 業の もつ多元的 目標を取扱 う特殊 な線形計画法 として 目標計画法

(GoalProgramming)が あ る.(目 標 計画法 の簡単 なモデルについて は第4

章 第3節 を参照せ よ.)こ の手法 によれば,各 目標 ご とに 目標水 準を設定 し,さ

らに 目標 間の優先順位 を 事前に 定めてお くな らば,各 目標水準 の 満足化達成

(ま たは最 小化 ・最大 化を も含 む)を 可能 な らしめ るよ うな全社的調整計画 が

たて られ る.し か し,本 章 では標準 型LPモ デルで企業の公害問題 を定式 化す

る.

さて,公 害はあ る一 定の原料 が特 定の生産工程 での処理をへて良財(goods)

の 生 産 とともに必然的 に産 出され る悪財(bads)に よ って もた らされ るもので

ある,そ こで本章では,こ のような良財 と悪財 との結合生産 が行 なわれ る生産

システムにつ いて,ま ず第1に その短期利益計画 モデルを明 らかに し,と くに

悪財 の取扱い に重点を おいて展開す る もので あ る.と ころで,一 般に,中 間生

産物 を外部 の中間製品市場 へ販売す るか 内部 で追 加加工 すべ きかの決定 問題 は

管理会計文献 で よ く知 られてい る.さ らに,結 合生産物(連 産 品)に ついて

も,特 定 の連産 品をその分離点以 降でその まま外 部に販売すべ きか さ らに追加

(注2)小 林(k20〕148頁.

(注3)Bierman〔B6〕PP.63-64.(訳 書91-93頁,),Horngren〔H14〕PP.608-10.

(注4)Hartley〔H3〕,
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加工 す ることが有 利かの決定問題 も管理会計文献ではすでによ くとりあげ られ
(3)

て い る.た とえば,ハ ー トレイ(RonaldV.Hartley)は,結 合生産 物が関係 す

る場 合の決定モデルを定式化す る方法を リニ ア ・プ ログ ラ ミングの手法を使 っ

(4)
て示 してい る.し か し,こ れ らの研究においては,悪 財 としての結 合生産物の

処理 ・加工の問題は主 た る関心事 とはな っていない そ こで,わ れわれのモデ

ルでは,公 害防除の3つ のケー ス,す なわち,廃 棄副産 物を処理 してか ら 排

出,再 生原料に加工,販 売可能生産 物に加工 とい う場合を きわだたせて取扱 う
　 　

ことにした.そ して,短 期利益計画モデルであるから,と くに公害防除設備が

設置されたもとで,全 社的にみて 最適な処理活動水準,再 生原料の 最適生産

量,再 生新製品などの最適生産量の決定を主たる問題にしている,モ デルの定

式化における特徴は,対 象が結合生産システムであることにつきる.

モデルの構成にかんしては,、第1節 では制約条件を定式化するさいに投入産

出分析を適用したこと,第2節 では目標関数を定式化するさいにその入力原価

データの測定単位をなにに求めるかを問題にしたことなどが特徴である.

第2に,結 合生産物の内部振替価格をLPモ デルの双対価格か ら求め,こ れ

が従来困難とされた連産品別原価の計算を時価主義で行なうものであることを

示した,さ らに,こ こでの重点は,廃 棄副産物の内部振替価格が負値をとるこ

とがある点である,そ の経済的な含意を追求した.そ して最後に,双 対価格を

使 った分権的ないし中央集権的な計画法をいろいろな個別計画問題と期間計画

に関して明 らかにした.こ こでも結合生産の特殊性を強調している.

9.2結 合 生産 シス テ ムの モデル ・ビル デ ィング

9.2.!廃 棄副 産 物 の処理 の3ケ ー ス

企業が自己の工場内に産業公害防除設備を設置して,本 来公害をもたらすは

ずの廃棄副産物を処理す る場合、次の3つ のケースが考えられるであろう.

ヶ一ス1:自 社の公害防除設備(防 止設備といっても処理設備 といって もよ

い)を 使って,公 害因子を除去したうえで排出するケース.

ヶ一ス2:自 社の処理設備で処理した結果,再 生利用原料を分離 して取出せ

るケース,
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ケ ー ス3:自 社 の処理設 備で処理 した結果,外 部市場 で販売 可能な新製品な

い し副産 物が生産 され るケース.

ケ ー ス1に ついては,公 害 因子の除去率が問題 にな る.た とえば,あ る汚染

排 出量.rキ ロ・リッ トル中の汚染 因子の80%が 除 去 され た形で排 出され る場合,

除 去率80%と い う.こ の比率を一般 に βとおけば(O:i9βf{g1),βxだ け除 去され
(5)

浄 化 されてお り,(1一 β)xは 汚染 された もとの まま排 出され る.こ の場 合,除

去率βは排水 処理設 備によ って異 るが,企 業は 自己の排水 が流れ 出る当該河川

に対 して法令で定め られた環境基準(水 質塞準)を 満足 させ るよ うな βの値 を

もつ設備を設置 しなければな らない.

ケー ス2と3に ついては,再 生率 αが間題にな る.た とえば,xト ンの廃 硫

酸か らαxト ンの硫酸 が分離 され る場合 な どがあ る(OsgcrE{91)。 こ のとき も,副

廃棄物(1一 α)xは,環 境基準を満た してい るか ぎり,そ のまま排 出され る.

以 下のわれわれのモデルでは,こ れ ら3つ の ケー スを全部同時 に含 んだ生 産

システムを取 り扱 ってい る,

9.2.2中 間 生 産 物 の需 給 関 係 条 件

結合生産 システムにおいて最 も重要な生産上 の制約条件 は,中 間生産物の需

給関係で あ り,こ こで は次 の図 よ うな システムを考 える.

次 頁 の勘定体系図では,公 害 因子 は第1工 程 か ら産 み出され るA品 に含 まれ

て いる,且 品を さきにのべた公害処理 ケース1に 従 って処理 す る場 合は,第5

工 程 で行 なわれて いる.ま た,ケ ー ス2は 第2工 程 を通 じて第4工 程で行なわ

れて いる.ケ ー ス3は 第2工 程 その もので行 なわれ,C品 として販売 され る.

(注5)レ オ ンチェフによる公害問題を含んだ国民経済の投入産出モデルでは,環 境基準

として公害要因(pollutant)の 一定の排出残存量が家計の許容水準 として与えられてい

る,こ れは一定期間のフローとしての許容量であるが,現 実の環境基準はここでのべた

水質基準のように質的な基準値で示されることが多いから,そ の場合にはその質的基準

値を満足 してさえいれば,企 業は一定期間のフローとしての排出量を無制限に出しても

許容されることになる.し たが って,わ れわれの ミクロ分析にとっては,レ オンチェフ

のモデルは直接には役立たない.さ らに,公 害因子の種類数と防止活動の数とは現実に

は一致しないから,投 入産出係数行列は逆行列をもたず,こ のときには彼のモデルは解

を有しないことになる、Leontief〔L8〕pp,124ff参 照.

(注6)こ の ような勘定コード番号の設定と変数の添数字の付け方は,行 列原価計算や行

列簿記の取引行列にとって有用である.佐 藤 〔s5〕参照.
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次 に,上 の生産 システムをLPモ デルに定式化す るこ とにしよ う,こ れには

まず,中 間生産物 の需給 関係 に着 目して,次 の2表 を 用いて 「投入産 出分析」

を適 用す る.(「 投入産 出分析」 については第4章 を参照 されたい.)

産 出量行列:

第1工 程1第 ・工程1第 ・工程 第・工程 陣 ・工程

「第1工程 一一郵 　 [一 　 ■r-一 「
L生 醐 量 　 坐1_ll_-1-__i

趨 蛋一 壷11」 ヨ
1第3工 程 …III I

L些塾 量+_・ 一 到1!

1盤 易 蛋1…il・ ・… …
　 　 　 　 　

　 　 ト リ　 　 て　 　 　 　　 　 ゴト

,簿 ボ 蛋ii:1ヨ 距 ・,・1
」_-1_一 一 一一 一1_1-一 一一一___一_一__-1

投入量行列:

Lニ コ 鶏凌i驚i箋癒 蛋稀 覆更義講 臨 護蠣鍵
第 、工程i・23「 …T・36一 ・、,El

生 産 量[…
Il…[…i

翫 工研671-　 …T-… 一 　 m'rr'一一 。751

1生k・[・6,ioLl-一 一.,.±.聖.Lニ ー⊥..,一一'.一.1

…聾 掛8gl綱

i蟹 蟹 磯X・ ・2一 一ヨrm… … 一罐 鋼

i凱 鋸 ・・2・・ 一 毯蠕
1
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以 上 の2表 か ら,中 間 生 産 物 の 需 給 関 係 を 表 わ す 制 約 条 件 式 が 次 の よ う に み ち

び か れ る,

第1工 程 第2工 程 ト 第3工 程 第4工 程,第5工 程 外 部 販 売 量

x23-x36:一 一3,12-0(1)

.T24-x48≧x45(2)

x67・:≧x75(3)

x・,・・i…-x・ ・,・ … … ≧0(4)

a:891…i≧xgJr(5)

-x、 ,2[+x、 、,、 「:≧ 一・、(6)

ix・2,・-x・2・ ・(7)

(6)式 に おけるs1は,外 部購 入原料に 関す る 計画期間の 使 用可能量 限度を あ

らわす.(こ の式が成立す るのは,生 産 が均衡状態 にあ り,毎 期 同 じスケジ ュー

ルが続 け られて いるので 第4工 程 か らの再 生原料 が毎期利 用可能 であ るとい う

(7)
仮 定 下 にお いてで あ る.)す なわち,原 料 の外部購入量を恥 とす ると,

Xo≦Sl

XO+Xl1,1=τ1,2→ κO・=X1,2一 κ11,ユ

∴Xl,2-Xl1,1≦s1→(6).

この モデルでは 棚卸資産で ある原料,・B品,C品,D品,WF品 に 関 して

は,期 首在 高 と期末 在高 とが均等す ることを仮定 していない.つ まり,こ のモ

デルでは在庫生 産の可能性 まで含めてい るのであ る,結 合生産物を含んだ利益

計 画モデルでは,真 の全 社的最適性を確 保す るため には未利用ない し未販売の

中間生産物 の在庫 を も考慮 に入れなければ な らない ことは,ハ ー トレイに よ っ
(8)

て 明 らかに された.す なわ ち,結 合生産企業 においては,あ る生産物 について

計画期間中のその利用可能量 また は販売可能量以上 に在庫生産 した部分は,そ

れ 自体 利益を もた らさないが,こ の余剰生産 に伴 って必然的 に他 の生産物 の追

加生産 が達成 される.そ して,こ の後者 の生産物 の市場 が未充足 の場 合には,

こ の追 加生産量は利益を もた らす ことにな るか らであ る,

これ ら原 料,B品,C品,D品,W品 について,期 首在高が ゼロの ときには,

(注7)Hartley〔H3〕P.753.

(注8)Hartley〔H3〕P.749.
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そ の 期末在高 はそれぞれ(6)式,(2)式,(5)式,(4)式 に おけるス ラック変

数 の値 として定 ま る.(こ のモデルで は期首在高 をすべてゼ ロとしたが,そ うで

ない場合 に拡張 する ことは容易 である.)

さ らに,A品 に ついては,生 産量x23の うち,第2工 程 に振替 えて追 加加工

す ることを しなか った残量 は,す べて第5工 程 に送 り込 んで処理 され ることに

なる.そ の量はz;3,12に な るが,こ れは(!)式 をx23≧x36と して表わ した場合

のスラ ック変数 に等 しい,A品 にはその ままで は外部市場性 がないので,残 余

量 については処理 して廃棄せ ざるをえな い ものとす る.ま た,第5工 程 はその

処理能力が十分 に存在す るものとす る,

中 間生産物 に関す るその仙の制約条件 として,結 合生産 比率に関す る条件が

ある.

第1工 程においてx1,2の 単 位あた り投入か らA品 とB品 がa対bの 比率で生

産 されて る仮 定すれば,

x23=ax1,2(8)

X24=bx1・2.(9)

第2工 程でx36の1単 位投入か らκ67と.x6,10がc対dの 比率で生産 され ると

すれば,

x67-・cκ36(10)

x6,10-dx36.(11)

第3工 程で はx48とx8gと が1対1の 対応 関係 にあ るとすれば,

x48-x89(12)

さ らに,第4工 程で の再生率 はαで あるとすれば(0≦ α≦1),

Xll,1一 αXlo,7.(13)

ま た,第5工 程 にお ける公害 因子除去率をβとすれば(OS9β 〈1),

x12,0-(1一 β)x13,14.(14)

しか し,x12,0の 市 場価値 はゼ ロであ るか ら,x12,0-0と み な して もよい.

以 上 の(8)～(13)に よ って,(1)～(6)に お け る変数 の1部 を消 去で きる.

そ の結果,

ax1,2-x36一 κ3,12=O

bXl,2-X89≧X45

cr36≧X75
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dx36-x、 。,7≧O

X89≧Xg5

-Xl
,2+αX1。,7≧-S・.

((7)式 は 削 除 し た.)

こ れ ら の 式 は 次 の よ う に 変 形 で き る.

-ax、 ,2+x36+x・,・2-0(1')

-bx、
,,+x89+x45+」Vs2-0(2!)

-cx36-t-x75一 トXs3=0(3ノ)

-dx36+、 。,。+x・4-O(4')

-x89→-Xg5-FXs5=0(5ノ)

x、,,一 αx、。,,+x・6-s・(6')

上 式 に て 変 数 κ3,12,X,2,X,3,X、4,X,5,X、6は す べ て ス ラ ッ ク 変 数 と し て 機 能 す

る,

9.2.3外 部 調 達 財 と 外 部 販 売 市 場 に 関 す る 制 約 条 件

さ て 次 に,企 業 が 自 ら 生 産 し た 資 源,中 間 生 産 物 で な く,企 業 が 外 部 か ら 購

入 し て 得 た 資 源(設 備,労 働 力,電 力,原 料 そ の 他),す な わ ち 外 部 投 入 要 素 に

関 す る 制 約 条 件 を 定 式 化 す る こ と に 向 お う.

外 部 投 入 要 素 の 需 給 関 係 勘 定 体 系 図(第2図)

2蒲1r程a/e⑥ 第2-[iS-la/c③ 第3」 二程a/c⑪ 第4工 程a/c⑫ 第5工 程a/c
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D1～D5は,各 工程の専 用資源 の利 用可能量(た とえば,Dlは 第1工 程 の

設備 の計画期 間中にお ける最大可能利用時間数 あるいは投入物 の最大 可能処

理量 を表 わす.)

D6は,す べての工程での共通利用資源 の利用可能量.

D7は,第2工 程 と第3工 程 とによ って共通利用 され る資源の最大可能利用

量..

い ま,上 記のD1～D7の 外 部調達資源 に関す る需給 関係 を定式化す るには,

5つ の工程 の アクテ ィビテ ィを何によ って とらえ るかが問題にな る.こ れにつ

いては,結 合生 産工程(プ ロセス)の ア クテ ィビテ ィはその工程への投入量で

把握 し,結 合生産でない生産工程の アクテ ィビテ ィはその工程の産 出量で把握

しなければな らない この理 由については次節で詳 し くのべ ることに したい.

このよ うなルールに従えば,結 合生 産工 程であ る第1工 程,第2工 程,第4

工 程,第5工 程の アクテ ィビテ ィはそれぞれその投 入物量Xl,2,x36,κlo,7,

x3,12で あ り,第3工 程 のア クテ ィビテ ィだけが産 出量x8gに よ って測定 され

る.こ こで,第4工 程 と第5工 程の アクテ ィビテ ィに投 入物 量を とる理 由は,

これ ら両工程の産 出量がその工程への投入量 と1対1の 関係を と らず,(13)式

と(14)式 の関係を と ってあ る種の結合生産が行 なわれてい るか らで ある.

そ こで,外 部調達資源に関す る制約条件式は次のよ うにな る,

dllx1,2≦D1(15)

d22x36≦D2(16)

d33Xs9≦D3(17)

d44xlo,7≦D4(18)

ds5x3,12≦D5(19)

d6、x、,2+d62x36+d63x89+d64x1。,7+d6。 ・x3,12≦D6(20)

d72x36+d73Xs9≦D7 .(21)

た だ し,砺 は,第 ガ外 部資源 について第 ブ工程 の アクテ ィビテ ィ単位 あた りの

消費 量を表 わす(i-1,…,7;」-1,一 ・,5).

(15)に つ いては,外 部資源D1が 図1に おけ る原料 であれば,数 量1)1-sユ で

あ り,か つd11=1で あ る,ま た(6ノ)が 別 に設 けてあ るか ら,(15)は 不 要 であ

る.こ こではDlは 原料 ではな く,第1工 程 の設 備能 力を表 わす ものと してお

く.
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さて,制 約条件 としてはさ らに,外 部 に販 売す るB品,C品,D品 の外部市

場需 要に関す る制約があ る.こ れをM」(ブ ーB,C,D)と す れば,

x45≦M.(22)

x75≦Mo(23)

κ95≦M,),(24)

とこ ろで,上 で明 らかに した中間生産物需 給関係の勘定体系図 と本源 的要素

需給 関係 の勘定体 系図は,と もに物量の フロー とス トックをあ らわ し,価 値の

フロー とス トックをあ らわ していない.し か し,こ こでは一応 物量の形 の まま

にお くが,全 社 的な見 積損益計算書 と見 積貸借対照表を作成す るための勘定体

系図を示 す と次のよ うにな る.

⑬1

灘 鍵 。1鉱 。,鳳 。,鳳 。轟 。,&i。 上晶 。 売豊、。

磁TTTTT
l① ④ ⑦ ⑨ ⑳

原料∂/cB品a/cC品a/cD品a/cW品a/c

⑮

損 駐a/c

作 成 され る。(ただ し、 各工 程a/cの 期末 純利益

蛮奮欝 朧 鍵 翻 、仮定 。。P㌫成
すると、これらの諸勘定の期末在高 と期

首在高との差額は、⑮ の損益a/cで 求めた 見積B/Sと 見積P/Lの 作成(第3図)

純利益 と一致す る。

9.3目 標 関数 の定 式化 と結合 生 産 ア クテ ィビテ ィの原 価 デー タ

利益目標関数において定式化される利益は,い うまでもな く収益項目と費用

項目との差額として示される.と ころが,こ の費用構成要素は結合生産物に関

する結合原価を どのように取扱うべきかの問題を呈することになる,

9.3,1伝 統的 な連産 品原 価 計算 の問題 点
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こ こで まず,伝 統的な原価計算におけ る連産品の結 合原価に関す る処理をみ

(9)
る と次 の とお りであ る.

第1法:各 連産 品の見積 販売価格(た だ し正常市 価にか ぎる)を 基準 とした

等価係数 にもとづ き等級別総 合原価計算 の方 法によ り配分す る.

第2法:熱 量,純 分度 のよ うな物 的性質を等価係数 に用 い る.

第3法:連 産品 の一種 または数種 の価額を副産物 に準 じて評価 し,こ れを1

期 間の結合原価か ら控除 した金額を もって,他 の連 産品の価 額 とす

る.

この うち第2法 は,実 際上,連 産 品は 同一 の数量的尺度で その価値 を測定す

ることがで きない場合 が多 いので,採 用す ることは困難 なことが多い.第3法

は連産 品 とい っても主副 の関係 がかな り強 くあらわれてい る場合 にのみ採 用さ

れ る便宜 的方法 である,し か し,こ のときの副産物の評価 も,市 価(見 積販 売

価額 ないし見積再購入原価)を 基準 とす るか ら,本 質的 に原価計算 といえない

か もしれない。

一般 には第1法 がとられて いるが ,こ の方法では正常市 価 に生産量を乗 じた

積数 を基準 として結合原価 を配分す るわ けだか ら,こ の積数は各製 品の見積 売

上高 に等 しい,し たが って,各 製品 の見積売上高の比率を基準 にした原 価配分

は,一 般 の原価計算原則で ある 「原価発生原 因原則」(Kostenverursachungs-

prinzip)に よ るものでな く,「 負担 能力原則」(Kostentragerfahigkeits-oder

Deckungsprinzip)に よ る原価配分 であ るか ら,こ れは原 価計算 とはいえない

か もしれない,さ らに,売 上高比率を基準にす る結 果 すべて の製 品について
(10)

同一 の利益率 が得 られ るように原価配分 されて しまうので,こ の方法で は,連

産 品の生産比率が可変 の場合 にはプ ロダ ク ト・ミックスの決定 にと って不適 切

な原価 データを提供す ることにな って しまう,

9.3.2結 合 生 産 工 程 の ア ク テ ィ ビ テ ィと そ の 帰 属 原 価

以上で は,結 合原価 に対す る伝統的な分解方法が不適切で あることを明 らか

にした,そ れでは,結 合生産の短期利益計画モデルに と って合 目的 な原価デ ー

(注9)溝 ロ 〔m12〕231頁.

(注10)同 一利益率になってしまう点の指摘は,溝 口(m12〕232頁 参照.



163

タは どのよ うにして与え られ るで あろ うか.こ の問題は,結 合生産工程 のアク

テ ィビテ ィ ・レベル の尺度を何 に求め るか にかか って いる,そ して,結 合原価

は,そ のア クテ ィビティに一括 した形の ままで帰属 させ ることが適切で ある.

なぜ な らば,お よそ原 価は生産工程のア クテ ィビテ ィに起因 して発生 し,さ ら

に,結 合生産 の利益計 画モデルでは各生産工程の最適なア クテ ィビテ ィ ・レベ

ルを決定す るこ とが問題 にな ってい るか らであ る.

以 上の ような理 由か ら,結 合生産 のア クテ ィビテ ィはその結合生産工程への

投入物量で測定すべ きで あ り,非 結合生 産工 程のア クテ ィビテ ィだけがその工

程か らの製品別産 出量で把握 され る,た だ し,主 副の区別 が きわめて明確にあ

らわれてい るよ うな連産 品については,そ の主産物の生産量を結合 生産工程 の

ア クテ ィビテ ィ ・レベル とみなして結合原価 を主 産物 だけに帰 属 させ,他 の副

(11)
産物 の原 価は ゼロとす る ことも許 され るか もしれない.し か し,こ れは ご く便

宜 的な方法で あ って,本 来主 副の区別 ので きない連産品については,こ のよ う

な便 法に よる原価デー タは結合生産 の決定 モデルが最適化を達成す るのに不適

切なデー タで ある,し か しなが ら,こ の便法 は,た とえ主副 の区別 が可能な場

合で も,便 宜的 に経済 的実行 可能性 の観点 か ら許容 され るにす ぎな い.

と ころで,結 合原価 は結合生産工程へ の投入物量 に帰属 させ ることが合 目的

で あ るとい って も,短 期利益計 画モデ ルのため には,そ の原価は結合変動費 に

か ぎ られ る.結 合 固定費 については短期 的なア クテ ィビテ ィ ・レベルには無関

係 に発生 す るので,短 期計 画モデルでは無視 して よい.し たが って,要 約すれ

ば,い わば直接原価計算的 に結合変動費 だけを 区分 し,こ れを当該結合 生産工

程へ の投 入物量 に帰属 させねばな らない.

さ らに,こ のよ うに結 合変動費が各工 程への投 入物量 に帰属 され る結果,(第

1図 の中間製 品需給 関係 図にみ られ るよ うな各工程 間の コス ト・フm一 が実 際

には存在 す るに もかかわ らず,)各 工程別 のア クテ ィビテ ィ原価計算 はいわゆ る

「非累積法」(non-cummulativemethod)に 従 って行 わざるを えな いことにな

る,し た が って1各 工程 の投入物 に帰属 され る結合変動費 は自工程費だ けで あ

り,つ ま り自己工程 が追加加工す るさい に新た に加えた原 価 だけであ り,前 工

(注11)ハ ックスもこの便法によって結合生産モデルを定式化 している.Hax〔H4〕

S,167,
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程からの中間生産物に関する原価(前 工程費)は 含められない。この点は,結

合生産物の原価計算が本質的に不可能であることにもとつ くが,ア ウ トプット

としての中間生産物の振替価格や最終生産物の原価は機会原価によって測定す

ることにし,そ の機会原価も完全競争に近い外部市場のあるときは市価基準に

よるが,そ のような市場の ないときは数学的手法によって 測定することにな

る,こ の最後の点は次節で詳しくのべたい.

そこで次に,利益 目標関数を定式化する前に,具休的にどのような原価項 目が

われわれのモデルにおいて主たる関心をひ くものであるかをのべておきたい.

われわれはさきに,企 業が自分で公害処理設備を設置して本来廃棄するはず

の産出物を処理するケースとして,第1に 単に公害因子を一部除去した形で排

出する場合,第2に 自社での再生利用原料を分離して取出す場合,第3に 販売

可能副産物ないし新製品を生産する場合という3つ のケースをのべた.こ のい

ずれのケースについても,次 のような原価が会計期間に発生する.

(1)処 理設備の研究開発費の期間的消却費

(2)処 理設備の減価償却費

(3)資 金の利子

(4)公 害防止管理者その他の人件費

(5)処 理設備の運転に伴 う動力費等

(6)処 理済みの廃棄物(た とえば汚泥など)の 処分費等

(7)処 理設備に新たに追加投入すべき原料費(処 理すべき当該廃棄物ではな

い.)

このうち,1か ら4は 結合固定費であり,5か ら7は 結合変動費である,結

合固定費の方が結合変動費よりもはるかに巨額であるが,わ れわれの短期モデ

ルで問題になるのはこの結合変動費である.た だし,結 合固定費は最後で期間

あたりに一括的に費用におとされねばならない.こ のような変動費は数式モデ

ルへの原価データとしては,企 業が自前の処理設備をもたず に廃棄物共同処理

セ ンターなどへ廃棄物を運んで処理してもらう場合のコス ト(処 理手数料と運

賃)や,そ のほか排気ガス量を規制するために重油とかガソリンなどの投入物

量に課税 される場合のコス ト(公 害税)を 取扱うときにも同じ形になる.

公害に関するコス トとして,公 害による被害の 補償,救 済,敗 訴の場合の
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裁 判 費用な どの事後 ゴス トは,企 業が負担 しな ければな らないが,'こ れ らは も
(12)ち うん

ここでは 問題 にな らな い.さ らに,企 業 が社会 に転嫁 した コス ト(social

c6st)も,こ こで は問題 にされ ない.

9.3.3利 益 目標 関 数 の定 式 化

さて,最 後 に利益 目標 関数 を定式化 して おこ う.こ こで注意 して お くべ きこ

とは,結 合生産工程ではそれへの投入物に結合変動費が帰属 され ることにな り,

そ の工程か らの産 出物 には何 ら原価 が帰属 され ないか ら,結 合生産物別 に収益

か ら費用 を引いた利益 を示 した り,あ るいは結合生 産物別 に単位販売価格か ら

単位原価 を差 引いた単位利益 を示 す ことはで きない とい うことで あ る.し たが

って,結 合生産 システムの利益 目標関数 はすべての連産 品の一括 的見積売上高

か ら一括 的見積変動費総額 を差引いた形 で定式 化され ることにな る.

そ こで,前 節第1図 の中間製品関係 図において,第i工 程(i=1,…,5)の ア ク

テ ィビテ ィ1単 位 の操業 に ともな う変動 費を島とすれ ば,島(∫-1,2,4,5)は 結

合変動費 であ り,島 σ一3)は 第3工 程のア ウ トプ ッ トD品 に帰属 され る変 動費

で あ る.こ れ らの奴 ∫-i,…,5)の 値 は,こ の企業 の使用資源がDエ か らD7の7

種 類 だけであ るな らば,そ の消費価格(こ れには変動間接費の予 定配賦 率を含
(13)

む)を それ ぞれ ηoブ(ゴー1,…,7)と す るとき,次 の ようにして算定 され る.す な

わち,

2d11

〔k、k,k、k。fe,〕d22E
d33

-〔。。、 。D、 。D、 。D。 。D,。 。、 。D,〕d441

Ids5、
　

i燥 齋'輪 」

(注12)こ れ らの事後コス トには社会正義の観点から費用性や原価性を一切みとめず,利

益処分項目とせよとする見解がある.若 杉(w1〕98頁.

(注13)こ のような原価計算法はFe工tham〔F4〕p.22に もみられる.フ ェルサムは結

合生産を行なわない企業の製品別原価計算を行列によって一拠に求める方法を示してい

る(第4章 を参照せよ).し かし,結 合生産企業では生産物種類数と工程数が等しくない

ので,投 入産出係数行列の逆行列がえられないため,製 品別原価を計算せず,筆 者と同

様に,目 標関数を定式化している.
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上 式 右辺 におけ る右項 の行列 は,(15)～(21)の 左 辺 における投入係数行列 で あ

る.

こ こで注意 すべ きこ とは,島 に関 してで ある.kiは 第1工 程 のア クテ ィビテ

ィ単位 あた りの 運 転費(variableoperatingcost)で あ るが,本 稿で は この

々1には第1工 程 に投入 され る原料の単位取得原価koを 含めて いない.し たが っ

て,目 標関数 にと って関連あ る原価 デー タとしては,上 記 のkl～ 々5以外 に,原

料の外部か らの購 入量恥 に比例 して発生 す る妬 を とり入れ なけれ ばな らない,

次 に,全 社的観点か らみて収益(厳 密にいえば現金収入)を もた らす のは,

外 部市場への販売品だけであ る.そ れ はB品 の うちのx45,C品 のx75,お よ び

D品 のXg5か らな ってお り,こ れ らの見積販売価 格をρβ,ρo,ρpとす る.

この とき,目 標関数 は次 のよ うに定式化 され る.

利 益Z一 総売上高 一原料購入費 一工程別運 転費総額

=(PBI45+lbσv7s+PDCgs)

-k。XO-(klXl
,2+々2灘36+k3×89+k4×1。,7+fesX3,12)→maC.

しか るに,XO+αXIO,7=Xl,2だ か ら,XO=X1,2一 αXIO,7.こ れ を上 に代入す

ると,

Z・=(」bB」c45+PoX75+PDIg5)

一 〔(kO+kl)Xl
,2+k2×36+k3XS9+(一 αkO+k4)X1。,7+k5×3,12〕

→mav .(25)

この 目標関数が従 うべ き制約条件 式は,前 節での(1')～(6'),(15)～(21),お

よび(22)～(24)で あ る.

目標関数におけ るxlo,7の 係 数 は興 味深 い.こ れ は,第4工 程(原 料再生工

程)の ア クテ ィビテ ィi単 位稼動 させ るたびに,運 転費k4が 発 生す ると ともに,

α単位 の再生原料 は α島の金額だけ購入原料 節約額を もた らす ことを意味す る.

し たが って,第4工 程ア クテ ィビテ ィ単位 あた りに発生 す る正味 コス トは(k4

一αko)で あ る.こ の金額 の絶対値 は,〔再生原料 の見 積再購入費 一追加加工費〕

で あるか ら,こ れはW品 の伝統的原価計算での評価額 に等 しい.

9.4結 合 生 産 の短 期 利 益 計 画 モ デ ル の 全 貌

われわれの結 合生産 の利益 計画モデルを ここで完全 な形 で示 す と次 のよ うに
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な る.こ のモデルを解 くことによ って,各 工程 のア クテ ィビテ ィ ・レベル,各

連産 品の生産量,外 部販売量,計 画在庫 量等を決定す ることがで きる.し たが

って,企 業 にお ける公害防除 の3つ のケー スにつ き,廃 棄副産物 の最適 処理 量,

再 生原料 の最適産 出量,販 売可能生産物 の最適生産量 も決定 され ることになる、
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9.5双 対 価 格 に よ る振 替 価 格 と連 産 品 原 価 の 計 算 お よ び 分 権 的

計 画

9.5.1双 対 価 格 に よ る連 産 品 の 振 替 価 格

前節 のLP問 題 の各制約条件 に対す る双対価格を条件式 の番号 にしたが って

πr(r・=1,…,6;15,…,24)と す れば,こ の問題の各係 数列 ベク トルがすべ て基

底 に入 った場合(た だ し,x,2～x、24に わ た るスラ ック変数 に関す るス ラック

・ベク トルはいずれか8つ の列 ベク トルだけ基底に入 った とす る) ,「緩急相補

性 の定理」(complementaryslacknesstheorem)に 従 って,次 式 が成立 す る,

π22+π2==lb.(3-1)

π23十 π3=Pσ(3-2)

π24十 π5=PD(3-3)

d61π20十dllπ15十 π6-bπ2-aπ1=-ko-kl(3-4)

d72π21十d62π20十 ・422π16-dπ4-cπ3・ 十π1=-k2(3-5)

473π21十463π20・ 十d33π17一 π5十 π2=-k3(3-6)

464π20十d44rrls一 απ6十 π4=αko-k4(3-7)

d6sπ20十d5srrl9十 π1=-k5(3-8)

上 式 では変数の数が16で 等式の数が8で あ るが,実 際には,こ の変数の うちい

つれか8個 はかな らずゼ ロにな る(原 問題 のス ラック変数 の うち8個 が基底 に

入 ってい るか ら).こ の とき,残 った8個 の変数 の係 数か らな る各列ベ ク トル

が相互 に1次 独立 にな るはずだか ら,双 対価格 π。の値 は π。*に一意 的に 定 ま

る,も っとも,双 対価 格は原 問題の最終 シンプ レクス表 か らも得 られ る.

こ こで,原 問題の条件式(1')～(6')は 各 工程 が産出す る各中間生産物 の量的

な需給関係 を表わす ものであ るか ら,

π1*:A品 の 内部振替価格orA

π2*:B品 の 内部振替価格 あるい は単位原価YB

π3*:C品 の 単位原 価orσ

π4*:W品 の 内部振替価格orm

π5*:D品 の単位原価YD

π6*:再 生 ない し購入原料 の内部振替価格ore

とな る,
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さ らに,原 問題の条件式(15')～(21')は,外 部 的資源 の需給 関係 を表わ して

いた.し か し,こ れ らの資源 は どの工程の生産物で もない ので,こ の内部的使

用 については支 出原 価VDd(ブ ー1,…,7)だ け 各工 程は負担すれば よい,と い う

のは,こ れ ら外部 的資源 の企業 内で の提供者(た とえ ば本部)に は,こ の資源

の提供 について利益 が発 生す る必要がないか らで ある,た だ し,共 通利用資源

D6とD7に つ いて,も しこの資源管理者が特別 の独立部門 として存在す る場合

には,(WD6+π20*),@η7+rr21*)がD6,D7の 単 位振替価格 とな る.

ま た,原 問題の条件 式!22t)～(24ノ)は,外 部販売品 の市場制約条件で あるか

ら,

π22*:製 品Bを1単 位追加販売すれ ば得 られ る利益 す なわち製 品Bの 単位

利益

π23*:製 品Cの 単位利益

π24*:製 品Dの 単位利益

とな る.

9.5.2双 対 価 格 に よ る連 産 品 別 原 価 計 算

さて,上 記 の説明に おいて,中 間生産物 の双対価格π。*(r==1,…,6)は,伝 統

的な原価計算 方法では算定不可能 であ った各連産 品の単位原価 を表わ してい る
(14)

とみ ることもで きる.と い うの は,そ れ は各 中間製品を も う1単 位追加的 に生

産す るための コス トを表わすか らで ある.た だし,そ のコス トには支 出原価 だ

けでな く機会原 価 も含 められて しま うことが ある.た とえ ば,最 終製品で ある

D品 の原価π5*は,(3-6)か ら,π5*-k3+π2*+473π21*+d63π20*+d33π17*

とな る.こ こで,(d73π2エ*+d63π20*+433π17*)は 明 らか に機会原価で あり,

π2*に も機会原価 が含 まれてい るか もしれない.さ らに,D品 の外 部需 要制約

が実効 的でない ときに は,そ の双対価格π24*=Oと な り,(3-3)か らπ5*-PDと

な ってD品 の原価 はそ の市場価格に等 しい ものとな って しまう.こ の ことか ら

明 らかな ように,双 対価格 による評価で は伝統的原価計算 にお けるように原価

財の取得原価 を産 出物 にアタ ッチ させ るとい う原則は とられていない.双 対 価

格 体系 は原価財 の取得原価 による生産物評価を もた らす もので はな く,む しろ

(注14)新 野 〔n3〕,岡崎 〔03〕,
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原価財の時価による生産物評価をもたらす といえよう.た だし,原 価財の時価

が取得原価に一致する場合 も含まれることに注意すべきである.

以上から逆に明らかなように,中 間生産物にせよ最終生産物にせよ,外 部市

場が存在 しているときに,そ の原価価値を市場価格で評価することは,外 部需

要制約が実効的となるときには,不 適切である.つ まり,市 場価格から販売制
(15)

約条件の双対価格値を差引いた額で評価 しなければならないからである。
(】6)

このような双対価格によって棚卸資産の期末在高を評価す ることもできる.

その結果,LPモ デルによる計画利益の算定と見積貸借対照表,見 積損益計算

書の作成による利益計算 との間にコンシステンシ イが存在す ることになる.た

だし,こ の評価法では各資産単位あた りの毎期の評価額は当然に異 りうる.第

1節 第3図 はこのような評価法を前提にしている,こ の点については,今 後の

研究を要する.

9.5,3負 値 の双 対価格 によ る負値 の振替 価 格

ここで双対価格π。*の符号がどうなるかをみておこう.

いま,n個 の数値τ1*,x2*,…,Xn*が 最大化問題:

　

ΣCjaゴ → 〃zax,
J=1

制約条件れ
(α)(ΣaijXj≦ 防(i=1,2,…,プ,r〈m)

J=1

商劉 算1∵"　 )
の解 であ るとき,双 対定 理によ り次 の関係 がm個 の数値 π1*,π2*,…,πm*の あ

いだに成立 す る,

の
(∂)Σ α々π乞*≦6ゴ(ブ=1,2,…,n)

炉1

(注15)中 間製品の振替価格 として,ゴ ール ドシ=ミ ットらのようにその市場が存すると

きにはつねに市場価格評価をすることは正しいとはかぎらないであろう.市 価評価がつ

ねに有効なのは市場が完全競争の場合にかぎる.Goldschmidt〔G-10〕pp.18-19,

(注16)Wright〔W13).
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1ΣaidXd*=砺 し か もi≦rの と き πi*≧0

㍍1
ω/署 鮮 ・*〈b・uか6i≦1一 の とき π・*=o

　
1Σai」X」*一 砺 しか もi≧r+!の と き π乞*ii菱0.
ゴー1

したが って,原 閥題(α)に おけ る等式 の制約条 件に対応 す るπ乞*は正,ゼ ロ,
(17)

負 の いずれかの値 を とりうる.つ まり,等 式 の制約条件 に対応す る双対価格 は

負値 を とることがあ る.

この点 をわれわれのモデルに適用すれば,原 問題 の制約条件(1ノ)は,は じめ

か ら等 式の形 を と ってい る,(1')に 対 応 す る双対価 格 π1の 値 は負値 を とりう

る.π1以 外 の双対価格 π。(7-≠1)はす べて非負 の値 を とる,

そ こで,(3-8)よ り,π1*一 一(k5+d65π20*+a55π1g*),

k5>0,π20*≧0,π1g*≧0だ カ)ら,π1*<0.

したが って,π1*は 負 値 を とるので,A品 の内部振替価i:K),.は 負 値を とること

にな る.

内部振替 価格が負値を とるとい うことは,そ の中間生産物の 引渡 し部門で は

他へ 引渡す ご とにその額だけ費用が発生 し,受 入れM3F[【]では受入れ るごとにそ

の額 だけ収 益が発生す ることを意味す る.こ れを考慮に入れて以下で は工程別
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

のア クテ ィビテ ィ単位 あた りの見積損益計算を行な う,

9.5.4工 程 別 の ア ク テ ィ ビ テ ィ単 位 の 見 積 損 益 計 算

工程別 のア クテ ィビテ ィ損益計算は次式 にもとついて行な う.

第1工 程→(3-4)と(3-!)式

第2工 程→(3-5)と(3-2)式

第3工 程 →(3-6)と(3-3)式

第4工 程→(3-7)式

(注17)こ の点の数学的証明は容易である.た とえば,Garvin〔G5〕(訳 書293頁)参 照.

振替価格あるいは計算価格としてのマイナスの双対価格については,Hax〔H4〕S,16

8-69,Baurnoland'Fabian〔B1〕P,12に み られる.ま た,ウ ィンストンに&;る 外部
'性の遮断方法でも負の計算価格が生じうる

.Whinston〔W6〕PP.439-440.(本 書第5

章注3を 参照せよ.)
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第5工 程→(3-8)式.

第1工 程:

第1工 程 のア クテ ィビテ ィ・レベルはXl,2*で あ り,Xl,2単 位 あた りにA品

とB品 がaとbの 比率 で生産 され る.し たが って,

i)B品 の外部販売市場が充足 され るまで は

第1工 程の収益'・ayA+ろ 伽,

ii)B品 の外部市場充足後,B品 を第2工 程に振 替え るとき,ま たはB品 を在

庫 生産す るとき

第1工 程の収益==ayA+byB.

た だ し,鈎 の値 は上記 のとお りマイナスで ある.し たが って,の 凶は費用側 に

計上 して もよい.そ の とき,第1工 程a/cに これが借方記 入 され るが,上 式 の

ように収益側のマ イナス項 目として第1工 程 α/cの貸 方 に赤字記 入 して もよい

第1工 程の費用=自 工程原料支 出費(ko)+自 工 程

加工費(k1)+原 料 機 会費 用(ッσ).

∴第1工 程のア クテ ィビテ ィ単位利益

=(のyオ 十bp刃)-t(ko十ki+ツ σ)

=(aπi*+bP刀)一(k。+k1+π6*)

ま た は

=(ayA十 の 刃)一(んo十 た1十Yσ)

=(aπ1*+6π2*)一(ko+k1+π6*)

=d61π20*+d1ユ π15*((3-4)よ り) .

さ らに,第1工 程 の予算利益

一(YA・X23*+ρB・C45*+orR・X48*+rVn・X,2*)

一(ko+k1十Yσ)・Xl ,2*.
(18)

こ こでx、2*はB品 の 当期 の在 庫高増分で ある.

た だ し,原 料 タンクない し原料倉庫 が一 つの利 益中心点 として設 定 されて いな

(注18)期 間損益=(当 期売上高+当 期在庫品在高増分プラスないし減分マイナス)
一当期総製造 ・販売原価.

上 式の右辺=当 期売上高一〔(期首在庫品在高+当 期総製造b1販 売原価)
一 一(期首在庫品在高+当 期在庫品在高増分プラスないじ減分マイナス)〕.

このような利益計算法は,Kilger〔K5〕S.17参 照.ま たWrightJ〔W13〕 も参照
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い な らば,原 料機 会費 用(Yσ)は 第1工 程 に負担 させな くて もよい,と い うのは

これ を第1工 程が負担す る場合,第1工 程 で使用 され る共 用設 備D6と 専用設

備D1が ともに不完全操業度下 にあ るときにはそれ らの双対価 格 π20*-0,π15*

=0と な り,ア クテ ィビテ ィ単位利益 が上式 においてゼ ロにな って しま うこと

が あるか らで あ る.

第2工 程:

第2工 程 の収益 も,第1工 程 と同様 に,

i)C品 の外部販売 市場 が充足 され るまでは

ρρσ+の 研.

ii)C品 の 外部市場充足 後,C品 を在庫 生産 す るとき,

砂 σ+の 伊.

第2工 程 の費用:自 工程 加工費(k2)+前 工 程振替 品費(YA);

た だ しYA<0.

∴ ア クテ ィビテ ィ単位利 益

一(cPa+dyva)一(k2+OVA)

一@σ+d・ π4*)一(k2+π1*)

ま た は

一(cor。+dym)一(fe2+Yオ)

一(cπ3*+dπ4*)一(k2+π1*)

=d72「 τ2エ*+462π20*+d22π16*((3-5)よ り) .

さ らに,第2工 程 の予算利益

一(PaX75*+Yσ ・X,3*+orm・or6,1。*)

一(k2十 ツゑ)・x36* .

ここで,x、3*はC品 の当期の在庫高 増分 であ る.x6,10*に はW品 の第4工 程へ

の振替分 と在庫 増分 とが含 まれてい る.

第3工 程:

ア クテ ィビテ ィ単位利益

=ρ刀一(ツR十k3)

==lbD-(π2*+k3')

ま掴 ま

一ツグ(YB十k3)
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=π5*一(π2*+k3)

=d73π21*+463π20*+433π17*,((3-6)よ り) ,

こ の と き,第3工 程 の 予 算 利 益

一(PD・Vg5*+O,D・X,5*)一(YB+k3)・X89* .

こ こ で,x,5*はD品 の 当 期 の 在 庫 高 増 分.

第4工 程:

ア ク テ ィ ビ テ ィ単 位 費 用

一 自工 程 加 工 費(k4)+前 工 程 振 替 品 費(ym) .

ア ク テ ィ ビ テ ィ単 位 収 益

一 再 生 原 料 の 再 調 達 原 価(α たo)+原 料 の 内 部 的 プ レ ミア ム 分(仰 σ).

∴ ア ク テ ィビ テ ィ単 位 利 益

=(αko+αyσ)一(k4+ym)

=(αfeo+α π6*)一(k4+π4*)

=d64π20*+444π18* ,((3-7)よ り).

こ の と き,第4工 程 の 予 算 利 益

=(ko+ツ σ)・Xll ,1*一(k4+ツ 躍)・XIO,7*.

第5工 程:

廃 棄 物 処 理 部 門 第5工 程 は,A品 を 受 入 れ る た び に 処 理 手 数 料 と し てYAの 収

益 を 獲 得 し,処 理 変 動 費 用 と し て 島 を 負 担 す る か ら,

ア ク テ ィ ビ テ ィ 単 位 利 益

一 版1一 ん5

==-yA-k5

-一 π1*-k5・ ・d65π20*+d55π19* .

こ の と き,第5工 程 の 予 算 利 益

一(-b,A-k5)・X3 ,a2*.

さ て,以 上 で 求 め ら れ た 工 程 別 予 算 利 益 は 中 央 本 部 に よ って 各 工 程 に 割 当 て

ら れ る も の で あ る.各 工 程 を 事 業 部 と み れ ば,こ の 予 算 利 益 を 達 成 す る た め の
コ 　

分権的統制活動 としては,各 ア クテ ィビテ ィ ・レベルが計画か らずれ るときに
ロ 　

そのずれを双対価格 によるペ ナル テ ィを使 って制御す ることがで きる.こ れ に
(19)

つ いて は次章で くわ しく取扱 う.

(注19)Monden〔M9〕.
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9.5.5ア クテ ィビテ ィ単位 損 益 計算 に よる分権 的個 別 計画

　 　

ここでは,内 部振替価格による分権i的計画法について論じたい,こ の企業に

おける最小の分権的利益責任単位 としては,上 記で各内部利益計算を示 した工

程別単位を考えるとよい.そ こでは,ア クティビティ単位利益計算が分権的計

画にとって有用である.し かし,双 対価格によるこの見積計算だけでは各工程

の最適アクテ ィビティ・レベルを決定することはできない,こ こでは外部販売

価格 と費用経過の線形性を仮定 しているからである.さ らに,内 部振替価格自

体が中央的に決定されねばならず,そ れと同時に各工程のアクティビティ・レ

ベルや外部販売量も中央で決定されてしまうことはこれまでの章でのべた.

ところが,こ のような結合生産企業においても,現 在の双対価格体系によっ

て,各 工程は新しい生産方法や新製品の 収益性を 独 自に 評価 することができ

る.

たとえば,第1に,各 工程は受入れるべき中間生産物の振替価格を知りえた

から,そ の振替価格以下の価格によって従来と同じかまたは類似した中間生産

物を外部市場から買入れることは有利である.こ のよう奉市場の探索も分権的

に行いうる.そ の場合,従 来と同じ中間生産物を受入れるのではな くて,新

しい中間生産物 または 新しい原料を 受入れることになったとしても,そ の経

済性を双対価格体系で評価できる.た とえば,新 しい原料は第1工 程において

A品 とB品 とを従来 とちがった比率で生産するかもしれない,こ のとき,そ の

原料コス トがい くら以下なら購入してもよいかの判定が双対価格体系からわか
(20)
る.

第2に,第2工 程や第5工 程においては,す でにのべたように,受 入品であ

るA品 の振替価格は負値であり,し たが って受入れるたびにその額だけ収益が

得 られる.こ の点を考慮して第2工 程や第5工 程の管理者が新しい生産方法や

処理方法を検討する場合に,一 見 したところその新方法の結合変動費(す なわ

ち運転費)が 高すぎるとか,あ るいはその産出物の引渡価格ないし販売価格よ

りも高 くなるという見通 しか ら,そ の新方法を断念することは経済的にまちが

っていることが多い.と いうのは,処 理すべきA品 の受入れにあたり,受 取手

(注20)岡 崎 〔03〕22-23頁.
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数 料(負 の振替価格)を 得 るごとが で きるが らであ る.

さ らに第3に,再 生原料を生産す る第4工 程で は,そ の利益改善 のたあに再

生率 αを拡大す る場合 に どの程度 の利益増分が得 られ るかがわか る,す なわち

再生率を γ(〉α)に すれば,ア クテ ィビテ ィ単位 あた りの増分利益 は(γ一α)・

(ora+ko)に な る.

と ころが,上 記の第2・ 第3の 例 について は生産方法 の改 善に ともな って新

規 プ ラン トを導入 しなければな らない ことが多いで あろ う.そ こで,第4に,

廃 棄副産物 の処理 ・加工 のた めの新規 プラ ン トの投資決定を双対価格体系 によ

って分権的 に判断す ることを考えたい.た とえば,、第5工 程で は外部市場 か ら

の境金収入 は入 って こな いが,第1工 程か らの廃棄物A品 を受入れ るごとにア

クテ ィビテ ィ単位 利益(]yAi-k5)=一 π1*-ksを 得 ることにな る.こ れ は 第

5工 程に発生す る期間あた り結 合固定費K5を 補償す るための貢献額 とな るか

ら,第5工 程 の正常なア クテ ィビテ ィ・レベルをi3,12と 予 測す れば,

K5/i3,t2≦iyA1-k5

あ るい はK5≦(1γ オ1-ks)i3,12

で あ るような期問 あた り結合固定費を有す る新規処理プ ラン トは経済的 に引合

うことが わか る.こ のよ うな投資 の経済計算 は,廃 棄物を加工す る第2工 程 や

第4工 程 において も行い うる.

しか し,こ の ような経済計算法 に対 しては,双 対価格体系 は短期的 にしか有

効でないか ら,こ れを長期の設備投資問題 に適用す ることは適切でな いとい う

批判が考え られ る.し か し,年 度利益計画が過去数期 にわた る実績 に将来 の趨

性を加味 した諸条件 のもとでたて られ てい るので あれば,そ こで 決定 され た双

対価格体系 は比較的安定性を もつ といえ よ う.と い うのは,新 規 プ ラン トの評

価 の基礎 にお く正常ア クテ ィビテ ィ ・レベ ル(上 例で は 屍,12)も,そ の よう

な条件下で の予測値 に定 めて お くか らであ る.し たが って,双 対価格 の安 定的

な範囲 のアクテ ィビテ ィ ・レベルが問題 にされ る.

さて,以 上 のような個別計画 問題 に対す る分析 は,分 権的 にも 行 ない うる

が,中 央集権的 にも行な い うる.し か し,こ れ らの個別計画案を採用 した場合

の各 アクテ ィビテ ィ ムレベルや原料購入量,最 終製品販売量,各 中間 製品 引渡

量な どの決定は,正 確に は中央集権的 にしか行ないえない.
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次 に双対価格 の第5の 利用法 と して,中 央集権制下 では最終製 品の販売制約

条件 の双対価格 の大 きさを基準 に して,(あ るいは同じ ことだが,最 終製 品の

販売 価格か らその製品 自体 の双対価値を差 引いた額 を基準 に して,)ど の製 品
(2」)

に販 売努 力を集中す ることが有利か を判定で きる.こ の点 は,す で に第2節 で

みた ように,伝 統的な連産 品の原価計算法 では どの品種 について も同一 の売上

利益 率を もた らす ことにな るので,双 対価格 によ る原価評価法 の特筆すべ き利

点だ と思 う.

い ま,上 記 の判定 にもとづ きB品 の外 部販売市場 を拡張す ることが最優先 さ

るべ きで あるとわか ったとしよ う.こ のとき,分 権 的計 画の第6例 として,B

品 の外部販売価格 の引下 げが 問題 にされ る.B品 の市価を い くらか 引下 げてB

品 の市場 が拡 大 されたな らば,こ れ に伴 ってB品 の在庫量(X8g+X45-bx1,2)

=・x、2((2')よ り)は 減少 す る,こ の とき,B品 の変 更された外部販売総量が

x45*+x、2*以 下 であ るな らば,当 初の最適解はA品 の外部販売量 と在庫量以外

ではその まま有効で あるか ら,こ の部分的変更決定は第1工 程独 自で行い うる.

B品 の変更 された外 部販 売総 量がx45*+x、2*以 上 であ るな らば,モ デル はいま

(22)
一 度 中央 的にiteratior1さ れ なければな らない .し か し,こ の場 合に も,第1工

程 と第3工 程 とが結合的単位で あれば,外 部販売総量 がx24*以 下 であるか ぎり

では,ま った く分権的 にB品 とDの 外部販売価格を決定で きる.

(注21>岡 崎 ∈o-3〕2-2∈瓦

(注22)Hartley〔H3〕P.751.
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第10章

双対価格 による分権的統制 システム

近年,管 理会計の分野において会計的手法と数学的手法との協働は急速に進

んできた.た とえば,ア メリカ会計学会(AAA)の 「経営意思決定モデル委員
(1)会

報告書」(1969年)で は,数 学的意思決定モデルに対す るインプ ット・データ

を会計が与えるべき観点から,会 計情報の範囲の拡張を主張 している.こ れは

主として,経 営の計画面において数学的計画モデルに対す る会計情報の利用と

いう形での,会 計と数学的手法の結合である.と ころが,経 営の統制面におけ

る両者の協働についてはあまり論じられていない.会 計は伝統的に,た とえば

コス ト。コントロール,予 算統制あるいは広 く経営成績の測定ないし業績評価

など,経 営の統制面により密接な関連をもってきた.し たが って,数 学的モデ

ルのアウ トプッ ト情報を会計本来の領域である経営統制の面で会計が利用する

ことが考えられる,本 章の課題は,こ の面の一つの探求を 「振替価格による分

権的統制システム」というテーマのもとに行な うことにある.

10.1分 権 的情 報 システ ム下 の集権 的利 益 計画 と振 替価 格

本章で取扱う企業は,事 業部制をとっており次の第1図 のような構造をもっ

ている.こ こで,各 事業部はプロフィット・セ ンターとして,そ の事業部活動

が利益を生ぜしめ,そ の実績利益によって評価されるものである.

ブロック1に おける記号表示は次のとおりである.

A1:A事 業部の生産す る中間製品 ・41の生産量(内 部振替 されるのみで外部

販売されない)

・42:A事 業部の生産す る最終製品A2の 生産量

Xl:Xl事 業部の製品Xlの 生産量

X2:X2事 業部の製品X2の 生産量

(注1)AAA〔A2〕 参照.
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第1図

Dσ■:ブ ロ ック エにおけ る各事業部の共通利用資源

DA:A事 業 部 の専用 資源

D1:X1事 業 部の専 用資源

D2:X2事 業 部の専 用資源

ブロック1正における記号表示 は次 の とお りであ る.

B1:B事 業 部 の生産す る中間製 品Bユ の生産量(内 部振 替 され るのみで外 部販

売 されない)

X3:X3事 業 部の製品X3の 生産量

Dσ■■:ブ ロ ック皿におけ る両事業部 の共通利用 資源

D3:X3事 業 部の専 用資源

Z)n:B事 業 部 の専用資源/・
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上 記 の記号はすべてベ ク トルであ ると考えて よい したが って,た とえば,

X1-〔X11,Xl2,…,Xln〕,Dσ ■=〔万σ■i,万σi2,…,万 σim〕で あ る.

しか し,以 下 の説明では,単 純化 のた め,上 記 の記号すべて をスカ ラーとみ

なして理解 して行 くことにした,

さて,こ の企業 は第1図 にみ るよ うに,生 産技術 的な構造 か らブ ロック1と

ブ ロック皿に完全 に分解可能 と仮定 されてい る.し か し,ブ ロック1内 部 にお

いては,共 用 資源Dσ ■が存在 す ることと,中 間製品Alが 存在 す ることか ら,

各 事業 部が相互 に結 合 してお り,完 全 には分解可能でない,ブ ロ ック皿の 内部

において も同様であ る.

この ように,各 事業部が外部投入資源の共通利用や 内部的 中間生産物 の交換

に よ って相互に結合 してい るときには,各 事業部の独立的な意思決定(生 産量

決定)は 全社的 に調整 されな けれ ばな らな い.さ もなければ,計 画の面におい

て,部 分的最適化が全体的最適化を侵害す ることになる.こ の調整機能 は中央

本部な い しは中央 の計算 セ ンターが 中央集権的 に担 当す ることにな る.し たが

って,こ のよ うな分解不能 な構造 を もつ企業 では,最 終 的に中央本 部が全 社的

最適計 画を決定 す るのであ り,各 事業 部が独 自に最 適計 画を決定す ることは困

難 であ るといわねばな らない.こ の ことを より詳 し くのべ る前提 として,ブ ロ

ック1に おけ る全体的な最適化のたあの制約条件 と目標関数を定式化 して お こ

う,(こ の式で,Al,A2,Xl,X2は す べて非負で ある.)

プ ログラム1(ブ ロ ック1に 対 して)

目標 関数:

MaxGi=(P㌔2-CA2)∠42-CAIAI十(pz1-Czi)X1十(px2-Cx2)X2(1)

制約 条件:

-1Ai+q13iXt+914■X2≦ 〔0〕(2)

d11■A2+d12■A1+d13■X1十d14■X2≦Dσ ■*(3)

d21■∠42十d22JA1≦DA*(4)

d33■X1≦D1*(5)

44♂X2≦D2*(6)

新 しい記号表示 は次の とお りであ る,

PA2:製 品A2の 売 価



18i

CA2:製 品A2単 位 あた り支 出変 動費

CA1:中 間 製品A1単 位 あた り支 出変動費

Px1:製 品X1の 売 価

CZi:製 品X1単 位 あた り支 出変動費(た だ し,X1事 業 部 での追加 コス トの

み)

Px2:製 品X2の 売 価

Cx2:製 品X2単 位 あた り支 出変 動費(た だ し,X2事 業 部での追加 コス トの

み)

した が って,(1)式 は,ブ ロック1全 体 としての利益(貢 献利益 の意 味で)

の最大化 を表 わす.

1:単 位 行列(以 下 では1-・1と 考 えて お く)

q13■:製 品XlのA1に 関 す る投入係数(Xユ 単位 あたりA1投 入量)

q14■:製 品X2のAlに 関 す る投入係数

(2)式 は,中 間製 品ノ11に関す る需給関係式で ある.す なわち,

A1-q13■X一q14■X2≧0

を 移項 して(2)式 を みちび く.た だし,A1,Xl,X2を ベ ク トル とみ るとき,

1,q13i,qi4iは す べて行列 であ り,(2)式 は次 のよ うな構造を もつl

l一劇::::∴1〕:1償
1… ■'1・q・ ・■12・ ●'…4■1π 逐 ・・〕rO'f

∵_諜:竃
中間生産物 に関す る内部 的交換 の構造 が このよ うに複雑 になれば,レ オ ンチ ェ(2)

フ流 の投入 産出分析 を企 業に適用 す ることが必要 にな る.

(3)式 は 共用資源Dσ ■に関す る需給 関係式 であ る.故 に,

(注2)企 業の投入産出分析については,本 書第4章 を参照せよ,
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Dσ■*:Dσiの 供給可能量(す なわち存在量).

dld■:Dσiに 対す る各製 品の投 入係数(ブ=1,…,4)・

(4)式 はA事 業部の専 用資源D4に 関す る需給 関係 式であ る.故 に,

D4*:D』 の供 給可能量

d2ノ:D4に 対 す る製品A2とAlの 投 入係数(ブー1,2),

(5)式 はXl事 業 部 の専用資源D1に 関す る需給関係式で ある.故 に,

D1*:Dlの 供 給可能量

d33■:Dlに 対 す る製品X1の 投入係 数

(6)式 について も,(5)式 とすべて 同様で あ る.

また,Al,A2,Xl,X2,Dσ ■*,DA*,Dエ*,D2*が ベ ク トルのときは,制 約条 件

式の係数はすべて行 列で ある,さ らに,(4),(5),(6)式 は,各 事業部 の専用

資源 に関す る制約を表わす だけでな く,各 事業部 の製品の販売上 の制約 も同 時

に含 んでい るもの と仮定 してお く.

ブ ロック皿について も記号法 な ど上記 とま った く同様 であ るので,そ の全体

的な定式化 だけを示 してお く.(こ の式で,BlとX3は ともに非負 である.)

プ ログ ラム皿(ブ ロック五に対 して)

目標 関数=

MaxGu==-C.IBI十(。 鞍3-Cz3)X3(7)

制 約 条件:

-1B1+q12■ ■X3≦ 〔0〕(8)

dll■■B1十d12JJX3≦Dσ ■■*(9)

d21〃Bl≦D.*(10)

d32■■X3≦D3*.(11)

さて,プ ログラム エとプログ ラム皿の数理 的構造 は,い ずれ もダ ンチ ッヒ=

ウル フ流 のLP計 算の分解原 理を適用す ることので きるもので ある.

す でに第3章 第1節(3,1)で 明 らかに した ように,LPの 分 解法 は各事業部 に

分 権的な情報処理を行なわせ るが,最 終的な決定権限 は本部が にぎ ってい るの

で,こ れは 「分権的情報 システ ムの もとにお ける集権的利益計画」で ある,

と ころで,両 プ ログラムの目標関数 にイ ンプ ッ トされて いる原価 デー タは,

い わゆる工程別原価計算法 における非累積法(nop・gロ 卑u1學tiv¢ 卑ethgd)で 算
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定 され た ものであ る.こ れを累積法 で算定 して表示 すれば,次 のよ うにな る.

プ ログ ラム エの 目標 関数 は,

MaxGi-(PA2-CA2)A2+〔0〕 ・A、+〔PXI-(Cx1+qユ31・Cオ1)〕X1

十 〔Px2-(Cx2十914■ ・CA1)〕X2.(1ノ)

プ ログ ラム]1の 目標関数は,

MaxO■J=〔0〕 ・Bl十 〔Px3-(Cx3十912UCn1)〕X3。(7ノ)

しか し,非 累積法の 目標関数 も累積法の 目標関数 も実質的 には同 じで あるの

で,ど ち らの 目標関数 を使 って解いて も同一の解がみ ちびかれ る。

累 積法 の 目標関数(1ノ)(7ノ)か ら明 らかな ように,中 間生産物Alお よびB1の

内部振替価格 はその単 位あた り支 出変動費の高 さに設定 されてい る.こ の こと

は,両 プログ ラムがた とえ分解 法で解かれて も本 質的に中央集権的利益 計画モ

デルで あるため,全 社 的な観点 か らは振替価格 に内部利益を含め ることを排 除

す る必要が あるか らであ る,し たが って,中 央 的利益 計画のために会計担 当者

が タッチす る振替価格 データは単位支 出変動費 であ るとい うことを銘記 すべ き

であ る.

そ こで,プ ログラム1を 解いてえ た最適解 がA■*,・42*,Xl*,X2*お よびGτ*

で あ るとしよ う.こ の とき,累 積法 の目標 関数か ら明 らか なよ うに,事 業部別

の計 画利益 は次の とお りで ある.

A事 業部 の計 画利 益:q*一(P%2-CA2)A2*+〔0〕 ・Al*

Xl事 業 部 の計 画利益:Gz1*=〔Px1-(CZI+q13■ ・CA1)〕X1*

X2事 業 部 の計 画利益:Gx2*一 〔Px2-(Cx2+q141'CA1)〕X2*

ブ ロ ック1の 全体的計 画利益:G■*=・G.*+GXi*+Gx2*.

10.2事 業 部 別 統 制 予 算 の作 成 と振 替 価 格

中央的利益計 画モデルにおいては,中 間製品 ∠41の 振替価格がその単位支 出

変動費 に等 し くされてい るため,A事 業部 ではAlを 生産 して もま った く利益

が生 じない.A事 業部 の利益 は外 部販売 品A2だ けに よって与 え られ るが,中

央的最適 計画ではAユ の生産 も指令 され ることにな る.し か し,こ の ことは,

事 業部管 理者 の業 績が利益 基準 で測定され,そ れに もとつ いて インセ ンテ ィブ

報酬 が決定 され る場合 には,・4事 業 部に とって不利 な不公平 な処理 にな る.レ
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た が って,利 益 に志 向 したモテ ィベーシ ョンの観点 か らA事 業部 は,も しA2

に 販 売制約がなければ,Aユ をま った く生産せ ずにA2の みを生産す るように資

源を振 り向け るで あろ う.そ の結果,ブ ロ ック1全 体か らみた最適計画が実行

されな くな って しまう.つ まり,実 施の面において,部 分最適化が全体最適化

を侵害す ることにな る.

このよ うな問題 の原 因は,A1の 振 替価格 がその単位支 出変動費 に等 しいた

めに,Al生 産 の成 果がX1事 業 部 とX2事 業 部だけにあ らわれて しまうことに あ

る.し たが って,利 益計画上 のXi事 業部 とX2事 業部 との利益 を,一 部分A事

業部 に配分すれば この問題は解決す る.

これ に対 して,会 計文献では,職 能別事業部制 において製造事業部 と販売事

(3)
業 部 な どの間の結合利益(jointprofit)を 配分 す る方 法を論 じてい る.し か し・

ここでは,数 理計画法 モデルのアウ トプ ッ ト情報 を会計で利用 しよ うとい う観

点か ら,こ の利益 配分 に対 しで アプ ローチ したい,

(4)
この点 につ き,オ ンシ(M.Onsi)に よれば,公 平で正 当な利益配分 のたあに

は,A事 業部 にはAl生 産 の結果 として 「喪失 した利益額」が貸方記入(収 益 計

上)さ れ るべ きで あり,そ の額 だけA1製 品の受入事 業部側で借方 記入(費 用

計上)さ れ るべ きで あるとす る.オ ンシは この喪失利益額を 「モテ ィベ ーシ ヨ

ン ・コス ト1と よぶが,そ れは ,A事 業 部が独 自に部分的最適化を達成 した場

合 の利益額 と全社的最適解 か ら指令 され た利益額 との差額 として算定 され る.

こ こでは,∠4ユ の生産量 をゼロと して,A2だ け を生産 す ることがA事 業 部に と

って部分 最適であ る.そ の ときのA2の 値 をA2**と し,利 益 をG4**と す れば,

G滋**一(」PA2-CA2)・4**.

した が って,〔Gノ*-Gノ 〕がA事 業部の統制予算作成上,貸 方記入 され る.

と ころで,こ こで,上 記の ような計算法 によ って一括的な モテ ィベーシ ョン

・コス トを計算す るのではな く,中 間製品Alの 振替価格 によ って 同一 の効果

を果す ことを示 しておきたい.

オ ンシのモテ ィベーシ ョン ・コス トがA事 業部 の喪失利益 の意 味で 「機会原

価」であ ることはい うまで もない.こ の機会原 価は,A事 業部の使用資源Dσ ■

(注3)本 書第1章 の(1.5.3)を 参照せよ.

(注4)Onsi(01〕p.541参 照,
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とD.と の 一部分をA1生 産 に振 り向けたことにより発生 した もので ある.こ の

場合,A1生 産 に振 り向 けたDo■ は,X1とX2とA2の 生 産を一部分犠牲 に した

わけで あり,ま たAl生 産 に振 り向けたD.は,A2の 生 産 を一部分犠牲 にしたわ

けであ る(第1図 参照).し た が って,A1生 産 の機会原 価は,Dσiお よびD五 の

もつ全社 的な価値(限 界収益生産 力)に よ って測定 され るべ きで ある.DσJと

D■ の もつ全社 的価値 は,A事 業 部独 自では決定で きず,中 央本部が プログラ

ム1全 体 の同時的考察下で これを決定 しなけれ ばな らな い.そ れ は,プ ログラ

ム1のL1)モ デ ルか ら,DσJとD汲 の シャ ドー ・プ ライスWOiとWヨ として与え

られ る,

それ故,Al単 位 あた り生産の機会原価 は

d、2■IV。i+d22■WA

で あ り,A事 業 部には製品A1を 単位 あた り生産 し他 の事業部 に振替え るごと

に この金額 だけ利益が計上 されな ければな らな い この機会原価額 に単位支 出

変動費CAiを 加 算 して,

CA1+(dユ2iVVa、+d22■ 肱)

が,・41の 振 替価格 肱 ユとな るべ きであ る.こ の振替価格W近 は,中 間製品A1

がXユ,X2両 事 業部 に対 しては制約資源 として作用す るため,・41自 体 のシ ャ ド

ー ・プ ライスIPVAIそ の もの として も算定 し うる.た だし,こ の場合 には,プ ロ

グ ラム1の 目標関数 は非累積法 の原価 デー タが インプ ッ トされて いるもの とす

る((1)式).し か し,目 標関数 が累積法の原価 デー タによ って与 えられて いる

ときには((1ノ)式),A1の シ ャ ドー ・プ ライス 肱1はAユ の振替価格 そのもので

はな く,・4ユの ネ ッ トの機会原 価(=・d1211]Va■+d22■W≧)そ の ものが直接的 に算

定 され る.し たが って,こ の場合 にはW逝 にAlの 単 位支 出変動費C岨 が含 ま

れていない,

以 上 の ことが らは,LPの 「complementaryslacknessの 定 理」 によ って,

次 の よ うに明示 され る.

プ ログラム1に お いて,活 動変数A1,A2,Xl,X2の す べてが基底変数 に入 っ

た とし,各 制約条件(2),(3),(4),(5),(6)式 の シャ ドー ・プ ライスをそれ

ぞ れ鴨1,Wσi,VV4,Wl,W2と す ると,こ れ らの間 には次の関係 が成立 す る,

(目 標 関数 は非 累積法 の原価 データを用 い,各 記号 はすべ てスカラーとす る.)
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製 品A2に 関 し:dllilVa■ 十d2iJVVA=PA2-CA2(12)

製 品Alに 関 し:一,lrVVA1十d12iVVai十d22■WA・ ・-CAi(13)

製 品X1に 関 し:g13■ 肱1+di3iWei+d33■W1=PXi-(叛1(14)

製 品X2に 関 し:qi4il]V1+d14iWa■+d44■W2=Pz2-(]を2(15)

各 式 に お い て 移 項 し て,

徽甑:1灘 寓銑1劉 且辮
PXi-(Cx1十qi3il)VAi)=・dl3ilVa■ 十d33JWI(14ノ)X■ 事 業部

P.y2-(Cz2+qi4iVVA1)===dl4JVVeJ+d44■W2(15')X2事 業 部

上 の各 式において,左 辺 は各製 品単位 当 りの収益 マイナス原価を意味 し,右

辺 は各製 品単位 当 りの利益額 を意味す る.

したが って,事 業部別 の統制予算 は次 のよ うに作成 され る,こ こで注意すべ

きは,中 間製 品Alの 振替価 格 として,そ の シャ ドー ・プ ライスW逝 が用い ら

れて い る点 であ る,

A事 業部a/cX1事 業部a/cX2事 業部a/c　 　
CA2・A2*pA2・A2*(Cz1+q13iWrdXtpm・Xl*(Cz2+qi4iWal1×21px1・X2*

c…A・*IVA・ ・A・*予 算利益(Ex・s)//予 算利益(E・ ・s)/

予算利益(E・s)/一 一

ごの統制予算では,利 益計画上のXl事 業部 ・X2事 業部の利益が,A事 業部

のA1生 産に対して配分されている.す なわち,
　 　 　 　 　 　 コ 　 　

利 益 計 画 上 の 事 業 部 別 計 画 利 益 の 合 計

=G疋1*十Gx2*十G4*

=〔pxi-(Cx1十q13■CA1)〕X1*十 〔。磁1-(Cx1十914■CA1)〕X2*

十(P.42-CA2)A2*

=〔pxl-(Cx、+q、31VVλi)〕X1*+〔pxi-・(Cx1+q14iVV云1)〕X2*

+〔(IVン1-CA、)(qエ3ixエ*+q14■X2*)+(PA2-C臓2)A2*〕

-Exls+Ex2s+〔(WA1-CA1)Al*+(PA2-CA2)A2*〕

=・Exls十Ex2s十EAS

コ 　 コ 　 コ 　 コ 　 　 　

=事 業部別統制予算上の予算利益の合計.

ところで,上 記の統制予算では中間製品Alの シャ ドー ・プライスだけが用
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い られてお り,A1以 外 の希 少要素 の シャ ドー ・プ ライスは無視 されてい る点

に注 意 されたい.こ の点は,西 ドイツのべーム(B6hm,H.-H.)ら の方式 とは異

な る.ベ ー ムはすべて の希少要素種類 の利用 について,シ ャ ドー・プ ライスを使
(5).

った 評価を してい るが,こ の場合 には各 事業部 でつねに損益分 岐 して しまっの

でモテ ィベー シ ョン効 果がえ られ な くな り,よ くない.((12ノ)(131)(14t)(15')

式 参 照).そ こで,希 少資源 を与 える側 において,そ の資源 の管理のために一 つ

の事業部 が形 成 されてい る場合 にか ぎ り,そ の資源 の振替 えに シャ ドー ・フ。ラ
(6)

イス を適 用すれば よい.と い うのは,こ の場 合にか ぎり,希 少資源 引渡事業部

においてモテ ィベー シ ョン上,利 益 が発 生 しなければな らないか らであ る.

さて次 に,ブ ロ ック皿を考 察 しよ う,オ ンシに よれば,B事 業部はプ ロフィ

ッ ト。セ ンターではな いとい う,そ して,そ れは コス ト・セ ンター として扱 わ

れ,ゼ ロの予算利益を示 し,そ の業績 は コス ト・コン トロール と生産量達成の

観点 で評価 され る,さ もなければ,そ れはX3事 業部 と結 合 されて1つ の大 き
(7)

な プ ロフ ィッ ト・セ ンターを構 成す るとい う.し か しなが ら,筆 者 の見解 では,

以 下 に示す よ うに,B事 業部 はそれ独 自の ままで もプ ロフ ィッ ト・セ ンター と

して機能 し うる場 合が多い ので ある,

い ま,プ ログ ラム皿を分 解法で解いた とき,B1もX3も 是 底 に入 り,B1*と

X3*が 最 適計画 にな ったと仮定 する.こ の とき,(8),(9),(10),(11)式 の シ

ャ ドー 。プ ライスをそれぞれWη1,WVaJ、,W.,W3と す れば,complementary

slacknessの 定 理によ って,

製 品Blに 関 し:-1W町+dl1■ ■WeJJ+d21UWB--CBI(16)

製 品X3に 関 し:q13iZVVBi+d12■iIPVou+d32■ ■W3一 搬3-Cx3(17)

各 式 において移項 して,

1恥1-C「B1-dl1JJVVau+d21■ ■WB(16')

px3-(Cx3-←9i3iiVVR1)=d121■VVeJJ一 トd32uW3(17ノ)

上 式において,左 辺 は各事業部の製品単位 当り収益 マイナス原価を意味 し,

(注5)B6hmundWi11e〔B12〕 第1章 第1節 を参照せよ・

(注6)会 社 内の諸部門に用役を供給する目的で設けられた 「用役供給部門」,す なわち
「補助部門」が存在する場合に,振 替価格はこの部門が1事 業部になっているときに適

用される.NACA〔N1〕P・11(訳 書137頁)参 照.こ の考えは我国の通産省答申 〔彦8〕

第2章 第4節 にもとり入れられている・ 一..t...t、

(注7)Onsi〔01〕P.542参 照.
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右辺 は製品単位当 り利益額 を表わ してい る.し たが って,(16')か ら明 らかな

ように,VVauとW刃 とが 同時 にゼロにな る場 合,つ まり,ブ ロック1[に おけ る

共通利用資源DσuとB事 業部専用資源D刃 とが同時に不完全利 用にな り,ま た

同時 に製品X3の 販売 制約 が作用 しない場合 にか ぎ って,B事 業部では利益が発

生せず コス ト・セ ンター とな る.と ころが,経 営 には通常 どこかの部分能力で

隣路がかな らず発生 してい るし,ま た販売上 の制約 も作用 してい るのが通常で

あるか ら,(16')式 に おいて

CA1〈W8ユ

と なるのが通常で ある.し たが って,ブ ロック皿において も,中 間製 品の振替

価格 には シャ ドー ・プ ライスW現 を用 いる ことが,統 制 目的に とって適合 し

て いる,

さ らに,第3の ケー スとして,内 部振替製 品が同時 に外部 に も中間製 品市場

を もって いる場合 には,利 益計画モデルにおいて外部販売 にはその純市場 価格

をあて,内 部振替 にはその単位支 出変動費をあて ることにして,非 累積法の原

価 デー タを用 いて定式化す ると,こ の中間製 品のシ ャ ドー ・プ ライスはその市

価 に一致す ることが容易 にわか る.た だ し,こ の中間製 品の外部販売市場 に関

す る需要制限 が有効 とな るときには,こ の中間製 品のシ ャ ドー 。プ ライスはそ

の市価か ら需要制約 のシャ ドー ・プ ライスを減 じた大 きさにな る.こ の点 は,

第1章 において市価基準振替価格の問題点 として説明 した ことに一 致す る,

以 上で のべて きた ように,中 央集権的利益計画 モデルのために会 計担 当者 に

要求 され る振替価格デー タは単位支 出変動費 であるが,事 業部別 の分 権的統 制

のた めに会計担 当者が用い る振替価格デー タはシ ャ ドー ・プ ライスであ る.し

たが って,両 者 の間 には一見す ると一貫 性(consistency)が な いか のよ うにみ

えるが,実 は利益計画モデルにおいては最適解 に到達 す る計算 過程 において シ

ャ ドー ・プ ライス評価が行なわれてい るので,両 者 の間には実 質的には一貫 性
(8)

が存 在す るのであ る,

(注8)管 理会計における一貫性の問題はAAA〔A3〕 で探求されてい・る.
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10.3実 際 業 績 の 評 価 と振 替 価 格

10.3.1ア ウ トプ ッ ト ・コ ン トロ ー ル ・シ ス テ ム

さて,事 前 の事業部別予算利益 を確定 す るための振替価格設定上 の基本理念

は,事 業部別 の稼得利益 を基準 に して(事 業部別 資本利益 率の形 を とることも

あ る),各 事業部 のイ ンセ ンテ ィブ報 酬を決定す ることにあ る.し たが って,事

後的な業績評価 の会計 システムは,各 事業部 の生 産 ・販売 の面 におけ る分権 的

な諸活動 の結果 を利益指 標で測定す るシステ ムでなければな らない

そ こで,プ ログ ラム1に おけ る共 通利用資 源の制約 条件(3)と,中 間製品制

約条件(2)に つ いては,事 前の中央 的最適計画 どお りに資源配分 され ることに

よ って,最 大 の全社 的利益 が達 成 され る,し たが って,各 事業部の生産量 ・販

売量が事前 の全社 的最適プ ランか らはずれて,増 産 された り減産 された りす る

場合 には,全 社 的利益は最適値以下 に減少す るで あろう.そ れ故,た とえばX1

事 業部 が増産す ることによ って,こ れ らの共通利用資源を超過利用す ることが

あ って も,そ の増分利 用その ものに よ ってはX1事 業部の利益 が(少 な くとも)

増 加 しない ことが,保 証 されなければな らない.さ らに,た とえばX2事 業部

が減産 す ることに よって,こ れ らの共通利用資源を不足 利用すれば,X2事 業 部

の実 際利益 が予算以下 に減少す ることが保証 されねば ならない.

このよ うな保証要求 に対 して は,ま ず増産 した事業部で は,共 通利用資源 に

関してその増分利用単位あた りに一定 のペ ナルテ ィを負担す ることに決めてお

けばよい,こ のペ ナル テ ィの賦課は,増 産 を自動 的に,分 権的 に防止 させ るた
(9)

め の ものであ る.そ れは 当該資源 に関す る全社的 な機会原価 であ り,シ ャ ドー

・プ ライスVVo■,VV■ と して与 え られ る.こ の場合,共 通利用資源 の増分利用 に

っいては単 に損益分岐 して しま うだけであるが,こ れ に関し積極 的に損失 をも

生ぜ しめ よ うとするな らば,事 前 に算定 したシ ャ ドー ・プ ライス値IVσJやWk

よ り も高 いW'o■ とW,Aと を負担 させ ればよい.た だし,共 通利用資源 の制約

条件(3)式 が 中央 的計画の上で制約 として作 用せ ずに 自由に多量存在 する場 合

には,そ の シャ ドー ・プ ライスWσi-Oで あ るか ら,そ の増分 利用についてぺ

(注9)こ れ は期中における分権的な直接統制の活動であるから,本 節は事後的な業績評

価だけでな く期中統制のたあの会計システムをむしろ問題にしている.
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ナ ル テ ィは無視 できる.こ の場合 には,各 事業部相互 は完全 に分解 可能 であ る.

次 に,減 産 した事業部では,減 産 しなければ稼得 しえたであ ろう利益額がそ

の減産量 に応 じて計上 されな くな るか ら,他 の条件 が変 らなければ,自 動的 に

実際利益が予算利益 よりも小 さ くな る.以 下 では,記 帳 システムによ って,上

述 のことが らを示 してお く.

増 産 した事業部 の記帳:

Xl事 業部a/cX1事 業部 ・数量利益差異a/c

(CZi+g13■V2'Al)・X1αPx1・X1α 予算利益(Exls)実 際利益(Ex1α)←

d・3■Wi…(x・・-x・*)郷 ・」益差異/

実 際 利益(EZdα)/!

↓

減 産 し た 事 業 部 の 記 帳:

X2事 業部a/cX2事 業 部 ・数量 利 益 差 異 α/`

(Cx2+qki[VAI)・X2aPx2・X2α 予算 利 益(Ex2s)実 際 利益(Ex2α)←

実際利益(Ex2α)/
_・ ・一一!'耀 利益差異

↓

ただし,新 しい記号は次のとおりである.

X1α:製 品X1の 実際生産量

X2α:製 品X2の 実際生産量.

上で示した増産と減産に関する記帳方法は,X1事 業部,X2事 業部,A事 業

部のいずれにおいても適用できる.

次に,各 事業部個有の制約条件(た とえばXユ事業部ではプログラム1の(5)

式)に っいては,利 益増加のためには各事業部独自の分権的な自由裁量が許さ

れる.こ の点に関し,上 記の増産事業部における記帳で,数 量利益差異が有利

差異とな ってあらわれ,正 の増分利益が生じている理由を明らかにしよう.た

とえば,プ ログラム1の(5)式 はX1事 業部の専用資源制約または販売制約とを

示しているが,予 算利益以上の増分利益が生 じるのは,こ れら専用資源 または

販売制約について,積 極的な分権的努力を有利に展開する場合である,す なわ
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ち,生 産量 を増加す るためには,ま ず事業部独 自の製造技術的努力に よ って,

生 産要素 の能率 的利 用を行 なわなければな らない.こ れは生産要素利 用の節約

(新 しい生産方法 の採 用や歩留 の向上)か,ま たは強度的利用(機 械の回転速

度の増大な ど)に よ って 可能 とな る.同 時に,販 売量を増大す るためには,事

努力 によ って,販 売 制限量を緩和 しなければな らない.こ の とき,自 己事業部

業部独 自の販売専用資源 が中央 的計画 の上 で制約 とな らないほ ど多量に存在 す

る場合 には,販 売努 力だけが予算以上 の増分利 益を生ぜ しめ る原 因 とな る.こ

の ほか,付 髄的 な販売面 の努 力 として は販売価 格の変更 な ども考 え られ る.

以 上でのべて きたことか ら明 らかなよ うに,計 画以上 の増産が経済 的に許容

され,さ らには むしろ推奨 され るのは,共 通利 用資源 の増分利 用についてその

シャ ドー ・プ ライスないしそれ以上 の値 のペ ナルテ ィを負担 して もなお,上 述

の分 権的努力 によ り増分利益 が生 ぜ しめ られ る場合 であ る.

このペ ナルテ ィとして の機会原価 の賦課 に関 して,サ ムエルズ とバー ンハー

ド(J.M,Samuels,R.H,Bernhard)は,増 産を行な ったXl事 業部 の増分生

産量 によ って ひ きお こされたX2事 業部 の喪失利益額 を,X1事 業 部 に借方記入
(10)

す る ことを主 張 してい る.彼 らの方法 は基本的 には正 しいし,ま た示唆 に富ん

でお り本章 での方式 にヒン トを与えた ものであ るが,そ の欠点は全社的喪失利

益額 の算定方法 としてX2事 業部 の減分生 産量(こ れはXユ 事業部 の増分生産に

原 因す る)に 製 品X2の 単 位利益 を乗 じた積を求め ることを提案 してい る点に

ある,こ の方法 は次のよ うな場合には,喪 失利益額 の算定や賦課を きわめて困

難 にす るか または不 可能にす る.す なわち,サ ムエルズ らは2つ の事業部間で

の資源 の奪取 ・被奪取 関係 を問題にしてい るが,い まXl事 業 部がい ろい ろな

希少要素種類 を他 の2つ 以上 の事業 部か ら奪取 した場合.逆 に,資 源を奪取 さ

れたX2事 業部が,X1事 業 部だけか らでな く,他 の2つ 以上 の事業部か らい ろ

いろな希 少要素種 類をそれぞれの事業部の必要量だけ奪取 された場合,さ らに

X1事 業 部 がX2事 業部だけか ら要素を奪取 した として も,あ の特定の要素種類

だけを奪 取 した ものであ り,X2の 単 位 生産に必 要な要素 比率で奪取 したので

はない場合な どがあ る.(こ の最後のケースについてサムエルズの方 法は不適切

であ る,)

(注10)Sarnuels〔S1〕P.190お よびBernhard〔B5〕PP.143-145参 照.
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こ の ような欠点を克服す るには,共 通利用資 源の限界単位が もた らす全社 的

な増分利益 はその数学 的シ ャ ドー ・プ ライスによ って表 わされて い ることに着

目して,増 分生産 に伴 な うこの資源 の増分利 用量 に対 しシ ャ ドー ・プ ライスを

加算 して借 方記入 す るわけであ る,シ ャ ドー ・プ ライスを用い る点 だけ に関 し

ていえば,こ のよ うな筆者 の方 法は西 ドイツのべームの方式に も似 てい るが,

さ きにものべた ように,ベ ーム方式では どの事業 部で もつねに損益 分岐 して し

ま う点が異 なる.

さて,中 央的なLPモ デルの示す最適計画は,事 前のデー タの下 でのいわば

理想 的な 目標 を意味す るζとも多いので,こ の不達成 について,た とえば10%

の ア ラウア ンスを設定 してお くこともよいだ ろう.こ の場合には,統 制予算上

の予算利益 は当初 の90%の 額 に設定 され るわけで,こ れ以上の額の実際利益が

実 現 されたな らば,計 画 は十分達成 された と考えて よい.し たが って,こ のよ

うにア ラウア ンスを導入すれば,各 事業部が実効予算利益以上 の利益を あげ う

るよ うな製造技術 面および販売市場面 の可能性が より多 く存す るこ とになるの

で,事 業部の分権的活 動におけ るモテ ィベーシ ョンは高い ものにな るだ ろ う.

10.32イ ン プ ソ}・ コ ン トロー ル ・シ ス テ ム

これは,各 事業部におけ る投入物統制 の面 での分権的活動 の結果 を利益指 標

で測定す るシステ ムであ る.す なわち,た とえばx1事 業部 が 共通利 用資源

Dσ■,中 間生産物Al,専 用 資源Dtを 使 用す るにあた って,生 産方法 の改善 や

歩留 の向上や,あ るいは強度的利用によ って これ らを能率 よ く節約 的に投入 し

た場合(こ れ とは逆 に浪費 した場合 も),そ の投入能率 の程 度を要素別 および総

括的 に利益指標で測定す るたあ の会計 システムを,こ こで考えたい,筆 者は こ
(11)

れ に 関し,シ ャ ドー ・プ ライスを使 った次のよ うな勘定表 を提 案 したい.こ の

方法 は基本的 にはサムエルズ のアイデア によ ってい る.

た だ し,新 しい記号 は次 のとお りであ る.

Alz1α:X1事 業 部 における中間製品・41の実際投入量

Dσノ1α:Xl事 業 部におけ るDσ■の実 際投入量

D1α:X1事 業 部 におけるD1の 実際投入 量,

(注11)Sarnuels〔S.1〕pp.ユ87r188参 照。
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×1事業・部・投入量α/C

(借方)
要素の実離 穐 無 蝿 での要素(館)黙 別 の節 約額

からの搬 原価 宏灘 講 騒 か または瀬 額

WA1・AI-1aτ 砺1・(qi3」X1α)WA1・(q13ヱX1α ～AIX1α)

WaJ●D・ 〆1αIWe・ ●(d・・'Xiα)W・ ・.(di3JX・ α～D・ 〆1α)

Wl・DlaIW1・(d33ixla)W1・(d33iXiα ～D1α)

投入罐 異合計1一 投入罐 購
「 一 一 一.一 一一一

1

こ こで,筆 者 は,投 入 能率差 異を,さ きの アウ トプ ッ ト・コン トロール ・シ

ステムの数量利益差異 と合算す ることを提示 したい.こ の合算額は,当 該事業

部 の分権 的活 動の総括 的利 益成果 を示すので,事 業部別予算利益 と比較すべ き

実 際利益 は,む しろこれ による方が よい.

た だ し,こ れ らを合算す るにあた り,Xl事 業 部が増産 してい る場合には,専

用資源D1に か ぎ って,X1事 業 部 の数 量利益差異 の中にD1の 投入能率差異が

含 まれて しまうので,次 のルールが追加 されねば な らない.す なわ ち,

Dla=Dl*の と き,W1・(D1α ～d23JX1α)を 合算 しない.

Diα 〈Dl*の と き,Wl・(D1*-Diα)だ け合算す る,

減 産 した場合 には,こ のよ うなルールは不要 である.(
12)

上 記 のサムエルズのアイデ アその ものに対 して は,バ ーンハ ー ドの批判が あ.

る.す なわち,生 産係 数の変化による要素節約 は,LPモ デ ルの与件 データを

変化 させ るが,そ の とき,最 適基底 とその活動水準 がと もに変化 し うるし,同

時にシ ャ ドー ・プ ライスの値 自体 も変化 しう惹 したが って,事 前 のシャ ドー

.プ ライスの値で要素節約量を評価 して も,そ れは真の節約額 を表 わさないこ

とがあ るとい う批判 であ る.

バ_ン ハ ー ドの批判 はそれ な りに正 しいが,筆 者は次のよ うな観点 か ら,サ

ムェルズ の考 えを支持 したい.

こ こでの生産 係数 の変 化は,た しか にLPモ デ ルのパ ラメー タが 変化 してい

るので あ るが,そ れは事業部 の分 権的な内部的統制努力 によるものだか ら内 生

的変化 にすぎないLし たが って.事 後 的統制 め基 準 とな る模 準的生産係数そ地

(注セ)B…h・ ・d『『〔B5〕PP.147-148参 照.
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自体は変化 していない,そ れ故,業 績評価基準 としての標準シャ ドー ・プラス

値は変化していないのである.

さらに,こ こで希少要素の節約ないし浪費が次期以降の全社的利益に対して

どのような効果を及ぼすかをみておこう.

(イ)節 約 した資源が中間生産物や原材料などの在庫可能な要素である場合

には,そ の節約量は明らかに次期以降の当該事業部ないし会社全体の生産増加

に役立ち,し たがって利益増加に貢献する.(ただし,腐 敗などによって棚卸減

耗しやすい資源については,こ のかぎりでない.)

(ロ)機 械設備や労働など在庫不能な要素給付が節約された場合にも,当 期

のその節約給付そのものは次期以降に利用不可能だが,次 期以降の利益計画モ

デルに改善された生産方法が導入されることになるならば,そ れはかならず利

益増加に貢献する,

(ハ)節 約 とは反対に,浪 費が生 じた場合には,そ れは当期の利益喪失をも

たらすし,同 時に次期以降にも悪影響を及ぼす可能性がある.

上記,(イ)(ロ)(ハ)の いずれのケースについても,問 題にな っている資源

は当期の当初計画では制約的に作用しているものに限定されている。したがっ

て,生 産係数の縮少(節 約)は かならず次期以降の全社的利益を増加させ,生

産係数の拡大(浪 費)は かならず次期以降の全社的利益を減少させ うることに

なる.そ れ故,当 期における資源の節約や浪費が将来の利益に及ぼす効果を測

定するためには,サ ムエルズのアプローチは示唆に富んだものである.

他方,当 期の当初計画において制約的に作用 していなかった 資源に 関して

は,標 準原価による通常のコス ト・コントロール ・システムが有用である.

10.4結 び

本稿では,分 権的な統制システムにおけるシャドー ・プライス基準による振

替価格の有用性を3つ の節で明 らかにした.そ の全体を要約すれば次のとおり

である,

第1節 では,計 画面において数学的 モデルに対する会計的原価 データとし

て,単 位支出変動費による振替価格がインプットされることをのべた.第2節
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で は,統 制面において数学的決定 モデル のアウ トプ ッ ト情報 であるシ ャ ドー ・

プ ライスを,事 業部別統制予算 の作成上 に利 用す ることを提案 した,第3節 で

は事後的業績 評価の会計 システム として,生 産 ・販売量統制 のためにペナルテ

ィとして シャ ドー ・プ ライスを利用 す ることを提 案 し,投 入 量統 制のために も

シ ャ ドー ・プ ライスが利用 され うることを明 らかに した.
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